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5序章
１．本研究の背景と目的
近年、国際化が進むなかで、世界では企業の社会的責任（Corporate Social
Responsibility： CSR）への関心が高まってきている。そのために、企業には、
世界の持続可能な発展に貢献する経営活動が求められる。従って、これからの
企業は、組織の社会的責任の手引（Guidance on social responsibility）とし
て発行された、 ISO26000 に準ずる倫理的な経営も考えていく必要がある。
わ が 国 の 企 業 は 、 国 内 外 の 世 論 の 動 向 を 見 つ つ 、 世 界 標 準 規 格 の
ISO(International Organization for Standardization：国際標準化機構)シリ
ーズを始めとした様々なマネジメントシステム（ MS）の構築・運用に着手し取
り組んできたものと考えられる。しかしながら、それらのマネジメントシステ
ムは、それぞれの専門性の高さからバラバラに構築・運用されているケースも
多い。そのために、システムの整備運用の効果や評価・監査の実状は必ずしも
満足できるものとは言えない。さらに、環境問題や品質トラブルを含めた企業
の不祥事も後を絶たない現状がある。その原因としては、蓄積された知識が分
散され有効に運用されないために、理論レベルのシナジー効果が発揮されにく
いこと、更に、実践レベルのマネジメントが脆弱であることが影響しているも
のと推察される。そしてこの状況は、未来への地球マネジメントのサスティナ
ビリティに警鐘を鳴らしているといえる。
そこで、本研究では、今後わが国においてより強く求められるであろう CSR
及び地球環境のサスティナビリティを果たすための、新しい統合マネジメント
システム（ Integrated Management System： IMS）を構築することを目的とし、
その基礎的考察を実施していく。
6２．研究のプロセス
本論文は、統合マネジメントシステムのひとつのケースとして、環境マネジ
メントと CSR と自己（適合）宣言による統合について、理論レベルと実践レベ
ルを踏まえて研究を進めた。
統合マネジメントシステムについては、 ISO で検討が進められるとともに、
マネジメントシステムを整備運用する事業者においても検討が進められてきた。
その代表例は、 1987 年に ISO から発行された品質マネジメントシステムの
ISO9001 と 1996 年に発行された環境マネジメントシステムの ISO14001 の統合
である。
ISO では、品質や環境などのマネジメントシステムの構築に当たり、それぞ
れについて別個の専門プロジェクトチームを作り進めている。従って、個々の
マネジメントシステムにおいて、基本的な思想や使用する用語が異なる場合が
存在する。しかし、メーカーなどの民間企業はもとより、多くの事業者活動に
おいて、品質の問題や環境の問題は、相互に関連の深いテーマといえる。そこ
で、これらに関するマネジメントシステムを効率よく整備運用するには、マネ
ジメントシステムの統合が検討されることになる。 ISO においても、 ISO9001
の 2000 年改訂版や ISO14001 の 2004 年改訂版で相互の用語の統一など統合的運
用への検討が進められてきた。
そして、その過程の中で、品質及び環境マネジメントシステム監査のための
指針となる ISO19011 が 2002 年に発行された。ISO19011 は、品質と環境に共通
して適用される監査の指針である。従って、ISO19011 は、監査に関するマネジ
メントシステムのひとつの統合モデルともいえる。ISO19011 に関しては、第１
章の第５節でその内容について論じた。
本研究のテーマは、統合マネジメントシステムに関する研究である。その点
において、先行研究を見てみると、2000 年以降、IS09001 や ISO14001 の改訂を
踏まえた、マネジメントシステムの統合的運用に関する構築事例が発表されて
きた。さらに、安全衛生マネジメントシステムや情報セキュリティマネジメン
トシステムなども取り入れた考え方も発表されてきている。しかしながら、そ
のほとんどが、用語やマネジメントレビューなどの各マネジメントシステムの
共通点を見いだし、一つに集約することによって、運用面での効率化を図るも
7のである。これは、各マネジメントシステム規格の総合的な運用といえるが、
関連する規格の内容の統合にとどまっているといえる。
本研究では、統合を理論と実践の統合と捉えることにより、より広い意味で
の統合マネジメントシステムの構築について研究を進めた。
サブタイトルは、環境マネジメントと CSR と自己（適合）宣言を中心とした
統合である。一つめの環境マネジメントは、現在の中国の大気汚染などに代表
される公害問題を含めて、地球のサスティナビリティのキーポイントである。
そして、二つめとなる企業活動の CSR は、社会的責任を果たすための活動とい
う意味において統合のひとつの理念といえる。さらに、三つめの自己（適合）
宣言は、理論を実践に結び付けていくための手法といえる。従って、規格の内
容の統合という狭義の統合ではなく、理論レベルと実践レベルの統合マネジメ
ントシステムの構築運用における実践指針を見いだすことを主題としている。
統合マネジメントシステムの検討を進めるにあたっては、ベースとなる経営
学の理論が必要である。ここでは、 ISO のマネジメントシステムの基盤といえ
る、PDCA サイクル（システムともいう）について論ずる。そして、マネジメン
トの統合について、1960 年代初頭に経営の統一理論－概念的な枠組み－の発展
に先駆をつけようとした、ハロルド・クーンツ博士の研究について論ずる。更
に、クーンツ博士と同時期に、経営学について、理論と実践を研究し、実践経
営学の学問方法である、 KAE 原則を提唱した、山城章博士の研究についても取
り上げている。
最初に、 ISO のマネジメントシステムの基盤といえる、 PDCA サイクルについ
て論ずる。 PDCA サイクルは、Ｗ・エドワーズ・デミング博士が考案した、「製
品や工程を検討し、改善するためのフローダイアグラムである。」と定義される
(Deming、 1994、 P.132）。同著では、 PDSA サイクルとして示されているが、こ
れは元々、PDCA として考案したフローダイアグラムであった。デミング博士は、
「 PDSA のサイクルは、1950 年に日本で教えたときに出来上がったものである。」
としている（ Deming、 1994、 P131）。
図表．序章－１に、 PDSA サイクルの概要図を示す。
8図表．序章－１ 製品や工程を検討し、改善するためのフローダイアグラム
（ＰＤＳＡサイクル）
行動 (Act)－変更を受け入れる、 改善を目的とした変更
もしくは変更を中止する、 試験を計画 (Plan)する。
もしくはサイクルを
もう一度回す。
結果を検討 (Study)する。 実行 (Do)－変更、
何が分かったか。 テストを（出来れば小規模で）
何が悪かったのか。 実施する。
（出所：「 Deming、 1994」を参考に筆者作成）
ISO ではマネジメントシステムの有効性を改善する際に、プロセスアプロー
チを採用することを奨励している。ここで、プロセスアプローチとは、「組織内
において、望まれる成果を生み出すために、プロセスを明確にし、その相互関
係を把握し、運営管理することと併せて、一連のプロセスをシステムとして適
用すること」としている（日本規格協会、 2009、 27-29 頁）。
この一連のプロセスをシステムとして適用するということが、PDSA サイクル
や PDCA サイクルの適用そのものであり、ISO 規格における、マネジメントシス
テムの基盤となっている。ここで、PDCA の C は、Check であり、「方針、目標及
び製品要求事項に照らしてプロセス及び製品を監視及び測定し、その結果を報
告する」（日本規格協会、 2009、 33 頁）と説明される。それに対する PDSA の S
は、 Study であり、チェックに加えて結果の検討を強調したものである。今日
A P
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9では、ISO での適用はもとより、広く一般に浸透しているのは PDCA サイクルと
いえるが、どちらも根本思想は同じである。
デミング博士の提唱した、「検討し、改善するためのフローダイアグラム」を
整備し運用することは、あらゆるマネジメントに適応可能な、経営実践の手法
そのものであるといえる。
更に、デミング博士は、著書『 Out of Crisis 』において、経営実践におけ
るもうひとつの重要な考えを示している。それは、企業の持続的発展に関する
ひとつのモデルとして、提唱した「 The Helix（らせんモデル）」である。これ
は、まず、もともと品質管理の改善の考え方として考案された、４ステップの
サイクルとして説明される。すなわち１．デザインする。⇒２．作成する。⇒
３．市場へ提案・投入する。⇒４．利用状況を検証する（ユーザーは何を思っ
たのか？ノンユーザーはなぜ買わなかったのか？）。そして、これら４ステップ
を、らせん状に継続しつつ持続的改善を図っていくというものである。デミン
グ博士は、この考え方により、終わりなき品質の向上と、さらなるコスト削減
が実現するとした（ Deming、 1982、 pp.180-181）。
これはまさに、 ISO のマネジメントシステムはもとより、世界のあらゆるマ
ネジメントシステムのベースとなる、PDCA サイクルによるスパイラルアップの
考え方の原点であるといえる。
経営管理の理論は、さまざまな考え方や学派が存在するものと考えられる。
その中でも、デミング博士の提唱した、 PDCA ・ PDSA サイクルとスパイラルア
ップは、現在のわが国の経営実践に深く浸透している。その点において、PDCA ・
PDSA サイクルとスパイラルアップの考え方は、わが国の現代の経営実践に関す
る重要な手法であることに間違いはないといえる。
次に、1960 年代初頭に、経営の統一理論としての概念的な枠組みの発展に先
駆をつけようとした、ハロルド・クーンツ博士の論文「経営管理論の解明（ハ
ーバード・ビジネス・レビュー、 1962）」について論ずる。クーンツ博士は、経
営管理論へのさまざまなアプローチが、ある種の混乱した破壊的なジャングル
戦へと導いているとした。そして、この混乱を収拾し、経営管理の基礎的な学
問を統合するために、経営管理論の色々な学派を六つの主要グループに分類し
論じた。クーンツ博士が分類した六つのグループを、図表．序章－２に示す。
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図表．序章－２ 経営管理論の六つの主要グループ（学派）
学派 略説
経験管理過程学派 (The Management
Process School)
経営を組織化された集団の中で働く人
たちの「仕事の過程（プロセス）」とし
て理解する。
経験学派 (The Empirical School) 経営管理を経験の研究とみなす。「いか
にして行われたか」という、ケース分析
が中心。
人間行動学派 (The Human Behavior
School)
経営管理活動は、人を通じて仕事をする
ことを意味するため、「人間相互の関係」
が経営管理研究の中心となる。
社会体系学派 (The Social System
School)
経営を社会体系（ a social system)、す
なわち、「文化的相互関係の体系」とみ
なす。
意思決定理論学派 (The Decision
Theory School)
経営とは、「意思決定への合理的アプロ
ーチ」、すなわち、いろいろな代替案の
中から行動方針（ a course of action)、
あるいは、考え方を選択することが中心
であるとする。
数理学派 (The Mathematical School) 経営を「数学的モデルおよび数学的過程
の体系」として理解する。
（出所：「クーンツ編著、 1968」を参考に筆者作成）
クーンツ博士は、「経営管理論の解明」のなかで、経営管理論の学派の分類 、
関連する用語の統一、経営管理論の基準の提示を試みた。そして、経営管理活
動について次のように述べている。「私は経営管理活動とは、公式的に組織され
た集団（ formally organized groups）において、人をとおして、また、人を使
ってものごとをしてもらう技術であるという結論に到達した。すなわち経営管
理活動とは環境をつくり出す技術であり、人々はこの作り出された環境の中で、
個人として活動するのであり、しかも、集団の目標の達成に向かって協働する
ことができるのである。経営管理活動はまた、このような活動を遂行する上で
の妨害物を取り除く技術であって、目標の達成能率の最適化を行う方法でもあ
る。」（クーンツ、 1968、 19 頁）。
クーンツ博士は、さまざまに分かれて発展した経営管理論について、マネジ
メントの一般理論の端緒を見い出すための試みを行った。その点において、ク
ーンツ博士の研究は、マネジメントの統合についての先駆的な研究であるとい
える。
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山城博士は、経営学を実践学としての実践経営学と捉えた。そして、その実
践学方法を日本的経営論の問題として取り上げ、実践経営学の基本原理（ KAE
の原理）を提唱した。山城博士は、KAE について次のように述べている。「Ｋ＝
Knowledge（知識）、Ａ＝ Ability（能力）、Ｅ＝ Experience（経験）の KAE は、
Ａが中心であり、ＫとＥとはＡの確立のための事前、準備の段階の勉強である。
この三者は一体として存在し、個別に存在しては意味を発揮しない。」（山城、
1982、 317 頁）。そして、「実践学は能力が中心であるが、知識なしには能力の
学習は不可能である。同様に、経験だけでは実践の学は構築されない。実践学
は、まずＫとＥが時間的には先にあるべきだが、実践としては、Ａが主眼であ
り、そのため必要なＫとＥがＡに即しつつ研究される」としている（山城、1982、
317 頁）。山城博士は、 KAE の原理は固定して考えるものではなく、各種の配列
が可能であるとしている。
図表．序章－３に KAE の原理を参考とした一つの概念図を示す。
図表．序章－３ KAE の原理を参考とした概念図
Ｋ１ Ｋ２ Ｋｎ
Ａ１ Ａ２ Ａｎ
Ｅ１ Ｅ２ Ｅｎ
（出所：「山城、 1982」を参考に筆者作成）
図表．序章－３は、Ｋ １Ａ１Ｅ１が相互に補完しつつ改善され、次の段階とな
るＫ２Ａ２Ｅ２へ進むという一つのモデルを表現している。これは、今日、 ISO
などで表現される、「マネジメントシステムを回すことにより、スパイラルアッ
プ（継続的改善）を図ること」に通ずる考え方である。そして、山城博士は、
12
経営には、知識と経験を踏まえた「能力」が重要であり、それが実践経営の基
盤になるとした。知識と経験を踏まえた「能力」は、統合マネジメントを整備
運用するうえで、重要な要素であるといえる。その他、山城博士は、日本経営
学の構築に向けて、他の要素も取り入れた、さまざまなマネジメント原理、理
念を提示しているが、ここでは紹介のみとする。
統合マネジメントシステムの理論レベルについては、環境マネジメントに関
連する ISO のマネジメントシステムをベースに構成した。そして、実践レベル
については、自ら積極的な取り組みを宣言する自己（適合）宣言を取り上げた。
さらに、組織の社会的責任の規格を取り上げ、社会的責任を果たすための基本
となる倫理的思考も考慮した。論文のキーワードは、環境マネジメント、エネ
ルギーマネジメント、社会的責任、自己（適合）宣言、統合マネジメントシス
テムである。環境マネジメント、社会的責任を主な構成要素とした統合マネジ
メントシステムは、あらゆる組織のサスティナビリティの基本と成りうるとい
える。
理論レベルの主な構成要素の「環境マネジメント」については、代表的なマ
ネジメントシステムである、 ISO14001 規格及び新たに発行された ISO14005 規
格を研究した。さらに、エネルギー管理に特化したマネジメントシステムとし
て発行された、ISO50001 規格を取り上げた。社会的責任については、組織の社
会的責任に関するマネジメントシステムとして発行された、ISO26000 規格を研
究した。環境マネジメントへの取組みも、社会的責任への取組みも、狭義又は
広義に解釈することにより、それぞれが重なり合い、相互に密接な関連をもつ
概念として説明することができる。
マネジメントシステム規格の評価は、第三者による証明としての認証取得と
自ら規格への適合性を宣言する自己（適合）宣言に大別される。統合マネジメ
ントシステムの整備運用に必要な要素は、関連するマネジメントシステムの規
格の統合のみではない。筆者は、自己（適合）宣言への取組みが、統合マネジ
メントシステムを自ら推進するエンジンと成りうると考えた。従って、統合マ
ネジメントシステムの構築には、最初のステップとして、環境マネジメントや
社会的責任など組織活動に必須の、理論レベルからのシナジー効果の考察が必
要となる。そして、実践レベルについては、推進エンジンとしての自己（適合）
宣言の活用がポイントになる。さらに、自ら宣言し、推進する場合の根幹とい
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える、社会的責任に関する倫理的思考がキーとなる。統合マネジメントシステ
ムは、統合の要素を理論レベルと実践レベルとして捉え、シナジー効果を発揮
できるか否かで運用の成否が異なる。従って、本研究は規格の内容の統合とい
う狭義の統合ではなく、理論レベルと実践レベルの統合マネジメントシステム
の構築・運用における実践指針を示すことを主題としている。それが、今後の
あらゆる事業所経営におけるキーポイントとなり、ひいては地球全体のサステ
ィナビリティに繋がるものといえる。
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第１章 環境マネジメントシステム（EMS）の自己（適合）宣言に関す
る研究
はじめに
近年、環境問題という言葉はごく普通に聞くことができ、日本の社会生活で
も環境に関心が出てきつつあることを感じるようになってきた 。これは、20 世
紀の工業化の発達や人口増加が、地球の歴史の中で異常な伸びを見せ、それが
有限の世界である地球環境に少なからず悪影響を与えていることを、皆が詳細
を見ずとも感じ始めた証拠であろう。
しかしながら、環境問題を本気で考え、改善に取り組んでいる人はまだまだ
少ないのではないかと思われる。日本では、昭和 30 年代の高度成長時代に、産
業優先により発生した明らかに有害な公害問題を教訓として様々な法規制など
の整備を進めてきた。従って、環境基準を守り、短期間での環境破壊を防止す
るという面では産業界の取り組みにより改善は進みつつある。しかし、環境問
題は産業界だけの問題ではなく、人類一人一人の生活そのものに係わり、影響
されると考える人がどれだけいるだろうか。ごく最近までは環境問題というと
産業界の問題という意識が強く、近隣の企業の環境対応に関心はあっても、自
分自身が地球環境に与えている環境負荷に関して考えることはあまりなかった
のではないだろうか。
そ の 点 に お い て 、 1996 年 に 発 行 さ れ た 環 境 監 査 の 認 証 登 録 制 度 で あ る
ISO14001 が、先に発行され日本でも急激に普及した ISO9001 とともに文書化し
たマネジメントシステムを順守するという取り組みやすい手法として普及・浸
透したことは、環境問題を社会的問題として広く認識させる上で良い出来事で
あったと考えられる。さらには、近年の地球温暖化対応の話題や 、『環境監査』
（石井教授（ 2006ａ） 30-64 頁）にあるように個別ではあるが地方自治体によ
る家庭や市民ひとりひとりに向けての家庭版環境 ISO の推進など、環境問題が
家庭の問題としてとらえられる段階に近づいてきていることは確かである。し
かしながら、ISO14001 は、その適用範囲に「特定の環境パフォーマンス基準に
は言及しない」と明記しており、適用範囲は独自に決められる故、ハードルを
低くしてしまうなどの問題点や、同マネジメントシステム認証取得時の達成感
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も、その後はマンネリ化し数年で行き詰ってしまうことなどの問題点もある（石
井教授（ 2006ａ） 64、 94、 100 頁）。
それだけに、これらの問題点を打開すべく、自らの高い倫理観と専門技術を
以て環境マネジメントシステムへの適合性を管理していくことを目的とした
「自己（適合）宣言」に踏み切った自治体他の事例は、推奨される取り組みと
して日本国民に広く発信されるべきであろう。ただしその一方で、営利活動が
本旨の民間企業では、単なるコストダウンのための自己（適合）宣言になって
しまうことや、石井のいうように自治体においても単なる省エネ 、再生紙利用、
ごみ削減など低い目標設定ゆえの行き詰まり（石井 教授（ 2006ａ）９４頁）を
理由とした自己（適合）宣言も懸念される。加えて、先行研究に関しては、自
己（適合）宣言の研究事例はわが国においてはほとんどなく、内容にふれた例
においても単に手続きや手法を述べたものや、コストダウンを主目的としたも
のが主となっている。さらに、監査論の立場として当該取り組みを考えてみる
と、石井は「自己証明は証明にあらず、独立した第三者の意見表明を旨とする
本来の伝統的な監査概念にチャレンジするもの」として、独立性と信頼性に警
告を発している（石井教授（ 2006ａ） 96-98 頁）。
自己（適合）宣言は、 ISO 規格などへの適合性を、サプライヤーの第一者証
明（ first-party attestation）として「自ら宣言（ self－ declaration）」す
ることであり、その整備・運用には様々な懸念事項が潜在することになる。
そこで、本章では、環境マネジメントシステムの「自己（適合）宣言」に焦
点をあて、その効果や実情が必ずしも効率的かつ適正であるとはいえず、その
有効性に疑問がある現状の環境マネジメントシステムから、持続的発展的な環
境マネジメントシステムの構築及び運用を可能とする、実効性・有効性及び信
頼性の高い自己 (適合 )宣言の実践指針を示すことを目的として考察を進める。
具体的には、最初に日本における ISO を中心としたマネジメントシステムの
導入の背景と現状を確認し、次に環境マネジメントシステムに関し、 ISO 規格
を中心としてその歴史・内容・運用について特徴を含めて明らかにする。そし
て、合理的・経済的かつ高い倫理観と専門技術が要求される「自己（適合）宣
言」に関する要求事項、実施事例、問題点について考察を実施し、実効性・有
効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の実践指針を示す。さらには、今後の
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課題として、企業活動における CSR を満足するための、統合マネジメントシス
テム（ IMS）へのステップアップについても触れることにする。
第１節 ISO とマネジメントシステム規格
１－１－１ マネジメントシステムの導入－ ISO 規格を中心として－
ここではまず、わが国におけるマネジメントシステムの導入と現状につい て
ISO 規格を中心として確認する。
日本におけるマネジメントシステムの導入は、品質のマネジメントシステム
である ISO9000 シリーズの発行以後、緩やかな増加をみせた。そして、貿易の
国際化・グローバル化とともに 1990 年代後半に入り本格的に増加し 、同じく本
格的に増加した環境マネジメントシステム ISO14001 や労働安全衛生マネジメ
ントシステムへと広がりをみせた。
(1)1987 年 3 月： ISO9000 シリーズ発行
(2)1996 年 9 月： ISO14001 発行
(3)1999 年 4 月： OHSAS18001 発行
英国規格協会 (British Standards Institution： BSI)発行
2003 年 3 月： JISHI 方式 OSHMS 認証開始 (日本 )
中央労働災害防止協会 (Japan Industrial Safety & Health Association：
JISHI)発行
ここで、マネジメントシステムの認証推移に着目すると、わが国では 1990
年代から急速に普及が進んだ ISO シリーズの存在は周知の事実である。特に品
質のマネジメントシステムである ISO9000 シリーズ、及び、環境のマネジメン
トシステムである ISO14000 シリーズの日本での認証率は高く、両者の統合マネ
ジメントシステム（ IMS）も一部検討されている。加えて、メーカーでは、労働
安全衛生法に基づき 2005 年より事業所の努力義務とされた 、労働安全衛生マネ
ジメントシステム(OSHMS)も普及が進んでいる。その他、情報セキュリティーマ
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ネジメントシステムである ISO27000 や食品安全衛生マネジメントシステムで
ある ISO22000 なども注目され認証が進んでいるが、本章では紹介に止めること
にする。
図表１－１－１に ISO14001 適合組織（認証取得組織）の推移、図表１－１
－２に ISO14001 認証事業所推移を示す。
図表１－１－１．EMS(ISO14001)適合組織推移
（出所：日本適合性認定協会ホームページ）
図表１－１－２． ISO14001 認証事業所推移
2009-Q1 22 20799
2009-Q2 -83 20716
2009-Q3 -95 20621
2009-Q4 -76 20545
2010-Q1 -62 20483
ISO14001： 2010-3 月末 20,483 件
（出所：日本適合性認定協会ホームページ）
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環境マネジメントシステムである ISO14001 認証は、2009-Q2 より、減少に転
じており、その認証及び維持費の高さからリーマンショックによる世界同時不
況の影響により 3 年毎の更新を断念したケースも考えられる。その点について
は、簡易低コストである環境省の「エコアクション 21」や KES 環境機構の
「 KES･環境マネジメントシステムスタンダード」､環境自治体会議の「 LAS-E」
等の認証推移と合わせて第 2 節で見ていくこととする。
参考として、図表１－１－３に ISO9001 適合組織（認証取得組織）の推移を
示す。
図表１－１－３．QMS(ISO14001)適合組織推移
ISO9001： 2010-3 月末 38,895 件
（出所：日本適合性認定協会ホームページ）
品質マネジメントシステムである ISO9001 認証は、 2007-Q1 より、早くも減
少に転じており様々な要因も考えられるが、本研究の内容としては言及しない。
19
１－１－２ ISO の設立経緯とその活動
ISO に関しては、わが国の代表的標準化機関として唯一参加している日本工
業標準調査会（ JISC）及び、各国１機関の適合性認定機関として我が国で唯 一
ISO 本部と連携している日本適合性認定協会（ JAB）のホームページで内容を確
認できる。以下 JAB のホームページから概要を紹介する。
(1)ISO(国際標準化機構)の設立について
世界各国で生産される様々な製品は 、以前は、各国独自の技術規格あるいは
標準によって作られていた。しかし、国際間の商取引が進む中で、技術的な規
格が国ごとに異なることで国際貿易上の障壁が生じるように なったため、これ
らの技術的障壁の除去を目的に設けられた機関が ISO である。
「 ISO 」 と は 国 際 標 準 化 機 構 (International Organization for
Standardization)のことで、ジュネーブに本部を置き、電気・電子分野を除く
あらゆる分野の標準化を推進する国際機関 。1947 年に 18 ヶ国により非政府団
体として設立された。
【目 的】 国際貿易の円滑化・促進のための国際規格の策定
【加盟国】 １４０カ国。各国ごとに代表的標準化機関 1 機関だけが参加可
能。日本は日本工業規格(JIS)の調査・審議を行っている日本工
業標準調査会(JISC)が 1952 年に加入。
【機 構】 総会、１８カ国から成る理事会など
(2)日本適合性認定協会（ Japan Accreditation Board:JAB）について
さて、第三者(機関)が ISO の認証を行う際に、その第三者 (機関)が行った適合
性評価が不適格なものとならないように、中立的な立場で審査する必要が出てく
る。このように認証機関の能力を審査することを「認定 (Accreditation)」と言う。
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日本では ISO の審査登録機関が各組織(企業等)を審査・登録し、 ISO の認証を
与えており、その審査登録機関自体を審査・認定する機関が「(財)日本適合性認
定協会(JAB)」である。 JAB が設立される前は、海外の認定機関に頼っていたが 、
経団連等の産業界からの強い要望を受け 、1993 年に通商産業大臣と運輸大臣の許
可を得て日本唯一の審査登録機関・審査員研修機関の認定機関となった（日本適
合性認定協会ホームページ）。図表１－１－４に ISO 認証の流れを示す。
図表１－１－４． ISO 認証の流れ
（日本適合性認定協会ホームページより筆者作成）
その他、 JAB ホームページでは、 ISO の活動についても紹介されている。
ISO 及び IEC(International Electro technical Commission 国際電気標
準会議)では､下記のような活動を行っているとして、以下３項目の説明がある。
ＩＳＯ本部・・・スイス ジュネーブ
連携
認証機関の審査・認定機関・・・各国１機関：日本ではＪＡＢ
認定
審査登録（認証）機関・・・日本では２０１０年現在ＪＱＡ等５０機関
その他海外の認証機関もあり
審査登録（認証）
各組織（企業・自治体等）
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1. 製品認証、要員認証、マネジメントシステム審査登録、試験・校正、検
査を実施するそれぞれの適合性評価機関が満たすべき要件とその手順を
規定したガイド(ISO/IEC ガイド)を発行する。
2. ｢適合性評価機関」が ISO/IEC ガイドに適合しているか判断 ･評価する機
関､つまり「認定機関｣が満たすべき要件とその手順を規定したガイドも
制定。
3. 国や地域の適合性評価システムにおける「相互承認」の促進、国際標準
の適切な使用の促進を行っている。
これらガイドは、現在、ISO の政策開発委員会の一つである適合性評価委員会
(ISO/CASCO : Committee on conformity assessment)が作成している。 CASCO を
構成するのは、88 の ISO 加盟機関の代表者(67 の参加国と 21 のオブザーバー国)
で、わが国では JISC と JAB が代表を送り、 CASCO の一員として、上記ガイドの
作成に参画している。
ISO のその他の現在の作業には、 (1)相互承認に関する新規文書の作成 ・発行、
(2)要員認証の要求事項に関する新規文章の作成 、(3)認定要求事項及びマネジメ
ントシステム規格の既存文書改定ロゴマークの作成、 (4)機関間の相互審査、組
織による自己宣言に関する作業、(5)試験所、製品、審査機関あるいは ISO9000
シリーズ、 ISO14000 シリーズをできる限り統合し、少ない規格数に絞り込んで
いこうという動き、などがある。
ここでいう「認証 (Certification)」とは、製品、プロセス、サービスが特定
の要求事項(規準・標準・規定)に適合していること、つまり“適合性"を第三者
が文書で保証する手続きを指す。ISO9001 や ISO14001 のようなシステム規格へ
の適合性を保証する場合、システム以外の認証と区別するため 、「審査登録
(Registration)」という用語を使うこともある（日本適合性認定協会ホームペ
ージ）。
以上、 ISO とその認定及び認証制度についての概要を示した。まとめてみる
と、まず国際標準化機関である ISO があり、その連携組織として加盟各国に国
際規格を管理する機関が存在する。そしてその管理機関（日本では JAB）が、
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自国内で個別の事業者の規格適合認証を審査・認証する組織の審査・認定を行
っていることがわかる。ちなみに、 2010 年 5 月 10 日現在の JAB によるマネジ
メントシステム認証機関は、図表１－１－４に示したとおり 50 件となっている。
１－１－３． ISO 規格と JIS 規格
ISO では、加盟各国の国内規格と ISO 規格の整合を求めており、ISO 規格の発
行後、わが国においては日本工業規格（ JIS）化されているが、その関係も含め
て案外知られていないように思われる。 ISO と JIS の関係については、前述の
日本工業標準調査会（ Japanese Industrial Standards Committee： JISC）及び
JIS の 発 行 機 関 で あ る 財 団 法 人 日 本 規 格 協 会 （ Japanese Standards
Association：JSA）のホームページで内容を確認できる。以下 JISC のホームペ
ージから概要を紹介する。
JISC は経済産業省に設置されている審議会で 、工業標準化法に基づいて工業
標準化に関する調査審議を行っており 、具体的には、JIS（日本工業規格）の制
定 、改正等に関する審議や、工業標準、JIS マーク表示制度、試験所登録制度
など工業標準化の促進に関して関係各大臣への建議や諮問に応じて答申を行う
などの機能を持っている。 また、国際標準化機構（ ISO）及び国際電気標準会
議（ IEC）に対する我が国唯一の会員として 、国際規格開発に参加している（日
本工業標準調査会ホームページ）。
ちなみに JIS（日本工業規格）とは、我が国の工業標準化の促進を目的とす
る工業標準化法（昭和 24 年）に基づき制定される国家規格であり、 2010 年 3
月末現在で、 10,202 件が制定されている。
JISC の組織上の構成については以下の説明がある。
JISC は、 JISC の業務運営の基本的事項の企画等を行う「総会」、総会の下に
「標準部会」・「適合性評価部会」を設置するとともに各部会の下に JIS の審議
などを行う技術専門委員会を設置している。更に、総会の下には、特別な事項
を調査審議するための「特別委員会」が設置されている。
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ISO（国際）規格と JIS 化の背景には、貿易のグローバル化が存在する。
1990 年代には資本主義の拡大や地域協定による国境概念の変容、そして情報
システムの急速な発達の結果、マーケットが世界へと拡大した。このような
環境変化の下、組織(企業等)は最適な生産地と市場を求めて国境を越えて活動
し、原料・商品、あるいは資本や技術までも世界中を自由に流通させる必要 が
生じた。
モノが自由に流通するためには「貿易障壁の除去」が必要になるが、国毎に規
格が異なっていては自由な物流が阻害され非関税障壁の一つとなってしまう。
そこで、「各国の異なる規格や適合性評価手続き(規格・基準認証制度)が貿易
の技術的障害 (Technical Barriers to Trade 商品の自由な流通が必要以上に妨
げられること)とならないような仕組みが必要と なった。これはウルグアイラウ
ンドのテーマにもなり、「規格の世界的統一」に向けて 1995 年に WTO/TBT 協定
が締結された。
規格の国際化の必要性に関しては以下説明がある。
TBT 協定では、 各国の強制法規、任意規格の作成に当たって、国際規格が存在
する場合にはそれを基礎とすること、 透明性を確保するため、各国の強制法規当
局や標準化機関は、基準の内容を WTO（ World Trade Organization）事務局に通報
報すること等を加盟国に義務付けている。これにより、各国の規格(国内規格・国家
家規格)は国際規格と一致し、整合性が図られるようになった。
さて、ここで言う「国際規格」「国内規格・国家規格」とは一体どのようなものか 。
国際規格とは、世界の国々に開放されている国際的組織によって制定され 、国際的
に適用される規格を示し、 ISO(国際標準化機構)や IEC(国際電気標準会議)規格が
代表的なものとされている。一方、国内規格・国家規格とは、国家または国内標準
機関として認められた団体によって制定され全国的に適用されている規格で 、我が
国においては JIS、 JAS がこれに当たる。
TBT 協定締結後、国際規格は加盟国の国家規格に基づいて、各国のコンセンサス
により共通の規格として作成されるものと なった。つまり、日本の JIS 規格は ISO
規格に準拠されるようになり、例えば、ISO9000 シリーズおよび ISO14001 は、正式
には ISO から発行されているが、日本においては違うところなく日本語に 訳され、
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JIS 規格になっている。更に ISO9000 シリーズは、現在 100 カ国を越える国の国家
規格として採用されている。
もともと ISO は、 1947 年に、ヨーロッパの国々を中心に国際的に通用させる規格
や標準を制定するための国際機関 (電気分野を除くあらゆる分野 )として発足した
が、 TBT 協定締結後、国際規格の重要性が高まり、 ISO の参加国もヨーロッパから
全世界へと広がり、現在では約 140 もの参加国のもとで、 ISO 規格が作成されてい
る。ほか、 ISO と密接な関係を持つ機関として IEC(国際電気標準会議)があり、こ
こでは電気工学と電子工学分野に関する標準化を行ってい る（日本工業標準調査会
ホームページ）。
以上、 ISO と JIS の関係について示した。つまり、国際標準化規格である ISO
規格は、国際貿易の推進・安定化を目的に制定されており、各国内部の規格と整
合しなければ当然に国際貿易は阻害される。従って、国内規格（わが国では JIS）
との整合が重要となり、その保証が国際貿易に貢献していることがわかる。ただ
し一方で、国際規格に参画できない発展途上国においては逆に貿易の障壁になる
という矛盾も生じていることも事実ではあるが 、あくまで趣旨は国際貿易の推進 ・
安定化とされている。
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第２節 環境マネジメントシステム(EMS)
－ISO 規格を中心として－
第２節では、最初に環境マネジメントシステムの国際標準として世界的に認
知が進んでいる ISO14001 に関し、そのルーツを含めた制定の経緯を確認する。
そして、次に当該規格の重要なポイントである、「序文、適用範囲、要求事項」
について確認、考察を実施する。さらに、第３節では、その発行と動向を受けて
国内で制定された環境マネジメントシステムの諸例に関して、概要と現状を示
す。
１－２－１ EMS の歴史－ BS7750 から ISO14001 へ
EMS の歴史に関しては、倉田（ 2006）『環境経営のルーツを求めて』に以下詳し
い内容の記述がある。
世界初の EMS 規格である BSI（英国規格協会）による BS7750 の発行に関しては 、
「その歴史は思いのほか浅く、 1992 年 3 月の発行であり、そのポイントは、環境
パフォーマンスの継続的改善の達成をその主題とした点である。そして BS7750
は、そのポイントを含め、その後 1995 年 4 月に EC 規則として発効され現在も運
用されている、 EMAS「環境管理・監査規則（ Eco-Management and Audit Scheme）」
に適合する内容となっていた」として、「 BS7750 は ISO による ISO14001 規格作成
のベースとなり、その後、 1996 年 9 月の ISO14001 の発行により、消滅すること
となった」との説明がある。そして、 EMAS に関しては、「 EMAS の規格で注目すべ
きは、 EMAS に参加する企業に対し環境マネジメントシステムの確立を EMAS 自体
が求めており、そこで示される環境マネジメントシステムは、環境パフォーマン
スの継続的改善を求め、また、当該改善をその目的として謳っていることである 」
としている。
次に ISO14001 と EMAS の関係については、倉田によると、「環境 ISO 規格であり、
かつ、国際規格となる ISO14001 の策定に関しては、当然ながら世界各国それぞれ
の立場・主張があったことは事実である 。EU 諸国の中でもイギリスとドイツを中
心とするグループは、BS7750 及び EMAS との整合性を重視して、ISO 規格は環境パ
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フォーマンスのレベルを評価し、この改善を図ることなしには環境への貢献はあ
り得ないと主張した。従って、マネジメントシステムの基本理念である「継続的
改善」の対象は環境パフォーマンス以外にはあり得ない、とした。これに対して
アメリカとカナダの主張は、環境パフォーマンスの客観的評価はほとんど不可能
であり、これを明示的な目標とすることには問題が多いという考えであった。環
境マネジメントシステムそのものを改善すれば必然的に環境パフォーマンスのレ
ベルも改善するとして、「継続的改善」の対象は環境マネジメントシステムとする
のが適当だ、とした。特にアメリカは環境パフォーマンスの継続的改善が規格の
中に目標として埋め込まれることによって、新たな義務が生じることをおそれる
とともに、さらにその義務が法的な意味合いを有する義務となり、企業が環境問
題で提訴された際に不利益を被る可能性を否定できないと懸念し反対した。
その結果、最終的には、アメリカを中心とした国々の主張が通り 、「継続的改善」
の対象は環境マネジメントシステムそれ自体とされ、環境パフォーマンスは環境
マネジメントシステムの目標であり結果であるものとして環境マネジメントシス
テムの外部に位置づけられた。従って、マネジメントシステムの規格の中では、
直接的に目標とすべきは環境パフォーマンスではなく環境マネジメントシステム
の改善となった。しかしながら、イギリスを中心とした欧州諸国の懸念であった 、
EMAS と ISO14001 規格の不整合とされるための弊害は、 ISO14001 が、欧州委員会
によって EMAS の要求事項に合致する規格である旨認められたことにより回避さ
れた。
これにより、 ISO14001 に適合している旨の認証を得て EMAS に参加する企業は、
ISO14001 の適合部分はそのままに、 ISO14001 では要求していない EMAS 独自の要
求事項である環境パフォーマンスの継続的改善などに関してだけ、新たに満たせ
ばよいことになった。この結果、 EMAS は ISO14001 を包含した制度になったとい
ってよく、二つのマネジメントシステム規格が並立せざるを得ないという事態に
至ることは避けられた（倉田、 2006、 211-245 頁）と説明されている。
以上、BS7750 から ISO14001 へとつながる背景を確認した。ISO14001 の発行に
は、実質的な環境パフォーマンスの改善を主張する欧州諸国と 、マネジメントシ
ステムの整備運用への適合を主張するアメリカ勢との協議の難航が窺える。
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その後、 ISO14001 は見直しが実施され、 2004 年の改訂版では、環境パフォーマンス
の改善が環境マネジメントシステム運用のポイントである旨が謳われることになり 、
EMAS との整合性はより深まることになる。それでは、具体的な ISO 規格の要求事項
とはどんなものか次節で確認していくことにする。
図表１－２－１に BS 規格から ISO 規格への推移を示す。
図表１－２－１． BS 規格から ISO 規格へ
1979 世界初のマネジメントシステム規格､BS5750 （品質マネジメントシス
テム）が BSI から発行
1987 BS5750 をベースに国際規格 ISO9000 シリーズが発行
1992 世界初の環境マネジメントシステム規格 BS7750 が発行
1996 BS7750 をベースに国際規格 ISO14001 が発行
（出所： BSI ジャパンホームページ）
１－２－２ ＩＳＯ１４００１規格－序文、適用範囲、要求事項
ISO14001 が環境マネジメントシステムの国際規格であることは前述のとおり
である。以下に、環境審査員研修の事例を示す。
具体例としては、JQAI㈱品質保証総合研究所開催の内部環境監査員のための最
上 級 コ ー ス 、 か つ 、 環 境 審 査 員 資 格 を 取 得 す る た め の CEAR （ Center of
Environmental Registration）承認コースである「 CEAR 承認環境審査員研修コ
ース」がある。当該コース受講には事前審査があり、 ISO14001 規格を十分理解
していることが求められる。内容は高度な部類であり、工場管理又は監査業務の
経験がなければ合格修了は容易ではないものと思われる 。合格修了要件には３項
目があり、研修機関が採点する研修パフォーマンス及び最終日に提出する審査報
告 書 、 並 び に ( 社 ) 産 業 環 境 管 理 協 会 （ Japan Environmental Association
Industry： JEMAI）による CEAR 筆記試験全てに合格しなければならない。近年、
認証取得企業の不祥事にからみ、審査員の能力のバラつきも問題とされており 、
審査員研修の新スキームでは 、倫理観など人格に関するチェックも含めハードル
が高くなり合格修了できない可能性も否定できなくなっている。
研修の特徴を JQAI のパンフレット『 ISO セミナーのご案内』から紹介すると、
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「５日間（通学）で環境審査と環境経営の全体像について包括的な研修を受ける
ことができ、とくに、経営システム改善に焦点を当てた豊富なケーススタディー
とグループ討議、さらに実際の工場で本番そのものの審査が体験できるオンサイ
トトレーニングにより、 ISO14001 を実感できる」となっている。環境マネジメ
ントシステムである ISO14001 の知識としては、公害防止や省エネがメインター
ゲットとして必須である。しかしながら、当該ＥＭＳで言う「環境」とはもっと
広義であり、原文では「活動をとりまくものすべて」とされている。その思想は
地球上の活動すべてをターゲットとしており 、今現在、地球環境にとって必要と
されている「 SR（社会的責任）」につながる考え方である。
それではここで、ISO14001 はその要求事項として何を求めているのか、『対訳
ISO14001： 2004 環境マネジメントシステム［ポケット版 ］』（財団法人日本規格
協会、 2005）を参考にして確認していく。
ISO14001 ： 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム － 要 求 事 項 及 び 利 用 の 手 引
（ Environmental management systems－ Requirements with guidance for use）
には、主要項目として序文、適用範囲、要求事項がある。当該内容は、EMS とし
ての ISO14001 を確認するための重要項目であるため、それぞれ参考として巻末
の〔資料１〕：序文、〔資料２〕：適用範囲、〔資料３〕：要求事項、に掲記する。
最初に、序文のポイントを示す（内容詳細は巻末〔資料１〕：序文参照）。
序文では、まず、現状は様々な組織が、自らの活動の環境影響を管理すること
で、健全な環境パフォーマンスを達成、実証することへの関心を高めてきている
ことを確認している。しかし、既存の取組ではその保証は十分でなく、これらを
効果的なものとするためには、組織に組み込まれて体系化されたマネジメントシ
ステムの中で実施する必要があるとして、マネジメントシステムの重要性を謳っ
ている。そして、当該システムでは一部のコミットメントの他は環境パフォーマ
ンスに関する絶対的要求事項を規定するものでなく、組織のあらゆる活動に適用
できるため、その成功には組織のコミットメント、特にトップマネジメントのコ
ミットメントが重要だとしている。また、同規格は、非関税貿易障壁を生みだす
ため、又は組織の法的な義務を増大若しくは変更するために用いられることを意
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図したものではなく、全体的なねらいは、社会経済的ニーズとバランスをとりな
がら環境保全及び汚染の予防を支えることである、としている。
次に、適用範囲のポイントを示す(内容詳細は巻末〔資料２〕：適用範囲参照)。
適用範囲では、この規格は組織が特定する環境側面に適用し 、この規格自体は、
特定の環境パフォーマンス基準には言及しない。として、環境側面の特定も基準
の設定も組織が決めることとし、あくまで、要求事項は環境マネジメントシステ
ムの構築・運用であることを謳っている。
そうであるならば、法律を含む与えられた基準を守るのではなく、自らが決め
た環境パフォーマンスを含む環境対応を自ら確立し、実施し、維持し、改善す る
ISO14001 は、自己（適合）宣言にフィットするマネジメントシステムであると言
える。
環境マネジメントシステム（ ISO14001）の要求事項には、整備・運用すべき内
容が個別具体的に記載されている。その概要や特徴に関しては、第３節で確認す
る国内 EMS の諸例により、比較検討が実施されているため、合わせて確認してい
く。参考として規格全文を巻末〔資料３〕に掲記しておく。
１－２－３ 国内 EMS の諸例： KES マネジメントシステム･スタンダード、エコ
アクション 21、エコステージ、 LAS-E、飯田市、水俣市
環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 代 表 的 な 規 格 と い え ば 、 国 際 規 格 で あ る
ISO14001 ということになるが、国内規格がある国も存在し日本もそのひとつで
ある。第３節では、日本国内における環境マネジメントシステムの諸例を調査し 、
その特徴を確認する。
１． KES ・環境マネジメントシステムスタンダード
当該 EMS は、特定非営利法人ＫＥＳ環境機構が、主に中小企業をターゲット
として 2001 年 4 月に運用を開始した国産の EMS である。筆者は、その内容把握
及び調査研究のため東京開催の「 KES 構築講座」に参加した。当該講座は半日コ
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ースであり、地球環境の現状、KES 規格及び構築手順、審査登録ガイドなどをわ
かりやすくコンパクトに受講できる。
KES の特徴は、「取得コストが安く、わかりやすい二つのステップ方式のため、
中小企業が取り組みやすいこと」とされている。
以下、特定非営利法人 KES 環境機構発行のパンフレット『はじめよう、環境経
営 小さなコストで、大きな成果』により、その経緯と規格を確認する。
パンフレットでは、まず序文として「はじめてみませんか KES」を掲げており、
本文では、「地球温暖化や環境汚染など、地球規模の環境問題には、産業界も大
きく関わっており、環境問題を解決するためには 、あらゆる規模・業種の企業が、
環境や人類の将来を考えた事業活動を行っていくことが大切 。地球温暖化防止京
都会議・ COP3 が京都市で開催されたことがきっかけで、市民、事業者、行政が
協力して立ち上げたパートナーシップ組織の「京のアジェンダ 21 フォーラム」
において、企業の 90％を超える中小企業が環境に配慮した事業活動に取り組み
やすい仕組みとして考案したものが「 KES」である。 KES は、 2007 年 4 月 2 日付
で「京のアジェンダ 21 フォーラム」から「特定非営利法人 KES 環境機構」に引
き継いで運営され、全国で 10 カ所を超える協働機関においても審査登録活動を
行っている。皆さん、 KES をはじめてみませんか」と謳っている。
そして、 KES の特色については、「 KES（ KES ・環境マネジメントシステム・スタ
ンダード）は、環境への負荷を管理・軽減するとともに環境経営の推進にも有効
な仕組み」として具体的に以下２点を示している。
■取得にかかるコストが安く、わかりやすい。
企業や自治体・学校・家庭など、あらゆる規模・業種の組織で取り組める。
■段階的に取り組める二つのステップがある。
環境問題に取り組み始めた段階を想定したステップ１、将来「 ISO14001」の認
証取得を目指して取り組む段階で、「 ISO14001」と同じような要求項目を設けた
ステップ２がある。
そして、その審査・登録のメリットとして６項目を挙げている。
１）省エネ・省資源・リサイクルなどにより、コストダウンできる。
２）環境にやさしい企業として認定され、取引等も有利になる。
３）企業の社会的責任の証明になる。
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４）環境管理体系（ PDCA）が経営管理にも応用できる。
５）法規制順守に対応できる。
６）従業員の環境意識が高まる。
さらに、具体的な効果として、「 2001 年から 2007 年 10 月までの間に審査・
登録し省エネに取り組んだ 503 事業所（活動実績が１年以上あるもの）で、取組み初
年度１年間に削減された CO2 の合計は、年間 5,832ｔであり、１事業所あたり 11,6ｔ
となる。（調査月 2007 年 10 月）」と説明されている。図表１－２－２に KES の取組に
よる CO2 削減効果、図表１－２－３に KES ・環境マネジメントシステム・スタンダー
ドのしくみを示す。
図表１－２－２． KES の取組による CO2 削減効果
電力 都 市 ガ
ス
プ ロ パ
ン
ガ ソ リ
ン
灯油 重油
削減量 1183 万 kWh 58t 34kl 118kl 26kl 411kl
CO2 換算 4228t 125t 102t 272t 66t 1139t
取組事業所数 476 23 9 79 11 19
※複数の取組みをしている事業所を含む。
（出所：ＫＥＳパンフレット H21 年 4 月改訂版）
図表１－２－３． KES ・環境マネジメントシステム・スタンダードのしくみ
運用規格 ＫＥＳ(ｽﾃｯﾌﾟ１) ＫＥＳ(ｽﾃｯﾌﾟ2) ISO14001(参考)
環境活動取
組の目的
環境管理活動の仕組
みに取組むきっかけ
をつかみ、輪を広げ
る
ＰＤＣＡが回る仕組
み を 構 築 し 、 将 来
ISO14001 取 得 に 挑
戦することも可能
ISO14001 にチャレン
ジし認証登録
構成項目 １環境宣言
２計画
環境影響項目
法的及びその他の
要求事項
環境改善目標及び
改善計画
３実行
体制と責任
文書
活動
４点検
確認
順守評価
１環境宣言
２計画
環境影響項目
法的及びその他の
要求事項
環境改善目標及び
改善計画
３実行
体制と責任
教育と訓練
情報の連絡
文書
文書の管理
活動
１環境方針
２計画
環境側面
法 的 及 び そ の 他 の
要求事項
目的、目標及び実施
計画
３実施及び運用
資源、役割、責任及
び自覚
力量、教育訓練及び
自覚
コミュニケーショ
ン
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修正と予防
５最高責任者による
評価
緊急事態への準備
と対応
４点検
確認
順守評価
修正と予防
記録
自己評価
５最高責任者による
評価
文書類
文書管理
運用管理
緊急事態への準備
及び対応
４点検
監視及び測定
順守評価
不適合並びに是正
処置及び予防処置
記録の管理
内部監査
５マネジメントレビ
ュー
環境影響評
価の事例
簡易評価法、チェッ
クリスト法等
チェックリスト法・
評価点算定法等
規格に適合するロジ
ック
マネジメン
トマニュア
ル
マニュアル作成 マニュアル作成 規格に適合するマニ
ュアル
支援体制 コンサルタント
登録審査
コンサルタント
登録審査
（コンサルタント）
KES の支援体制は、 NPO 法人 KES 環境機構による。
（出所：特定非営利法人 KES 環境機構『 KES ・環境マネジメントシステムスタンダ
ード KES（ 5 版）』）
２．エコアクション 21
エコアクション 21 は、環境省が 1996 年に中小事業者等の幅広い事業者に対
して、自主的に「環境への関わりに気づき、目標を持ち、行動することができる 」
簡易な方法を提供する目的で策定し、普及を進めてきた EMS である。
その後、グリーン購入や環境報告書の普及など様々な社会的な動き等に対応す
るため、環境経営システムと環境コミュニケーションの要素を取り入れた全面的
な見直しを実施、 2004 年に「エコアクション 21 環境経営システム・環境活動
レポートガイドライン 2004 年版」を策定した。
また、同年 10 月には財団法人地球環境戦略研究機関持続性センターにエコアク
ション 21 中央事務局が設置され、ガイドラインに基づくエコアクショ ン 21 認証・
登録制度を開始、2009 年 10 月末現在では 4,000 件を超える事業者が認証・登録
を受け、毎年約 1,000 件のペースで増えている。とされている。
そして、そのガイドラインをよりわかりやすくし、その取組をさらに促進、発
展させることを目指した「エコアクション 21 ガイドライン 2009 年版」が、2009
年 11 月に改訂発行された。ここでは、当該ガイドライン最新版から、その特徴
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を確認する。
エコアクション 21 の特徴
★中小企業者等でも容易に取り組める環境経営システム
ISO14001 規格を参考としつつ、中小企業者にとって取り組みやすい環境経営シ
ステムのあり方を規定しており、その構築・運用・維持により、環境への取組の
推進だけでなく、経費削減、生産性・歩留まりの向上等、経営面でも効果あり 。
★必要な環境への取り組みを規定している
システムの PDCA だけでは十分ではなく、エコアクション 21 では、必ず把握
すべき環境負荷の項目として 、CO2 排出量、廃棄物排出量、総排水量及び化学物質
使用料を」規定している。さらに、必ず取り組む行動として、省エネルギー 、廃
棄物の削減・リサイクルなどに関する取組を 、環境経営にあたっての必須の要件
として規定している。
★環境コミュニケーションに取り組む
事業者が環境絵の取組状況等を公表する環境コミュニケーションは、必要不可
欠の要素であり、エコアクション 21 では、環境活動レポートの作成と公表を必
須の要件として規定している。
★事業者の自主的・積極的な取組を第三者が評価する
自主的・積極的に取り組み、環境活動レポートの要求事項を満たす事業者に対
し、第三者が一定の評価を与える制度としてエコアクション 21 の認証・登録制
度が実施されている。当該制度で認証・登録を受けるには、事業者は「全組織 ・
全活動を対象にエコアクション 21 に取り組む」ことが必要（環境省(2009)9～ 10
頁）。
３．エコステージ
エコステージに関しては、一般社団法人エコステージ協会のホームページで 、
その内容を確認できる。以下当該ホームページより、概略を示す。
エコステージは、 ISO14001 の意図を踏まえつつ、それを補完し発展させるこ
とで、「経営とリンクした環境マネジメントシステム」の構築と、それを段階的
に成長させることで、更に高度な経営管理システムの実現をも可能にするもの 。
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すなわち、従来の経営管理システムを基盤として 、そこに「環境」という視点を
導入することで、「環境経営システム（＝経営とリンクした環境マネジメントシ
ステム）」へと進化させようとするもの。更には段階的にステージアップしてい
くことで、品質、労働安全衛生、財務などの他のマネジメントシステムとの融合
や、CSR の実現をも視野に入れた経営改善の支援ツールであり 、また、中小規模
の組織に対しては、環境経営システムの基本骨格のみを導入するステージも用意
され、環境経営への取組を容易にする工夫もなされている 、として、以下４つの
基本的考え方を示している。
１）現状の経営管理システムを活かした、効果の見える「環境管理システム 」の
構築を支援する。
２）「環境経営の導入」から「 CSR の実現」まで、５つのステージを設けて、段
階的な取り組みへの支援と定量的な評価を実施する。
３） PDCA のサイクルを使って業務や経営の改善を行うことができる。
４）エコステージ２は、 ISO14001 の要求事項を全て含んでいるので、ステージ
２の認証を取得することができれば、 ISO14001 の認証取得にも挑戦可能な
レベルとなる。
エコステージの研修としては、「エコステージ評価員養成研修（１日コース ）」
がある。エコステージの評価員養成研修は 、２日間コースが標準であるが、「 CEAR
承認環境審査員研修コ－ス」の合格修了者は２日コースの後半１日を受講し 、理
解度確認テスト（１００点満点中７０点以上合格 ）に合格すれば評価員になる資
格が得られる。
以下、その研修内容でのポイントを示す。
①エコステージ評価員は、 ISO14001 に対応するステージ２までの評価を担当す
る。「内部統制システムの構築とＣＳＲの実現」をめざすステージ５など、ス
テージ３以上は、しかるべき実績と力量が認められた上級評価員の担当とな
る。
②エコステージ評価員は、中小企業に環境経営の考え方を広く浸透させ実践して
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もらうとの目的から、自らの積極的な営業・コンサルティング活動を謳ってお
り、その点において審査業務に特化している ISO14001 審査員とは考え方に若
干違いがある、等。
参考として、図表１－２－４にエコステージにおける環境経営の５段階を示
す。
図表１－２－４．エコステージの５つのステージ
エコステージ１ 環境経営の導入 環境経営システムの基本骨格の構築
環境と経営の改善活動の展開（化学物
質管理、グリーン調達など）
エコステージ２ 環境経営の基礎 環境経営システムの構築
ＰＤＣＡサイクルに基づいた「重点環
境管理項目」の改善と運用の実施
エコステージ３ 環境経営の成熟 環境経営を浸透させた業務プロセス
の構築
継続的な業務プロセス改善の実施
エコステージ４ 統合マネジメントシス
テムの構築と明確なパ
フォーマンス改善
環境経営システムに、品質、人事 、セ
キュリティ、財務等のマネジメントシ
ステムが融合
エコステージ５ 内部統制システムの構
築とＣＳＲの実現
コンプライアンス、リスク、サプライ
チェーン等のマネジメントの実施
ＣＳＲの実現
（（社）エコステージ協会パンフレットより筆者作成）
４．ＬＡＳ－Ｅ
ＬＡＳ－Ｅに関しては、環境自治体会議のホームページで、その内容を確認で
きる。以下当該ホームページより、概略を示す。
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ＬＡＳ－Ｅは、自治体間で環境政策に関する情報を共有し、連帯して問題解決の
手がかりを探るためのネットワーク組織として発足した「環境自治体会議」が運
営する「環境自治体スタンダード（Local Authority’s Standard in Environment）」
のことで、環境配慮や環境政策に取組むためのしくみを、自治体が確立運用し、
その取組内容が環境自治体としてふさわしいかどうかをチェックするための基準
である。そして、その特徴として「 ISO14001 との違い」「メリット」「システム構
築の手順」を挙げている。図表１－２－５にＬＡＳ－Ｅの特徴を示す。
図表１－２－５．ＬＡＳ－Ｅの特徴
● ISO14001 と違うところは？
・環境マネジメントシステムの手続きを問うのではなく 、共通実施項目で定められ
ている取組を実施しているかどうかが問われる（ハイレベルな市民参加に取組ん
でいるほど高いステージが可能となる）。
・情報公開や市民参加を行っているかどうかが問われる（ハイレベルな市民参加に
取組んでいるほど高いステージに合格が可能となる）。
・環境自治体としての力量を問われるので 、本庁舎だけでなく、自治体の全施設で
取組む必要がある。
・目標の設定チームの中に、地域住民を加えることにより、行政の独りよがりでは
ない、地域の課題やニーズに応じた目標設定を行う。
・監査チームの中に、地域住民か事業者を加えることにより 、地域の実情を熟知し
た第三者による監査を行う。
・環境マネジメントシステムの文書類は 20～30 ページぐらいで済むため、文書類
の作成に要する労力を大幅に軽減できる。
●メリットは？
・３つの部門と３つのステージに分かれており、自分の自治体が「環境自治体 」と
してどのレベルにいるかが客観的に評価されるので 、真の「環境自治体」である
ことを対外的にアピールできる。
・目標設定チームと監査チームを地域住民や事業者 ・自治体政策の専門家で構成す
ることにより、地域住民の視点からの環境マネジメントシステム構築や点検が可
能であり、職員のさらなる意識向上や地域住民 ・事業者への取組の波及が期待で
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きる。
・温暖化防止実行計画、環境基本計画や事務事業評価と連動したシステムを構築す
ることも可能である。
・環境自治体会議から、システム構築のアドバイスを受けられ 、職員研修の講師派
遣や主任監査員の派遣を状況に応じて受けられる。
・トータルの費用（自治体の全施設を対象とした場合 ）が ISO の認証取得費用に比
べかなり安くなると思われる。
●システム構築の手順は？
・最初に環境自治体会議へ挑戦するステージを決め、申請する。
・挑戦するステージの共通実施項目の２／３以上について、取組む。
・組織や地域の実情に合わせ、独自の目標を設定し、取組む。
・地域住民か事業者を含む監査チームを結成し 、環境自治体会議が発行する監査ガ
イドラインに沿って、実施項目については３ヶ月以上取組んだ後 、独自目標につ
いては前年度実績値の確定後に、それぞれ監査を実施する。
・判定委員会で審議し、監査結果が妥当と判断されれば、合格証が発行される。
38
第３節 自己（適合）宣言－ＩＳＯ規格を中心として－
第３節では、本論文の本旨である自己（適合）宣言の有効性について、その
規格、内容、問題点に関して確認・考察を進めていく。 最初は、 ISO で制定さ
れた適合性評価のガイドライン及び供給者適合宣言規格に焦点を当て、その具
体的内容を確認する。そして、 次に、日本独自の工業標準化法における適合性
評価制度について確認する。更に、自己（適合）宣言と自治体等で広がりつつ
ある自己宣言を確認検証し、その現状及び問題点を明らかにする。
１－３－１ ＩＳＯ供給者適合宣言
ISO における適合性評価には、その倫理的概念及び理念ともいえるガイドラ
インとしての「適合性評価－適正実施基準」が存在する。そして、自己適合宣
言に関しては、具体的指標としての規格である「適合性評価－供給者適合宣言 」
が２部構成で発行されており、その他適合性評価の共通規格として「適合性評
価－用語及び一般原則」が発行されている。
ここでは、まず、自己（適合）宣言のおおもとの考え方である「適合性評価
－適正実施基準」を検証する。そして、自己（適合）宣言の規格を確認するこ
とにより、当該基準・規格の主旨及び目的を捉え明らかにしていく。
１．ＩＳＯ適合性評価－適正実施基準
JIS Q 0060(ISO/IEC Guide60)
ISO では、自己（適合）宣言を含む適合性評価に関して、その趣旨及び目的
について当該総論的なガイドラインを制定している。以下にその概要を示す。
１）序文
「適合性評価は、製品、プロセス、システム、人又は機関が規定要求事項を
満たしていることを実証する活動である。適合性評価は、製品、プロセス、シ
ステム、人又は機関が国際的、地域的、国内的な規格、ガイド、その他の規準
文書などの仕様に示された要求事項を満たしていることの保証を与える様々な
種類の活動を含む。
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そして、急速な技術進歩、グローバル化により適合性評価の手順及びシステ
ムの共有化へのニーズが高まっているが、整合化された国際規格がますます受
け入れられていることに比べ、整合化された国際的な実施手法はあまり使われ
ていない。こうした環境は余分な費用をもたらすことになり、また、すべての
国の規制当局及び産業界にとって重要な課題となっている。更に、適合性評価
手順及び要求事項の多様性並びに適合性評価結果の承認の欠如によって、商品
及びサービスのやりとりが制約されることがある。そのため、すべての適合性
評価システム及び手順が、すべての関係者の関与を目指し、非差別的で、透明
で、貿易に関し不必要な障害を避けるものであることを確実にするための努力
が必要であり、適合性評価の関係者は、情報交換及び信頼の構築を行うことが
奨励される」としている。
この内容からは、現状の世界のグローバルなかかわりあいの中で、各国が独
自の規格・決めごとでの貿易管理を行うことによる弊害をなくすため、共通の
手順を定め・運用することを趣旨及び目的としていることが読み取れる。
そして、「この規格は、政府系であるか、非政府系であるかにかかわらず 、適
合性評価機関その他の利害関係者が国際的、地域的、国家的又は準国家的レベ
ルで使用するのに適するよう作成されており、関連する規格と組み合わせての
使用もよいが、この規格の採用は任意であり、採用によって公開性、透明性、
公平性、機密保持、一貫性及び有効性を特徴とする適合性評価の実施を促進す
ることを意図している」とされている。
次に、適用範囲については以下の定義としている
「この規格は、適合性評価の規準文書、機関、システム、スキーム、及び結
果を含め、適合性評価のすべての要素について、推奨する適正な実施について
規定する。
この規格は、倫理的で信頼できる適合性評価サービスの提供、促進又は利用
を望む個人及び機関による使用を意図している。この規格の使用者には、適切
な場合、規制当局、貿易当局、校正機関、試験所、検査機関、製品認証機関、
マネジメントシステム認証 ／登録機関、要員認証機関、認定機関、適合宣言を
提供する組織、適合性評価システム及びスキームの設計者・管理者、並びに適
合性評価の使用者が含まれる。
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この規格は、国際レベル、地域レベル、国内レベル及び準国内レベルでの通
商を促進する目的で作成されている」。
適用範囲としては、すべての事業活動が含まれるものとされている。
２）適合性評価の適正実施に関する原則（ Guide No．４．）
ここでは、適合性評価における適正実施基準に関する一般原則を 、・適合性評
価の規準文書、・適合性評価活動、・適合性評価システム、及び・適合性評価結
果の４項目で規定している。
1 適合性評価の基準文書（ Guide No． 4.2）
適合性評価機関及び認定機関の規準文書（例えば、規格、ガイド及び手順書 ）
の望ましい形としては以下で示されている。
ａ）透明性、公開性、公平性及び一貫性のある方法で作成する。
ｂ）規制当局及び市場のニーズに適切に対応する。
ｃ）技術的に適切である。
ｄ）関連する機関の技術的能力を適宜取り扱う。
ｅ）貿易における不必要な障害を回避し、非差別及び国産品と同等な取扱い
の原則を反映する。
ｆ）適切な場合、第一者、第二者及び第三者による適合性評価で直接使用で
きるように規定する。
ｇ）発展途上国の参加及びそこでの使用に関する問題を考慮する。
②適合性評価活動（ Guide No． 4.3）
適合性評価機関及び認定機関を含め、適合性評価活動に関与するすべての組
織の望ましい形としては以下で示されている。
ａ）可能な限り、 ISO/IEC 国際規格及びガイドのような、合意に基づいて作
成された国際規格及びガイドに基づいて活動する。
ｂ）製品、プロセス、サービス、システム、人又は機関の規定要求事項への
適合に関し、十分な水準の保証を与えるように管理し運営する。
ｃ）すべての機密情報を保護する。
ｄ）専門的な誠実さをもって、倫理的で非差別的な方法で活動し、利害関係
の影響を避ける。
ｅ）迅速、公平、効率的な方法で申請及び評価活動を処理し、また、その予
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測される処理時間を顧客に知らせる。
ｆ）迅速、公平及び効率的な方法で、苦情又は異議申し立て（該当する場合）
を処理し、それらの正当性が確認された場合には是正処置をとる。
ｇ）適合性評価活動に関する適正な記録を作成し、これらの記録をその機関
の契約上及び法律上の義務に応じた期間維持する。これらの記録は、適
合の証拠を使う許可に関する否認、取消し、一時停止又は終了を確定す
るのに十分な文書類を含む。
ｈ）提供しているすべてのサービス及びその料金に関する情報、並びに保持
している又は授与した証明書、認定範囲などに関する情報を維持し、直
ちに利用できるようにする。
ｉ）手順に従った監視を受ける（該当する場合）。
ｊ）自己の能力を、適切な仕組み（例えば、認定、同等性評価など）で実証
する。
ｋ）該当する場合、不適合又は必要な是正処置を明確にした、適合性評価手
順の十分な報告書を提供する。
ｌ）マークを使用する場合、そのマークの使用に関する規則及び条件が遵守
され、誤用が防止されることを確実にする
ｍ）発展途上国の参加及び使用に関する問題を考慮する。
注記 ｂ）は適合性評価結果の受入れを促進するために、十分な技術的能力
を維持することを意味する。
③適合性評価のシステム及びスキーム（ Guide No． 4.4）
適合性評価のシステム及びスキームの望ましい形としては以下で示されている。
ａ）一つ又は複数の機関によって②に概要を示した原則に従って運営される。
ｂ）透明、公開、非差別的、かつ、信頼できる方法で設計され、管理される。
ｃ）貿易において不必要な障害を生み出さないように設計され、管理される。
ｄ）適合性評価結果の受入れを促進するため、特有の状況又は産業分野に適
したものとする。
ｅ）利害関係者が依頼すれば適時に入手できる規則書によって総括管理され
る。この規則書は、次の要素を規定する。
－ システム又はスキームへのアクセスの基準及びプロセス
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－ 文書類の管理方法
－ システム又はスキームの基礎となる仕様書及び／又は規格
－ 適合の実証を達成し維持する方法
－ 完全性、公平性及び能力を維持する方法
－ 実質的な及び手続上の異議申立て又は苦情を公平に扱うための、識別可
能で、実際的で、直ちに利用できる仕組み。
ｆ）発展途上国の参加及び使用に関する問題を考慮する。
④適合性評価結果（ Guide No． 4.5）
適合性評価結果（例えば、評価報告書、試験報告書、宣言、証明書、マーク
など）の望ましい形としては以下で示されている。
ａ）明確で、あいまいさがなく、理解しやすいものとし、何らかの誤解を招
くような設計をしない。
ｂ）適合性評価活動の基礎とした規定要求事項（例えば、規格、ガイド、規
則又は技術仕様書など）、評価の適用範囲及び結果の保証方法（例えば 、
認定、公的な承認、同等性評価など）を明確にする。
ｃ）適合性評価機関、システム又はスキームによって正確に維持され、情報
の機密性を保ちながら、要請に応じて利用できるようにする。
ｄ）承認または受入れを促進する上で、他と同等である。
以上が、適合性評価－適正実施基準の内容である。そして、当該内容から４
つの一般原則である「規準文書」「評価活動」「システム及びスキーム」「評価結
果」に共通して謳われていることは 、「透明・公開・公平・非差別的・信頼でき
る」等、倫理的概念の確認である。その意味において、当該基準は、適合性評
価における倫理綱要として作成され、おおもととなる大切なものであると考え
られる。従って、適合性評価に携わる者は、まず当該基準の理念を咀嚼して行
動することが求められていると理解できる。
２．ＩＳＯ自己適合宣言について
２．１ 適合性評価－供給者適合宣言－
JIS Q 17050-1(ISO/IEC 17050-1)
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第１部：一般要求事項
当該規格は供給者適合宣言に対する一般要求事項として、三種類の適合証明
の一つである第一者（例えば、製品の供給者）によって行われる証明を取り扱
っており、自己適合宣言のベースとなる具体的要求事項を定めた規格である。
以下、その内容を示す。
１）序文
「この規格は、供給者適合宣言に対する一般要求事項を規定 する目的で作成
された。
この規格は、三種類の適合証明の一つである第一者（例えば製品の供給者）
によって行われる証明を取り扱う。
他の種類は、第二者証明 （例えば、使用者が使用中の製品に対して証明を
行う場合など）及び第三者証明である。
この規格は、規定要求事項の充足に責任を負う個人又は組織（供給者）が、
製品（サービスを含む。）、プロセス、マネジメントシステム、人又は機関が
規定要求事項に適合しているという宣言を行う場合に適用できる要求事項を
規定する。
本規定要求事項は、規格、ガイド、技術仕様書、法律、規則などの基準文書
を含むこともあり、当該適合宣言には、第一者、第二者又は第三者のうち一
つ以上の評価結果を引用することができる。ただし、そのような引用が何ら
かの方法で供給者の責任を軽減するものと解釈してはならない。」
と定義し、序文において、第一者が責任をもって適合性を証明する旨を謳っ
ている。
次に、当該規格の具体的内容について以下に示す。
２）適用範囲（規格番号１．）
「この規格は、分野を問わず、ある対象の規定要求事項への適合を証明する
ことが望ましいか又は必要な場合の、供給者適合宣言に対する一般要求事項
を規定する。そしてその対象には製品、プロセス、マネジメントシステム、
人又は機関があり、適合宣言を行うための個別の対象を限定するものではな
い。」
と規定し、範囲の限定を避けている。そして、
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「“供給者適合宣言（Ｓ（ supplier）ＤｏＣ（ customer or consumer））”の
代わりに“適合宣言”（ＤｏＣ）という用語を適宜使用してもよい。」
としていることからも、物のやりとりの供給者としてだけではなく、環境な
どのマネジメントシステムに対応する “適合宣言”という表現についても言及
していることがわかる。
３）定義（規格番号３．）
「この規格で用いるおもな用語の定義は、 JISQ17000(ISO/IEC17000:2004)に
よる。
備考１．“供給者適合宣言”は、 JISQ17000 で定義された“宣言”すなわち、
第一者証明（ first-party attestation）である。
２．認証機関による証明との混同を避けるため 、“自己認証”という用語
は排除されており、使用しないほうがよい」
“宣言”するのは、あくまで事業活動の当事者であると定義している。
４）適合宣言の目的（規格番号４．）
「適合宣言の目的は、識別された対象が宣言書中の規定要求事項に適合して
いるという保証を与えること、並びにその適合及び宣言の責任者を明確にす
ることである。供給者宣言は、規制又は非規制を問わず、単独で使用しても
よいし、他の適合性評価手段と組み合わせて使用してもよい」
目的は、適合の保証と責任者の明確化としている。
５）一般要求事項（規格番号５．）
一般要求事項では、前項の目的を受けて、より具体的な責任範囲の明確化を
謳っている。
「適合宣言の発行者（発行機関又は発行人）は、適合宣言の発行、維持、拡
大、縮小、一時停止又は取消し、及び対象の規定要求事項への適合に責任を
持たなければならない。
適合宣言は、第一者、第二者又は第三者の一つ以上が実施した適切な種類の
適合性評価活動（例：試験、測定、監査、検査又は調査）の結果に基づかなけ
ればならない。関与する適合性評価機関は、適用できる場合、該当する国際規
格、ガイド及びその他の基準文書を参照することが望ましい。
適合宣言は、同類の製品群に対するものである場合、その製品群の個々の製
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品に適用されなければならない。適合宣言はある期間にわたり引渡された同類
の製品である場合、引渡し時又は受領時の個々の製品に適用しなければならな
い。
適合性評価の適正実施基準として、適合性評価結果をレビューする要員は署
名者と異なる者であることが望ましい」
６）適合宣言書の内容（規格番号６．）
適合宣言書の内容は以下項目で具体的に列挙されている。
6.1 「適合宣言の発行者は、適合宣言の受領者が次の事項を識別するのに十分
な情報を、適合宣言書が含んでいることを確実にしなければならない。
－ 適合宣言の発行者
－ 宣言の対象
－ 適合を宣言する根拠とした規格又は他の規定要求事項
－ 適合宣言の発行者を代表する署名者又は代理署名者
適合宣言書は、少なくとも次の事項を含まなければならない。
ａ）適合宣言の固有の識別
ｂ）適合宣言の発行者の名称および連絡先住所
ｃ）適合宣言の対象の識別（例えば、製品の名称、型式、製造日又はモデル番
号、及びプロセス、マネジメントシステム、人又は機関の説明、及び／又
はその他の関連する補足情報）
ｄ）適合の表明
ｅ）規格又は他の規定要求事項、及び要求事項に選択肢がある場合に採用した
選択肢の完全、かつ、明確な一覧表
ｆ）適合宣言の発行日及び発行場所
ｇ）発行者から権限を与えられた者の署名［又は同等の確認の印（しるし ）］、
指名及び役職名
ｈ）適合宣言の有効性に関する何らかの制限事項
6.2 適合宣言の基礎とした適合性評価結果と宣言とを関係付けるため、例えば、
次に示す追加の支援情報を提供してもよい。
ａ）関与した適合性評価機関（例えば、試験所又は校正機関、検査機関、認証
機関）の名称および住所
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ｂ）該当する適合性評価報告書の引用及びその報告書の日付
ｃ）関与したマネジメントシステムの引用
ｄ）適合性評価機関の認定範囲が適合宣言に関係する場合、関与した適合性評
価機関の認定文書の引用
ｅ） JISQ17050-2 に記述されているような関連支援文書の存在の言及
ｆ）取得している証明書、登録書又はマークに関する追加情報
ｇ）適合性評価のその他の活動又はプログラム（例えば、合意グループの会員
資格）
文書化のときの適合性評価結果の引用は、不適切に適用されたり、又は適合
宣言の受領者を誤った方向に導くものであったりしてはならない」
７）適合宣言書の様式（規格番号７．）
「適合宣言書の例については附属書Ａを参照すること。適合宣言は印刷物に
よるものでも、電子媒体又はその他の適切な媒体によるものでもよい」
附属書Ａには適合宣言書の様式例が記載されている。
８）アクセス性（規格番号８．）
「適合宣言書の写しを適合宣言の対象に関連する他の文書、例えば、声明書、
カタログ、送付状、取扱説明書又はウエブサイトに含めてもよい」
９）製品上へのマーク表示（規格番号９．）
「適合宣言の存在を示すために製品上に表示を行う場合、そのような表示は、
他の何らかの認証マークと混同することのないような形式でなければならない。
このような表示は、適合宣言へのトレーサビリティーがなければならない」
１０）適合宣言の有効性の継続（規格番号１０．）
ここでは、有効性の継続としての安定供給及び変更手順などについて規定し
ている。
10.1 「適合宣言の発行者は、引渡し時又は受領時における対象が、適合宣言
に表明された要求事項に対して引き続いて適合することを確実にするための
手順を持ち、実施しなければならない。
参考 この項目の意図は、例えば、量産品の場合、初期の製品だけでなく、
初期と同等の条件で生産を続けている限り、製品が要求事項に適合し
ていなければならないことである」
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10.2 「適合宣言の発行者は、次に示す状況が生じた場合に適合宣言の有効
性を再評価するための手順を持ち、実施しなければならない。
ａ）対象の設計または仕様に重大な影響を与える変更
ｂ）対象の適合を表明する根拠となる規格の変更
ｃ）該当する場合、供給者の所有権又は経営構造の変更
ｄ）対象がもはや規定要求事項に適合していない可能性を示す関連情報の存在 」
（日本規格協会（ 2010） 285-287 頁）
例えば、サンプリングでどれをとっても一緒であるような安定的な製造管理
とか、人 (Man)・機械 (Machine)・材料 (Material)・方法 (Method)のどれかが変
更や変化するときは、必ず再評価し顧客に確認を取る “４Ｍ管理”に通ずる考
え方を示しているものと理解できる。
以上が、「適合性評価－供給者適合宣言－第１部 ：一般要求事項」の規格の本
文であるが、当該規格には「附属書Ａ（参考）供給者適合宣言書」として、適
合宣言書の様式例及び適合宣言書の様式に記入するための手引きが補足されて
おり、運用の利便性が図られている。参考として、当該様式例及び記入するた
めの手引きを巻末の〔資料４〕に掲記しておく。
２．２ 適合性評価－供給者適合宣言－
JIS Q 17050-2(ISO/IEC 17050-2)
第２部：支援文書
第２部は、第１部の内容に関して、より具体的に展開した事項を定めること
により、実務対応の利便性及び信頼性の向上を図ったものと考えられる。
以下に、その概要として基本となる序文、一般要求事項、及び支援文書の内
容を示す。
１）序文
「供給者適合宣言は適合の証明の一形式であって、信頼性を求める市場及び
規制当局からの要求にこたえるものである。供給者適合宣言の受入れは、供給
者が宣言の基礎とした情報を文書化して保存し、この文書を要請に応じて供覧
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することによって増進されるであろう。
この規格は、供給者適合宣言を支援する文書に対する要求事項を規定する。
そのような文書は、供給者の適合宣言に対することに加えて、関係当局のサー
ベイランス活動の助けともなるだろう。
いかなる産業分野においても、製品（サービスを含む。以下、同じ 。）、プロ
セス、マネジメントシステム、人又は機関の規定要求事項（基準文書、例えば、
規格、ガイド、技術仕様書、法律及び規則）への適合について、供給者の責任
の下で実質的な裏付けを厳格に行うことが必要とされる場合がある」
２）一般要求事項（規格番号４．）
4.1 トレーサビリティー
「支援文書は、供給者適合宣言から追跡できるような方法で作成、保持、管
理及び維持しなければならない」
4.2 利用可能性
「適合宣言の発行者（発行機関又は発行人）は、関係当局の要求に応じ、規
制上の要求事項を満たすために必要な範囲で当局が支援文書を利用できるよう
にしなければならない。発行者は、その他の人又は機関からの依頼に対しても 、
支援文書を利用可能にするのがよい」
4.3 保存期間
「支援文書の保存期間は、適用される法律及び規則に従った期間とし、発行
者の裁量で更に長期間とするのがよい。顧客及びその他の利害関係者の個別の
ニーズを考慮しなければならない」
３）支援文書の内容（規格番号５．）
5.1 「宣言された要求事項への適合を実証するため 、支援文書は、適用可能な
場合、次の情報を含まなければならない。
ａ）宣言の対象の説明（製品、プロセス、マネジメントシステム、人又は機関）
ｂ）設計文書（例えば、説明書、図表、図面、専門知識及び能力の領域の識別 、
仕様書）
ｃ）次に示すような適合性評価結果
－使用した方法の説明（例えば、監査、監査手順、バッチ試験、デザイン
レビュー、検証及び妥当性確認、検査、サンプリング計画、シリアル試験、
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試験方法、型式試験）及びこれらを選択した理由。
－結果（例えば、監査報告書、試験報告書）
－逸脱及び容認を含め、結果の評価
ｄ）関与した第一者、第二者又は第三者適合性評価機関の識別、関連する資格
及び専門的能力、並びに認定状態の詳細（例えば、認定範囲、認定機関の
名称）」
5.2 「宣言された要求事項への適合を実証するために必要な場合 、次に事項も
含めることが望ましい。
ａ）宣言の対象に関係するマネジメントシステムの説明
ｂ）その他の関連情報」
5.3 「 5.1 及び 5.2 に規定する支援文書において、適合宣言の有効性に影響を
与える何らかの変更があればこれを文書化しなければならない 」(日本規格
協会（ 2010） 293-294 頁）
適合性評価－供給者適合宣言－第２部の支援文書では、第１部の規格内容に
関して、製品・プロセスなどの宣言の対象の説明や、説明書・図表などの設計
文書、更に、監査・監査手順など適合性評価結果ほか個別具体的な情報の文書
化を要求している。従って、当該支援文書は、供給者適合宣言の信頼性の確保
を目的として、適合性評価－供給者適合宣言－の客観的な指標を定めているこ
とが読み取れる。
以上、 ISO における供給者適合宣言について述べた。当該内容を短くまとめ
て言うと、「倫理綱要をベースとして、実践する内容を決め、決められたこと ・
決めたことを守る」ということになる。その結果として、供給者適合宣言の本
来の目的である信頼性の確保が達成できる。従って、当該宣言の根本となる考
え方は、その保証となる信頼性の確保であると言うことができる。
50
１－３－２ 日本工業規格（ＪＩＳ）における適合性評価制度
工業標準化法における適合性評価は 、2004 年の法改正を受け 2005 年 10 月か
ら新しくなった新 JIS マーク表示制度とともに新制度となった。その新制度の
最大のポイントは、「国による認定」から「民間の第三者機関（登録認証機関 ）
による認証」制度に改正されたことである。そして、国が JIS の対象製品を限
定する「指定商品制」を廃止したことにより、指定商品の認定事業者以外の者
が禁止されていた JIS 該当性表示を事業者自ら行う、自己適合宣言が可能とな
った（但し、 JIS マーク又はこれと紛らわしい表示はできない）。
これにより、新 JIS マーク制度は ISO 認証制度にさらに近い制度になったと
いえる。ただし、工業標準化法における自己適合宣言は、あくまで認証可能 な
JIS 製品規格がある製品を対象としており、マネジメントシステムやプロセス
の整備運用を対象に含む、 ISO の適合宣言からみると限定された制度である。
ここではまず、当該制度改定により制定された「適合性評価－製品規格への
自己適合宣言指針」を確認し、その自己適合宣言を含む適合性評価制度につい
て趣旨及び目的を捉える。そして、工業標準化法における自己（適合）宣言の
位置づけと現状を明らかにする。
１．適合性評価－製品規格への自己適合宣言指針
JIS Q 1000:2005
JIS では、前述の経緯により、2005 年に製品規格への自己適合宣言指針を作
成、公表した。その内容は、原則として「 ISO 適合性評価－供給者適合宣言－ 」
を踏襲したものとなっている。しかし、 JIS 規格という明確な製品規格への適
合性を保証するため、不適切な自己適合宣言とならないよう表示その他に関し
ての内容が細かく定められている。参考として〔巻末資料５〕にその概要を掲
記する。
「適合性評価－製品規格への自己適合宣言指針」の規格には ISO17050 と同様
に「附属書（参考）自己適合宣言書」として、自己適合宣言書の様式例及び自
己適合宣言書の様式に記入するための手引きが補足されており、運用の利便性
が図られている。参考として、当該様式及び記入するための手引きを巻末の〔資
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料６〕に掲記しておく。
以上、工業標準化法における日本工業規格への適合性評価－製品規格への自
己適合指針について確認したが、『 JIS ハンドブック適合性評価』には、更なる
参考として、適合性評価の背景と現状が記載されている。ここでは、その概略
を示す。
２．工業標準化法における適合性評価制度について
１）適合性評価
「一般に適合性評価とは、製品、システム、試験などが、ある決められた規
定要求事項を満足しているかどうかを決定するための活動である。
工業標準化法では、鉱工業製品等の JIS への適合性評価を行う制度が定め
られている。これを一般に JIS マーク表示制度という。 JIS マークの対象を
限定していた指定商品制度が廃止されたことによって、より多くの規格につ
いて JIS 適合表示が可能となった。JIS 適合表示の方法は、JIS マークの表示
及び JNLA 制度（３）にて解説）を活用した JIS 適合の自己宣言のほか、自己
責任のもとで行う自己適合宣言による適合表示が可能となった」
２） JIS 適合の自己宣言
「従来の JIS マーク制度における指定商品については認定を受けた製造業者
だけが JIS マークを表示することによって、 JIS 適合表示することが可能で
あり、 JIS 適合の自己宣言はできなかった。しかし、工業標準化法の改正に
よって指定商品制度は廃止されたことに伴い、適合性評価に適したすべての
製品規格（加工規格を含む）は自己適合宣言が可能となった。
自己適合宣言製品に対する信頼性を確保していくことは、使用・消費者の
保護の上からも重要である。このため製造業者などが自己適合宣言を行う場
合は、 JIS Q 1000（適合性評価－製品規格への自己適合宣言指針）で必要と
なる手順、要求事項、宣言の方法などについて規定されているので、この規
格に従って適切に自己適合宣言を行うことが推奨される。
仮に不適切な自己適合宣言が行われた場合は、不当景品類及び不当表示防
止法、又は不正競争防止法に抵触するおそれがある」とされている。
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以上、工業標準化法においても、規制緩和が進み JIS を活用しやすくなった
ことは確かである。しかしながら、前文にあるように自己適合宣言が不適切で
あった場合、顧客に迷惑をかけることに加えて法令違反の虞や訴訟問題になる
可能性もあり、その運用及び取扱いには十分な検討と注意が必要である。
この問題は、意図的ではなくても起こりうる問題であり、重要なレピュテー
ションリスクとなり得る問題である。例えば、よく調べないまま自己適合宣言
をしたために、不適切で法令違反という判断を下されて会社の評判を落とし、
最悪倒産という事態になる可能性も否定できない。
だとすれば、外部の第三者による独立した客観的な証明を得ることが、当該
リスクの低減につながるはずであり、工業標準化法においてもその点を重視し
た制度を整備運用している。以下に、その制度の概要を示す。
３）工業標準化法による試験所登録制度（ JNLA）
「平成 9 年の工業標準化法の改正により、 JIS マーク表示対象以外の鉱工業
製品（ JIS の製品規格のあるものに限る）について、JIS への自己適合宣言を
円滑化する際に、第三者の支援を必要とする事業者のため、試験所認定制度
（JNLA： Japan Nation Laboratory Accreditation system）が導入された。
その後、平成 16 年の法改正で、“ JIS マーク表示対象以外の鉱工業製品（ JIS
の製品規格のあるものに限る）”から、鉱工業品に係る試験方法（ JIS に定め
た試験、分析、測定をいう）が対象となった。製品試験の事業が拡充され、
自己適合宣言の信用を補完するために、登録された試験事業者による試験証
明書の発行を行うことだけでなく、さらに JIS マーク表示認証の製品試験を
実施する機関としての位置付けが加わり 、JNLA 試験所の活用範囲が拡大され
た」（日本規格協会（ 2010） 757-758 頁）。
当該試験所認定制度は、自己適合宣言を補完し内容を証明することになるた
め、自己適合宣言を実施する事業所にとってその制度は、信頼性の向上と保証
につながる有効性の高い制度であると言うことができる。そして当該制度の利
用は、自己責任のみで実施したために、その表示が不適切で法令違反という判
断を下されて会社の評判を落とし、最悪倒産という事態になるリスクを低減で
き得る効果もあると考えられる。
図表１－３－１に正規の JISマーク表示制度、JNLA試験証明書を活用した JIS
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適合の自己（適合）宣言、自己責任のもとで行う自己（適合）宣言による適合
表示の方法を示す。
図表１－３－１． JIS 適合表示の方法
JIS マーク表示制度 JNLA 制度の活用
（出所：日本規格協会、 2010）
製品規格
（製品認証の対象となる JIS）
事業者
選択
JIS マークによる
JIS 適合表示
JNLA 試験証明書を
活用した JIS 適合の
自己宣言
JIS 適合の
自己宣言
JIS マーク
表示製品
製品 製品
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１－３－３．自己（適合）宣言のポイントと問題点
ここでは、最初に、ISO（供給者）適合宣言規格、次に、日本工業規格（ JIS）
における適合性評価制度について 述べた。更に、これらの公に認知された規格
を拠り所とした概念と、既存の規格に囚われない独立的な自己宣言のケースと
の比較検証を実施することにより、そのポイントと問題点を明らかにする。
１．適合宣言と自己宣言
ISO（供給者）適合宣言規格及び JIS における適合性評価制度は、いずれも公
に認知された規格、すなわち国際規格である ISO 規格又は工業標準化法におけ
る JIS 規格への準拠性を評価するものである。従って、これらの概念の位置づ
けとしては狭義の自己適合宣言としての、適合宣言との解釈が合致する。
これに対して、自己宣言は、公に認知された規格への準拠性だけではなく、
独自で構築した規格への準拠性を含むことで、 ISO などの要求事項の一部又は
全部、更には CSR に繋がる活動をも考慮した広義の宣言ということができる。
図表１－３－２に、両者のポイントを示す。
図表１－３－２．適合宣言と自己宣言のポイント
適用規格 適合宣言 自己宣言
EMS 規格 ISO14001 一 般 要 求 事 項
への準拠（狭義）
ISO だけでなく独自構築
の EMS への準拠（広義）
適合性規格 ISO17050-1 一 般 要 求 事
項への準拠（狭義）
限定なし（広義）
（筆者作成）
ISO 規格への適合宣言は、規格自体が公に認知されているため、その準拠性
に関する評価の拠所も得やすいものとなっているが、独自構築の EMS において
は評価の妥当性の問題が生ずることになる。 ISO 規格への適合性に関しては、
ISO17050-1 規格に「この規格は、三種類の適合証明の一つである第一者（例え
ば製品の供給者）によって行われる証明を取り扱う。当該宣言には第一者、第
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二者又は第三者のうち一つ以上の評価結果を引用することができる。ただし、
そのような引用が何らかの方法で供給者の責任を軽減するものと解釈してはな
らない」と記載されている。
ここで、 ISO における適合性評価の主な形態を確認すると、大枠として以下
図表１－３－３で分類されることになる。
図表１－３－３． ISO14001 の適合性評価の主な形態
ISO14001 規格との適合の形
態
監査の種類 適合性評価
1)自己決定し、自己宣言す
る。
第一者監査
(自己 (内部 )監査 )
第一者証明
(自己 (適合 )宣言 )
2)適合について、組織に対
して利害関係をもつ人又
はｸﾞﾙｰﾌﾟ、例えば顧客な
どによる確認を求める。
第二者監査
(外部監査：顧客などによ
る監査 )
第一者証明
(自己 (適合 )宣言 )
又は､第二者証明
(監査実施顧客等の
みに適用 :個別対
応 )
3)自己宣言について組織外
部の人又はｸﾞﾙｰﾌﾟによる
確認を求める。
第三者監査
（外部監査：外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、
有識者などによる監査 )
第一者証明
(自己 (適合 )宣言 )
4)外部機関による環境ﾏﾈｼﾞ
ﾒ ﾝ ﾄ ｼ ｽ ﾃ ﾑの 認証／登録を
求める。
第三者審査
(適合性評価機関 )
第三者証明
(認証 )
（宮野（ 2009）を基に筆者作成）
図表１－３－３のとおり、 EMS の自己（適合）宣言は大枠として２つに分け
られ、それらは即ち、 ISO 規格の準拠性を評価・保証する「適合宣言」の概念
と、 ISO 規格に限定しない広義の EMS 規格への準拠性を評価・保証する「自己
宣言」の概念である。
ISO14001 の自己（適合）宣言の場合は、表３－３の 3)にあるように、第三者
56
による確認（外部監査）は、公の規格の存在により評価の指標が明確になって
いる。従い、同 1)の自己決定し、自己宣言する場合や、同 2)の顧客等利害関係
者による確認も、文書及び記録の管理が規格の要求事項のとおりに整備運用さ
れていれば、マネジメントシステムとしての管理の信頼性は一般論としては高
いといえる。更に、一度 ISO14001 の認証登録を受けた後、自己（適合）宣言に
移行した場合は、組織としての EMS の経験と実績によってその信頼性の確率は
より高くなる。
これに対して、独自に構築した EMS の場合は、 ISO 規格による制約がないた
めに整備運用のばらつきが大きくなりやすく、一般論として信頼性に疑問が生
じることになる。従って、明確かつ客観的な実績を提示できない場合は、独自
に構築した EMS はその評価が難しいものとなる。
自己（適合）宣言という用語には、ISO が使用している「自己適合宣言」、「（供
給者）適合宣言」、「自己宣言」という言葉の定義があるが、その明確な定義、
指標はなく、解釈により誤解が生じやすい概念である 。従って、ここで自己（適
合）宣言の分類により、本論文における定義を確認することにする。
１）自己（適合）宣言
① ISO14001（ EMS）に準拠した自己（適合）宣言
ａ． ISO14001（ EMS）のみに準拠した自己（適合）宣言／自己宣言
ｂ． ISO14001（ EMS）に準拠し、かつ ISO17050-1（適合評価－供給者適
合宣言）に準拠した自己（適合）宣言→供給者適合宣言又は適合宣
言
② ISO14001 ではないが、認証登録を前提にした EMS（例： E-MAS、 KES、
エコアクション 21）に準拠した自己（適合）宣言／自己宣言
２）自己宣言
①認証登録を前提としない独自の EMS に準拠したとする自己宣言
自己（適合）宣言の問題点に関しては、 JISC(Japanese Industrial Standards
Committee) 、日本語の正式名称「日本工業標準調査会」の第 16 回管理システ
ム規格専門委員会（ 2007 年７月 12 日開催）においても議題として採り上げら
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れている。品質マネジメントシステムである ISO9001 を含んだ議論ではある
が、自己（適合）宣言に関する問題点が議論されており、興味深いものとなっ
ている。
内容としては、紙ゴミ電気だけのマンネリ化や、認証機関の信頼性、大企業
と中小企業を同じように審査してしまうことなど ISO 認証取得の問題から、レ
ベルの低い事業所が自己適合宣言に移行した場合の自己適合宣言自体への悪影
響、監査の甘さなど内部的問題が議論されている。一方、規格の普及が目的で
あり、認証を取らなくても規格はつかえるとの前向きな意見もある。
本専門委員会におけるこれらの議論は、専門家の意見として貴重かつ重要な
ものとなっている。
参考として巻末の〔資料７〕に当該専門委員会議事録の関連部分を掲記する。
次の第４節では、自己（適合）宣言の実例を述べる。
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第４節 環境マネジメントシステム (EMS) における自己 (適合) 宣言
第４節では、環境マネジメントシステムの自己（適合）宣言に関して、具体
的検証を進めるために、その事例、特徴、評価（監査）の確認・考察を進めて
いく。最初に、 EMS における自己（適合）宣言の事例として、わが国の自治体
で初めて ISO14001 認証事業所から自己（適合）宣言に移行し、規範となるべき
活動を展開している飯田市役所の事例を中心としてその内容を確認する 。更に、
市としては小規模であるが、2003 年に自己（適合）宣言に移行し、環境首都コ
ンテスト全国ネットワークが主催する第 9 回（ 2009 年度）日本の環境都市コン
テストで総合第 1 位となった水俣市の事例についても概要を確認する。環境首
都コンテスト全国ネットワークは内閣府認可の広域 NPO である「環境市民」を
主幹事団体として、全国の 13NGO からなる全国ネットワークで、自治体の総合
的な環境施策の推進を目的としている。 また、情報は少ないが、民間企業の事
例についてもその概要を確認する。そして 次に、飯田市の実施事例の特徴を確
認・整理する。更に、自己（適合）宣言で要となる評価・監査について確認・
検証を実施する。
１－４－１ ＥＭＳ自己（適合）宣言事例
１．飯田市役所
長野県飯田市は、日本の自治体としては全国で初めて ISO14001 認証事業所か
ら自己適合宣言に移行した。飯田市の概要については、会員である「環境自治
体スタンダード（ LAS-E）」を運営する「環境自治体会議」のホームページにそ
の取組とともにわかりやすく紹介されている。以下その概要を示す。
地域概況
飯田市は、日本のほぼ中央に位置し、 2005 年 10 月 1 日に上村、南信濃町
と合併した長野県の南端伊那谷における中心都市として、南アルプスと中央
アルプスに囲まれた、豊かな自然と優れた景観、四季に富んだ街である。
1996 年度に「人も自然も美しく、輝くまち飯田－環境文化都市 」を目指す
都市像とする第 4 次基本構想を策定、同年度に「 21’飯田環境プラン」を策
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定し環境文化都市の実現に取り組んでいる 。1995 年度には「地域新エネルギ
ービジョン」を策定、 1997 年度に「エコタウン地域」の指定を受けるなど 、
環境関連産業の創造と環境に配慮したまちづくりを推進している 。2005 年度
には環境と経済の好循環のまちモデル事業の指定を受け、環境文化都市をよ
りパワーアップする文化経済自立都市をめざしている。
市役所では、 2001 年 1 月 ISO14001 の認証を取得し、 2003 年に「自己適合
宣言」を行い、引き続いて環境改善活動に取組んでいる。また、地域ぐるみ
環境 ISO 研究会が構築し、南信州広域連合と連携してスタートした独自の環
境改善活動「南信州いいむす 21」は、既に 41 事業所が登録証の交付を受け 、
現在 183 の事業所が取組をしている。
施策・事業
・地域の重点政策：新エネルギーの活用と省エネルギーの推進
・新規実施事業：市内建築物アスベスト対策事業
・新規実施事業：第 5 次基本構想・基本計画策定事業
・新規実施事業：庁内組織用独自 EMS「学校いいむす 21」「保育園いいむす
21」の展開
・新規実施事業：ISO14001 南信州宣言（自己宣言）を視野に入れた地域版 EMS
南信州いいむす 21 の改訂
・新たに設立した組織：飯田市環境協議会
飯田市は、日本の自治体として全国で初めて ISO14001 認証事業所から自己適
合宣言に移行しただけでなく、環境問題に関しての意識改革や態勢・姿勢につ
いても、更なるレベルアップを目指して取組んでいる。その施策・事業から自
己宣言関連の以下２点の内容を紹介したい。
①「新規実施事業：庁内組織用独自 EMS「学校いいむす 21」「保育園いいむす
21」の展開
・関連する共通目標の分野：地球環境
・事業の目的：児童・園児など、次世代を担う子どもたちやその親への影
響力の大きい組織ならではの EMS を構築運用する。
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・事業への参加団体・協力団体：保護者会、 PTA
・事業の特徴・特筆すべき点：いわゆる「紙・ゴミ・電気」という基本的
な取組を活動の基本とし、広く教職員や児童・園児の日常的な環境改善
活動を促進することで、環境改善意識の情勢を図っている。
教職員だけでなく、児童・園児及び保護者や PTA に対する教育活動をシ
ステムに位置づけることで、教育効果の地域や次代への波及をねらって
いる。
・今後の展望：児童や園児の成長とともに新たな子どもたちとその親世代
が対象となることから、継続的に取組むことに意義がある」
本内容からは、地域のみでなく、地球環境をも視野に入れた次世代へのサス
ティナブルな取組姿勢が読み取れる。
②「新規実施事業：ISO14001 南信州宣言（自己宣言）」を視野に入れた地域版
EMS 南信州いいむす 21 の改訂
・関連する共通目標の分野：地球環境
・事業の目的：費用や導入運用の手数の多さから、ハードルの高い国際規
格 ISO14001 にかわる地域版 EMS を構築運用することで、中小企業へ
の取組の広がりを図るとともに、ISO14001 南信州宣言（自己宣言）とい
うしくみを構築することで、個々の組織の取組をレベルアップするため
の道筋をつくる。
・事業実施の主体：地域ぐるみ環境 ISO 研究会
・事業への参加団体・協力団体：地域ぐるみ環境 ISO 研究会に参加する 31
の事業所。製造、建設、リース、飲食、サービス、電力など。
・事業の特徴・特筆すべき点：地域独自の EMS は他地域にも存在するが、
自治体による提供、市民団体による構築運用は稀で、異業種事業所によ
る運用ということで、様々な業種の取組に対して臨機応変な支援が可能
となる。
ISO14001 規格の適合を認める方法の一つ、「自己宣言について、外部の
機関・・・に確認を求める」を根拠に、地域ぐるみ環境 ISO 研究会を外
部の機関とし、研究会が確認した組織の自己宣言を南信州宣言とするこ
とで、地域の事業所が国際規格に取組む新たな方法を提供した。
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・今後の展望：ヨーロッパにおける ISO14001 あるいは EMAS（ ISO14001 以
上に厳しい欧州独自の規格）に取組む事業所は全体の 0.5％。南信州に
おいては南信州いいむす 21 を加えると 1.3％。 EMS は地球環境問題を解
決するための組織的な行動指針であり、取組み組織を拡大し、あるいは
組織の活動をレベルアップすることは今後の大きな課題である」。
地域版 EMS である、南信州いいむす 21 は、自治体による提供かつ市民団体に
よる構築運用という公民連携（PPP： Public Private Partnership）の事例とし
て注目に値する。あらゆる業種の地域の事業所により構成される研究会によっ
て、「自己宣言」を評価するしくみは、相互牽制の意味合いからもより高いモチ
ベーションの維持が形成される可能性が高い。その意味において、当該取組は
地域内はもとより地域の枠を超えたより広い視野としての、社会的責任（ SR：
social responsibility）をも考慮する土俵・機会が与えられているものと考え
られる。
２．水俣市
熊本県水俣市は、 1999 年に日本の自治体としては 6 番目に ISO14001 認証を
取得し、2003 年に自己適合宣言に移行した。水俣市では、毎年環境レポートを
発行、公開しており、以下水俣市の｢ 2008 年度版 水俣市環境レポート 環境
白書 No.35｣から同市の取組についてその概要を示す。
地域概況
水俣市は、熊本県の最南端にあり、面積は 162.88km2、人口は 28,864 人（ H20
年 1 月現在）。東方の山地から不知火海へ流れる水俣川の流域を水俣市域に持
ち、河口域に開けた市街地に商店、事業所のほとんどが立地している。東西
には国道 268 号が、南北には国道 3 号と九州新幹線、肥薩おれんじ鉄道が走
っている。
水俣市議会は 1992 年「環境、健康、福祉を大切にするまちづくり」を宣言
し、同年水俣市も全国に先駆け「環境モデル都市づくり」を宣言した。また、
1993 年に水俣市環境基本条例を制定 、水俣病の経験を貴重な教訓とする地域
づくりを進めていくことを決意した。
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1999 年には水俣市役所が ISO14001 を認証取得し、省エネ、省資源はもち
ろん、環境モデル都市づくりを鋭意マネジメントしてきた。そして、以後 4
年間継続する中で職員の ISO に対する意識も高まったが、反面マンネリ化も
感じられるようになった。そのため、2003 年には市民と市役所の環境意識の
更なる向上を目的に、市役所の公共サービスの相手方である市民による監査
チームを編成し、 ISO14001 自己宣言を表明した。
自己宣言により、市役所が市民の監査を受けることで市民とより近くなり 、
市役所の取り組みが市民にわかりやすくなった。
また、「学校版環境 ISO」をはじめ、水俣オリジナル版環境 ISO を幅広く広
め、市民に環境 ISO の理念普及を図り、 ISO を手法とした環境にいいまちづ
くりを進めている。また、水銀国際会議の開催、国際協力機構（JICA）研修
受け入れなど、世界的視野に立った環境モデル都市づくりも進めている。
自己宣言の運用による効果等については、次の通りとなっている。
＜効果＞
①水俣病の犠牲を無駄にしない住民協働の｢環境モデル都市づくり｣の推進
②地域イメージの向上。
視察・環境教育旅行が相次ぐなど、先進的な取り組みが評価された。
③市の事務事業による環境負荷の最小化（環境汚染の防止など）。
④庁舎・公共施設の電気量・用紙代の節約など、省エネ・省資源による経
費の削減。
⑤環境に関する職員の意識改革と具体的行動の進展。
⑥システムの導入による行政の合理化、改革の進展。
行政改革と連動しており、特に、情報公開のための文書管理システムの
導入に結びついた。
⑦市役所が環境 ISO を取得することによる市民意識の向上と具体的行動へ
の波及。
家庭版環境 ISO(85 世帯 )、学校版環境 ISO(市内の 15 全小中学校・ 1 高
校 )、旅館・ホテル版環境 ISO(8 旅館、 2 ホテル )、幼稚園・保育園版環
境 ISO(5 園 )、お店版環境 ISO(エコショップ： 15 店舗 )に広がっている。
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ISO14001 自己宣言の適用範囲については以下。
＜範囲＞
市長の権限が及ぶ範囲を基本とする 67 課・施設
更に、自己宣言への移行とともにスタートした市民監査委員による効果とし
ては、市役所において ISO 以上の前向きな自主性と主体性を見出し、環境分野
だけでなく、他の分野においてもより良い相乗効果が生まれる。また、市民に
対しても更なる ISO の普及を促進し、市役所と市民相互の真の意識改革が期待
される、としている。
以上、自己（適合）宣言を実践している代表的な 2 つの自治体の事例を述べ
た。 EMS は、環境問題を取り扱うという面で大変幅広い分野に関するマネジメ
ントシステムである。そして、その取り組みは生活環境全般へとおよび、公共
性、社会的責任（social responsibility： SR）の考え方が強調される点におい
て、自治体の役割と責任がより鮮明になっているものと考えることができる。
次に、情報は少ないが、民間企業の事例・取り組みを述べる。
３．民間企業の事例
民間企業の事例については、情報は多くはないが 、（『 ISO 自己適合宣言－導
入の手順と上手な活用法』、宮野）で 6 社が紹介されている。図表１－４－１に
その紹介内容に関して、会社概要を抜粋して記載する。
図表１－４－１．自己（適合）宣言－民間企業事例
No 社名 業種 会社規模
１ ㈱樹研工業 ﾌﾟﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ小型精密射出成
形部品の製造販売
工場数 3
従業員 74 名
２ いであ㈱本社･東京支
社･環境創造研究所
社会基盤の形成と環境保
全の総合コンサルタント
拠点：日本全国･北京･
ｼﾞｬｶﾙﾀ･ﾏﾆﾗ
従業員 860 名
ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ上場
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３ 建ゴム工業㈱ 自動車用ゴム成型部品の
製造販売
生産拠点 7(含海外 )
従業員 78 名
４ アズマ工業㈱ お掃除雑貨総合ﾒｰｶｰ 拠点： 11 都道府県
従業員数不明
５ イシイフォーチュン 小規模賃貸ﾏﾝｼｮﾝ経営 個人事業主・個人商店
６ 沢根ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ㈱ 機械要素部品の「ばね」
の製造販売
工場数 1
従業員 51 名
（宮野（ 2009）より筆者作成）
当民間企業による自己（適合）宣言の特徴としては、まず、 6 社のうち 4 社
が従業員 50～ 100 名（ 1 社は不明）の製造メーカー、かつ、中小企業というこ
とがいえる。そしてもうひとつは、全社的な自己（適合）宣言ではないが、大
企業に分類される上場企業並びに個人事業主が各 1 社あることである。
従って、本事例からみた民間企業の自己（適合）宣言は、経営者及び管理責
任者等が、直接管理を及ぼせる中小規模の企業であり、業種としては製造メー
カーにおいて実現しやすいのではないかとの仮説が成り立つといえる。
第２節では、自己（適合）宣言の具体的内容を確認・検証することにより、
その特徴を明らかにする。
１－４－２ ＥＭＳ自己（適合）宣言の特徴
飯田市では、 EMS への各種取組みについてホームページにおいて詳細に開示
している。ここでは、飯田市役所の環境方針・環境マニュアルを中心として確
認するとともに、南信州広域連合が運用している EMS である、南信州いいむす
21 を確認し、その特徴を明らかにする。
１．飯田市役所 EMS
１）環境方針
飯田市では、 2009 年 5 月 1 日付で環境方針の最新版を公開している。
65
図表１－４－２にその内容を示す。
図表１－４－２．飯田市環境方針
１ 基本理念
私たちは、新たな価値観や文化を創造し、すべての営みが自然と調和して 、
環境が一人ひとりの文化として定着した『環境文化都市』の実現のため、『環
境モデル都市』として、｢おひさま｣と｢もり｣のエネルギーが育む低炭素な社
会の創造を目指します。そして、定住自立圏構想の『中心市宣言』に基づき、
地域の活性化を図り、第５次 基本構想の目指す都市像『文化経済自立都市 』
づくりに取り組みます。
２ 基本方針
(1) 環境に関する法令等を順守しながら汚染の予防に努め 、環境改善・環境負
荷低減のために創意工夫して行動します。
(2) 市民・事業者など多様な主体と協働し 、地域ぐるみで持続可能な社会をつ
くります。
(3) 市民の目線に立って、すべての職場と職員で、環境マネジメントシステム
に取り組みます。
(4) ｢ムトス｣という自主自立の精神で、 ISO 14001 の規格に対して｢自己適合
宣言｣を行うとともに独自システム｢いいむす 21｣のレベルアップを進め
ます。
(5) 次世代を担う人材への環境教育を推進するとともに 、｢地育力｣の向上によ
り｢人づくり｣を進めます。
(6) ｢PDCAｻｲｸﾙ｣(計画､実施､点検､見直し)を繰り返し行うシステムの継続的改
善をすべての業務の中で進め､良質なサービスを市民に提供します｡
(7) 危機的な状況を迎えた地球環境問題を直視し、低炭素社会の実現に向け 、
総合的な環境行政を進めます。
① ｢飯田市環境モデル都市行動計画｣を進めます。(飯田市全体で 2050 年まで
に温室効果ガス 70％の削減)
② ｢21’いいだ環境プラン｣を進めます。(飯田市全体で 2011 年までに温室効
果ガス 10％の削減)
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③ ｢第一次飯田市役所地球温暖化防止実行計画｣を進めます。(事業所として
2011 年度までに温室効果ガス 2％の削減)
④ デマンド型交通システムの導入などにより公共交通の利用促進を図りま
す。環境に配慮した公共工事・事業を行います。
（出所：飯田市ホームページ）
基本理念では、すべての営みが自然と調和して、環境が一人ひとりの文化と
して定着した都市づくりを目指し取組むとし、住民一人ひとりの環境に対する
意識の高揚を喚起しているものと推察される。そして、基本方針のなかで、す
べての職場と職員での EMS への取組と共に、「自己適合宣言」に関しては、「ム
トス」という自主自立の精神でのレベルアップを謳っている。更に、温室効果
ガスの削減を具体的数値目標で示していることは、ミッションとしての環境方
針の表現として考えた場合、その取組姿勢は高く評価できるものである。
「ムトス」については、飯田市のホームページに以下説明が掲載されている。
図表１－４－３．ムトスについて
ムトスは飯田市における地域づくりの合言葉です 。「ムトス」という言葉は、
広辞苑の最末尾の言葉「んとす」を引用したもので 、「…しようとする」と
いう意味が込められており、行動への意志や意欲を表す言葉です。
飯田市では「ムトス」を地域づくりの合言葉にし、私たち一人ひとりの心
の中にある、「愛する地域を想い、自分ができることからやってみよう」
とする自発的な意志や意欲、具体的な行動による地域づくりをめざしてい
ます。
（出所：飯田市ホームページ）
「むとす」：話し手の意志や決意を表す。・・・するつもりだ。・・・する
ようにしよう。（スーパー大辞林、三省堂）
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２）環境マニュアル
環境マニュアルについてもホームページで全文が公開されており、その内容
を確認することができる。そして当該環境マニュアルは、市長が定めた環境方
針のもと、環境保全活動及び環境改善活動を推進するために、適用する国際規
格の要求事項に従って継続的に改善する EMS を文書化したものと謳っており、
その適用規格は「 ISO14001［ JISQ14001］： 2004」（以下 ISO14001）である。
当然ながらその内容は ISO14001 に基づき以下の章建てにより構成されている。
０． 環境マネジメントシステム文書一覧
１． 適用範囲
２． 適用規格
３． 用語及び定義
４． 環境マネジメントシステム要求事項
４．１ 一般要求事項
４．２ 環境方針
４．３ 計画
４．３．１環境側面
４．３．２法的及びその他の要求事項
４．３．３目的、目標及び実施計画
４．４ 実施及び運用
４．４．１資源、役割、責任及び権限
４．４．２力量、教育訓練及び自覚
４．４．３コミュニケーション
４．４．４文書類
４．４．５文書管理
４．４．６運用管理
４．４．７緊急事態への準備及び対応
４．５ 点検
４．５．１監視及び測定
４．５．２順守評価
４．５．３改善の機会並びに是正処置及び予防処置
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４．５．４記録の管理
４．５．５内部監査
４．６ マネジメントレビュー
環境マニュアルの第４章は EMS の要求事項に対応する具体的な内容について
記述されており、４．１章 一般要求事項、４．２章 環境方針・・・４．６
章のマネジメントレビューの構成となっている。ここでは、重要ポイントと考
えられる「トップマネジメント」及びキーマンとなる「管理責任者、 EMS 関連
担当課長」について記載されている 、「第４．２章 環境方針」及び「第４．３
章 計画」における特徴、並びに「第４．４章 実施及び運用」における特徴
について紹介する。
ISO14001 の「第４．２章 環境方針」には、「トップマネジメントは、組織
の環境方針を定め、環境マネジメントシステムの定められた適用範囲の中で、
環境方針が次の事項を満たすことを確実にすること」とある。そしていくつか
の具体的項目を挙げ、組織の活動に対するトップマネジメントのコミットメン
トについての要求事項が提示されている。
これに対応する飯田市環境マニュアルの第４．２章 環境方針には、「１．環
境方針の改正」において市長のコミットメント、「２．環境方針の周知及び公開」
において課長等のコミットメントについて具体的な記載がある。概要は以下の
通り。
市長に関しては、「１．環境方針の改正 市長は、マネジメントレビュー等 、
必要であると判断した場合に、次の事項を満たすよう考慮して環境方針を改正
します」と謳い、飯田市役所の活動、製品及びサービスの適切さ、継続的改善・
汚染の予防、法令順守のコミットメント、目的・目標の設定及びレビューのた
めの枠組みを与えていることなどを決めている。課長等に関しては、「２．環境
方針の周知及び公開」の「２．１ 環境方針の周知」において、地球温暖化対
策課長の文書化・ホームページのへの掲載、及び各課長の職場掲示による一般
職員・サイト内労働者への周知、「２．２ 環境方針の公開」において、来庁者
から求められた場合の各課長及び一般職員の印刷交付について、及び関係各課
による文書保管・来庁者への提供について提示している。
以上から、飯田市では、環境方針に関して市長及び関係課長を中心とした職
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員のコミットメントを記載することにより、 EMS について当該関係者の責任と
重要性を示していることが解る。
ISO14001 の「第４．３章 計画」は、環境側面、法的及びその他の要求事項 、
目的・目標及び実施計画から構成されており、飯田市 EMS も同構成となってい
る。環境側面では、目的として、管理でき又は影響を及ぼすことができる環境
側面の決定・文書化等、実施時期として、必要時等の環境影響評価、実施方法
として環境影響評価表の作成・承認を含む取扱い等に関して、部長・課長等の
役割とともに個別具体的に記載されている。法的及びその他の要求事項では、
目的として、当該事項の明確化と順守、調査時期として、関係法令の制定・改
正及び廃止や変化時等、調査方法として、一覧表の作成とグループウエアへの
登録、毎月の確認及び承認手続きなどが個別具体的に記載されている。目的・
目標及び実施計画では、測定可能な目的（可能な場合）、単年度で測定可能な目
標（可能な場合）、年度毎の実施計画の策定・実施・維持達成のための責任者 、
手段（実施項目）及び日程（年間スケジュール）の明示が謳われている。そし
てその策定について、課長による毎年４～５月の定期及び臨時の策定（改正を
含めた）時期を定めている。また、策定の方法については、課長による「年間
計画書」の作成及び部長の承認や、承認事項の課長によるイントラネットへの
登録の記載がある。さらに、地球温暖化対策課長による当該事項のホームペー
ジへの公開及び各課設定の目的・目標をまとめた「目的・目標一覧表」の作成、
当該表の管理責任者の承認などが定められている。
飯田市 EMS の「第４．３章 計画」からは、計画に関して部長以下特に課長
職を中心とした役割と責任及び承認についての具体的内容を定めていることか
ら、課長等が当該 ENS の整備に関して重要なキーマンと位置付けられているこ
とが解る。
ISO14001 の「第４．４章 実施及び運用」は、まず第一にトップマネジメン
トに対し、資源、役割、責任及び権限を明確にするよう求めている。そして、
組織に対し、 EMS 運用者の力量、教育訓練及び自覚の確立と確保について、ま
た、内外の利害関係者とのコミュニケーションの確率、実施、維持するよう求
めている。更に、文書化・文書管理、その運用管理、緊急事態への準備及び対
応についても定めている。
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飯田市の EMS では、資源、役割、責任及び権限に関し、各機関とその役割及
び役職別の主な責任と権限を定めている。図表 １－４－４及び図表１－４－５
にその内容を示す。
図表１－４－４．各機関と役割
機関名 役割
各部課（構成員） EMS を実行していく主体
環境管理委員会 事務局：地球温暖化対策課。内部監査結果及び EMS のレ
ビューの審議。環境管理委員会の記録。
ISO 推進会議 EMS の継続的改善検討。 ISO14001 関係情報交換。相互内
部監査指摘事項の是正処置並びにシステム改善｡月１回
以上の開催。
環境調整会議 「飯田市環境調整会議規則」「飯田市環境調整会議運営記
録」による。
内部監査員 代表内部監査員、主任内部監査員、内部監査員それぞれ
の役割を規定。
（飯田市役所環境マニュアル（第 23 版）を基に筆者作成）
図表１－４－５．主な責任と権限
役職 主な責任と権限
トップ
マネジ
メント
市長 EMS の最高責任者。環境方針の改正。必要な人員
及び予算の確保。地球温暖化対策課への EMS 審査員
有資格職員の配置。その他。
副市長・教育長 市長の補佐及び事故時等の代理（順序は副市長、教
育長）、部長による課長教育の記録の承認（副市長）
環境管理責任者 ISO14001 対応の EMS の確率及び主管（一部除く）。
EMS の要求事項が全部課で確実に履行 、維持されるた
めの各種事項（ 17 項目）の実施。その他。
部長 EMS の要求事項が自らの部で確実に履行 、維持される
ための各種事項（ 11 項目）の承認ほか、必要な活動
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及び管理の推進。
総務部長 人事課長による職員教育、内部監査員養成・教育の
「教育訓練記録」の承認。
課長 環境方針の掲示及び徹底、「環境影響評価表」を含む
各種事項（ 13 項目）の実行。
人 事 課 長 及 び 地 球 温 暖
化対策課長
課長実行の 13 項目のほか、人事課長は管理職員教育
並びに一般職員教育（全体）の実施及び記録。
地球温暖化対策課長は環境方針の文書化と公表 、「環
境管理委員会要点報告」の作成及びグループウエア
への掲載など 6 項目の実行。
地域づくり・庶務課長 課長実行の 13 項目のほか、地域づくり・庶務課長は
自治振興センターの「環境影響評価表」の確認など 5
項目の実行。
課 長 補 佐 に 委 任 し た 課
長
課長補佐に委任した課長は「環境影響評価表」の確
認など 5 項目の実行。
EMS 審査員 EMS 審査員は、以下 4 項目を実施。
・飯田市役所の EMS が ISO14001 の要求事項を満たし
ていることの確認
・地域独自の EMS「南信州いいむす 21」の審査
・飯田市役所以外の組織での相互内部監査への出向
・地域ぐるみ環境 ISO 研究会が行う事業への協力
（飯田市役所環境マニュアル（第 23 版）を基に筆者作成）
飯田市の EMS の特徴として、機関別、そして役職別の役割、責任及び権限に
ついて個別具体的に定めることにより、各分掌が明確となっていることがわか
る。各分掌による指標が明らかであれば、評価に関して私意の影響が少なくな
り、内部監査などの自己監査においてもより適正な評価結果を得やすいと推測
される。従って、当該事例は飯田市の EMS の自己適合宣言における信頼性を高
めている特徴の一つであるといえる。
更に、飯田市の EMS では、力量、教育訓練及び自覚についても職員、関連業
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務を行う関連団体の従業員、物品の購入先及びサービスの供給者等を対象にそ
の具体的内容を、以下図表１－４－６のように役職別、階層別に詳細に定めて
いる。
図表１－４－６．教育訓練又は協力要請対象者
No 教育訓練又は協力要請の対象者
1 管理職員教育
2 課長教育
3 親任課長教育
4 一般職員教育（各課）
5 一般職員自覚促進（各課）
6 一般職員教育（全体）
7 内部監査員候補職員の外部研修派遣
8 内部監査員の内部養成
9 内部監査員教育
10 EMS 審査員研修
11 関連団体・物品購入先・供給者への協力要請
（飯田市役所環境マニュアル（第 23 版）を基に筆者作成）
表中記載の１１項目の教育・研修等が設定されていることからも、飯田市が
自己適合宣言を維持継続するための取組として、いかに人材育成に注力してい
るかが読み取れる。
以上、飯田市 EMS の第４．２章「環境方針」、第４．３章「計画」、第４．４
章「実施及び運用」の内容とその特徴を見てきた。そして、その内容からは、
トップマネジメントの考え方、並びに、EMS の構成員の分掌及び力量のアップ 、
自覚に関しての精力的な取組が確認できる。
２．南信州いいむす２１
南信州いいむす２１は、南信州広域連合が ISO14001 を基に、その基礎となる
簡易システムを含めて提案した EMS であり、同 EMS に取組む事業者の「自己宣
言」の確認も行っている。以下南信州広域連合のホームページより、その概要
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と特徴を示す。
資料１－４－１．南信州いいむす２１環境方針
私たちは、この豊かな自然環境を守り持続可能な地域社会の構築を目指して 、
「南信州いいむす２１」を全職員で取り組みます。
飯田下伊那１４市町村に関わる行政組織の一員として、地球環境問題につい
て自ら何ができるかを考え、率先して行動します。
環境マネジメントシステム（ PDCA サイクル）の推進により、職員の環境保全
に対する意識の高揚を図ります。
「南信州いいむす２１」の南信州地域への普及を目指します。
（出所：南信州広域連合ホームページ）
「南信州いいむす２１」の環境方針からは、南信州地域から発信する地球環境
問題への取組についての前向きな姿勢、意欲が感じられる。
南信州広域連合のホームページには 、「南信州いいむす２１」のマークについ
て紹介されている。参考として、当該マークを以下に示す。
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資料１－４－２．南信州いいむす２１マーク
（出所：南信州広域連合ホームページ）
「南信州いいむす21Jマーク
『南信州いいむす 21Jマ一つの説明
『いいむす」は、『酬SJをE(いい)M(む)S(すた臨Jだものです。
rEMSJ: Environmental Management System:環境守紀伊ントシス予ム
マー ワl立、 rEMS.Iをあらわしています。
赤のrEJは太陽、
像力rMJIま山そして南信州のM、|
膏のrSJは川・水。
脱輔温暖化を地減ぐるみで揺蹴，て進めるため、
太陽光発電や木賞バイオマス枇・の新エネルギ をー活用し、
自然豊かお南信州地織のかけがえのfJい環境を守コていきます。
剖))3.9.1
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資料１－４－３．南信州いいむす２１システム概要
（出所：南信州広域連合ホームページ）
「南信州いいむす２１」のシステムの特徴としては、以下２点が確認できる 。
ひとつは ISO14001 を基に、取組み内容に応じて初級・中級・上級・ ISO14001
南信州宣言の４つの区分を設け、未経験の小規模事業所から ISO 対応の可能な
相応の規模の事業所までカバーできるステップアップ方式の採用。そしてもう
ひとつは、飯田市役所をはじめ、飯田商工会議所や南信州地域の民間企業な ど
32 事業所が参加する「地域ぐるみ環境 ISO 研究会」による審査と「南信州広域
連合」による登録判定の実施である。
環境マネジメントシステム（ Environmental Management System：略し
て EMS：イーエムエス）は、環境方針を作成・実施・達成・見直し、かつ
維持するシステムです。
また、環境マネジメントシステムの国際規格である ISO14001 は、社会経
済活動とのバランスの中で環境保全及び汚染の予防を目的としたもので
す。
「南信州いいむす２１」は、この ISO14001 の基本的な取り組みを簡易な
システムとして提供し、事業所の実状に合わせて無理せずに計画を立てて
環境改善活動を実施し、地域ぐるみで環境保全に挑戦しようという活動で
す。
「南信州いいむす２１」のシステムは国際規格の ISO14001 を基に、取組
み内容に応じて初級・中級・上級・ ISO14001 南信州宣言の４つの区分を
設け、ステップアップを目指します。
事業所が区分に応じた取組を行っていることを地域ぐるみ環 境 ISO 研究会
が審査し、南信州広域連合が登録判定を行います。
また、 ISO14001 南信州宣言は国際規格に位置づけられる「自己宣言」を、
南信州広域連合と研究会が確認します。
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資料１－４－４．南信州いいむす２１の目的
（出所：南信州広域連合ホームページ）
１－４－１で述べたとおり、地域版 EMS である南信州いいむす 21 は、自治体
による提供かつ市民団体による構築運用という公民連携（PPP： Public Private
Partnership）の事例として注目に値する。
以上、１－４－２では、飯田市役所 EMS 及び、南信州いいむす２１の事例を
取り上げ、 EMS 自己（適合）宣言の特徴を確認した。
１－４－３では、飯田市の事例を基に、自己（適合）宣言における評価（監
査）について確認・検証することにより、 EMS の有効性に関するモニタリング
の役割を明らかにする。
世界中の企業が環境に関するマネジメントシステムの国際規格 ISO14001
の認証を取得して環境負荷の軽減や環境汚染の予防などに取組んでいま
す。
しかしながら、「 ISO14001」の認証取得には多額の費用がかかることなど
から、この地域では必要性を認めながらも取り組めない事業所が多いのも
事実です。
そこで、南信州地域の 31 事業所が参加する「地域ぐるみ環境 ISO 研究会」
は、この地域で活動する小規模な事業所でも取り組み易い簡易な EMS シス
テムを提供することになりました。
環境改善活動は点ではなく、面での活動がより大きな成果をもたらしま
す。
事業所での活動はもとより、その事業所で働くすべての皆様 、そしてその
家族ができることに取り組むことにより大きな地域活動に結び付くこと
となり、豊かな南信州の環境を守ることになります。
それぞれの事業所での環境改善活動が地域全体に拡がっていくことを目
指します。
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１－４－３ ＥＭＳ自己（適合）宣言における評価（監査）
飯田市の EMS では、評価に関する規定として環境マニュアルの第４．５章に
点検についての定めがあり、項目としては、監視及び測定、順守評価、改善の
機会並びに是正処置及び予防処置、記録の管理、内部監査の６項目に分かれて
いる。ここでは、当該 EMS の評価に関する項目として、第一者評価となる自己
評価について規定した、「内部監査」を中心として確認し、 EMS 自己（適合）宣
言の評価（監査）の役割を明らかにする。
１．内部監査
飯田市の EMS は、目的・体制・計画・実施・評価・フォローアップなど、内
部監査に関する各項目について、詳細に規定し実践している。以下、その項目
及び概要を示す。
１）目的
①飯田市役所の EMS が適切に運用されているか
②前回指摘項目に対し是正又は予防の処置がとられているか
③飯田市役所の EMS が適用規格の要求事項を満たしているか
を確認し、代表内部監査員が行う「マネジメントレビューへのインプット」
の基礎とする。
２）対象：適用範囲内の部及び課
３）実施時期：毎年７～８月
４）内部監査の体制
①内部監査チーム編成上の配慮事項として、自らの所属外部門を担当するこ
と。
②内部監査チームの編成等として代表内部監査員による内部監査員の任命等、
主任内部監査員による内部監査チームからのリーダー選定・指揮等。
５）計画
①主任内部監査員による「内部監査計画書」の作成及び代表内部監査員から
の受承認、関係者への送達。
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６）実施
①内部監査の実施に関する手順
②重点的に監査を行う事項として代表内部監査員によるトップインタビュー、
市長による重点監査事項の決定、代表内部監査員による重点監査事項の指
示、内部監査員による監査。
③内部監査員の事前準備として、内部監査員チームによるスケジュールの調
整・決定。内部監査員による「内部監査チェックリスト」の作成又はその
他の方法での内部監査の準備、適用範囲全体のスケジュール及び担当者の
確認、グループウエア情報による文書監査。
④被監査課長の事前準備として、自己チェック票による確認及び内部監査員
への提出。
⑤開始会議の内容として、リーダーによる出席者の紹介及び役割の確認、内
部監査の方法及び手順、日程確認等。
⑥監査の実施
文書監査として「内部監査チェックリスト」等に基づく EMS の実施状況の
調査、要求事項の漏れ、被監査課が自ら定めた手順が機能しているか否か
の確認等
職場監査として被監査課が自ら定めた手順が、そのとおり実施されている
かどうかの確認等
⑦内部監査チーム会議：内部監査結果の確認・意見調整。
⑧終了会議に関しては、リーダーによる結果概要・賞賛事項の説明、是正処
置の要請等。
７）監査結果の判断基準
①賞賛事項に関する４つの判断基準について。
②改善の機会（改善が好ましい規定との不一致・不十分・不一致となる可能
性）に関する４つの規定事項について。
③システム提案： EMS の不具合、 EMS に対する提案
④気づき事項：軽微な不備、改善の機会扱いが適当でない場合
８）内部監査のフォローアップ
内部監査のフォローアップに関しては、各担当者に関する１３項目の内容が
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規定されている。図表１－４－７に当該各担当者の具体的名称と役割を示す。
図表１－４－７．名称と役割
内部監査員 「内部監査報告書」の作成及びリーダーへの報告、「内部
監査チェックリスト」の保管、是正・予防処置の完了確
認等
リーダー 「内部監査報告書」の確認・地球温暖化対策課への回付
地球温暖化対策課 「内部監査報告書」の確認・被監査課長への回付、「内部
監査是正処置一覧表」のまとめ・作成と是正処置進捗状
況の管理、最新情報の公表等
被監査課長 「内部監査報告書」の内容確認、「改善の機会対策報告書 」
の作成及び両報告書の部長承認を得ての主任内部監査員
への回付、是正処置の完了（２ヶ月以内）
主任内部監査員 「内部監査報告書」、「改善の機会対策報告書」について、
代表内部監査員承認を受けての地球温暖化対策課長経由
の環境管理責任者への回付
代表内部監査員 内部監査員及び地球温暖化対策課が官僚確認した是正処
置の承認
環境管理責任者 賞賛事項において特に優れた取組であり、庁内で水平展
開が有効である判断をした場合、他課等への水平展開を
支持する
（飯田市役所環境マニュアル（第 23 版）を基に筆者作成）
９）市長への報告
代表内部監査員は、内部監査結果を総括し、環境管理委員会において市長へ
報告する。
１０）特別内部監査
特別の内部監査を行うための３つの要件
１１）相互内部監査
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地域の事業所及び県内自治体等との間でお互いの内部監査に受け入れ、出向
く相互内部監査の実施に関する４項目
１２）内部監査員の順守事項
①客観的事実に基づいて内部監査を行う。
②判断及び意見の表明に当たっては、常に公平な態度を保持する。
③内部監査で得た情報を他に漏らさないようにする。
以上、飯田市の EMS が定める「内部監査」の概要を記載した。 EMS 自己（適
合）宣言は、あくまで第一者評価となる自己評価をもってモニタリングを実施
し、継続改善するマネジメントシステムである。従って、評価の指標や評価担
当者の役割及び責任が明確でなければ、一般論として評価結果が甘くなるケー
スや結果がばらつくなど客観性・透明性の弊害が生じやすくなるといえる。
しかしながら、飯田市の EMS における「内部監査」では、体制・計画・事前
準備・実施などに関して、内容・担当者・役割及び責任が具体的詳細に定めら
れており、弊害が起きにくいと推定される。更に、地域ぐるみ環境 ISO 研究会
による外部評価となる相互内部監査を実施することにより、客観性・透明性の
担保を図っている。従って飯田市の EMS では、自己（適合）宣言の信頼性担保 ・
有効性確認のために、評価（監査）を最も重要な要素ととらえ、取組みを進め
ていることが認識できる。
２．点検に関するその他の項目
点検に関してはその他として、監視及び測定、順守評価、改善の機会並びに
是正処置及び予防処置、記録の管理、マネジメントレビューの各項目の内容に
ついての記載がある。そしていずれの項目に関しても、その内容・担当者・役
割及び責任が具体的詳細に定められており、内部監査と同様に点検に関する事
項＝評価（監査）に注力していることが解る。
以上、第４節では自己（適合）宣言の評価（監査）の重要性を確認した。
第５節では第４節までの内容を踏まえて、 ISO における監査のための指針で
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ある ISO19011 の確認を含め、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣
言への実践指針を提案する。
第５節 自己（適合）宣言の実践指針
本節では、自己（適合）宣言について第４ 節までの内容を踏まえ、先行研究
の調査、評価（監査）の確認・考察を実施し、実効性・有効性及び信頼性の高
い実践指針を提言する。最初に、先行研究調査により確認できた内容について
述べる。次に、第４節の３の事例で確認した、自己（適合）宣言において最も
重要なポイントのひとつとなる評価（監査）について、 ISO における監査のた
めの指針である ISO19011 を中心としてその内容及び特徴を論述する。そして本
節では、総括となる実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の実践
指針を提言する。
１－５－１ 先行研究調査
本節の目的は、 EMS における自己（適合）宣言についての先行研究を確認
し、その特徴を明らかにすることによって、実効性・有効性及び信頼性の高い
自己（適合）宣言の指標を探ることである。しかしながら、わが国においては 、
自己（適合）宣言を主題とした研究はほとんどなく、市販書籍としては第 3 節
の 3 及び第 4 節の 1 で紹介した（宮野正克、2009）が唯一確認できるのみであ
る。その他、章構成中の一部として採り上げている書籍としては（石井教授、
2006ａ）、（日本規格協会、 2010）などが確認できる。論文においても、 EMS 関
連の研究の中で、今後の重要性を示唆する形にしているものが多い。
石井教授は、『環境監査（第３版）』において、ISO14001 の規格は自己宣言の
目的に使えることを紹介し、その具体的事例として飯田市等の自己（適合）宣
言について調査を実施、次の見解を述べている。
「飯田市役所の自己適合宣言は 、(1)「審査登録」より厳しいものへ挑戦する－
ISO の否定ではなく、徹底した成熟をめざす、(2)ISO14001 の考え方を広く普
及・展開する－受け皿として ISO よりハードルの低い EMS が必要となる、(3)
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様々な取組みの結果、ひとつの結論として「自己宣言」にたどりついた－最
初の自己宣言ありきでなく、自己宣言のひとつのモデルをつくる、というこ
とのようである」。そして、「飯田市役所の担当者の方にインタビューした際 、
更新審査のコストのことよりも１つのモデルをつくる意気込みとの返答があ
り、問題提起にかける情熱が強く感じられたことを付記しておきたい 」（石井
教授（ 2006ａ） 102-105 頁）としている。
この内容・見解には、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の
ヒントが含まれていると考えられ、それは、一言で表すならば、例えば「公共
心」などで表現できる高い志と読み取ることができる。そして、その目的を達
成するためには、①トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）、②担当者（事
務局･管理責任者等）の力量、③正当な評価（監査）が重点ポイントとなること
が推定できる。①、②については、当事者の個人的資質によるところが大きい
と思われる面もあるが、自発的又は教育による学習効果も期待できる。 ③の正
当な評価（監査）に関しては、ISO19011 という品質及び／又は環境マネジメン
トシステム監査のための指針というガイドラインが発行されている。更に、 約
70 年前に設立され、世界的組織となっている内部監査人協会から 、「高い志」
に通ずる「倫理綱要」等を確認することができる。
評価（監査）の考察については、第 2 節で実施するが、ここでは、石井教授
が提唱した ISO 規格への適合のみに囚われない自己宣言による広義の環境監査
である、「スーパー ISO」を取り上げ紹介する。
石井教授は「 ISO の環境監査は、環境マネジメントシステムの監査だけなの
で、領域が狭く限界があるため、その限界を超えるために、“環境”に関する全
体的な研究を踏まえトータルな環境監査をめざす必要がある 」として、「環境監
査に携わる人たちが、“環境”を全体的にとらえる意識を持たなければならない 」
といっている。そして、「そのような意識を持つ環境監査やエコチェックの担当
者などを“環境オンブズマン”と総称し、その実践を“スーパー ISO”と呼称
しよう」として、「地方自治体版スーパー ISO、企業版スーパー ISO、家庭版ス
ーパー ISO、学校版スーパー ISO の各実践指針」を提案している（石井教授（ 2006
ａ）はじめにⅴ～ⅵ頁）。
ここでは、スーパー ISO の中から、企業版スーパー ISO の実践指針として石
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井教授が提案したエコチェック・リストを紹介する。当該チェックリストは、
5 つの項目についてそれぞれ 4 つの評価項目があり、その評価は達成度による 5
～１の 5 段階となっている（合計 100 点満点）。以下その内容を示す。
企業のエコチェック・リスト－企業版スーパー ISO－
1.企業の環境対応
(1)環境宣言をしているか
(2)環境担当部門を設置しているか
(3)環境関連制度を整備・確立しているか
(4)環境情報を作成し公開しているか
2.企業環境の現状認識と具体策
(5)ゴミ・廃棄物等汚染の状況を認識し対策をとっているか
(6)大気や水や土壌の汚染、木々や生物の状況を認識し、対策をとっているか
(7)グリーン調達やエコファンドに取り組んでいるか
(8)エコロジカルな商品やサービスの提供に取り組んでいるか
3.環境マネジメントとチェックシステム
(9)環境マネジメント・システムを整備・確立しているか
(10)従業員等の安全・衛生に取り組んでいるか
(11)内部のチェック体制を整備・確立しているか
(12)環境監査や外部エコチェックを導入しているか
4.社会的責任・環境技術・自然修復
(13)社会的責任を認識し、社会的貢献をしているか
(14)省エネや代替エネルギーの利用に取り組んでいるか
(15)新しい環境技術の研究開発または利用に取り組んでいるか
(16)自然修復にどの程度貢献しているか
5.意識改革・環境教育・環境オンブズマン
(17)意識改革と環境教育を実践しているか
(18)環境対応の相互支援システムをつくっているか
(19)環境対応オンブズマンなどを導入しようとしているか
(20)エコロジカルな企業づくりを実践しているか
その他（上記以外で独自の環境対応活動を＋α）
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（石井教授（ 2006ａ） 130～ 144 頁）。
石井教授は自己宣言をめぐる動向として「地方自治体に限らず、種々の組織
で拡がりをみせていくように思われる」としてその背景には「自己宣言に係わ
るコンサルティング業務が成長してきたことがあろう 」といっている。そして、
今後については「益々自己宣言の動きは活発になり、現行の ISO 審査登録制度
を揺るがす可能性が予見される」として「ISO14001 の自己適合宣言ではなく、
意識改革に踏み込むスーパー ISO」を提案した（石井教授（ 2006ａ） 106～ 107
頁）。
石井教授の研究では、「 ISO 規格への適合のみに囚われない自己宣言 」がひと
つのキーワードになっており、これは、意識改革までも包含した、 CSR を満足
するための統合マネジメントにつながる考え方である 。そして、この考えを EMS
の自己（適合）宣言に当てはめると、前述のように実効性・有効性及び信頼性
の高い自己（適合）宣言のヒントが含まれているといえる。大事なことは高い
志であり意識改革である。そして、その目的を達成するためには、 ①トップマ
ネジメントの高い志（理念・姿勢）、②担当者（事務局･管理責任者等）の力量、
③正当な評価（監査）が重点ポイントになるといえる。第 2 節ではその構築に
より、システムとしての整備・運用が可能であり、かつ、高い志・意識改革に
も通ずる正当な評価（監査）について検証する。
１－５－２ 評価（監査）の考察－ＩＳＯ規格を中心として
１－５－２では、自己（適合）宣言において最も重要なポイントのひとつと
なる評価（監査）について、第１に、 ISO における監査のための指針である
ISO19011 に関する内容及び特徴を、主に監査の原則並びに個人的特質と力量に
焦点を当て確認・整理する。更に、70 年以上の歴史をもつ世界的組織である内
部監査人協会（ Institute of Internal Auditors : IIA）による、内部監査の
倫理綱要を確認し、人的要件及びモニタリングの重要性を検証する。
１． ISO19011 品質及び／又は環境マネジメントシステム監査のための指針
ISO19011 策定の経緯については、以下説明がある。
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「品質及び環境マネジメントシステム監査の規格についてそれぞれ三つの規
格があったが、両監査規格の見直しが行われ、一つの国際規格にまとめられ 、
2002 年 10 月に ISO19011 として新たに制定された」（（財）日本規格協会（ 2008）
まえがき）。 ISO19011 は、 2003 年に JIS 化され JIS Q 19011 として日本工業規
格にもなっており、組織の品質及び／又は環境方針の効果的な実施を監視し、
検証するためのマネジメントツールとして、監査の重要性を強調している（日
本規格協会（ 2008） 15 頁）。
ISO19011 は、序文から始まり、１．適用範囲、２．引用規格、３．定義、４．
監査の原則、５．監査プログラムの管理、６．監査活動、７．監査員の力量及
び評価、の７章で構成されている。ここでは、大本・前提となる４．監査の原
則及び人的要件の重要性を説いている７．監査員の力量及び評価に焦点を当て
確認・検証する。
１）監査の原則
ISO19011 では、監査はいくつかの原則に準拠しているという特徴があるとし
て、それが経営の改善に役立つものと謳っている。そして、適切かつ十分であ
り、同条件下では同様の監査結論に達するために、これらの原則の順守は、必
須条件であるとしている。具体的な監査員に関係する原則は以下の 5 項目であ
る。
①倫理的行動：職業専門家であることの基礎
信用があり、誠実であり、機密を保持し、分別があることは、本質的要素
②公正な報告：ありのままに、かつ、正確に報告する義務
監査所見、監査結論及び監査報告は、ありのままに、かつ、正確に監査活
動を反映する。
監査中の顕著な障害、監査側と被監査側との未解決な意見の食い違いも報
告する。
③職業専門家としての正当な注意：監査の際の広範な注意及び判断
監査員は、自らの業務の重要性、並びに監査依頼者他の利害関係者の信頼
に見合う注意を払う必要な力量をもつことは、一つの重要な要素。
④独立性：監査の公平性及び監査結論の客観性の基礎
監査員は、監査対象の活動から独立した立場、偏り及び利害衝突がないも
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のであり、監査所見及び監査結論が監査証拠だけに基づくことを確実にす
るために、終始一貫して客観的な心理状態を維持する。
⑤証拠に基づくアプローチ：体系的な監査プロセスにおいて、信頼性及び再
現性のある監査結論に到達するための合理的な方法
監査証拠は、検証可能である。限られた時間・資源で実施の監査証拠は、
入手可能なサンプルに基づくため、サンプリングの適正活用の是非は監査
結論にどれだけの信頼をおけるかと密接に関係している（日本規格協会
（ 2008） 43-47 頁）。
以上から、ISO19011 の監査の原則における最も重要な、かつ本質的な要素は、
「倫理的行動」であるとされている。但し、「倫理的行動」は人的特性の根本か
ら出る行動であって、学習することがもっとも難しい要素である 。従って、「倫
理的行動」に関する考え方、取組み方が、監査（評価）に与える影響は非常に
大きいものとなる。そのため、当該要素における考察により 、「倫理的行動」に
関する何らかの指標を構築できるならば、実効性・有効性及び信頼性の高い自
己（適合）宣言の実践指針に繋がるものと期待できる。
これに対して、他の 4 項目は、学習効果が期待できる項目であるとともに、
倫理的要素の充実により、達成が容易となる項目であると推察できる。
２）監査員の力量及び評価
ISO19011 では、監査プロセスに対する信用及び信頼は、監査を行う人の力量
に依存し、その個人的特質並びに教育、業務経験、監査員訓練及び監査経験に
よって身に付けた、知識及び技能を適用する能力の実証に基づいているとして
いる。
図表１－５－１に力量の概念図を示す。
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図表１－５－１．力量の概念
力量（ competence）
知識及び技能
教育 業務経験 監査員訓練 監査経験
個人的特質
（日本規格協会（ 2008） 139 頁を基に筆者作成）
個人的特質については、前述の監査の原則に従って行動できる以下の特質を
備えていることが望ましいとしている。
「①倫理的である。すなわち、公正である、信用できる、誠実である、正直で
ある、そして分別がある。
②心が広い。すなわち、別の考え方又は視点を進んで考慮する。
③外交的である。すなわち、目的を達成するように人と上手に接する。
④観察力がある。すなわち、物理的な周囲の状況及び活動を積極的に意識す
る。
⑤知覚が鋭い。すなわち、状況を直感的に認知し、理解できる。
⑥適応性がある。すなわち、異なる状況に容易に合わせる。
⑦粘り強い。すなわち、根気があり、目的の達成に集中する。
⑧決断力がある。すなわち、論理的な思考及び分析に基づいて、時宜を得た
結論に到達する。
⑨自律的である。すなわち、他人と効果的なやりとりをしながらも独立して
行動し、役割を果たす」
知識及び技能については、以下の領域の内容を備えていることが望ましい
として、４種の領域を示している。
「①監査の原則、手順及び技法：これによって、監査員は、異なる監査にそれ
ぞれ適切な原則、手順及び技法を適用し、一貫性のある体系的な監査を確
実に行うことができる。
②マネジメントシステム及び規準文書：これによって、監査員は、監査範囲
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を理解でき、監査基準を適用できる。
③組織の状況：これによって、監査員は、組織の運営状況を理解できる。
④当該分野に適用される法律、規則及びその他の要求事項：これによって、
監査員は監査を受ける組織に適用される要求事項の枠内で、監査業務を行
うこと及びその要求事項を認識することができる 」（日本規格協会（ 2008）
147-159 頁）。
教育、業務経験、監査員訓練及び監査経験については、知識及び技能を身に
つける十分な教育の修了及びその開発に寄与する監査員訓練の修了、関連業務
の経験、力量のある監査チームリーダーの指揮及び指導のもと得られた監査経
験が望ましいとされている。そして、監査員が監査プログラムに適切な知識及
び技能を得るための教育・経験・訓練のレベル設定が望ましいとして 、監査員、
監査チームリーダー等のレベルの例を具体的に示している。
力量の維持及び向上については、教育・経験・訓練・セミナー参加などの諸
活動の継続による専門能力の継続的開発、品質及び／又は環境マネジメントシ
ステム監査への積極的参加による監査能力の維持・実証が望ましいとされてい
る。
監査員の評価については、 4 つのステップに分かれた評価プロセスを設定し
ている。
ステップ１：監査プログラムのニーズを満たす個人的特質、並びに知識及び
技能を特定する
ステップ２：評価基準を設定する
ステップ３：適切な評価方法を選定する
ステップ４：評価を実施する
そして、ステップ１～３について、評価プロセスの具体的指標が定められて
いる（日本規格協会（ 2008） 169-199 頁）。
当該評価ステップ及びその内容については、日本工業標準調査会によると 、
「日本からも強く要望したものである 。これは内部監査に対応するものであり 、
“ competencies approach”を具体化し、“力量”を決定するためのプロセスの
例として示されている。」と解説されている。また、「監査員は“資格”でなく
“力量”で選ぶ この監査規格の指針では、作成当初から、“監査員（審査員）”
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は、“資格”によって保証されるのではなく、“ competence（力量）”によって評
価されるべきであるとして、“ competencies approach”ということが提案され
ていた。これは、これまでの監査に対する反省であり、市場からの要請による
ものである」との解説もある（『 JISQ19011(ISO19011)品質及び／又は環境マネ
ジメントシステム監査のための指針』、財団法人日本規格協会、解 3 頁）。
以上、ISO19011 に関して「監査の原則」及び「監査員の力量及び評価」につ
いて確認を実施した。そして当該内容により、ISO19011 は“倫理的行動”と“力
量”を重点要素として構成されていることが確認できた。
２．『内部監査人協会 専門職的実施のフレームワーク』倫理綱要
内部監査人協会（ The Institute of Internal Auditors： IIA）は、 1941 年
にアメリカ合衆国で設立され、内部監査の専門職としての確率、内部監査の理
論・実務に関する内部監査担当者間の研究ならびに情報交換、内部監査関連論
文・資料の配布を中心として、内部監査に関する世界的な指導的役割を担って
いる。
現在では、90 以上の国と地域に約 250 の支部および国別大型支部がある 。会員
は個人単位で登録され、 2007 年末現在で 160 ヶ国から約 150,000 名である。
主要活動内容には、次のようなものがある。
「・国際的なスケールでの内部監査専門職としての啓発活動
・内部監査の実務基準の策定
・公認内部監査人（ Certified Internal Auditor－ CIA）などの資格認定
・内部監査・内部統制および関連諸問題の世界的な知識・情報を会員および
社会に普及・啓発すること
・会員、その他に対して世界各国の内部監査実務に関する教育のために会議
を開催すること」（日本内部監査協会ホームページ）
筆者は、内部監査人協会（IIA）の会員であり、公認内部監査人（CIA）資格
保持者でもある。内部監査人協会は、約 70 年の歴史を持つ内部監査に関する専
門職協会であって、内部監査の目的・原理原則など重要ポイントが文書化され
ている。以下に自己（適合）宣言の評価に関する根幹となる、内部監査の定義
並びに倫理綱要を紹介する。
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１）内部監査の定義
「内部監査は、組織隊の運営に関し価値を付加し、また改善するために行わ
れる、独立にして、客観的なアシュアランス及びコンサルティング活動である 。
内部監査は、組織体の目標の達成に役立つことにある。このためにリスク・マ
ネジメント、コントロールおよび組織体のガバナンス・プロセスの有効性の評
価、改善を、内部監査としての体系的手法と規律遵守の態度とをもって行う」
２）倫理綱要
倫理綱要には、最初に「はじめに」として、以下の目的が示されている。
「本協会の倫理綱要の目的は、内部監査の専門職にある人の倫理的素養を高
めることにある」
そして、「内部監査の定義を超え、つぎの 2 項目を含むように範囲を拡張して
いる」として
１．専門職としての内部監査とその実践に関する原則
２．内部監査人に対し行為規範として期待される倫理規則。これらの規則は
原則を実際に適用する際の解釈の助けとなり、内部監査人の倫理行為の
指針たるべきものである。
との記述がある。そして以下４つの諸原則についての説明されている。
「原則
内部監査人は、下記の諸原則に従い、これを向上させるものとする。
誠実性
内部監査人の誠実性は、信頼を確固なものとする。このゆえに、誠実性は、
自らの判断が信用される基礎となる。
客観性
内部監査人は、検査の対象とされている活動およびプロセスについて情報を
収集し、評価し、伝達するにあたり、専門職としての最高水準の客観性をも
って行う。内部監査人はその心証の形成において、関連する状況のすべてに
ついて調和ある評価を行い、自己の利害あるいはその他によって不当に影響
されてはならない。
秘密の保持
91
内部監査人は、入手する情報がどのような価値を持ち、それが誰の所有にあ
るのかに注意し、開示への法的または専門職としての義務がない限り、適切
な権限なしに情報を開示してはならない。
専門的能力
内部監査人は､内部監査業務の実施に当たり必要な知識、技能、経験を用いる」
更に、倫理行為規範としての４つの諸原則にかんする具体的内容はつぎの
内容となっている。
「倫理行為規範
１．誠実性
内部監査人は、
1.1 自己の義務を、正直、勤勉および責任を持って行う。
1.2 法律を遵守し､法律において､また専門職として､期待される開示を行う。
1.3 いかなる違法行為にも意図的に加担せず 、内部監査の専門職および組織
体に対し疑義を生じさせる行為には関与しない。
1.4 組織体の適法かつ倫理的な目標を尊重し、貢献する。
２．客観性
内部監査人は、
2.1 公正不偏な評価を侵害するか、または侵害すると予想されるどのような
活動ないし関係にも関与してはならない。
2.2 専門職的な判断を侵害するか、または侵害すると予想されるどのような
ことも受容してはならない。
2.3 もしも開示されないときに、検討対象の活動の報告を歪める恐れのある
重要な事実を知ったときには、そのすべてを開示する。
３．秘密の保持
内部監査人は、
3.1 その職務の実施過程で知り得た情報を利用し 、保有することには慎重を
期する。
3.2 組織体の適法かつ倫理的な目標にとって望ましくなく 、あるいは法律に
反するような場合には、いかなる個人的な利益のためにも、またいかな
る方法においても、情報を利用しない。
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４．専門的能力
内部監査人は、
4.1 自らが必要な知識、技能、経験を有している業務のみに従事する。
4.2 内部監査業務は、「内部監査の専門職的実施の国際基準」に従って行わ
れる。
4.3 自らの能力、およびその業務の有効性と質とを継続的に向上させる」
（（社）日本内部監査協会（ 2006） 19-23 頁）。
以上、 ISO19011 における「監査の原則」及び「監査人の力量及び評価」、並
びに内部監査人協会（ IIA）の「内部監査人の原則」について確認を実施した 。
その結果として、両者に共通する最大の特徴をみると、いずれも倫理的行動に
関する記述が最初にあり、最も大事な項目とされていることが解る。更に、他
の項目に着目すると、ISO19011 の各項目の記述は、 IIA の 4 項目に収斂される
とみることができる。従って、当該両者から読み取れる評価（監査）のポイン
トは、誠実性（倫理的行動）・客観性・秘密の保持・専門的能力であるといえる 。
参考として、図表１－５－２に、両者の監査関連において原則必要とされる内
容について、 IIA の４項目に対応する ISO19011 の項目を当てはめた表を示す。
図表１－５－２． IIA の４原則－ ISO19011 の原則対応表
項目
(IIA 原則 )
IIA 専門職的実施の
フレームワーク
ISO19011
(①～⑤は当該 ISO の監査の原則 )
誠実性 法令遵守・倫理的行動、自ら
の判断が信用される基礎
①倫理的行動：職業専門家の基礎
☆監査人の力量：個人的特質（公
正・誠実など）
客観性 専門職としての最高水準の
客観性による公正不偏な評
価
② 公 正 な 報 告 ： あ り の ま ま に 、
かつ、正確に報告する義務
③ 職 業 専 門 家 と し て の 正 当 な 注
意：監査の際の広範な注意及び
判断
④独立性：監査の公平性及び監査
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結論の客観性の基礎
秘密の保持 適切な権限なしに情報を開
示してはならない。
①倫理的行動：職業専門家の基礎
専門的能力 必要な知識、技能、経験を有
している業務のみ実施。能力
の継続的向上。
⑤証拠に基づくアプローチ：体系
的な監査プロセスにおいて、信
頼性及び再現性のある監査結論
に到達するための合理的な方法
☆監査人の力量：教育､業務経験 、
監査員訓練及び監査経験によっ
て身に付けた､知識及び技能
（（財）日本規格協会、 2008）及び（（社）日本内部監査協会、 2006）の内容を
基に筆者作成）
１－５－２ではその構築により、システムとしての整備・運用が可能であり 、
かつ、高い志・意識改革にも通ずる正当な評価（監査）について検証した。そ
の結果、監査関連におけるシステムとしての整備はその運用を容易にするが、
実効性・有効性及び信頼性の高い運用には、誠実性などに伴う倫理的行動が重
要であることが確認できた。
１－５－３ 実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の実践指針
本節では、環境マネジメントシステム（ EMS）の自己（適合）宣言に関して 、
実効性・有効性及び信頼性を高めるための検証を進めてきた。その際、広義の
環境マネジメントも考慮に入れ、 １－５－１：先行研究調査及び１－５－２：
評価（監査）の考察を実施した。 １－５－３では、これらの内容を踏まえ、第
１節から第４節までの考察を統括して導き出される「実効性・有効性及び信頼
性の高い自己（適合）宣言の実践指針」を提案する。
自己（適合）宣言には、その内容を提示・証明できなければ単なる自己満足
となってしまうリスクも含まれている。ここではまず原点にもどり、自己（適
合）宣言について考えてみる必要がある。すると、当該宣言は、自己監査に該
94
当し、監査論から見ると「客観性・独立性」に反し、有効とは言えないのでは
ないかとの疑問が生ずることになる。しかしながら、現実として、自己監査と
しての「内部監査」が、日々のモニタリングを含め、事業活動の保証に影響を
与えていることは確かである。更に、小企業であれば、監査でなく、業務に組
む込まれた「自浄作用」により事業活動を継続せざるを得ない現実がある。
だとすれば、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言を構築・運
用することで、 CSR に貢献する事業活動を実践できるのではないかとの考えの
もと、論考を進めてきた。そして、監査人に求められる誠実性などの倫理観（倫
理的行動）、独立的・客観的な判断、知識・技能などの専門的能力等が、自己（適
合）宣言に必要不可欠なものとして見えてきた。これらは、監査人のみでな く
EMS を整備運用する関係者全員に共通する項目であるが、ここでは「トップマ
ネジメント」「担当者（事務局・管理責任者等 ）」「評価（監査）」を３本の柱と
して実践指針を示す。
－実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の実践指針－
１．トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）
マネジメントシステムの実践は経営と密接な関係にある。ISO14001 規格の序
文においても、「このシステムの成功は、組織の全ての階層及び部門のコミット
メント、特にトップマネジメントの如何にかかっている」としている。
更 に 、 第 ３ 節 の １ で 確 認 し た 、 ISO 適 合 性 評 価 － 適 正 実 施 基 準 JIS Q
0060(ISO/IEC Guide60)では、その一般原則に、「透明・公開・公平・非差別的・
信頼できる」等、倫理的概念が共通して謳われている。その意味において、適
合性評価に携わる者は、まず当該基準の倫理的理念を咀嚼して行動することが
求められていると理解できる。
適合性評価－供給者適合宣言－ JIS Q 17050-1,2(ISO/IEC 17050-1,2)では、
序文において、本規定要求事項は、規格、ガイド、技術仕様書、法律、規則な
どの基準文書を含むこともあり、当該適合宣言には、第一者、第二者又は第三
者のうち一つ以上の評価結果を引用することができる。ただし、そのような引
用が何らかの方法で供給者の責任を軽減するものと解釈してはならない」と定
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義し、第一者（供給者）が責任をもって適合性を証明する旨を謳っている。
第３節の２の日本工業規格（JIS）における、自己適合宣言による適合性評
価制度では、工業標準化法に係る製品を対象としている。従って、限定された
範囲ではあるが、自己適合宣言が不適切であった場合、顧客に迷惑をかけるこ
とに加えて法令違反の虞や訴訟問題になる可能性もあり、その運用及び取扱い
には十分な検討と注意が必要であることが確認できた。
以上、 ISO あるいは JIS における自己（適合）宣言規格・基準をみると、そ
の序文や原則において、「組織としての責任をもつ（ CSR）」ということが共通し
て謳われていることがわかる。そして、その達成にはトップマネジメントの高
い志（理念・姿勢）が不可欠であると判断できる。
マネジメントシステムの整備運用におけるトップマネジメントの姿勢等につ
いては、（財）日本規格協会 (2004)『マネジメントシステムのパフォーマンス改
善支援技法規格集』が参考になる。以下その内容を記載する。
「組織の総合的なパフォーマンスを改善するためには、組織にとっての最重要
な課題を摘出し、組織の方向を合わせて確実に課題を解決していくように運営
管理しなければならない。このためには、組織は、トップマネジメントのリー
ダーシップに基づいた活動を行うことが重要である」そして、リーダーシップ
については「トップマネジメント及び組織内の責任者は、組織の目的及び方向
を一致させる。トップマネジメント及び組織内の責任者は、人々が組織の目標
を達成することに十分に参画できる内部環境をつくりだし、維持すべきである」
（日本規格協会（ 2004） 18-19 頁 )としている。
前述のとおり、自己（適合）宣言には、その内容を提示・証明できなけれ
ば単なる自己満足となってしまうリスクも含まれている。トップマネジメント
については、第４節－１，２の EMS 自己（適合）宣言の事例・特徴で取り上げ
た、「飯田市役所 EMS」や「南信州いいむす 21」、「水俣市 EMS」における、行動
への意志や意欲・決意を表す（・・・するつもりだ。・・・するようにしよう。）
“むとす”等の精神も重要な留意点となる。
以上の論点が、実際に効果があり（実効性）、将来に向かって役に立ち（有効
性）、そして信頼性の高い自己（適合）宣言へと繋がる重要ポイントの１つ目と
なる。
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従って、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の重要なポイン
トの第１は、トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）といえる。
２．担当者（事務局・管理責任者等）の力量
トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）が存在しても、自己（適合）宣
言である以上、内部の実務能力が伴わなければ継続的改善は難しく、やはり単
なる自己満足となってしまうリスクもある。この問題も、意図的ではなくても
起こりうる問題であり、重要なリスクとなり得る問題である。実務責任者とな
る担当者（事務局・管理責任者等）には相応の力量が求められることになる。
この点に関しては、第４章第２節の EMS 自己（適合）宣言の特徴で取り上げ
た、「飯田市役所 EMS」の環境マニュアルが参考となる 。図表４－５「主な責任
と権限」に示すとおり、飯田市の EMS の特徴として、機関別、そして役職別の
役割、責任及び権限について個別具体的に定めることにより、各分掌が明確と
なっていることがわかる。各分掌による指標が明らかであれば、重要なキーマ
ンとなる担当者（事務局・管理責任者等）も、その責任と権限に基づく行動が
とりやすい。更に、飯田市の EMS では、図表４－６．教育訓練又は協力要請対
象者に示すとおり、力量、教育訓練及び自覚についても職員、その他関係者等
を対象にその具体的内容を役職別、階層別に詳細に定めている。図表中記載の
１１項目の教育・研修等が設定されていることからも、飯田市が自己（適合）
宣言を維持継続するための取組として、いかに人材育成に注力しているかが読
み取れる。そして、その内容からは、 EMS の構成員の分掌及び力量のアップ、
自覚に関しての精力的な取組が確認できる。当該事例は、内外から評価される
飯田市の EMS の自己（適合）宣言における信頼性を高めている特徴の一つであ
る。それが、実際に効果があり（実効性）、将来に向かって役に立ち（有効性）、
そして信頼性の高い自己（適合）宣言へと繋がる重要ポイントの２つ目となる。
従って、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の重要なポイン
トの第２は、担当者（事務局・管理責任者等）の力量の確保であるといえる。
３．正当な評価（監査）
トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）及び担当者（事務局・管理責任
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者等）の力量が確保された場合でも、自己（適合）宣言である以上、正当な評
価（監査）が成されなければその信頼性の担保は難しい。この問題は、その評
価が内部監査メインである以上、独立性が確保できず、客観性に劣るため必然
として顕在化する問題であり、重要なリスクとなり得る問題である。よく調べ
ないまま自己（適合）宣言をしたり、評価がマンネリ化することにより、不適
切で法令違反という判断を下されて会社の評判を落とし、最悪倒産という事態
になる可能性も否定できない。
この点に関しては、第４節の EMS 自己（適合）宣言の事例及び評価（監査）
並びに本節で考察を進めてきた。第４節の３では、「飯田市役所 EMS」の環境マ
ニュアルに規定された内部監査を参考として、実効面からの検証を実施した。
EMS 自己（適合）宣言は、あくまで第一者評価となる自己評価をもってモニ
タリングを実施し、継続改善するマネジメントシステムである。従って、前記
のように不適切な評価（監査）による弊害が生じやすくなるといえる。
しかしながら、飯田市の EMS における「内部監査」では、体制・計画・事前
準備・実施などに関して、内容・担当者・役割及び責任が具体的詳細に定めら
れており、それぞれが機能すれば問題（弊害）は起きにくいと推定される。更
に、地域ぐるみ環境 ISO 研究会による外部評価となる相互内部監査を実施する
ことにより、客観性・透明性の担保を図っている。従って飯田市の EMS では、
自己（適合）宣言の信頼性担保・有効性確認のために、評価（監査）を最も重
要な要素ととらえ、取組みを進めていることが認識できる。
第４節の１では、水俣市の EMS の事例も取り上げた。同市では、「 ISO14001
認証取得により、職員の ISO に対する意識も高まったが、反面マンネリ化も感
じられるようになり、2003 年には市民と市役所の環境意識の更なる向上を目的
に、市役所の公共サービスの相手方である市民による監査チームを編成し、
ISO14001 自己宣言を表明した。
自己宣言により、市役所が市民の監査を受けることで市民とより近くなり、
市役所の取り組みが市民にわかりやすくなった」としている。
更に、自己宣言への移行とともにスタートした市民監査委員による効果とし
ては、「市役所において ISO 以上の前向きな自主性と主体性を見出し 、環境分野
だけでなく、他の分野においてもより良い相乗効果が生まれる。また、市民に
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対しても更なる ISO の普及を促進し、市役所と市民相互の真の意識改革が期待
される」としている。
以上、２つの自治体から評価（監査）に関して読み取れることは、しっかり
とした内部監査体制の構築と、第３者監査（外部監査）による保証である。
加えて第５節の２では、 ISO19011 及び内部監査人協会（ IIA）による内部監査
の倫理綱要に焦点を当て、理論面からの自己（適合）宣言の評価（監査）につ
いても考察した。その結果、図表５－２．IIA の４原則－ ISO19011 の原則対応
表に示したとおり、両者に共通する最大の特徴をみると、いずれも倫理的行動
に関する記述が最初にあり、最も大事な項目とされていることが解る。更に、
両者の各項目の記述は 4 項目に収斂され、当該両者から読み取れる評価（監査）
のポイントは、誠実性（倫理的行動）・客観性・秘密の保持・専門的能力である
ことを示した。
自己（適合）宣言の評価（監査）において求められることは、理論的には誠
実性（倫理的行動）・客観性・秘密の保持・専門的能力を確保し、かつ、実効面
ではしっかりとした内部監査体制の構築及び第３者監査（外部監査）による保
証を確実にすることである。それが、実際に効果があり（実効性）、将来に向か
って役に立ち（有効性）、そして信頼性の高い自己（適合）宣言へと繋がる重要
ポイントの３つ目となる。
従って、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の重要なポイン
トの第３は、正当な評価（監査）であるといえる。
以上、実際に効果があり（実効性 ）、将来に向かって役に立ち（有効性 ）、そ
して信頼性の高い自己（適合）宣言へと繋がる重要ポイントの３つの内容を掲
記した。「トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）」「担当者（事務局・管理
責任者等）の力量」「正当な評価（監査）」への取り組みは、本質的なキーポイ
ントとして大企業のみならず、資源に余裕のない中小事業所の「自浄作用」に
おいても活用できるものと考える。本論点が、より良い環境マネジメントシス
テム（ EMS）の運用、及び、その自己（適合）宣言へと繋がることを期待する。
小括 統合マネジメントシステム（ Integrated Management
System：IMS ）構築・運用へのステップアップ
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本章では、環境マネジメントシステム（ EMS）の自己（適合）宣言に焦点を当
て、実効性・有効性及び信頼性の高い当該宣言の実践指針を示すことを目的と
して考察を進めてきた。その結果として、重点ポイントとなる３つの要素 、「ト
ップマネジメントの高い志（理念・姿勢 ）」「担当者（事務局・管理責任者等）
の力量」「正当な評価（監査）」について提示した。しかしながら、自己（適合）
宣言は、枠に囚われない CSR にもつながるその潜在的可能性の大きさの割には
日本国内でも自治体を除いてはあまり知られていない。従って、民間の事例も
少なく、先行研究もほとんど存在しないために限られた範囲での論考となった。
今後の展開としては、更なる国内事例の調査に加え、海外の事例や先行研究
を調査、比較検証することで、より広義の地球環境問題に視野を広げることが
考えられる。第５節の１にあるように、石井教授は「 ISO の環境監査は、環境
マネジメントシステムの監査だけなので、領域が狭く限界があるため、その限
界を超えるために、“環境”に関する全体的な研究を踏まえトータルな環境監査
をめざす必要がある」として、「環境監査に携わる人たちが、“環境”を全体的
にとらえる意識を持たなければならない 」といっている。そして、スーパー ISO
の各実践指針」を提案している（石井教授（ 2006ａ）はじめにⅴ～ⅵ頁）。石井
教授は更に、「外国では、鳥や動物などの生物が人間の行う政治的議論のなかに
加えるべきだとか、選挙区を定めるときに人間以外の生物も参加させるべきだ
という議論もあります」という（石井 教授（ 2003） 10 頁）。これは、全体論的
な主張であり、環境マネジメント論として地球環境の今後にとって大変重要な
意味がある。そして、今後、組織の経営には、環境マネジメントや社会的責任
を踏まえた、統合マネジメントシステムの構築・運用が求められると推測され
る。
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第２章 環境マネジメントシステム規格の段階的実施に関する研究
―ISO14005 を中心として―
はじめに
近年、「環境問題」は、地球温暖化への懸念や生物多様性の保全など 、時宜を
得た話題を含めて、重要な社会問題として一般に浸透するようになった。わが
国では、2011 年 3 月に発生した東日本大震災に伴う原子力発電所事故も経験し 、
国民の環境への関心も更に高まったといえる。このような状況の下では、環境
の保全に関するマネジメントが強く求められることになり、その代表的な環境
マネジメントシステム (Environmental Management System： EMS)の規格として
は、 ISO14001 をあげることができる。
ISO14001 規格は、 ISO(International Organization for Standardization：
国際標準化機構)から 1996 年に発行された規格であり、2010 年末時点の世界で
の認証取得数は、250,927 件（前年比 27,823 件増）となっている。国別の内訳
をみると、認証取得数の１位は中国であり、 69,784 件（前年比 14,468 件増）
と大幅な増となっている。わが国は、３位となるスペインの 18,347 件と比較す
ると倍近い認証取得数での２位となっているものの、35,016 件（前年比 4,540
件減）と減少傾向が顕著である（ ISO ホームページ）。わが国における日本国内
の認証機関への審査登録をみると、JAB（ Japan Accreditation Board:日本適合
性認定協会）に認定された認証機関への審査登録数では 、2012 年 3 月末時点で、
19,996 件となっている。これは、 2009 年 3 月末の 20,799 件をピークとして、
その後 803 件の減となったものであり、緩やかな減少傾向を示しているといえ
る（ JAB ホームページ）。ISO14001 規格への審査登録数は、世界的にみると増加
傾向ではあるが、世界全体の事業所数を考慮すると絶対数としては多いとは言
えず、わが国の減少傾向も含めて今後の推移が懸念される。わが国の減少の理
由としては、経済停滞などの要因もあるが、費用削減やマンネリ化を理由とす
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る、運用廃止や他の簡易版 EMS 及び自己宣言への移行の増加があげられる。他
の方式への移行の場合は、新たな形での取組みが期待されるが、運用の廃止と
ともに、取組みも縮小または廃止する場合には、今後の地球環境の保全への影
響が懸念されることになる。そして、環境問題への関心の広がりとは裏腹に、
実際の運用面において、ISO14001 の認証取得は、比較的大手事業所が中心とな
っている。 ISO においても、環境マネジメントシステムの普及は、大手事業所
のみでなく、 SME（ Small and Medium Enterprises:中小企業）への導入がポイ
ントであると捉えて、ISO14001 規格の開発当初から SME のための指針の必要性
が検討されてきた。そして、「 2004 年に SME のためのタスクグループが設置さ
れ、その後、４年間の規格開発作業期間を経て、 2010 年 12 月に EMS の段階的
実施の指針である、ISO14005 規格が発行された」（日本規格協会、2012、54-55
頁）。
第２章では、新たに発行された世界標準規格としての EMS の段階的実施の指
針（ガイドライン）である ISO14005 規格について、その特徴を論ずるとともに 、
SME 向けに先行して運用されている国内の EMS 規格も含めて、今後の展開につ
いて論じることとする。更に、SME 等の組織が、指針である ISO14005 規格に取
り組む場合の、内容や成果に関する評価方法についても考察する。それが、あ
らゆる事業所における EMS の普及へとつながるとともに、持続的な発展を志向
した EMS の構築及び運用を可能とし､地球環境の保全につながるものと考える。
第１節． ISO14005 規格の概要とポイント
従来の環境マネジメントシステムとして、もっとも広く認知されている規格
は、 ISO14001 規格といえる。 ISO14001 規格は、持続可能な開発（ sustainable
development）への貢献を目標として、 1996 年に発行された、環境マネジメン
トシステムの世界標準規格である。近年、組織の環境保全に対する意識の高ま
りもあり、代表的な EMS である ISO14001 規格を認証取得した組織の件数は増加
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傾向である。一方、中小企業（ SME）においては、人的又は資金的な資源の不足
といった理由から EMS の導入が進んでいなかった。ISO14005 は、こうした背景
のもと、限られた人的又は資金的資源の中で EMS を導入するための、段階的な
EMS の構築・実施の手法を提供する目的で作成された（日本規格協会、 2012、
54 頁）。
ISO14005 は、 2011 年 12 月に公刊された、正式名称の邦訳を「環境マネジメ
ントシステム－環境パフォーマンス評価の利用を含む環境マネジメントシステ
ムの段階的実施」（日本規格協会、2012）とする、環境マネジメントシステム（ EMS）
の段階的実施の指針である。本節では、EMS 段階的実施の指針である ISO14005
規格について、その概要とポイントを明らかにする。
ISO14005 規格は、序文、６つの箇条及び５つの附属書で構成されている。
図表２－１－１に ISO14005 規格の全体の構成・概要を示す。
図表２－１－１． ISO14005 規格の全体の構成・概要
箇 条 番
号
タイトル名 項目・内容
－ 序文 ISO14005 規格作成の趣旨及び目的の説明。
１ 適用範囲 主題の定義：全ての組織に適用可能であり、特に
中小企業（ SME）のための手引きであることを記載。
２ 用語及び定義 ISO14005 規格で使用する重要な用語を特定し、そ
の定義を示す。
３ 段階的実施プロセス 3.1：一般→組織の目的及び利用可能な資源に合わ
せ、考慮する事項を明示。
3.2：経営層及びスタッフからの支援 、コミットメ
ント及び参画の重要性
3.3：この規格の構造→３つの主要な箇条（箇条４
～箇条６）及び附属書の概要と取組みかたに
ついて
3.4：環境マネジメントシステムの適用範囲
3.5：環境マネジメントシステムの段階的実施プロ
セス
４ 環境マネジメントシス
テムの段階的実施を開
始するに当たり、経営
層の支援及びコミット
メントを確立するため
の、環境関連プロジェ
クトの取組み
4.1：目的
4.2：方法→一般、トップマネジメントの参画 、プ
ロジェクトの特定及び選定、選定されたプロ
ジェクトの計画及び実施、選定されたプロジ
ェクトのレビュー、
５ 環境マネジメントシス
テムの実施及び維持を
支援する要素
5.1：環境コミュニケーション→一般、ステップ 1～
5
5.2：資源、役割、責任及び権限→一般、ステップ
1～ 4
5.3：力量、教育訓練及び自覚→一般、ステップ 1～
4
106
5.4：記録→一般、ステップ 1～ 3
5.5：文書類→一般、ステップ 1～ 4
5.6：文書管理→一般、ステップ 1～ 4
６ 環境マネジメントシス
テムの構築及び実施
6.1：組織の著しい環境側面の特定→一般、ステッ
プ 1～ 4
6.2：組織の法的及びその他の要求事項の特定 →一
般、ステップ 1～ 4
6.3：組織の法的及びその他の要求事項の順守評価
→一般、ステップ 1～ 4
6.4：環境方針の準備及び実施→一般、ステップ 1～
4
6.5：目的及び目標の設定並びに実施計画の策定 →
一般、ステップ 1～ 4
6.6：運用管理→一般、ステップ 1～ 4
6.7：緊急事態への計画及び対応→一般、ステップ
1～ 5
6.8：監視及び測定を含む、環境パフォーマンス評
価→一般、ステップ 1～ 5
6.9：内部監査→一般、ステップ 1～ 5
6.10：計画どおりに進まない場合の運用管理→一
般、ステップ 1～ 5
6.11：進捗及びパフォーマンスのマネジメントレ
ビュー→一般、ステップ 1～ 3
附属書
Ａ
活動の概要 環境マネジメントシステムを実施するための要素
の概要
附 属 書
Ｂ
５段階における実施例 段階 1:環境マネジメントシステムの段階的実施を
開始するに当たり、経営層の支援及びコミットメ
ントを確立するための、環境関連プロジェクトの
取組み
段階 2～ 5：環境マネジメントシステムの主要要素
の順番に沿った構築及び実施
附 属 書
Ｃ
３段階における段階的
実施例
第 1 段階：環境課題の特定
第 2 段階：活動及び管理の計画
第 3 段階：支援要素の最終決定を含む、環境マネ
ジメントシステムのレビュー及び改善
附 属 書
Ｄ
環境マネジメントシス
テムプロジェクトの例
段階的環境マネジメントシステムの実施プロジェ
クトにおける全ての要素がどのように組み合わさ
っているかを図示する。
附 属 書
Ｅ
他規格と JISQ14005 と
の対比表
他の JISQ14000 シリーズの規格の箇条、細分箇条
及び附属書との対比を表示
（出所：[日本規格協会、 2012]を基に筆者作成）
ISO14005 規格の構成をみると、序文と箇条１，２には、趣旨及び目的や重要
な用語とその定義などの基本となる事項の説明がある。続く箇条３では、総則
となる段階的実施プロセスの全体像及びその構造についての説明がある。そし
て、段階的実施の具体的内容を定めた三つの主要な箇条（箇条４～箇条６）の
説明へと続き、更には、実施例及びシステムプロジェクトの参考となる附属書
が示されている。ISO14005 規格は、 SME への導入がポイントとされており、日
本規格協会による JISQ14005 の解説には、 SME のニーズへの対応について有用
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な指針として受け入れられるための要件として次の５点が記載されている 。「理
解しやすいこと、利用しやすいこと、進捗度合いが分かること、長文の規格に
しないこと、コンサルティングが不要な規格にすること 」（日本規格協会、2012、
56-57 頁）。但し、経験のない又は経験の乏しい SME が、箇条４～６の具体的内
容に実際に取り組む場合は、どのように進めていくかの判断が、レベルの差は
あるとしても、決して簡単ではないものと推測される。その点については
JISQ14005 の解説の中に、次のような考え方のガイドラインが示されている。
段階の設定については、規格を利用する組織に任されており、各要素及びステ
ップを任意に組み合わせることが可能であるが、ステップに関しては、１から
順次実施していくこととされている。そして、ISO14005 規格の最大の特徴とし
て、箇条４において、EMS の実施に先立つ、環境プロジェクトの体系的実施（予
備段階プロジェクトの実施）を推奨していることをあげている。箇条４の趣旨
は、プロジェクトの体系的な実施を通して、トップマネジメント及び組織の要
員のコミットメントを確立し、その経験によって本格的なシステムの構築・実
施を容易にしようとするものである 。但し、省略も可能としている。箇条５は、
全ての段階でマネジメントシステムを支える支援要素となる、力量・自覚、コ
ミュニケーション、文書類などの要素を一括してまとめたもので 、各項目が３～
５のステップに分けられている 。これらの支援要素は、ISO14001 では、要求事
項の実施及び運用に取り込まれているが、 EMS の段階的実施では、ある段階で
完成される性格のものではないとの理由から、ISO14005 では独立した箇条とし
てまとめられた（日本規格協会、2012、57 頁）。実施例については参考として 、
附属書 B に「５段階における実施例」、附属書 C に「３段階における実施例」が
ある。
５段階での実施例となる附属書 B では、段階 1 として、箇条４の予備段階プ
ロジェクトを実施した後に、段階２～５で、原則として箇条６の主要要素の順
番に沿った実施を進めていくプロセスを示している。この場合においては、箇
条５の支援要素は全ての段階にかかることになるが、段階が進むに伴い、その
関わりは大きくなる。附属書 B では、十分なコミットメントがある場合には、
第２段階から始めることができるとの注記があり、この場合は４段階での実施
となる。附属書 B では、ISO14005 規格の特徴である箇条４への取組みがひとつ
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のポイントとなっている。箇条４では、マネジメントシステムの基本となる
“ PDCA”（ Plan－ Do－ Check－ Act）に基づく整備運用、トップマネジメントの参
画の重要性、環境プロジェクトの特定・選定、計画・実施、点検及びレビュー
が明記されている。従って、ここでの「十分なコミットメント」とは、知識と
経験が少ない中小企業が、初めて環境マネジメントシステムに取り組む場合の 、
準備段階と呼べる取組みの構築及び運用であると理解できる 。その点において、
既に何らかの環境マネジメントシステムに関する知識や経験、対応の実績があ
る場合には、十分なコミットメントが整っているとの判断で、段階１とされる
箇条４の省略を可能としているものと考えられる。
次に、３段階での実施例となる附属書 C では、箇条４の予備段階プロジェク
トについての言及はなく、主要要素と支援要素の箇条６及び箇条５の各項目を
並列して同時進行させる実施例を示しており、各段階を次の通り定義している。
第１段階：環境課題の特定
第２段階：活動及び管理の計画
第３段階：支援要素の最終決定を含む、環境マネジメントシステムのレビュ
ー及び改善
そして、支援要素は、全ての段階で使用されるとの注記がある（日本規格協会、
2012、 40-42 頁）。
ここで、附属書 B と附属書 C を比較してみると、その最大の特徴は、単な る
5 段階と 3 段階の違いではないことが解る。附属書 B は、原則として、まず箇
条４の準備段階に取組み（十分なコミットメントがある場合には省略可能 ）、そ
の後、各段階に含まれる項目中のステップ（各 3～ 5 ステップ）を全て実施して
いく形式となっており、項目に沿って段階を進めていくアプローチ方式である 。
これに対して、附属書 C は、箇条 4 の準備段階を含まず、箇条 5 及び 6 につい
ても各段階の各項目を順番に進めるのではなく、並列して同時進行させる形式
である。例えば第 1 段階では箇条 5 及び 6 の各項目のステップ 1～ 2、第 2 段階
では各項目のステップ 2～ 4 を実施するというアプローチ方式である。従って 、
附属書 B における 5 段階と附属書 C における 3 段階は、一連の流れを 5 段階又
は 3 段階に分けたものではなく、異なる取り組み方を示したものであり、大枠
としては、附属書 B の 5 段階は主に初心者向け、附属書 C の 3 段階は経験者又
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は他のマネジメントシステム運用などのベースがある組織向けといえる。参考
として、図表２－１－２に ISO14005 の 5 段階における実施例（附属書Ｂ）を抜
粋した図、及び、図表２－１－３に 3 段階における実施例（附属書Ｃ）を抜粋
した図を示す。
図表２－１－２．５段階における実施例（附属書Ｂ）
（出所：[日本規格協会、 2012、 41 頁] を基に筆者作成）
環 境 マ ネ ジ
メ ン ト シ ス
テ ム の 実 施
及 び 維 持 を
支 援 す る 要
素（箇条 5）
段階１：環境マネジメントシステムの段階的実施
を開始するに当たり、経営層の支援及びコミット
メントを確立するための、環境関連プロジェクト
の取組み（箇条４）
トップマネジメントの参画 (4.2.2)
プロジェクトの特定及び選定 (4.2.3)
選定されたプロジェクトの計画及び実施 (4.2.4)
段階２：環境マネジメントシステムの構築及び実
施（箇条６）
選定されたプロジェクトの点検 (4.2.5)
環境方針の準備及び実施 (6.4ｽﾃｯﾌﾟ1･ｽﾃｯﾌﾟ2)
組織の著しい環
境側面の特定
(6.1)
組織の法的及びその他の要求
事項の特定 (6.2)
組織の法的及びその他の要求
事項の順守評価 (6.3)
段階３～５：環境マネジメントシステムの構築及
び実施（箇条６）
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図表２－１－３．３段階における実施例（附属書Ｃ）
ISO14005
細分箇条
活動 ｽﾃｯﾌﾟ1 ｽﾃｯﾌﾟ2 ｽﾃｯﾌﾟ3 ｽﾃｯﾌﾟ4 ｽ ﾃ ｯ ﾌ ﾟ
5
6.1 組織の著しい環境側面の特
定
6.2 組織の法的及びその他の要
求事項の特定
段階２
6.3 組織の法的及びその他の要
求事項の順守評価
段階 1
段階３
6.4 環境方針の準備及び実施
6.5 目的及び目標の設定並びに
実施計画の策定
6.6 運用管理 段階 2 段階 3
6.7 緊急事態への計画及び対応
6.8 監視及び測定を含む、環境
パフォーマンス評価
6.9 内部監査 段階 2 段 階
３
6.10 計画どおりに進まない場合
の運用管理
6.11 進捗及びパフォーマンスの
マネジメントレビュー
全ての段階における各ス
テップの一部
5.1 環境コミュニケーション 段階３
5.2 資源、役割、責任及び権限 段 階
１
5.3 力量、教育訓練及び自覚 段階 2
5.4 記録
5.5 文書類 段 階
３
5.6 文書管理
（出所：[日本規格協会、2012、42 頁] を基に筆者作成）
第２節． ISO14005 規格と ISO14001 規格の関係
ISO14005 規格は、人的又は資金的な資源が不足している SME（中小企業）に
おいて、限られた資源の中で EMS（環境マネジメントシステム）を導入するた
めの、段階的なアプローチの指針である。従って、最終的な目標は「発展し得
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る環境マネジメントシステムを実施するために段階的なアプローチを使用し、
これによって環境マネジメントシステムの規格である ISO14001 の要求事項を
満たすことを目指している」（日本規格協会、2012、1 頁）としている。ここか
ら読み取れることとして、ISO14005 規格は簡易版 EMS として作られた規格では
なく、あくまで最終目標としての ISO14001 規格を整備・運用するために、中期
的な計画で進めていく試みとしての規格であることが分かる｡この点について
は､異なる解釈による問題点も考えられるため､後述することにする。
ISO14005 が、最終目標を ISO14001 の整備及び運用とするならば、ISO として
の 規 格 の 整 合 性 が ポ イ ン ト と な る 。 図 表 ２ － ２ － １ に 、 ISO14005 規 格 と
ISO14001 規格の対比表を示す。
図表２－２－１． ISO14005 規格と ISO14001 規格の対比表
ISO14005 規格 箇条 No 箇条 No ISO14001 規格
環境マネジメントシステムの段階的実
施を開始するに当たり、経営層の支援
及びコミットメントを確立するため
の、環境関連プロジェクトの取組み
４
目的 ４ .１
方法 ４ .２
トップマネジメントの参画 ４ .２ .２ ４ .５ 点検
プロジェクトの特定及び選定 ４ .２ .３
選定されたプロジェクトの計画及び
実施
４ .２ .４ ４ .３
４ .４
計画
実施及び運用
選定されたプロジェクトの点検 ４ .２ .５ ４ .６
Ａ .１
マネジメントレビュー
一般要求事項
環境マネジメントシステムの実施及
び維持を支援する要素
５
環境コミュニケーション ５ .１ ４ .４ .３ コミュニケーション
資源、役割、責任及び権限 ５ .２ ４ .４ .１ 資源、役割、責任及び
権限
力量、教育訓練及び自覚 ５ .３ ４ .４ .２ 力量、教育訓練及び自
覚
記録 ５ .４ ４ .５ .４ 記録の管理
文書類 ５ .５ ４ .４ .４ 文書類
文書管理 ５ .６ ４ .４ .５ 文書管理
環境マネジメントシステムの構築及
び実施
６
組織の著しい環境側面の特定 ６ .１ ４ .３ .１ 環境側面
組織の法的及びその他の要求事項の
特定
６ .２ ４ .３ .２ 法的及びその他の要求
事項
組織の法的及びその他の要求事項の ６ .３ ４ .５ .２ 順守評価
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順守評価
環境方針の準備及び実施 ６ .４ ４ .２ 環境方針
目的および目標の設定並びに実施計
画の策定
６ .５ ４ .３ .３ 目的、目標及び実施計
画
運用管理 ６ .６ ４ .４ .６ 運用管理
緊急事態への計画及び対応 ６ .７ ４ .４ .７ 緊急事態への計画及び
対応
監視及び測定を含む､環境パフォーマ
ンス評価
６ .８ ４ .５ .１ 監視及び測定
内部監査 ６ .９ ４ .５ .５ 内部監査
計画どおりに進まない場合の運用管
理
６ .１０ ４ .５ .３ 不適合並びに是正処置
及び予防処置
進捗及びパフォーマンスのマネジメン
トレビュー
６.１１ ４.６ マネジメントレビュー
（出所：[日本規格協会、 2012、 50-51 頁] を基に筆者作成）
ISO14005 規格は、最終的に ISO14001 規格の要求事項を満たすことを目指し
つつ、 SME にとって有用な指針とすることを大前提としている。そのために 、
SME に受け入れられるための要件として 、「理解しやすいこと」「利用しやすい
こと」「進捗度合いが分かること」「長文の規格にしないこと」「コンサルティン
グが不要な規格にすること」の５点が合意され開発作業が進められた （日本規
格協会、 2012、 56 頁）。
ISO14005 規格の最大の特徴は、 EMS の段階的実施となっており、重要なポイ
ントとしては以下の２点がある。第１は、予備段階プロジェクトの実施であり 、
第２は、支援要素の取り扱いである。ISO14005 規格において、第１の特徴とし
ての予備段階プロジェクトは、箇条４としてまとめられており、第２の特徴と
しての支援要素は、箇条５としてまとめられている。これに対して ISO14001
規格では、ISO14005 規格の箇条５となる支援要素及び、ISO14005 規格の具体的
取組みの主要素である箇条６の項目を全て含む内容を、規格要求事項（実施し
なければならないとされる内容 ）として、ISO14001 規格の箇条 No では No4（箇
条４）と定められている。ISO14005 規格の第１の特徴としての、予備段階プロ
ジェクトである箇条４の内容は、ISO14001 の規格要求事項のエッセンスを初期
の取組みとして定めた形となっている。そして、この予備段階では、ISO14001
の規格要求事項のエッセンスが、ほぼ組み込まれてはいるものの、環境マネジ
メントシステムの取組みにおいて根幹となる 、環境方針の定義は除かれている 。
これについては、以下の私見を述べておきたい。
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予備段階プロジェクトは、 SME を中心とした初心者向けの取組みである。初
心者による白紙からのスタートの場合、環境方針の作成については、現実にそ
ぐわず画餅に帰す可能性も含めて、その組織に合った内容の作成は容易ではな
いことが考えられる。従って、まずは、 環境マネジメントシステムの 予備段階
として“ PDCA”に基づく整備運用、トップマネジメントの参画、環境プロジェ
クトの特定・選定など、基礎となる十分なコミットメントを築く取組みを行う 。
そして、その後に、環境方針を定めることが、より成熟した実践的な内容とし
ての環境方針になるという ISO14005 規格の意図であると思われる。
ここでの図表２－２－１は、ISO14005 規格の箇条をベースに対比したもので
あり、ISO14005 規格については、箇条 4 の予備段階プロジェクト、箇条 5 の支
援要素、箇条 6 の具体的取組みの主要素が順番に記載されている。これに対し
て、ISO14001 規格は、要求事項の箇条を網羅しているものの、ISO14005 規格に
対応する項目を当てはめているため、項目の順番が前後に入り組んだ形となっ
ている。若干見にくいところもあるが、この表により、ISO14001 規格の要求事
項の全ての項目は、ISO14005 規格に反映されていることが分かる。この対比か
ら、図表２－１では、ISO14005 規格の箇条 5「環境マネジメントシステムの実
施及び維持を支援する要素」及び箇条 6「環境マネジメントシステムの構築及
び実施」を満足することにより、ISO14001 規格の要求事項を満足することが可
能であるといえる。
第３節． ISO14005 規格と国内簡易版環境マネジメントシステム
ISO14001 規格は、環境マネジメントシステム（ EMS）の国際標準として世界
的に認知が進んでいる。しかし、中小企業においては、人的又は資金的な資源
の不足といった理由から EMS の導入が進んでいなかった。多岐にわたる要求事
項を持つ ISO14001 規格への取組みは、圧倒的な資金力や豊富な人材を持つ大企
業に有利である。ISO14005 規格は、こうした背景のもと、限られた人的又は資
金的資源の中で EMS を導入するための、段階的な EMS の構築・実施の手法を提
供する目的で作成された。同様な考え方の基に、限られた資源を活用して EMS
を整備、運用する目的で、国や民間部門にわたって、国内規格を作成している
国もある。わが国もそのひとつになっており、日本国内においても、低コスト
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と段階的アプローチを謳ういくつかの簡易な EMS が運用されている。ここでは、
国内で作成された EMS の諸例を取り上げ、その特徴と EMS の段階的実施の指針
である ISO14005 との関連について述べる。
(1) KES ・環境マネジメントシステムスタンダード（以下 KES)
KES（ Kyoto Environmental Management System）は、特定非営利法人 KES 環
境機構が、主に中小企業をターゲットとして、 2001 年 4 月に運用を開始した
国産の EMS である。 KES の特徴は、「認証取得コストが安く、わかりやすい二
つのステップ方式のため、中小企業が取り組みやすいこと」とされている 。更
に、全国で 10 カ所を超える提携した協働機関においても審査登録活動を行っ
ているという特徴がある。登録件数については、直近ではやや伸びは落ち着い
てきてはいるものの、増加を続けており、2012 年 6 月末では 3,996 件となって
いる（ KES 環境機構ホームページ）。そして、その特色については、以下２点
が示されている。
①認証取得にかかるコストが安く 、わかりやすいため、企業や自治体・学校・
家庭など、あらゆる規模・業種の組織で取り組める。
②段階的に取り組める二つのステップとして、環境問題に取り組み始めた段
階を想定したステップ１、それに将来「 ISO14001」の認証取得を目指して
取り組む段階で、「 ISO14001」と同じような要求項目を設けたステップ２が
ある（特定非営利法人 KES 環境機構、2009、『 KES ・環境マネジメントシス
テムスタンダード KES（ 5 版）』）。
(2) エコアクション 21
エコアクション 21 は、環境省が 1996 年に中小事業者等の幅広い事業者に対
して、自主的に「環境への関わりに気づき、目標を持ち、行動することができ
る」簡易な方法を提供する目的で策定し、普及を進めてきた EMS である。その
後、2004 年に全面的な見直しを実施し、ガイドラインに基づくエコアクショ ン
21 認証・登録制度を開始した。認証・登録数は、2009 年には約 1,800 件の増加
をみせ、 2010 年 3 月末には約 4,500 件となった。 2012 年も増加は続いており 、
2012 年 6 月末現在では 7,314 件となっている。ちなみに、エコアクション２１
の認証・登録事業は、 2011 年 10 月に一般財団法人持続性推進機構が、財団法
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人地球環境戦略研究機関から継承している（持続性推進機構ホームページ）。
エコアクション 21 の特徴としては、以下の４つが挙げられる。
① ISO14001 規格を参考としつつ、中小企業者にとって取り組みやすい環境経
営システムのあり方を規定し、経費削減、生産性・歩留まりの向上等、経
営面でも効果がある。
②システムの PDCA だけでなく、必ず把握すべき環境負荷項目として、CO2 排
出量等、必ず取り組む行動として、廃棄物の削減などを必須の要件として
規定している。
③環境コミュニケーションは必要不可欠の要素であり、環境活動レポートの
作成と公表を必須の要件として規定している。
④第三者が一定の評価を与える制度として認証・登録制度を実施しており、
当該制度で認証・登録を受けるには、事業者は「全組織・全活動を対象に
エコアクション 21 に取り組む」ことが必要である（環境省、 2009、 9～ 10
頁）。
(3) エコステージ
エコステージは、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング㈱を支援母体とする
一般社団法人エコステージ協会が運営する 、環境経営評価・支援システムであ
る。エコステージは、ISO14001 の意図を踏まえつつ、それを補完し発展させる
ことで、「経営とリンクした環境マネジメントシステム」の構築と、それを段
階的に成長させることで、更に高度な経営管理システムの実現をも可能にする
ものとしている。 2003 年に認証・登録を開始し、 2012 年 5 月末の認証・登録
件数は 751 件となっている（一般社団法人エコステージ協会ホームページ）。
以下に、参考として、図表２－３－１にエコステージにおける環境経営の
５段階を示す。
図表２－３－１．エコステージの５つのステージ
エコステージ１ 環境経営の導入
エコステージ２ 環境経営の基礎
エコステージ３ 環境経営の成熟
エコステージ４ 統合マネジメントシステムの構築と明確なパフォーマンス改善
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エコステージ５ 内部統制システムの構築とＣＳＲの実現
（出所：[エコステージ協会、2006ａ]より筆者作成）
(4) ＬＡＳ－Ｅ
ＬＡＳ－Ｅは、自治体間で環境政策に関する情報を共有し、連帯して問題解
決の手がかりを探るためのネットワーク組織として発足した「環境自治体会
議」が運営する「環境自治体スタンダード（ Local Authority’s Standard in
Environment）」のことである。環境配慮や環境政策に取組むためのしくみを、
自治体が確立運用し、その取組み内容が環境自治体としてふさわしいかどうか
をチェックするための基準であって、特徴は以下となっている。
① ISO14001 との違いとして、手続きではなく取組みの実施が問われる。監査チー
ムに地域住民か事業者を加え、地域の実状を熟知した第三者による監査を行う
など。
②メリットとしては、エコアクション、エコマネジメント、エコガバナンスの３部
門と、内部活動、地域全体を視野とした活動、市民他のステークホルダーとのパ
ートナーシップ活動の３ステージに分かれているため 、自分の自治体がどのレベ
ルにいるかが客観的に評価される。 ISO14001 に比較して費用がかなり安くなる
と思われるなど。
③システム構築の手順は、まず取り組むステージを決め、申請、実施項目は３ヶ月
以上の取組み後、独自目標は前年度実績値の確定後に 、監査を実施、判定委員会
で審議し、監査結果が妥当と判断されれば、合格証が発行される。 2011 年 9 月
現在の運用自治体は東京都八王子市などの１０自治体である（環境自治体会議ホ
ームページ）。
(5) 飯田市や水俣市の環境マネジメントシステム（ EMS）
飯田市は、 2003 年 1 月に、わが国の自治体で初めて ISO14001 認証事業所か
ら自己（適合）宣言に移行し、 EMS を作成運用している。水俣市は、市として
は小規模であるが、2003 年 9 月に自己（適合）宣言に移行し、市民監査を取り
入れた独自の EMS を展開している。
① 飯田市の自己（適合）宣言
長野県飯田市は、日本の自治体としては全国で初めて ISO14001 認証事業所か
ら自己適合宣言に移行した。飯田市は日本のほぼ中央にあり 、1996 年度に「人
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も自然も美しく、輝くまち飯田－環境文化都市」基本構想「21’飯田環境プラ
ン」を策定し、環境文化都市の実現に取り組んでいる。飯田市役所では、 2000
年 1 月に ISO14001 を認証取得し、 2003 年 1 月に「自己適合宣言」を行った。
また、地域ぐるみ環境 ISO 研究会が構築し、南信州広域連合と連携してスター
トした独自の環境改善活動「南信州いいむす 21」は、既に 41 事業所が登録証
の交付を受け、現在 183 の事業所が取組みをしている。飯田市は、日本の自治
体として全国で初めて ISO14001 認証事業所から自己適合宣言に移行しただけ
でなく、環境問題に関しての意識改革や取組みの態勢・姿勢についても、更な
るレベルアップを目指している（飯田市ホームページ）。
地域版 EMS である、南信州いいむす 21 は、自治体による提供かつ市民団体に
よる構築運用という公民連携（PPP： Public Private Partnership）の事例とし
て注目に値する。あらゆる業種の地域の事業所により構成される研究会によっ
て、「自己宣言」を評価するしくみは、相互牽制の意味合いからもより高いモチ
ベーションの維持が形成される可能性が高い。その意味において、当該取組み
は、地域内はもとより地域の枠を超えたより広い視野としての、社会的責任
（ Social Responsibility ： SR）をも考慮しているものと考えられる。
② 水俣市の自己（適合）宣言
熊本県水俣市は、1999 年 12 月に日本の自治体として 6 番目に ISO14001 を認
証取得し、2003 年 9 月に自己（適合）宣言に移行した。水俣市は、熊本県の最
南端にあり、人口は 28,864 人（平成 20 年 1 月現在）である。水俣市議会は 1992
年「環境、健康、福祉を大切にするまちづくり」を宣言、同年水俣市も全国に
先駆け「環境モデル都市づくり」を宣言した。また、1993 年に水俣市環境基本
条例を制定、水俣病を教訓とする地域づくりを決意し 、1999 年には水俣市役所
は ISO14001 を認証取得した。 2003 年には市民と市役所の環境意識の更なる向
上を目的に、市民による監査チームを編成し、ISO14001 自己（適合）宣言を表
明した。市民監査制度の効果としては、市役所においての ISO 規定の順守はも
とより、前向きな自主性と主体性を見出し、環境分野だけでなく、他の分野に
おいてもより良い相乗効果が生まれるとしている。また、市民に対しても更な
る ISO の普及を促進し、市役所と市民相互の真の意識改革が期待されるとして
いる（『水俣市環境レポート 2008』、水俣市ホームページ）。
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EMS は、環境問題を取り扱うという面で大変幅広い分野に関するマネジメン
トシステムである。自治体での EMS の取組みは、生活環境全般へとおよび、公
共性、社会的責任の考え方が強調されるため、より具体的に市民生活に影響を
与え得るものとして、その役割と責任を捉える必要がある。その点において、
これら 2 つの自治体は、地域の民間事業所や市民による監査の実施など、市民
と一体となった前向きな取組みを実践しており、自治体における EMS 構築の模
範になるものと考えることができる。
以上、わが国における EMS の諸例を取り上げ、特徴を明らかにした。いずれも
ISO14001 規格の発行・動向を受けて、構築されてきたものである。その点にお
いて、環境への取組みを世界に知らしめた ISO14001 規格の存在は、その影響度
とともに大変大きなものとなっている。ISO14001 規格の特徴をみると、取り組
む組織に求められる要求事項は、マネジメントシステム（ MS）の構築・運用で
あり、環境パフォーマンスや適用範囲を限定するものではない 。しかしながら 、
SME などの小規模事業所では、 ISO14001 規格の要求事項の内容を満足するため
の費用や人材の確保が難しいという現実がある。それだけに、わが国 における
EMS の諸例では、 SME などの小規模事業所が対応できる簡易な MS からの取組み
を提案している。一方、ISO においても、SME が EMS への一歩を踏み出す場合の
課題をクリアするには、段階的なアプローチが有用であると判断され、ISO14005
規格が誕生することになった。従って、我が国における簡易版環境マネジメン
トシステム及び ISO14005 規格の両者とも、SME などの小規模事業所に適用する
環境への取組みの指標を与えるものだと言える。但し、ISO14005 規格は、段階
的なアプローチにより、最終的に ISO14001 規格を満足することを目標としてお
り、簡易版の EMS とは謳っていない。 KES やエコアクション２１は、 2012 年現
在、数千件の認証登録数を数える。ISO14005 規格はスタートしたばかりであり、
世界標準として今後の活用が期待されるところではあるが、活用が広がるには
いくつかの問題点や課題も見えつつある。以下ではその問題点や課題について
論ずる。
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第４節． ISO14005 規格の実践状況
ISO14005 規格は、新たに発行された世界標準規格としての EMS の段階的実施
の指針であり、より良い整備運用が期待されている。しかしながら、ISO14005
規格は、汎用性を高める意図により、適用に関する明確な表現が採られていな
い。そのために、中小企業（ SME）が新たな試みとして取り組もうとした場合に 、
アプローチの仕方が分かりにくくなっている 。従って、知識と経験の乏しい SME
が ISO14005 規格に取り組む場合の実践のポイントは、より分かりやすいガイド
ラインの整備と運用となる。その点において、わが国では、いくつかの ISO の
マネジメントシステム認証機関が、ISO14005 規格を基にしたスキームを設定し
て、コンサルティング及び段階的な適用に関する独自の評価を行っている。
ここでは、その整備運用についての実践状況として、問題点及び課題となる
項目並びにその要因を明らかにすることにより、より良い対応及び実践の可能
性について論ずる。
まず、問題点と課題を論ずるにあたり、ISO14005 規格の趣旨目的を見てみる
と、その序文には、「この規格は、ISO14001（ JISQ14001）の規格要求事項を満
たす環境マネジメントシステム（ EMS）の構築及び実施を、組織、特に中小企業
（ SME）に奨励し、かつ、その手引きを与えることを目的にしている 」と明記さ
れている。更に、「この手引きは、環境パフォーマンス評価が含まれることを除
いて、 ISO14001（ JISQ14001）を超えるものではなく、また認証目的および
ISO14001（ JISQ14001）の解釈のために利用されるものでもない」としている（日
本規格協会、 2012、 1 頁）。この趣旨目的から、 ISO14005 規格における以下 4
つの論ずべきポイントを読み取ることができる。
① ISO14001 の規格要求事項を満たす EMS の構築及び実施の手引きを与えるこ
と。
② EMS の構築及び実施の手引きを与える対象として、組織、特に中小企業に
奨励している。
③環境パフォーマンス評価が含まれることで、一部、ISO14001 規格を超える
面がある。
④認証目的及び ISO14001 の解釈のために利用されるものではない。
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ISO14005 は、正式名称を「 Environmental management systems－ Guidelines
for the phased implementation of an environmental management
system,including the use of environmental performance evaluation（環境
マネジメントシステム－環境パフォーマンス評価の利用を含む環境マネジメン
トシステムの段階的実施）」（日本規格協会、 2012、 1 頁）とする、環境マネジ
メントシステム（ EMS）の段階的実施の指針である。ここで、最初の論点は、
ISO14001 の規格要求事項を満たす EMS の構築及び実施の手引きを与える手段と
して、ISO14005 規格では、段階的実施を取り入れたことである 。段階的実施に
ついては、「１．ISO14005 規格の概要とポイント」で述べたように、2 種類の異
なる取組み事例が例示されており 、具体的には、5 段階（附属書 B）及び 3 段階
（附属書 C）のアプローチである。そして、これらの 2 種類の例示は、一連の
流れを 5 段階又は 3 段階に分けたものではなく、異なる取り組み方を示したも
のであり、大枠としては、附属書 B の 5 段階は主に初心者向け、附属書 C の 3
段階は経験者又は他のマネジメントシステム運用などのベースがある組織向け
といえる。経験のない又は経験の乏しい SME が、箇条４～６の具体的内容に実
際に取り組む場合は、どのように進めていくかの判断が、レベルの差はあると
しても、決して簡単ではないものと推測される。従って、知識と経験が少ない
中小企業が、初めて環境マネジメントシステムに取り組む場合、 5 段階方式の
第 1 段階である、予備段階プロジェクト（準備段階とも呼べる）の取組みの構
築及び運用に着手することが、第一歩として推奨されると思われる。しかしな
がら、ISO14005 規格では、汎用性を高める意図により、適用に関する明確な表
現が採られておらず、新たな試みとして SME が取り組もうとした場合に、どの
ようなアプローチをとればよいのかが分かりにくいものと考える。この点にお
いて、 ISO14005 規格が、 SME への環境マネジメントシステムの普及を趣旨目的
としてはいるものの、そのアプローチの多様性が、かえって取りかかりを阻害
する要因になっているとの懸念もあり、問題点のひとつと考えられる。
従って、知識と経験の乏しい SME が ISO14005 規格に取り組む場合の、より分
かりやすいガイドラインが求められることが容易に推測できる。わが国におい
ては、 JAB に認定され、登録されている ISO のマネジメントシステム認証機関
は、 2012 年 8 月 20 日現在、 47 機関を数えるが、その中のいくつかの機関が 、
ISO14005 規格を基にしたスキームを設定して、コンサルティング及び独自の
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ISO14005 規格の段階的な適用性の評価を行っている。現状は、以下の 3 機関が
評価スキームを公開しており、その活動内容については、ホームページで確認
が可能である。
①株式会社日本環境認証機構（ Japan Audit and Certification Organization
for Environment and Quality： JACO）→ 以下 JACO
②株式会社国際規格認証機構（ Organization of International Standards
Certification Co.,Ltd： OISC）→ 以下 OISC
③一般財団法人日本品質保証機構（ Japan Quality Assurance Organization：
JQA）→ 以下 JQA
そして、これらの 3 事業者による解説を基に内容を比較してみると、共通す
る最大の特徴は、ISO14005 規格の運用事例としての 2 つのアプローチの内、附
属書 Cに示される 3段階の構築事例をベースとしていることが分かる。ISO14005
規格では、 3 段階をそれぞれ phase1、 phase2、 phase3
と表しており、 JQA では、同表現及び附属書 C を用いて評価を行うと明記して
いる（ JQA ホームページ）。これに対して、 JACO と OISC では、 3 段階をそれぞ
れ HOP、 STEP、 JUMP として独自の評価を行うとしている（ JACO 及び OISC ホー
ムページ）。 OISC については、概要の確認に止まるが、JACO の取組みについて
は、より詳しく開示されている為、以下にその内容のポイントを示す。
JACO が提唱する JACO スキームのポイントは、段階の選択の自由度が広い
ISO14005 規格の基本方針をベースとしつつ、その方式・考え方を ISO14001 規
格に適用して、その要求項目を 3 段階に分け、ISO14001 規格の段階的取組みを
設定したことである。従って、名称は「 ISO14005 準拠段階型環境マネジメント
システム（ JACO スキーム）」として、最終的には JUMP で ISO14001 認証取得の
審査を行うというものになっている。そして、HOP、 STEP の段階では、JACO の
検査員が検査し、構築レベルに応じた合格証を発行する。メリットとしては 、
HOP 合格は、 ISO14001 の認証取得の 3 分の 1 から 4 分の 1 の費用・構築期間で
可能、国際規格 ISO14005 に対する「合格証」の発行及び取得の表明、 JACO の
ホームページ登録、JACO マークが使用可能、等を明記している。実績としては、
2012 年 5 月末現在で 6 社に合格証を発行済としている（ JACO ホームページ）。
ISO14005 規格はガイドラインのため、実際に取り組んでいる事業者の数は不
明であるが、わが国の ISO14001 規格の認証取得件数が、約 2 万件あることに比
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較すると、全体としても少ないものと推定される。ISO14005 規格における取組
みの 3 段階のアプローチは、ISO14001 規格の要求事項を並び替え、分割したも
のである。ここで、 ISO14005 の適用範囲を見ると、「全ての組織、特に中小企
業（ SME）のための、環境マネジメントシステムの段階的な構築 、実施、維持及
び改善に関する手引き」となっている（日本規格協会、2012、 2 頁）。 JIS 化、
邦訳されたのは、2012 年 3 月であり、認知が遅れていることは考えられるもの
の、支援する機関等が意外に少なく、現状のままでは、今後もあまり大きな変
化は起こりにくいものと思われる。
ISO14005 規格は、国際規格として発行されたもので、今後改訂されるとして
も根幹の部分は大きく変わらないものと推定される。従って、その最大の目的
となる SME への普及については、運用面でいかに取り組みやすい状況がつくれ
るかに懸かっている。ここで、その点についての私見を述べることにする。
まず大前提としてみると、ISO14005 規格は、ISO14001 規格の段階的実施のガ
イドラインであるといえる。そして、ISO14001 規格の要求事項を満たすことを
目指してはいるが、最終的に ISO14001 の認証取得を目的とせず、 ISO14005 規
格の全ての要素を満たすことが、ISO14001 の要求事項を満たすようなシステム
を構築し、実施していることになると謳っている。
そもそも ISO14001 規格は、マネジメントシステムの要求事項を満たすことに
より、認証取得を可能としており、取り組むべき指標がはっきりしている。従
って、サービス業系の業種における「紙・ごみ・電気」を環境側面のベースと
した簡易的な取組みにおいても、認証取得が可能であり、 SME での認証取得自
体に難易度の高い問題があるとは言えない。ISO14005 規格は、 SME への環境マ
ネジメントシステムの普及による、地球環境の保全を最終目的としているはず
である。その点において、最終的には ISO14001 規格を満足する内容の構築を目
指してはいるが、その構築は、あくまで任意である。ISO14001 規格の認証取得
には、準備・試行に 1 年程度の時間をかけることが一般的であって、審査登録
及び維持にも比較的費用がかかる。ISO14005 が、 SME への普及を推奨するので
あれば、実行しやすさ及びリーズナブルな面を、事例として、より分かりやす
く解説する必要があると思われる。
例えば、附属書Ｂの 5 段階の取組みにおいて、箇条 4 に纏められた予備段階
プロジェクトの整備・運用を実行するのみでも、環境マネジメントシステムへ
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の新たな取組みは、取り組まない場合に比較して大変大きな改善効果をもたら
すと考えられる。要するに、最初の第 1 段階を実行するかしないかには雲泥の
差があり、仮に第 1 段階のみの運用であっても、 SME に普及した場合の継続に
よる効果は絶大なものになりうる。その場合には、費用の負担も相対的に廉価
で運用できる可能性が高い。出来得るならば、ISO14005 規格の改定時には、全
く白紙の状態からの取組みのひとつとして、予備段階プロジェクトのみの整備
運用のケースを事例として盛り込むことが望まれる。
次に、今般発行された ISO14005 規格は、アプローチの多様性に加えて、
ISO14001 規格では明確ではない、環境パフォーマンス評価の利用（実際のパフ
ォーマンスの改善の確立）を謳っている。これが、更にアプローチの仕方を分
かりにくくしているように思われるため、この点についての詳しい解説が必要
ではないかと考える。そして、支援する機関やコンサルティング業者において
も、 ISO14005 規格への取組みが、最初から最終的に ISO14001 規格の認証取得
を目的にするのではなく、初期段階の一歩でも大きな前進であり、最終的な結
果として ISO14001 規格を満足することも可能とのスタンスでの推進を願いた
い。
第５節． ISO14005 規格実施の評価
ISO14005 規格は、認証を目的としない指針（ガイドライン）である。従って、
審査登録を前提とした規格とは性質が異なり、組織の取組みや成果を公表・証
明する場合には、その内容をどのように評価するかという問題がある。自社内
での評価は、内部監査をメインとする為、独立性・客観性に劣り、信頼性の確
保が問題となる。正当な評価・監査が行われなければ、その信頼性の担保は難
しい。そのために、ISO のマネジメントシステム認証機関の数社が、ISO14005
規格を基にしたスキームを設定して、コンサルティング及び段階的な適用に関
する独自の評価を行っていることは、「 ISO14005 規格の実施状況」で述べた。
ここでは、コンサルティングを導入するか否かにかかわらず 、中小企業（ SME）
が、ISO14005 規格に自主的に取り組む場合に 、自社内での正当な評価・監査を
実践していく場合のポイントを述べる。具体的には、 ISO における監査のため
の指針である ISO19011 規格に関する内容及び特徴を、主に監査の原則並びに個
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人的特質と力量に焦点を当てて示す 。更に、70 年以上の歴史をもつ世界的組織
である内部監査人協会（Institute of Internal Auditors : IIA）による、内
部監査の倫理綱要を示し、人的要件及びモニタリングの重要性を述べる。
(1)ISO19011 品質及び／又は環境マネジメントシステム監査のための指針
ISO19011 は 2002 年 10 月に制定され、 2003 年には JIS 化され JIS Q 19011
として日本工業規格にもなっており、組織の品質及び／又は環境方針の効果的
な実施を監視し、検証するためのマネジメントツールとして、監査の重要性を
強調している（日本規格協会、2003、 15 頁）。 ISO19011 は、序文から始まり、
１．適用範囲、２．引用規格、３．定義、４．監査の原則、５．監査プログラ
ムの管理、６．監査活動、７．監査員の力量及び評価、の７章で構成されてい
る。ここでは、大本・前提となる４．監査の原則及び人的要件の重要性を説い
ている７．監査員の力量及び評価に焦点を当てる。
1)監査の原則
ISO19011 では、監査はいくつかの原則に準拠しているという特徴があるとし
て、それが経営の改善に役立つものと明記している。そして、適切かつ十分で
あり、同条件下では同様の監査結論に達するために、以下の原則の順守は、必
須条件であるとしている。具体的な監査員に関係する原則は以下の 5 項目であ
る。
①倫理的行動：職業専門家であることの基礎
信用があり、誠実であり、機密を保持し、分別があることは、本質的要素
②公正な報告：ありのままに、かつ、正確に報告する義務
監査所見、監査結論及び監査報告は、ありのままに、かつ、正確に監査活
動を反映する。
監査中の顕著な障害、監査側と被監査側との未解決な意見の食い違いも報
告する。
③職業専門家としての正当な注意：監査の際の広範な注意及び判断
監査員は、自らの業務の重要性、並びに監査依頼者他の利害関係者の信頼
に見合う注意を払う必要な力量をもつことは、一つの重要な要素。
④独立性：監査の公平性及び監査結論の客観性の基礎
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監査員は、監査対象の活動から独立した立場、偏り及び利害衝突がないも
のであり、監査所見及び監査結論が監査証拠だけに基づくことを確実にす
るために、終始一貫して客観的な心理状態を維持する。
⑤証拠に基づくアプローチ：体系的な監査プロセスにおいて、信頼性及び再
現性のある監査結論に到達するための合理的な方法
監査証拠は検証可能なものであるが 、監査は限られた時間・資源で行われる
ため、監査証拠は、入手可能なサンプルに基づいている 。従って、サンプリン
グを適正に活用しているか否かは 、監査結論にどれだけの信頼をおけるかとい
うことと密接に関係している（日本規格協会、 2003、 43-47 頁）。
以上から、ISO19011 の監査の原則における基礎となり、かつ本質的な要素は、
「倫理的行動」であるとされている。但し、「倫理的行動」は人的特性の根本か
ら出る行動であって、学習することがもっとも難しい要素である 。従って、「倫
理的行動」に関する考え方、取組み方が、監査・評価に与える影響は非常に大
きいものとなる。そのため、当該要素における考察により、「倫理的行動」に関
する何らかの指標を構築できるならば、信頼性の高い評価・監査の実践指針に
繋がるものと期待できる。これに対して、他の 4 項目は、学習効果が期待でき
る項目であるとともに、倫理的要素の充実により、達成が容易となる項目であ
ると思われる。
2)監査員の力量及び評価
ISO19011 では、監査プロセスに対する信用及び信頼は、監査を行う人の力量
（ competence）に依存し、その個人的特質並びに教育、業務経験、監査員訓練
及び監査経験によって身に付けた、知識及び技能を適用する能力の実証に基づ
いているとしている。そして、監査人の個人的特質については、前述の監査の
原則に従って行動できる以下の特質を備えていることが望ましいとしている。
①倫理的である｡すなわち､公正である､信用できる､誠実である､正直である
そして分別がある。
②心が広い。すなわち、別の考え方又は視点を進んで考慮する。
③外交的である。すなわち、目的を達成するように人と上手に接する。
④観察力がある。すなわち、物理的な周囲の状況及び活動を積極的に意識す
る。
⑤知覚が鋭い。すなわち、状況を直感的に認知し、理解できる。
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⑥適応性がある。すなわち、異なる状況に容易に合わせる。
⑦粘り強い。すなわち、根気があり、目的の達成に集中する。
⑧決断力がある。すなわち、論理的な思考及び分析に基づいて、時宜を得た
結論に到達する。
⑨自律的である。すなわち､他人と効果的なやりとりをしながらも独立して行
動し､役割を果たす｡
（日本規格協会、 2003、 147-153 頁）。
力量の維持及び向上については、教育・経験・訓練・セミナー参加などの諸
活動の継続による専門能力の継続的開発、品質及び／又は環境マネジメントシ
ステム監査への積極的参加による監査能力の維持・実証が望ましいとされてい
る（日本規格協会、 2003、 181-199 頁）。
加えて、「監査員は“資格”でなく“力量”で選ぶ｡この監査規格の指針では 、
作成当初から、“監査員（審査員）”は、“資格”によって保証されるのではなく 、
“ competence（力量）”によって評価されるべきであるとして、“ competencies
approach”ということが提案されていた。これは、これまでの監査に対する反
省であり、市場からの要請によるものである 」との解説もある（日本規格協会、
2003、解説 3 頁）。
以上、ISO19011 に関して「監査の原則」及び「監査員の力量」について述べ
た。そして当該内容により、 ISO19011 は、“倫理的行動”と“力量”を重点要
素として構成されていることが推測されよう。ちなみに、 ISO19011 は、 2011
年 11 月に改訂版が発行され、あらゆるマネジメントシステムへの適用が可能と
なっている。
(2)『内部監査人協会 専門職的実施のフレームワーク』倫理綱要
内部監査人協会（ The Institute of Internal Auditors： IIA）は、 1941 年
にアメリカ合衆国で設立され、内部監査の専門職としての確立、内部監査の理
論・実務に関する内部監査担当者間の研究ならびに情報交換、内部監査関連論
文・資料の配布を中心として、内部監査に関する世界的レベルで指導的役割を
担っている。現在では、 100 以上の国と地域に代表機関がある。会員は個人単
位で登録されており、2009 年末現在では、 165 の国と地域から、約 170,000 名
が登録されている（日本内部監査協会ホームページ ）。内部監査人協会は、約
70 年の歴史を持つ内部監査に関する専門職協会であって、内部監査の目的 ・原
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理原則など重要ポイントを文書化している。以下に評価に関する根幹となる、
内部監査の定義並びに倫理綱要における誠実性に関しての原則を示す。
1)内部監査の定義
「内部監査は、組織体の運営に関し価値を付加し、また改善するために行わ
れる、独立にして、客観的なアシュアランス及びコンサルティング活動である 。
内部監査は、組織体の目標の達成に役立つことにある。このためにリスク・マ
ネジメント、コントロールおよび組織体のガバナンス・プロセスの有効性の評
価、改善を、内部監査としての体系的手法と規律遵守の態度とをもって行う。」
2)倫理綱要
倫理綱要には、最初に「はじめに」として、以下の目的が示されている。
「本協会の倫理綱要の目的は、内部監査の専門職にある人の倫理的素養を高
めることにある」。
そして、「内部監査の定義を超え、つぎの 2 項目を含むように範囲を拡張して
いる」として
１．専門職としての内部監査とその実践に関する原則
２．内部監査人に対し行為規範として期待される倫理規則。これらの規則は
原則を実際に適用する際の解釈の助けとなり、内部監査人の倫理行為の
指針たるべきものである、
との記述がある。そして、原則に従いかつこれを向上させるものとしており、
誠実性については以下の説明がある。
「内部監査人の誠実性は、信頼を確固なものとする。このゆえに、誠実性は、
自らの判断が信用される基礎となる。」
更に、倫理行為規範としての、内部監査人の誠実性に関する具体的内容は
次の様になっている。
1. 自己の義務を、正直、勤勉および責任を持って行う。
2. 法律を遵守し､法律において､また専門職として､期待される開示を行う 。
3. いかなる違法行為にも意図的に加担せず、内部監査の専門職および組織
体に対し疑義を生じさせる行為には関与しない。
4. 組織体の適法かつ倫理的な目標を尊重し、貢献する（日本内部監査協
会、 2006、 19-23 頁）。
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以上、 ISO19011 における「監査の原則」及び「監査人の力量及び評価」、並
びに内部監査人協会（ IIA）の「内部監査人の原則」について示した。その結果
として、両者に共通する最大の特徴をみると、いずれも倫理的行動に関する記
述が最初にあり、最も大事な項目とされていることが分かる。従って、当該両
者から読み取れる評価・監査の重要なポイントは、誠実性（倫理的行動）であ
るといえる。その他の共通する重要なポイントとして客観性・秘密の保持・専
門的能力が謳われているが、ここでは割愛する。図表２－５－１に、ISO19011
及び IIA 両者の原則－誠実性（倫理的行動）の内容について示す。
図表２－５－１． ISO19011 及び IIA の原則－誠実性（倫理的行動）
項目
(IIA 原則 )
IIA 専門職的実施のフレームワ
ーク
ISO19011 の監査の原則
誠実性
法令遵守・倫理的行動、自らの
判断が信用される基礎
倫理的行動：職業専門家の基礎
☆監査人の力量：個人的特質（公正・
誠実など）客観性専門職としての最
高水準の客観性による公正不偏な評
価
（［日本規格協会、2003］及び [日本内部監査協会、2006］の内容を基に筆者作）
ここでは、システムとしての整備・運用が可能であり、かつ、高い志・意識
改革にも通ずる正当な評価・監査についてまとめた。その結果として、ISO14005
規格の自主的な取組みにおいて、監査関連におけるシステムとしての整備はそ
の運用を容易にするが、信頼性の高い運用には、誠実性などに伴う倫理的行動
が重要であるといえる。
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小括
ISO14005 規格は、新たに発行された世界標準規格としての EMS の段階的実施
の指針であり、より良い整備運用が期待されている。しかしながら、ISO14005
規格は、整備・運用例を提示しているものの、汎用性を高める意図により、適
用に関する明確な表現が採られていない 。そのために、中小企業（ SME）が新た
な試みとして取り組もうとした場合に、アプローチの仕方が分かりにくくなっ
ている。
本章では、中小企業（SME）が ISO14005 規格に新たに取り組もうとした場合
のポイントの提示を目的として次の内容を論じた。まず、知識と経験の乏し い
SME が ISO14005 規格に取り組む場合の実践のポイントとしての、段階的な実施
例の要点について課題・問題点を含めて論じた。そして、実例として、わが国
の簡易 EMS の諸例との関連を述べた。更に、 ISO マネジメントシステム認証機
関における、ISO14005 規格を基にしたスキームによる、実践及び評価について
も論じた。
ISO14005 規格は、環境マネジメントシステムを中小企業（ SME）その他の組
織に広く浸透させる目的で、 ISO から 2010 年 12 月に公刊された新たな規格で
あり、我が国では 2012 年 3 月に JIS 化された。 ISO14005 規格は、環境マネジ
メントシステムの国際標準規格として、あらゆる組織における、環境マネジメ
ントシステムの段階的実施の指針（ガイドライン）を示している。しかしなが
ら、ISO14005 規格は、その汎用性を高めたがゆえに、実際に取り組む場合の自
組織に対応させるカスタマイズが大変な作業となることが予想される。自組織
に合う、ISO14005 規格を活用した、環境マネジメントシステムの段階的実施の
整備・運用の構築には、本論文で論じた ISO14005 規格のポイントや、実施状況、
評価に関して検討することが有効であると考える。ISO14005 規格は、認証を目
的としないガイドラインである。従って、自組織で取り組む場合は、コンサル
ティング機関等の活用の判断や自組織内での取組みの正当な評価が大切な要因
となる。更に、 SME 等の組織の取組みにおいて、その取組みや成果を公表・証
明する場合には、その評価は、コンサルティング機関などの第三者による評価
をもって保証とするケースや、自ら適合性を表明する「自己（適合）宣言」に
よって担保することが考えられる。そして今後は、これらの正当な評価に基づ
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く、SME 等の組織における ISO14005 規格の検討及び実践による、地球環境の保
全への取組みが期待される。
最後に参考として、筆者が提言した、マネジメントシステムの自己（適合）
宣言のポイントを示すことにする。自己（適合）宣言の実践には、以下３つの
主要な項目、「トップマネジメントの高い志（理念・姿勢 ）」「担当者（事務局 ・
管理責任者等）の力量」「正当な評価・監査」が重要なポイントとなる（島岡 、
2011ａ）。 SME を含む、あらゆる組織が ISO14005 規格に取り組む時は、これら
の３つの項目を踏まえた活動を推進すべきと思う。それが、あらゆる組織にお
ける持続可能なマネジメントシステムの構築及び運用を可能とし､企業の社会
的責任（ CSR）への貢献、地球環境の保全につながると共に 、より広い概念であ
る組織の社会的責任（ SR）への指針として、あらゆる組織の拠り所を示すもの
となろう。
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第３章 エネルギーマネジメントシステム規格（ ISO50001）の実施に
関する研究
はじめに
「エネルギー問題」は、エネルギーの大量消費国といえるわが国にとって、
将来にわたる重要な課題である 。そして、2011 年 3 月に発生した東日本大震災
に伴う原子力発電所事故は、国民のエネルギー問題への関心を高め、再認識さ
せたといえる。エネルギー関連の資源の乏しいわが国では 、1979 年に省エネ法
（エネルギーの使用の合理化に関する法律）が施行され、エネルギーの使用効
率の向上に関して取組みを進めてきた。一方、世界的にみても、欧米の先進国
はもとより、工業化に伴う中国やインドなどの新興国のエネルギー需要が、今
後数年のうちに減少に転じることは考え難い。そして、先進国などのエネルギ
ー大量消費国では、原子力発電への依存度が高い現実がある。従って、今日、
世界各国で、原子力発電と太陽光発電や風力発電などの新エネルギーへの取組
みをどう進めていくのかが問われている 。このような状況のもと、2011 年 6 月
15 日 に 発 行 さ れ た 、 エ ネ ル ギ ー マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム (Energy management
systems-Requirements with guidance for use)に関する国際規格 ISO50001 は、
時宜を得た規格といえる。
ISO50001 は、 ISO(International Organization for Standardization：国際
標準化機構)から発行された規格である。エネルギー問題に関しては、資源の乏
しいわが国のように、比較的古くから、省エネ法などによって独自の取組みを
進めてきた国もある。一方世界的にみると、エネルギー問題は、環境問題のカ
テゴリーの一分野として捉える考え方がある。従って、その場合は、環境マネ
ジメントシステム (Environmental Management System： EMS)の一分野としての
対応がとられているといえる。そして、関連する代表的な環境マネジメントシ
ステム (EMS)の規格としては、 ISO14001 をあげることができる。 ISO14001 は、
1996 年に ISO から発行された規格であって、認証取得数は、ISO のホームペー
ジにて確認することができる。2013 年 5 月時点では、2011 年末の調査結果が最
新情報として示されており、2011 年末時点の世界での ISO140001 認証取得数は、
267,457 件（前年比 15,909 件増）となっている。国別の内訳をみると、認証取
得数の１位は中国であり、わが国は 30,397 件で２位である（ ISO ホームページ
－ ISO Survey 2011）。
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第３章では、新たに発行されたエネルギーマネジメントシステム(EnMS)の世
界標準規格である ISO50001 について、その概要と特徴を論ずる。そして、密接
に関連する規格といえる、環境マネジメントシステム(EMS)の ISO14001 及び、
わが国で先行して運用されている省エネ法も含めて、今後の展開について論じ
ることとする。更に、大手事業所のみでなく、SME（Small and Medium Enterprises:
中小企業）等の組織が新たに ISO50001 に取り組む場合の、内容や成果に関する
評価方法についても考察する。本研究が、あらゆる事業所における、持続的な
発展を志向した EnMS の構築及び運用、そして普及へとつながり、地球環境の保
全に資すればと思う。
第１節． ISO50001 の概要とポイント
本節では、 EnMS として発行された ISO50001 について、その概要とポイント
を明らかにする。
20 世紀の先進国の工業化に伴い、世界のエネルギー消費量は飛躍的に伸びた。
そして、エネルギー資源の需要と供給のバランスが、世界の動向におけるキー
ポイントのひとつとなったといえる。更に、現状では、深刻化した地球温暖化
問題も含めて、エネルギー問題は避けることのできない世界共通の課題である 。
こうした状況のもと、エネルギー問題に対応するために、米国、欧州、中国な
どでは、国レベルでの EnMS 規格の開発や取組みも進められてきた 。図表３－１
－１に ISO50001 開発時に存在した、主な EnMS 規格を示す。
図表３－１－１．主な EnMS 規格（ ISO50001 開発当時）
主な地域・国 規格番号 規格名称
米国 ANSI/MSE 2000-2008 Management System for
Energy
欧州（ EU) EN16001
Energy management
systems-Requirements
with guidance for use
中国 GB/T 23331-2009 Management System for
Energy
日本 なし (ISO14001 での運用及び省エネ法での対応あり )
（出所：「日本規格協会、 2011a」を参考に筆者作成）
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近代社会において、エネルギー問題は、人類の活動に必要不可欠な課題とな
った。それだけに、米国や欧州などでは、その対応として、独自のエネルギー
マネジメントシステムの構築及び取組みもされてきた。そして、わが国のエネ
ルギー問題への対応は、1979 年施行の省エネ法での取組みをはじめ 、ここ十数
年では、ISO14001 の適用範囲の一部としての管理も進められてきた。その点に
おいて、エネルギー問題への取組みは、世界各国で独自に整備運用されてきた
といえる。しかしながら、独自の取組みは、今日の世界のグローバル化のもと
では、運用における共通性や整合性の面で、齟齬が生じる可能性がある。品質
や環境の分野では、既に ISO から世界共通の標準規格として、ISO9001（品質）
及び ISO14001（環境）が発行されており、世界に浸透しつつある。そうした状
況のもと、「国内及び他国との間でのエネルギーマネジメント手法の規格化によ
る効率的な運用や国内外での省エネ関連ビジネスの展開を支援する観点から 、
EnMS の国際規格化の必要性が認識されてきた 」（日本規格協会、2011a、55 頁）。
こうした世界のグローバル化のもとにおいて、エネルギーに関しても、グロー
バルスタンダードが求められ、 ISO50001 が発行されることになった。
ISO50001 は、序文、４つの箇条及び２つの附属書で構成されている。
図表３－１－２に ISO50001 の全体の構成・概要を示す。
図表３－１－２． ISO50001 の全体の構成・概要
箇 条 番
号
タイトル名 項目・内容
－ 序文 ISO50001 作成の趣旨及び目的の説明。
１ 適用範囲 主題の定義：組織が監視し、作用し得る、エネル
ギーパフォーマンスに対して影響を与える全ての
変数への適用を記載。
２ 引用規格 引用規格は無し。
３ 用語及び定義 ISO50001 で使用する、以下に表記の重要な用語を
特定し、その定義を示す。
境界、継続的改善、修正、是正処置、エネルギー、
エネルギーベースライン、エネルギー使用量、エ
ネルギー効率、エネルギーマネジメントシステム 、
エネルギーマネジメントチーム、エネルギー目的、
エネルギーパフォーマンス、エネルギーパフォー
マンス指標、エネルギー方針、エネルギーレビュ
ー、エネルギーサービス、エネルギー目標、エネ
ルギーの使用、利害関係者、内部監査、不適合、
組織、予防処置、手順、記録、適用範囲、著しい
エネルギーの使用、トップマネジメント
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４ エネルギーマネジメン
トシステム要求事項
ISO50001 の本題となる、要求事項の内容を示す。
4.1：一般要求事項
4.2：経営者の責任→トップマネジメント、管理責
任者
4.3：エネルギー方針
4.4：エネルギー計画→一般、法的要求事項及びそ
の他の要求事項、エネルギーレビュー、エネ
ルギーベースライン、エネルギーパフォーマ
ンス指標、エネルギー目的・エネルギー目標
及びエネルギーマネジメント行動計画
4.5：実施及び運用→一般、力量・教育訓練及び自
覚、コミュニケーション、文書化（文書化要
求事項、文書管理）、運用管理、設計、エネル
ギーサービス・製品・設備及びエネルギーの
調達
4.6：点検→監視・測定及び分析、法的要求事項及
びその他の要求事項に対する順守評価、 EnMS
の内部監査、不適合に対する修正、是正処置
及び予防処置、記録の管理
4,7：マネジメントレビュー→一般、マネジメント
レビューへのインプット、マネジメントレビ
ューからのアウトプット
付属書
Ａ(参
考）
この規格の利用の手引
き
概念図等を使用した要求事項の解説及び補足。
付属書
Ｂ
（参考）
関連するマネジメント
システム間の対応
ISO50001:2011,ISO9001:2008,ISO14001:2004 及
び ISO22000:2005 間の対応
（出所：「日本規格協会、 2011a」を参考に筆者作成）
ISO50001 の構成をみると、序文と箇条１には、主に趣旨及び目的についての
説明がある。その内容をみると、ISO50001 は、世界共通の標準規格として、あ
らゆる組織での活用が可能であり、また、管理可能な全てのエネルギーへの適
用を規定している。そして、箇条３では、重要な用語とその定義などの基本と
なる事項の説明がある。ISO50001 の用語及び定義をみると、その特徴として、
エネルギーベースライン、エネルギーパフォーマンス、エネルギーパフォーマ
ンス指標等の表現がある。ISO50001 は計測可能な量としてのエネルギーを管理
する EnMS である。従って、最大の特徴は、使用するエネルギーのベースライン
及びパフォーマンスの指標を決めることにより、そのパフォーマンスを管理し
ていくことといえる。このように、箇条３までは、ISO50001 の基本事項が説明
されている。
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そして、続く箇条４には、本題となる、規格要求事項について具体的内容が
示されている。要求事項自体は、マネジメントシステムの基本となる、プロセ
スアプローチをベースとした”Plan（計画）-Do（実行）-Check（監視及び測定）
-Act（継続的に改善するための処置 ）”（ PDCA）システムの整備運用について規
定している。プロセスアプローチについては、 ISO によって次のように定義さ
れている。プロセスアプローチとは、「組織内において、望まれる効果を生み出
すために、プロセスを明確にし、その相互関係を把握し、運営管理することと
併せて、一連のプロセスをシステムとして適用すること 」（日本規格協会、2008、
2 頁）。つまり、個々の業務フローを明確にして、関連業務の連携を図ることに
より、 PDCA システムを運用していくことといえる。
ISO50001 は、原則として監視及び測定可能な量で表すことのできる、エネル
ギーに関するマネジメントシステムである。従って、その運用の要となる、継
続的な改善には、エネルギーパフォーマンスの向上が、より明確に求められる
ことになる。そして、エネルギーパフォーマンスの構成要素については 、「エネ
ルギーパフォーマンスの概念には、エネルギーの使用、エネルギー効率及びエ
ネルギー使用量が含まれる」（日本規格協会、2011ｂ、111 頁）との記載がある。
図表３－１－３にエネルギーパフォーマンスの概念図、及び、図表３－１－
４に ISO50001 で定義された、エネルギーパフォーマンスの構成要素それぞれの
用語の意味を示す。
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図表３－１－３．エネルギーパフォーマンスの概念図
（出所：「日本規格協会、 2011ｂ」を参考に筆者作成）
図表３－１－４．エネルギーパフォーマンスの構成要素
エ
ネ
ル
ギ
�
パ
フ
�
�
マ
ン
ス
の
構
成
要
素
項目 定義
エネルギー使用 エネルギーの利用の方法又は種類
例：空調、照明、加熱、冷却、輸送、プロセス、製造ライ
ン
エネルギー使用
量
利用されたエネルギーの量
エネルギー原単
位
一定量の生産に必要なエネルギーの量
エネルギー効率 パフォーマンス、サービス、物品、又はエネルギーのアウ
トプットとエネルギーのインプットとの比又はその他の
定量的な関係
例：変換効率、必要エネルギー／使用エネルギー 、アウト
プット／インプット、又は理論的操業エネルギー／実際の
操業エネルギー
その他 その他の関連する要素
（出所：筆者作成）
エネルギー
パフォーマン
エネルギ
ー
エネルギ
ーエネルギ
ー
エネルギ
ー
その他
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第２節． ISO50001 と ISO14001 の関係
エネルギー問題は、環境問題のカテゴリーの一分野として捉える考え方があ
る。従って、その場合は、環境マネジメントシステム (Environmental Management
System： EMS)の一分野としての対応がとられているといえる。そして、関連す
る代表的な環境マネジメントシステム (EMS)の規格としては、 ISO14001 をあげ
ることができる。欧州では ISO14001 をもとにエネルギーマネジメントシステム
として開発された EN16001 も存在する。このことからも、 ISO においては、
ISO50001 の開発に当たり、当初から ISO14001 との整合性の確保が提案されて
いた。図表３－２－１に、 ISO50001 と ISO14001 の項目対比表を示す。
図表３－２－１． ISO50001 と ISO14001 の項目対比表
ISO50001： 2011 ISO14001： 2004
箇条 基準 箇条 基準
4 エ ネ ル ギ ー マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ
ム要求事項
4 環境マネジメントシステム要
求事項
4.1 一般要求事項 4.1 一般要求事項
4.2 経営者の責任
4.2.1 トップマネジメント 4.4.1 資源、役割、責任及び権限
4.2.2 管理責任者 4.4.1 資源、役割、責任及び権限
4.3 エネルギー方針 4.2 環境方針
4.4 エネルギー計画 4.3 計画
4.4.1 一般 4.3 計画
4.4.2 法 的 要 求 事 項 及 び そ の 他 の 要 求
事項
4.3.2 法的及びその他の要求事項
4.4.3 エネルギーレビュー 4.3.1 環境側面
4.4.4 エネルギーベースライン
4.4.5 エネルギーパフォーマンス指標
4.4.6 エネルギー目的、エネルギー目標
及 び エ ネ ル ギ ー マ ネ ジ メ ン ト 行
動計画
4.3.3 目的、目標及び実施計画
4.5 実施及び運用 4.4 実施及び運用
4.5.1 一般 4.4.6 運用管理
4.5.2 力量、教育訓練及び自覚 4.4.2 力量、教育訓練及び自覚
4.5.3 コミュニケーション 4.4.3 コミュニケーション
4.5.4 文書化
4.5.4.
1
文書化要求事項 4.4.4 文書類
4.5.4.
2
文書管理 4.4.5 文書管理
4.5.5 運用管理 4.4.6 運用管理
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4.5.6 設計
4.5.7 エネルギーサービス、製品、設備
及びエネルギーの調達
4.6 点検 4.5 点検
4.6.1 監視、測定及び分析 4.5.1 監視及び測定
4.6.2 法 的 要 求 事 項 及 び そ の 他 の 要 求
事項に対する順守評価
4.5.2 順守評価
4.6.3 EnMS の内部監査 4.5.5 内部監査
4.6.4 不適合に対する修正、是正処置及
び予防処置
4.5.3 不適合並びに是正処置及び予
防処置
4.6.5 記録の管理 4.5.4 記録の管理
4.7 マネジメントレビュー 4.6 マネジメントレビュー
4.7.1 一般 4.6 マネジメントレビュー
4.7.2 マ ネ ジ メ ン ト レ ビ ュ ー へ の イ ン
プット
4.6 マネジメントレビュー
4.7.3 マ ネ ジ メ ン ト レ ビ ュ ー か ら の ア
ウトプット
4.6 マネジメントレビュー
（出所：「日本規格協会、 2011ｂ」を参考に筆者作成）
ISO50001 は、環境問題のカテゴリーの一分野として捉える場合、代表的な環
境マネジメントシステム (EMS)の規格である、 ISO14001 との整合性が求められ
る。図表２－１は、ISO50001 の箇条（項目）の内容に合わせて、対応する ISO14001
規格の箇条を並び替えて当てはめたものである。図表２－１からは、ISO50001
と ISO14001 の箇条が、序列は異なるものの大枠において共通していることが読
み取れる。
ここで、 ISO50001 の特徴を ISO14001 と比較してみていくと、計画段階にお
いて、表現の異なる点が見えてくる。まずは、計画段階の部分における、管理
要素に関する「側面」と「使用」という用語の違いである。いずれの規格にも 、
箇条４ .３（ ISO50001 では箇条４.４）の計画（エネルギー計画）の基準部分に
おいて、管理する変動要素・要因を特定するとの記載がある 。ISO14001 規格で
は、計画段階において、組織が「環境側面及び著しい環境側面」を特定し、管
理することを求めている。対する ISO50001 では、エネルギー計画の項目として
の「エネルギーレビュー」の基準の中で、「エネルギーの使用及び著しいエネル
ギーの使用」を特定し、管理することを求めている。図表３－２－２に、ISO14001
の「環境側面」と ISO50001 の「エネルギーの使用」の内容を示す。
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図表３－２－２．ISO14001 の「環境側面」と ISO50001 の「エネルギーの使用」
の内容
（出所：「日本規格協会、 2011ｂ」を参考に筆者作成）
ISO14001 において、特定し、管理する対象は、環境側面であり、「 aspect」
で表現されている。従って、これは、第１に、組織が関与・関連する、環境に
関する「状態」を定性的に把握して管理することが求められているといえる。
一方、ISO50001 では、特定し、管理する対象は、「エネルギーの使用： energy use」
であって、「使用量」を定量的に把握して管理することが第１とされていること
がわかる（日本規格協会、 2011ｃ、 27 頁）。
ISO14001 における、管理対象（環境）の要求事項を考えてみると、その適用
範囲の可能性は大変広く、対応の難度もさまざまである。そのために、規格要
求事項として、パフォーマンスの向上自体を要求事項とするには、コストその
他を含めてハードルが高くなる 。従って、ISO14001 では、パフォーマンスの向
上は重視するものの、要求事項としては、定量的なパフォーマンスの向上は謳
わず、環境マネジメントシステムの構築及び維持を柱としている 。これは、PDCA
サイクルを回しスパイラルアップしていくという、システムアプローチの仕組
みを重視することといえる。対する ISO50001 では、エネルギーの効率、使用及
び使用量を含むエネルギーパフォーマンスを改善するために必要なシステム及
びプロセスの確立を可能とすることを目的としている。従って、ISO50001 では、
用語 定義 関連基準の要旨
ISO14001
環境側面
（ environmenta
l aspect）
環境と相互に作用する可能性
のある、組織の活動又は製品
又はサービスの要素
組織は、次の事項にかかわる手順
を確立し、実施し、維持すること。
活動又は製品又はサービスについ
て組織が管理できる環境側面及び
組織が影響を及ぼすことができる
環境側面を特定する。著しい環境
側面を決定する。
ISO50001
エネルギーの使
用（energy use）
エネルギーの使用の方法又は
種類
例：空調、照明、加熱、冷却、
輸送、プロセス、製造ライン
組織は、エネルギーレビューを構
築し、記録し、維持しなければな
らない。次によって、エネルギー
の使用及び使用量を、測定及びそ
の他のデータに基づき、分析する。
→現時点のエネルギー源を特定す
る。
→過去及び現在のエネルギーの使
用及び使用量を評価する。
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エネルギーの効率的な使用を可能とすること、すなわち、定量的にパフォーマ
ンスの向上を図ることが柱となる。
これらの違いは、管理する変動要素・要因に関する基本的な考え方に反映さ
れている。ISO50001 では、変動要素・要因の具体的な管理基準を定め、運用す
ることによる、定量的なパフォーマンスの向上を要求事項としている。
図表３－２－３に ISO14001 の変動要因とされる「環境側面」に関する基準と、
ISO50001 の変動要素・要因に関する基準「エネルギーレビュー」「エネルギー
ベースライン」「エネルギーパフォーマンス指標」の定義を示す。
図表３－２－３． ISO14001 と ISO50001 の変動要素・要因に関する用語・基準
用語 定義
ISO
1400
1
環境側面
（ environmental
aspect）
環境と相互に作用する可能性のある 、組織の活動又は
製品又はサービスの要素
ISO
5000
1
エネルギーレビュー
（ energy review）
データ及びその他の情報に基づいて 、組織のエネルギ
ーパフォーマンスを決定し、改善の機会を導くもの
エネルギーベースラ
イン（ energy
baseline）
エネルギーパフォーマンス比較のために設けられた
定量的な基準（複数の場合もある）
注記 1.特定の期間が反映される。
注記 2.生産高、デグリデー（度日）などエネルギーの
使用及び／又はエネルギー使用量に影響する変数を
用いて正規化することができる。
注記 3.省エネルギーの計算において 、エネルギーパフ
ォーマンスの改善活動の導入の前後の基準としても
使用される。
エネルギーパフォー
マンス指標（ energy
performance
indicator,
EnPI）
組織によって定められたエネルギーパフォーマンス
の定量的な値又は尺度
注記 EnPIs は、単純な数値、比、又はより複雑なモ
デルとして表すことができる。
（出所：「日本規格協会、 2011ｂ」を参考に筆者作成）
図表３－２－３から、 ISO14001 の変動要素・要因に関する用語「環境側面」
の定義は、「環境に作用する可能性のある要素」といえる。一方、 ISO50001 で
は、エネルギーベースラインの定義に 、「定量的な基準」とあり、エネルギーパ
フォーマンス指標の定義には、「定量的な値又は尺度」との記載がある。従って、
この内容からも、規格の要求事項として管理し、維持すべきターゲットは、
ISO14001 では「要素」であって、 ISO50001 では「定量的な値」等となる。
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以上の内容から、 ISO50001 と ISO14001 の関係は、次のような２つの特徴を
持つといえる。１つ目は、マネジメントシステムとしての基準の項目である。
この点については、両者が大枠において共通していることがわかる 。２つ目は、
要求事項として特定し、管理する対象である。この点について、ISO14001 では、
「要素」すなわち、マネジメントシステムの仕組みを主な対象にしているとい
える。対する、 ISO50001 では、「定量的な値」すなわち、パフォーマンスの向
上を主な対象としていることがわかる。
第３節．ISO50001 と省エネ法（エネルギーの使用の合理化に関する法律）
の関係
エネルギー問題は、資源が乏しくかつエネルギーの大量消費国といえるわが
国にとって、将来にわたる重要な課題である。そのために、わが国では比較的
古くからエネルギーに関する取組みが進められてきた。法整備としては、 1951
年 4 月に熱管理法が制定され、当該法による工場や事業場における、熱に関す
る効率的な運用が求められた。そして、1973 年の第一次石油危機を契機として 、
電気エネルギーの管理も含めた「省エネ法」が、熱管理法の廃止とともに 1979
年 10 月に施行された。あらたに定められた省エネ法の施行目的は 、次の通りと
なっている。「内外におけるエネルギーをめぐる経済的社会的環境に応じた燃料
資源の有効な利用の確保に資するため、工場等、輸送、建築物及び機械器具に
ついてのエネルギーの使用の合理化に関する所要の措置その他エネルギーの合
理化を総合的に進めるために必要な措置等を講ずることとし、もって国民経済
の健全な発展に寄与すること」（省エネ法、第１条、 1979）。
省エネ法には、当然のことながら、法に基づく義務と規制が存在するが、そ
の概要は次のようになっている。まず、規制の対象は、ひとつの事業者（工場
や事務所を含む事業者全体）として、 1 年間に使うエネルギー使用量（原油換
算値）が合計で 1,500kl 以上となる事業者（企業等）である。そして、当該事
業者は、そのエネルギー使用量を国へ届け出て、特定事業者の指定を受けなけ
ればならないとされている。特定事業者に指定されると、エネルギー統括者・
管理企画推進者及びエネルギー管理者 ・管理員を選任し、届け出る必要がある 。
そして、国が定めた判断基準に基づくエネルギー管理標準を定め、日々の管理
を実践することとなっている。更に、年間管理として、エネルギーの使用実績
及び原単位分析と評価の報告となる定期報告書、並びに今後５年間の中長期計
画書を提出する義務がある（省エネルギーセンター、 2010、４頁）。
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ISO50001 と省エネ法は、国際標準の規格と一つの国の法律という違いはある
が、いずれもエネルギーの使用に関するものであり、内容は密接に関連してい
る。図表３－３－１に、 ISO50001 と省エネ法の関係を示す。
図表３－３－１ ISO50001 と省エネ法の関係
ISO15001 省エネ法
対象事業者 全ての組織に適用可能 年間 1,500kl 以上使用（原
油換算）の事業者を指定
エネルギーの定義・適用範
囲
電気、燃料、蒸気、熱、圧
縮空気及びその類似の媒体
（エネルギーパフォーマン
スに対して影響を与える全
ての変数
燃料（石油製品、可燃性天
然ガス並びに石炭製品）並
びに熱及び電気
管理体制 トップマネジメント、管理
責任者、エネルギーマネジ
メントチーム（部門別担当
者等）による業務管理
エネルギー管理統括者、エ
ネルギー管理企画推進者、
エネルギー管理者又はエネ
ルギー管理員（指定内容に
より異なる）による業務管
理
管理方法 規格に基づく、PDCA サイク
ル「エネルギー管理の方針
及び計画を策定（ P)⇒実施・
運用（ D)⇒点検及びマネジ
メントレビュー（ C,A）」に
て管理
国が定めたエネルギー管理
の判断基準（ガイドライン）
に 基 づ く 管 理 標 準 を 設 定
し、使用実績の把握及び原
単位の管理を実施
報告書 報告書作成の義務無し。但
し、規格に基づく文書化及
び記録の作成・維持は必須
法に基づく報告義務有⇒定
期報告書（年間のエネルギ
ー使用実績及び原単位分析
と全体評価）と中長期計画
書（今後 5 年間の計画と省
エネ対策の実行）
（出所：筆者作成）
ISO50001 も省エネ法も、使用するエネルギーを把握し、管理することが主目
的である。従って、両者には共通点が多いといえる。しかしながら、両者には
適用範囲の違い等、それぞれの立ち位置として異なる点もある。ISO50001 は、
国際標準規格として、管理可能な全てのエネルギーと、あらゆる組織への適応
を対象としている。それに対して、省エネ法は、わが国の法律であり、一定以
上のエネルギーを消費する事業者を対象にした国の規制である。従って、管理
の思想にも違いがみえる。省エネ法は、エネルギー消費量の多い事業者に対象
を絞り、規制をかけることによって、国内におけるエネルギーの使用の合理化
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を図っている。そのために、詳細にわたるエネルギー管理の判断基準を定め、
指定された事業者による管理標準の設定とその順守を求めている。
図表３－３－２に、省エネ法による工場・事業場の判断基準の構成を示す。
図表３－３－２ 省エネ法による工場・事業場判断基準の構成
（出所：省エネルギーセンター、 2007、 109 頁）
図表３－３－２をみると、「基準部分」と「目標及び措置部分」に分かれてい
ることがわかる。基準部分は、日々の管理に関する項目であり、次の６分野ご
とに工場・事業場で遵守すべき基準（判断基準）を示している。
① 燃料の燃焼の合理化
② 加熱及び冷却並びに伝熱の合理化
③ 排熱の回収利用
④ 熱の動力等への変換の合理化
⑤ 放射、電動、抵抗等によるエネルギーの損失の防止
⑥ 電気の動力、熱等への変換の合理化
「基準部分」は、以上の６分野に関して 、「管理」、「計測・記録」、「保守・点
検」、「新設に当たっての措置」の４項目についての遵守すべき内容を定めてい
事業者の
判断基準
目標及び
措置部分
・必要な項目に対する管理標準の設定
・主要な設備に対する諸基準の順守
・きめ細かいエネルギー単位の徹底
Ⅱ エネルギーの使用の合理化の目標
及び計画的に取り組むべき措置
・中長期的にみて年平均１％以上のエ
ネルギー消費原単位の低減を目標と
した諸目標の実現への努力
・中長期的な視点に立った計画的な取
組みへの努力
基 準 部 Ⅰ エネルギーの使用の合理化の基準
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る（省エネルギーセンター、2007、109 頁）。それ故に、判断基準の「基準部分」
は、エネルギーの使用に関する日々の管理についての、詳細なガイドラインで
あるといえる。そして、「目標及び措置部分」は、５年スパンで、年平均のエネ
ルギー消費原単位を低減していくという、中長期的な視点での管理の手順を定
めている。従って、省エネ法における判断基準は、「目標及び措置部分」で中長
期的な目標と計画を定め、「基準部分」で詳細なガイドラインをベースに日々の
管理・改善を進めていくための基準といえる。
省エネ法は、省エネの目的のもとに、対象のエネルギーを決め、その使用量
の多い事業者に対して、燃料の燃焼の合理化・電気の動力、熱等への変換の合
理化など個別具体的な判断基準を定めている。従って、対象とされた事業者の
管理標準は、法令に基づくガイドラインに準じての作成及び運用による管理が
求められることになる。
これに対して、ISO50001 は、もともと世界のあらゆる事業者を対象にして構
築された世界標準規格である。管理体制に関しては、トップマネジメント、管
理責任者、エネルギーマネジメントチーム（部門別担当者等）による業務管理
の仕組みを要求事項としているが、省エネ法のように何らかの資格が求められ
ているわけではない。管理方法に関しては、規格に基づく、PDCA サイクル「エ
ネルギー管理の方針及び計画を策定（ P)⇒実施・運用（ D)⇒点検及びマネジメ
ントレビュー（ C,A）」の運用管理をベースとしている。そして、管理方法につ
いても、エネルギーの使用の実態を把握、管理することによるエネルギーパフ
ォーマンスの向上の取組みを要求事項としてはいるが、省エネ法のような個別
具体的な判断基準を定めているわけではない。文章類をみると、文書・記録類
に関しては、エネルギーマネジメントシステムに関する社内規定の文書化や記
録類の整備を要求事項としているが、国や外部への報告義務があるわけではな
い。
ISO50001 は、世界の 32 か国が参加して構築された世界標準規格である。従
って、ISO50001 に取り組む事業者による規格要求事項の整備運用は、当該事業
者が所属する各国のエネルギーに関する情勢や法令を考慮しての、各事業者の
裁量にまかされている。あくまでも、ISO50001 は、世界標準規格としての枠組
みを提供するものであり、その点において、あらゆる事業所での立場や情勢に
応じた使用を可能とした規格である。
ISO50001 と省エネ法は、密接な関係にあり、それぞれの特徴を生かした両者
の総合的な使用によって、より大きな成果を生み出すことも可能といえる。
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第４節． ISO50001 の実践状況
ISO50001 は、2011 年 6 月に発行された国際標準規格である。わが国の対応を
みると、ISO50001 は、2011 年 8 月には資源エネルギー庁における省エネ関連の
委託事業競争入札の加点要素項目に追加されており、 2011 年 10 月には JIS 化
もされている。その後も、ISO50001 の導入事例等をウエブサイトに公開してお
り、国として普及促進を図っていることがわかる。しかしながら、導入事例に
ついては、省エネ関連雑誌等に紹介されてはいるが、その数は数例と非常に少
ない。現状では、 2013 年 8 月末時点で 10 例が紹介されている資源エネルギー
庁のウエブサイトが、最新のデータを反映しているといえる。
海外の実践状況をみると、主要国の動向が資源エネルギー庁のウエブサイト
に示されている。その中でもドイツは、エネルギー管理に関して法改正によ る
ISO50001 への適合性を求めつつ、減税措置を講じるなど、ISO50001 の普及に大
変積極的である。ドイツ連邦環境局 (German Federal Environment Agency)では、
数か月に 1 回、世界各国における ISO50001 の認証取得数の調査と公表も行って
いる。図表３－４－１に、わが国の ISO50001 普及促進のための活動を示す。図
表３－４－２に、国外主要国の動向及び ISO50001 の認証取得数を示す。
図表３－４－１ 日本政府による ISO50001 の普及啓発活動
年月 内容
2011 年 8 月～ 資源エネルギー庁における省エネ関連の委託事業競争入札の際 、
ISO50001 の認証取得の有無を、加点要素項目として追加。
2011 年 10 月 JIS 規格 (JIS Q50001)を発行。
2012 年 2 月 環境配慮契約法基本方針関連資料において、契約先事業者を選定
する際の評価項目に、 ISO50001 の認証取得の有無を追加。
2012 年 4 月 ｢エネルギー使用合理化事業者支援補助金｣において、ISO50001 認
証における記載を、省エネ法中長期計画における記載と同様に扱
うことを決定。
2012 年 5 月 ｢夏季の省エネルギー対策｣において、産業界等に対し、省エネ・
節電のために ISO50001 の導入について検討するよう推奨。
2012 年 10 月 ISO50001 情報発信ウエブサイトを公開 (ISO50001 の導入事例や導
入活用のポイントなど、更に主要各国の取組み等を公開）。
（出所：｢資源エネルギー庁ホームページ｣を参考に筆者作成）
図表３－４－２ 国外主要国の動向及び ISO50001 の認証取得数
国名 動向 認証取得数
１ 米国
エネルギーマネジメントのための米国工業規格
を 2011 年 6 月 ISO50001 発行にあわせて移行済
み。
米国エネルギー省は、 ISO50001 の実施を前提条
件とした SEP(Superior Energy Performance)プ
① 26 社 (資源エネル
ギー庁 )
② 20 社 (2013 年 5 月
ド イ ツ 連 邦 環 境 局
調べ。 )
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ログラムを活用。
２ 中国
ISO50001 の要求事項を反映した国家エネルギー
管理規格 (GB/T23331-2009)を発行済み。
エネルギー消費量の多い (標準炭換算で 1 万ト
ン )以上の 17,000 社を対象として、EnMS を推進。
認証取得組織には、補助金等の支援処置。
① 36 社 (資源エネル
ギー庁 )
② 2 社 (2013 年 5 月
ド イ ツ 連 邦 環 境 局
調べ。 )
３ 英国
英国認定機関 UKAS(United Kingdom Accreditati
on Services)による EN16001 の認証組織は、 ISO
50001 に自動的に移行される。
①不明 (資源エネル
ギー庁 )
② 55 社 (2013 年 5 月
ド イ ツ 連 邦 環 境 局
調べ。 )
４ フラン
ス
EN16001 の認証組織は、必要とされる要求を満足
していれば、 ISO50001 への自動的以降が可能。
政府は認証取得の支援政策として｢省エネ証明書
(energy saving certificate)｣の導入を開始。
① 14 社が申請 (資源
エネルギー庁 )
② 29 社 (2013 年 5 月
ド イ ツ 連 邦 環 境 局
調べ。 )
５ ドイツ
ドイツ認定機関 DAKKS(Die Deutsche Akkreditie
rungsstelle GmbH)は、EN16001 から ISO50001 へ
移行する過渡的処置を実施。
｢再生可能エネルギー法 (EEG)｣の改正で ISO50001
の適合性が問われるが、認証取得企業に対する減
税措置が講じられる。
EEG の改正で 2,400 社が ISO50001 の認証取得が
必要となるため、全企業の 1%は認証取得すると
想定されている。
① 14 社 (資源エネル
ギー庁 )
② 985 社 (2013 年 5
月 ド イ ツ 連 邦 環 境
局調べ。 )
（出所：｢資源エネルギー庁及びドイツ連邦環境局のホームページ｣を参考に筆
者作成）
図表３－４－１をみると、ISO50001 の普及に関して、わが国は積極的に取り
組んでいることがわかる。
しかしながら、現状、原因は不明であるが、実際の普及は進んでいない。この
傾向は、図表３－４－２のドイツを除く欧米の主要国においても同様である。
欧州では、エネルギーマネジメントシステム規格として、 EN16001 が先行して
おり、英国やフランス、ドイツであまり大きな違いは考えにくい。
但し、あえてドイツのポイントをみてみると、法律改正の手法の違いがみえ
る。 EN16001 は、欧州のエネルギーマネジメントシステムに関する規格ではあ
るが、法律ではない。その中でも、ドイツは、EN16001 から ISO50001 へ移行す
るに伴い、ISO50001 への適合性と減税措置という法的な義務と優遇措置を併用
することで、ISO15001 の普及対応を取りやすくしたものといえる。その結果と
して、ドイツでは、現状の ISO15001 の認証取得は明らかに増加している。ちな
みに、認証取得の組織数でみると、 2013 年 3 月時点での認証取得組織数の 616
件に対して、2013 年 5 月時点での認証取得組織の数は 985 件と、わずか 2 か月
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で大幅な伸びを見せている。
わが国の認証取得数は、審査機関を認定している日本適合性認定協会（ Japan
Accreditation Board：JAB）の最新データ（2013 年 9 月）によると、14 件とな
っている。これは、 2013 年 5 月ドイツ連邦環境局の調査件数の 20 件と異なっ
ている。JAB のデータは、JAB が認定した国内の認定機関によって審査登録され
た件数である。それに対して、ドイツ連邦環境局のデータは、海外の認定機関
によって審査登録された件数を含んでおり、その海外登録が 6 件あるものと推
測される。
ISO50001 では、適用範囲を、あらゆるエネルギーとその使用と定義している。
従って、エネルギー使用に関しては、省エネ法のように年間使用量が原油換算
で 1,500ｋｌ以上の事業所を規制するものとは異なり、規格としての制限はな
い。そのために、資源エネルギー庁紹介の事例も規模や使用するエネルギーの
消費量はさまざまである。ここでは、規模や法令（規制）の違いによる取り組
み状況を明らかにするため、10 例のうち、3 例に絞り込み、特徴を見ることに
する。具体的には、エネルギー使用量が多く省エネ法の規制も受けている事業
者と、エネルギー使用量が少なく省エネ法の規制を受けていない事業者につい
ての実践状況を明らかにする。
図表３－４－３に、 ISO50001 の導入事例を示す。
図表３－４－３ ISO50001 の導入事例
㈱日立製作所
大みか事業所
鍋屋バイテック㈱ オーエム通商㈱
業種 イ ン フ ラ シ ス テ ム 設
計製造業
鋳物製造業 産業廃棄物処分業
規模 従業員約 4,000 人
（大みか事業所人員）
従業員 320 人
資本金 623 百万円
従業員 107 人
資本金 60 百万円
指定･認証 第 一 種 エ ネ ル ギ ー 管
理 指 定 工 場 、
ISO14001、 ISO9001
第 二 種 エ ネ ル ギ ー
管 理 指 定 工 場 、
ISO14001、 ISO9001
ISO14001
認 証 取 得 に 要
した期間
約 1 年 約 7 ヵ月 約 11 ヵ月
ト ッ プ マ ネ ジ
メント
事業所長 社長 社長
エ ネ ル ギ ー 方
針
従業員に配布、ウエブ
サイトに公開
ウ エ ブ サ イ ト に 公
開
ウ エ ブ サ イ ト に 公
開
エ ネ ル ギ ー 目
標
エ ネ ル ギ ー 消 費 原 単
位の１％削減
生 産 高 エ ネ ル ギ ー
消 費 原 単 位 の ３ ％
削減
前 年 度 比 エ ネ ル ギ
ー 消 費 原 単 位 １ ％
削減
エ ネ ル ギ ー パ
フ ォ ー マ ン ス
指標
Ｃ Ｏ 2 排 出 量 原 単 位
(事業所全体ベース )
エ ネ ル ギ ー 消 費 原
単位 (照明･空調 )
エ ネ ル ギ ー 消 費 原
単位［＝ (電力＋軽
油)／出荷量］
活動 エ ネ ル ギ ー マ ニ ュ ア 総 合 マ ネ ジ メ ン ト 総 合 マ ネ ジ メ ン ト
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ル文書化､センサーと
イ ン ト ラ ネ ッ ト を 活
用 し た 電 力 使 用 量 の
視覚化､太陽光発電設
備 ･ 蓄 電 池 設 備 ･
FEMS(空 調 設 備 )の 導
入､運用基準の改訂実
施｡
留 意 点 と し て 幹 部 承
認 徹 底 と 各 部 門 長 の
理解度向上、各部委員
会、ワーキンググルー
プ 委 員 へ の 動 機 付 け
等。
マニュアル文書化、
EMS/QMS の内部監査
員の活用･教育⇒エ
ネ ル ギ ー パ フ ォ ー
マンスの評価・改善
提 案 の で き る 人 材
育成。外部コンサル
無し、省エネ法管理
手法の活用等。
マニュアル文書化 、
複 数 台 稼 働 設 備 の
最適台数制御、ピー
ク時電力の抑制、照
明の LED 化、ISO 事
務 局 を 中 心 と し た
教 育 ⇒ 認 証 機 関 の
無 料 セ ミ ナ ー へ の
参加、市販書籍読解
による自己研鑽等。
成果 電力コスト 13%削減達
成 (前期比 )
原 単 位 の 16.6～ 4%
削減達成 (前年比 )
原単位の 1%削減達
成 (前年比 )
（出所：｢資源エネルギー庁及び各社ホームページ｣を参考に筆者作成）
図表３－４－３から、３社の特徴を明らかにする。まず、３社の認証取得に
要した期間は、約７ヵ月から１年となっている。日立製作所大みか事業所と鍋
屋バイテックは、第一種と第二種の指定の違いはあるものの、いずれも省エネ
法の指定事業者である。それに対して、オーエム通商は、省エネ法の指定基準
となる前年度のエネルギー消費量が原油換算で 1,500ｋｌに達しておらず、省
エネ法の規制対象ではない。従って、省エネ法に基づくエネルギー管理につい
ては、日立製作所大みか事業所と鍋屋バイテックには、過去からの実績がある
が、オーエム通商にはない。にもかかわらず、オーエム通商における ISO50001
の認証取得までの期間は、約 11 ヵ月と、鍋屋バイテックの 7 ヵ月には及ばない
ものの、決して長くはない。これは、オーエム通商が、先行して運用してい る
ISO マネジメントシステム規格の取組みにより、マネジメントシステムの基盤
ができていたことによるものと推定できる。
ここで、ISO のマネジメントシステムの認証取得をみると 、3 社とも環境のマ
ネジメントシステムの ISO140001 を認証取得していることがわかる。もともと
ISO14001 は、汚染の予防に関して、有害な環境影響を低減するために 、資源の
効率的使用、代替エネルギーの利用等を求めている。これまでは、省エネ法の
指定事業者では、エネルギー関連は省エネ法で管理し、 ISO140001 の適用範囲
の項目から除いて運用しているケースもあった。そてに対して、省エネ法で指
定されない小規模事業者では、ISO14001 の適用範囲にエネルギー管理を含める
ケースが通常の対応となる。特に、ビルのテナントの事務所等では、主要な管
理項目を、紙・ごみ・電気の省力、効率化として、ISO14001 の認証を取得する
ケースがひとつのパターンとして存在する。オーエム通商は、 2003 年 2 月に
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ISO14001 の認証を取得している。これらのことから、オーエム通商は、エネル
ギー管理を適用範囲の項目に含めた、 ISO のマネジメントシステムを構築し、
運用してきたものと考えられる。従って、オーエム通商は、省エネ法に基づく
管理の実績はなくとも、 ISO のマネジメントシステムの運用実績をベースとし
た取組みを進めることにより、 1 年以内の認証取得を可能としたものと推測さ
れる。
鍋屋バイテックは、2000 年に ISO9001 と IS14001 を同時取得しており、2010
年には、省エネ法の特定事業者になっている。更に、 エネルギーパフォーマン
ス指標を「照明･空調」のエネルギー消費原単位に絞り込み 、取組みを進めたた
め、約７ヵ月という短期間での認証取得を可能としたものと推定できる。
次に、活動についてみると、３社ともマニュアルの文書化を実施し社員に周
知するとともに、エネルギー方針をウエブサイトに公開している。これは、内
外に決意、取り組み姿勢を表明する ことによる、社員の意識高揚にもつながっ
ていると考えられる。そして、ハード面では、省エネ部品や省エネ設備の導入
など、中長期の取組みを見据えた初期投資を実施している 。ISO50001 は、エネ
ルギー管理に特化したマネジメントシステムのため、要求事項は、管理の範囲
は狭く深いものとなっている。そのために、人材育成・確保は大切なものとな
る。ISO50001 では、トップマネジメントの姿勢、外部への表明を重視している。
そのために、各社はエネルギー方針をウエブサイトに開示している。管理体制
及び監査・評価も重要な要素であり、各社とも関係者の研修や自己研鑽を重視
した活動を展開していることがわかる。
第５節． ISO50001 実施の評価
ISO50001 は、国際規格として発行された、エネルギー管理に関するマネジメ
ントシステムの世界標準規格である。そして、マネジメントシステムの運用に
は PDCA サイクルが必要不可欠であることは、すでに述べた。ここでは、ISO50001
の運用にとって最も重要なプロセスのひとつといえる 、PDCA サイクルの”Ｃ（チ
ェック＝評価）”について述べる。具体的には、ISO における監査のための指針
である ISO19011 規格に関する内容及び特徴を、主に監査の原則並びに個人的特
質と力量に焦点を当てて示す。ISO19011 は、2011 年 11 月に改訂版が発行され、
あらゆるマネジメントシステムへの適用が可能となっている。
ISO19011 は、 2002 年 10 月に、品質及び／又は環境マネジメントシステム監
査のための指針として、制定された。そして、2003 年には JIS 化が実現し、JIS
Q 19011 と し て 日 本 工 業 規 格 に も な っ て い る 。 ISO19011 は 、 ISO9001 及 び
ISO14001 の世界的な認証取得の拡がりを受け、組織の品質及び／又は環境方針
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の効果的な実施を監視し、検証するための、マネジメントツールとして、監査
の重要性を強調する規格となった（日本規格協会、 2003、 15 頁）。これには、
1987 年に発行された ISO9001（品質マネジメントシステム規格）、及び 1996 年
に発行された ISO14001（環境マネジメントシステム規格）の、世界的な認証取
得の拡がりが関係しているといえる。
もともと、品質マネジメントシステムの監査の指針と環境マネジメントシス
テムの監査の指針は別々に制定されていた。しかし、品質と環境のマネジメン
トシステムが普及していくなかで、共通部分の多い、両マネジメントシステム
の効率的運用が求められた。そのために、両者の統合により効率的な運用を可
能とすること、そしてまた、審査員・監査員の資質の向上を図ることを目指し
て ISO19011 が発行された。しかしながら、その後、他の数種のマネジメントシ
ステム規格が制定されたため、監査の指針には、品質と環境だけではなく、他
のマネジメントシステム監査への対応を希望する声も多かった。加えて、認証
機関による認証審査（第三者監査）と、内部監査・ユーザーの立ち入り監査等
（第一者監査・第二者監査）は、性質が異なるとして、認証機関による認証審
査に対する要求事項が、「 ISO17021:2011」として制定された。そのために、
ISO19011 は、対象とするマネジメントシステム規格を拡大し、対象とする監査
の種類を認証機関による認証審査を除く内部・外部監査とするための改正作業
が進められた。そして ISO19011 は、 ISO19011:2011（ Guidelines for auditing
management systems）として発行された（日本規格協会、2012ｂ、 3 頁）。この
改訂では、適用範囲の変更を伴ったため当然ながら、いくつかの事項について
考慮・改訂されている。図表３－５－１に、ISO19011：2011 の主な改正点を示
す。
図表３－５－１ ISO19011:2011 の主な改正点
項目 主な改正点
１ 第三者認証審査は対象としない。
２ 全てのマネジメントシステム監査を対象とする。
３ 監査に係るリスクを取り上げる。
４ 監査手法として、情報通信技術を活用したリモート監査 （遠隔地監査）を考
慮する。
５ 力量についての考え方を明確に記載する。
６ 旧規格の本体に枠組みで記載のあった実用上の手引きについて 、重要なもの
は指針として本文に記載し、参考となるものは付属書に移した。
（出所：「日本規格協会、 2012ｂ、 3 頁」を参考に筆者作成）
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図表３－５－１から、ISO19011：2011 の最大の特徴は、適用範囲・枠組みの
変更となる、項目１及び２といえる。項目１に関しては、既に述べた。項目２
に関しては、今回、付属書Ａ（参考）として、対象の主なマネジメントシステ
ム監査に関する、監査員の知識及び技能の例が示されている。具体的なマネジ
メントシステムの名称としては、環境、品質、情報セキュリティ、労働安全衛
生、リスク対応・事業継続、輸送安全、記録マネジメントである。
図表３－５－２に、一例として、環境マネジメント分野に固有の監査員の知
識及び技能の例を示す。
図表３－５－２ 環境マネジメント分野に固有の監査員の知識及び技能の例
Ｎｏ 知識及び技能
１ 環境用語の知識
２ 環境指標及び統計学の知識
３ 計測科学及び監視技法
４ 生態系の相互作用及び生物多様性の知識
５ 環境媒体（例えば、大気、水、土地、動物、植物）に関する知識
６ リスクを明確にするための技法（例えば、著しい環境側面の評価の方法を
含めた、環境側面／環境影響の評価）
７ ライフサイクルアセスメント
８ 環境パフォーマンス評価
９ 汚染の予防及び防止（例えば、汚染防止又はエネルギー効率のための利用
可能な最善の技法）
１０ 発生源の低減、廃棄物の最小限化、再利用、リサイクル及び処理の慣行及
びプロセス
１１ 危険有害物質の使用
１２ 温室効果ガス排出量の算定及び管理
１３ 天然資源の管理（例えば、化石燃料、水、植物及び動物、土地）
１４ 環境設計
１５ 環境報告及び開示
１６ プロダクトスチュワードシップ
１７ 再生可能技術及び低炭素技術
（出所：「日本規格協会、 2012ｂ、 217～ 219 頁」を参考に筆者作成）
ISO では、対象となる主なマネジメントシステムに関して監査員に必要とさ
れる知識及び技能を明確化し、運用のポイントを示すことにより、監査員の資
質の向上を図ったといえる。
次に、 ISO19011： 2011（以下 ISO19011）のキーポイントを述べる。
ISO19011 は、序文から始まり、１．適用範囲、２．引用規格、３．用語及び
定義、４．監査の原則、５．監査プログラムの管理、６．監査の実施、７．監
査員の力量及び評価、の７章で構成されている。ここでは、基本となる監査の
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原則、及び人的要件の重要性を説いている監査員の力量及び評価に焦点を当て
る。
1)監査の原則
ISO19011 では、監査はいくつかの原則に準拠しているという特徴があるとし
て、それが経営の改善に役立つものと明記されいる。そして、適切かつ十分で
あり、同条件下では同様の監査結論に達するために、以下の原則の順守は、必
須条件であるとしている。具体的な監査員に関係する原則は以下の６項目であ
る。
①高潔さ：職業専門家であることの基礎－信用があり、誠実であり、機密を
保持し、分別があることは、本質的要素
②公正な報告：ありのままに、かつ、正確に報告する義務－監査所見、監査
結論及び監査報告は、ありのままに、かつ、正確に監査活動を反映する。
監査中の顕著な障害、監査側と被監査側との未解決な意見の食い違いも報
告する。
③専門家としての正当な注意：監査の際の広範な注意及び判断－監査員は、
自らの業務の重要性、
並びに監査依頼者他の利害関係者の信頼に見合う注意を払う必要な力量を
もつことは、一つの重要な要素。
④機密保持：情報のセキュリティ－監査員は、その任務において得た情報の
利用及び保護について慎重であることが望ましい。
⑤独立性：監査の公平性及び監査結論の客観性の基礎－監査員は、監査対象
の活動から独立した立場、偏り及び利害衝突がないものであり、監査所見
及び監査結論が監査証拠だけに基づくことを確実にするために、終始一貫
して客観的な心理状態を維持する。
⑥証拠に基づくアプローチ：体系的な監査プロセスにおいて、信頼性及び再
現性のある監査結論に到達するための合理的な方法－ 監査証拠は検証可
能なものであるが、監査は限られた時間・資源で行われるため、監査証拠
は、入手可能なサンプルに基づいている。従って、サンプリングを適正に
活用しているか否かは、監査結論にどれだけの信頼をおけるかということ
と密接に関係している（日本規格協会、 2012、 55-61 頁）。
2011 年の改訂により、2002 年版では 5 項目であった監査の原則に、④の機密
保持：情報のセキ
ュリティが加えられて、6 項目となった。もともと機密の保持は、2002 年版で
は、①に位置付けられた、倫理的行動のポイントのひとつとして記載されてい
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た。しかしながら、ＩＴ技術の進歩、SNS（ソーシャルネットワーキングサービ
ス）利用の拡がりを受けて、重要項目として抜き出し、新たに加えられたもの
と推定できる。現状のインターネットの環境は、誰でも簡単に世界中と双方向
通信ができるため、情報漏えいが発生しやすく、また、情報の拡散など、漏え
いが発生した場合の影響が重大なものになりかねない。更に、 ISO 規格が定義
するユーザーによる第二者監査においては、同業他社との接触の機会もある。
そのために、 ISO でも、今回の改訂にあたり、機密保持：情報セキュリティを
監査の原則の重要な要素として位置付けたものと考えられる。
ここで、監査の原則の全体を見てみると、ISO19011 の監査の原則における基
礎となり、かつ本質的な要素は、最初の項目となる「高潔さ (Integrity)」であ
るといえる。 2002 年版では「倫理的行動 (Ethical conduct)」であったが、改
訂版では「高潔さ」となり、具体的なポイントについての記述も増加している 。
図表３－５－３に対比表を示す。
図表３－５－３ 「高潔さ」と「倫理的行動」
ISO19011:2011（高潔さ） ISO19011:2002（倫理的行動）
自分の業務を正直に、勤勉に、かつ
責任感をもって行う
信用があり、誠実であり、機密を保持し、
分別があることは、監査にとって本質的
な要素である。
適用される法的要求事項全てに対
し、注目し、順守する。
自分の業務を実施するに当たり 、力
量を実証する。
自分の業務を、公平な進め方で 、す
なわち、全ての対応において公正さ
を持ち、偏りなく行う。
監査の実施中にもたらされ得る 、自
身の判断への影響全てに対し、敏感
である。
（出所：［日本規格協会､2003］及び［日本規格協会､2012ｂ］を参考に筆者作成）
図表３－５－３をみると、原則の第一項目としての「高潔さ」について、よ
り具体的に表現されており、原則のキーポイントとして位置づけられているこ
とがわかる。
但し、「高潔さ」は人的特性の根本から出る行動であって 、学習することがも
っとも難しい要素である。従って 、「高潔さ」に関する考え方、取組み方が 、監
査・評価に与える影響は非常に大きいものとなる。そのため、当該要素におけ
る考察により、「高潔さ」に関する何らかの指標を構築できるならば 、信頼性の
高い評価・監査の実践指針に繋がるものと期待できる。ISO では、 2011 年の改
156
訂においてこれを実現したものといえる。 これに対して、他の②から⑥の５項
目は、学習効果が期待できる項目であるとともに 、「高潔さ」の充実により、達
成が容易となる項目であると思われる。
2) 監査員の力量及び評価
ISO19011 では、監査プロセスに対する信用及び信頼は、監査を行う人の力量
（ competence）に依存し、その個人的特質並びに教育、業務経験、監査員訓練
及び監査経験によって身に付けた、知識及び技能を適用する能力の実証に基づ
いているとしている。そして、監査人の個人的特質については、前述の監査の
原則に従って行動できる、以下の特質を備えていることが望ましいとしている。
①倫理的である｡すなわち､公正である､信用できる､誠実である､正直である 。
そして分別がある。
②心が広い。すなわち、別の考え方又は視点を進んで考慮する。
③外交的である。すなわち、目的を達成するように人と上手に接する。
④観察力がある。すなわち、物理的な周囲の状況及び活動を積極的に意識す
る。
⑤知覚が鋭い。すなわち、状況を直感的に認知し、理解できる。
⑥適応性がある。すなわち、異なる状況に容易に合わせる。
⑦粘り強い。すなわち、根気があり、目的の達成に集中する。
⑧決断力がある。すなわち、論理的な思考及び分析に基づいて、時宜を得た
結論に到達する。
⑨自律的である。すなわち､他人と効果的なやりとりをしながらも独立して行
動し､役割を果たす｡
⑩不屈の精神をもって行動する。すなわち、その行動が、ときには受け入れ
られず、意見の相違又は対立をもたらすことがあっても、進んで責任をも
ち、倫理的に行動することができる。
⑪改善に対して前向きである。すなわち、進んで状況から学び、よりよい監
査結果のために努力する。
⑫文化 (企業風土･社風等 )に対して敏感である。すなわち、被監査者の文化を
観察し、尊重する。
⑬協働的である。すなわち、監査チームメンバー及び被監査者の要員を含む
他人と共に効果的に活動する（日本規格協会、 2012ｂ、 181-183 頁）。
ISO19011 の 2003 年版では、①から⑨の９項目が定められていた。そして 、
2011 年の改訂版では、⑩から⑬、すなわち、不屈の精神、改善への前向きさ 、
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文化に対する敏感さ、協働的の４項目が追加された。この４項目は、 ①から⑨
の理念ともいえる基本項目をベースとして、より具体的な内容を記述・追加し
たものと推測できる。
力量の維持及び向上については、教育・経験・訓練・セミナー参加などの諸
活動の継続による専門能力の継続的開発、マネジメントシステム監査への積極
的参加による監査能力の維持・実証が望ましいとされている（日本規格協会 、
2011、 209-211 頁）。
加えて、「監査員は“資格”でなく“力量”で選ぶ｡この監査規格の指針では 、
作成当初から、“監査員（審査員）”は、“資格”によって保証されるのではなく 、
“ competence（力量）”によって評価されるべきであるとして、“ competencies
approach”ということが提案されていた。これは、これまでの監査に対する反
省であり、市場からの要請によるものである 」との解説もある（日本規格協会、
2003、解説 3 頁）。
以上、ISO19011 に関して「監査の原則」及び「監査員の力量」について述べ
た。そして当該内容により、ISO19011 は、“高潔さ（ 2003 年版では倫理的行動）”
と“力量”を重点要素として構成されていることが推測されよう 。更に、ISO19011
は、 2011 年 11 月に改訂版が発行され、それまでの、品質又は環境マネジメン
トシステムの監査の指針から、あらゆるマネジメントシステムへの適用が可能
となった。
ここでは、ISO50001 の整備・運用について、重要な要素となる正当な評価・
監査についてまとめた。ISO50001 の取組みにおいて、マネジメントシステム監
査の指針である ISO19011 が果たす役割は大きいものといえる。
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小括
本章では、あらたに発行されたエネルギーマネジメントシステム規格である 、
ISO50001 について、その特徴を明らかにした。そして、わが国で制定・運用さ
れてきた省エネ法との比較により、共通点や相違点を明らかにした。加えて 、
ISO50001 や省エネ法に関する、わが国の取組みや事業者の導入事例を明らかに
した。その結果、ISO50001 と省エネ法のそれぞれの特徴を生かした統合的運用
が、資源の乏しいわが国における、エネルギー使用の効率的運用の一助となる
可能性を示すことができた。更に、マネジメントシステムの正当な運用に欠か
せない、監査・評価について、マネジメントシステム監査の指針である ISO19011
を取り上げた。 ISO19011 は、最新の 2011 年版の特徴を明らかにすると共に 、
2003 年版との共通点や相違点についても述べた 。その結果、マネジメントシス
テムの監査人に必要かつ求められることは 、「高潔さ」及び「力量」であること
を明らかにした。
正当な監査・評価の実効のもとに、ISO50001 及び省エネ法の統合的運用を実
現することが、深刻なエネルギー問題に直面しているわが国に少しでも資すれ
ばと思う。そして、今後、わが国はもとより、地球全体が持続的に発展してい
くことを願う。
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第４章 社会的責任(SR)規格と自己(適合)宣言
－ISO26000 規格を中心として－
はじめに
近年、国際化が進むなかで、社会的責任 (Social Responsibility： SR)は、
重要な課題として一般に浸透するようになった 。これからの経営活動は、社会
的責任を果たすために、地球規模のグローバルな視野での取組みが求められる。
そ の 点 に お い て 、 2010 年 11 月 に 社 会 的 責 任 の 手 引 （ Guidance on social
responsibility：ガイドライン）として公刊された「 ISO26000」は、世界各国
の協力のもと、規格開発作業の開始から 5 年余りの準備期間を要し制定された
規格であり、社会的責任への取組みの指針として大変大きな意味を持っている。
しかしながら、ガイドラインとしての ISO26000 は、審査登録を前提とした、
環境マネジメントシステム (Environmental Management System： EMS)である
ISO14001 などの規格とは性質が異なり、組織の取組みや成果を公表・証明する
場合には、その内容をどのように評価するかという問題が生ずることになる 。
従って、その評価は、コンサルティング機関などの第三者による評価をもって
保証とするケースや、自ら適合性を表明する「自己（適合）宣言」によって担
保 す る こ と が 考 え ら れ る 。 但 し 、 自 ら 宣 言 す る 自 己 （ 適 合 ） 宣 言 は 、
ISO(International Organization for Standardization：国際標準化機構)規
格などへの適合性を、サプライヤーの第一者証明（first-party attestation）
は様々な懸念事項が潜在し、ばらつきが生じやすく客観性・信頼性に疑問が残
ることになる。一方、合理的・経済的かつ高い倫理観と専門技術が要求される
「自己（適合）宣言」は、自発的かつ適正な整備・運用がなされれば、ガイド
ラインとしての規格の取組みを保証し 、信頼性を高める可能性があると推測で
きる。この点については、第１章、環境マネジメントシステム（ EMS）の自己
（適合）宣言で論述した。
そこで、本章では、ガイドラインとしての ISO26000 に焦点をあて、社会的
責任(SR)規格と自己(適合)宣言の関わりについて考察することにより 、持続可
能な ISO26000 の構築及び運用を可能とする、実効性・有効性及び信頼性の高
い自己 (適合 )宣言の実践指針を示すことを目的として論ずる 。それが、あらゆ
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る 事 業 所 に お け る 持 続 可 能 な ISO26000 の 構 築 及 び 運 用 を 可 能 と し ､
CSR(Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任 )への貢献、地球環
境の保全につながると共に、より広い概念である SR への指針としてあらゆる
組織の拠り所を示すものと考える。
具体的には、最初に ISO26000 規格についての概要とポイントを述べ、次に
ISO26000 規格制定の背景と関連する社会的責任の指針について論じる。その後、
自己適合性評価規格に関し、ISO17050 規格をベースとして、その特徴を含めて
明らかにする。そして、ISO26000 規格と「自己（適合）宣言」を結び付けるパ
ターンを述べ、その問題点と課題を論じ、社会的責任（ SR）規格における実効
性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の実践指針を示す。さらには 、
今後の課題として、企業活動における CSR を満足するための、統合マネジメン
トシステム（ Integrated Management System： IMS ）へのステップアップにつ
いても触れることにする。
第１節． ISO26000 規格の概要とポイント
ここでは、SR 規格と自己（適合）宣言を論ずるにあたり、中核となる ISO26000
規格について、その概要とポイントを明らかにする。
ISO26000 は、社会的責任の手引（ガイドライン）として、2010 年 11 月 1 日
に、 ISO における規格開発作業の開始から 5 年余りを経て発行された。この規
格は、社会的責任とは何か、そしてそれを実施する上で組織が何に、また 、ど
のように取り組むべきなのかに関する手引を提供する国際規格であり 、組織の
規模・業種を問わず利用できるとされている 。ISO では、2001 年から“社会的
責任”の国際標準化に関する検討が開始されていたが 、実際には企業だけでな
く、消費者、労働者、政府などがそれぞれの立場から社会に対する責任をもっ
ているという共通認識に至り、CSR としてではなく、“社会的責任（SR）”とす
ることにした。その作業は、 2005 年 3 月に ISO/TMB（ Technical Management
Board：技術管理評議会）直下の作業グループ（ WG）により進められ発行に至
った（日本規格協会、 2011、 3 頁、 259 頁）。
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（１） ISO26000 規格の概要
ISO26000 は、 7 つの箇条と 2 つの付属書、参考文献で構成されており、 7 つ
の箇条のうち、 1 から 5 では、社会的責任の適用範囲や定義、情勢・原則など
の基本的な考え方が示されている 。そして、箇条 6 では、この規格が主張する
具体的内容となる、中核主題とよばれる 7 つの項目について示されており、箇
条 7 では、社会的責任の基本的考え方と、中核主題を組織全体に統合運用する
ための手引きが示されている。図表４－１－１に ISO26000 の全体の構成・概
要を示す。
図表４－１－１． ISO26000 の全体の構成・概要
箇条番
号
タイトル名 内容の説明
１ 適用範囲 ISO26000 で取り上げる主題を定義し、制限
又は除外項目がある場合はそれらを特定す
る。
２ 用語及び定義 ISO26000 で使用する重要な用語を特定し、
その定義を示す。
３ 社会的責任の理解 これまで社会的責任の発展に影響を与え、
その性質及び慣行に今なお影響し続ける重
要な要素及び条件について記述する。社会
的責任の概念そのものについても、それが
何を意味し、どのように組織に適用される
か に つ い て も 提 示 す る 。 こ の 箇 条 は 、
ISO26000 の使用に関する中小規模の組織の
ための手引を含む。
４ 社会的責任の原則 社会的責任の原則を紹介し、説明する。
５ 社会的責任の認識及びステ
ークホルダー・エンゲージ
メント
社会的責任の基本的な二つの慣行を取り扱
う：組織の社会的責任の認識、並びに組織
によるステークホルダーの特定及びステー
クホルダー・エンゲージメント、この箇条
は、組織、そのステークホルダーと社会と
の関係、社会的責任の中核主題及び課題の
認識、並びに組織の影響力の範囲について
の手引を示している。
６ 社会的責任の中核主題に関
する手引
社会的責任に関する中核主題及びそれに関
連する課題について説明する。中核主題ご
とに、その範囲、その社会的責任との関係 、
関連する原則及び考慮点、並びに関連する
行動及び期待に関する情報が提供されてい
る。
７ 組織全体に社会的責任を統
合 するための手引
社会的責任を組織内で慣行とするための手
引を提供する。これには次の手引きが含ま
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れる：組織の社会的責任の理解、社会的責
任の組織全体への統合、社会的責任に関す
るコミュニケーション、社会的責任に関す
る組織の信頼性の向上、並びに社会的責任
に関する自主的なイニシアチブの評価。
付 属 書
Ａ
社会的責任に関する自主的
な イニシアチブ及びツー
ルの例
社会的責任に関する自主的なイニシアチブ
及びツールの限定的なリストを提示する。
これらの自主的なイニシアチブ及びツール
は、一つ以上の中核主題又は組織への社会
的責任の統合の側面に関わるものである。
付 属 書
Ｂ
略語 ISO26000 で使用する略語。
参考文献 ISO26000 の本文で出典として参照された権
威ある国際的な文書及び ISO 規格への参照
を含む。
（出所：日本規格協会、 2011、 23 頁を基に筆者作成）
ISO26000 の全体の概要は、図表４－１－１の通りとなっており、まずは規格
についての適用範囲や言葉の定義を定めている 。そして、社会的責任に関する
概念と意味を説明し、ステークホルダーとの関りを示した後 、組織として取り
組み実践することが望ましいとする、具体的テーマとなる７つの「中核主題 」
を特定し、その考え方及び行動規範を示している。更に、「中核主題」を組織
全体に周知し、統合的な実践を実現する慣行とするための手引を提供するとし
ている。７つの「中核主題」については、箇条６に纏められており、それぞれ
1 から 8 つの課題を特定している。図表４－１－２に ISO26000 の中核主題とそ
の課題の項目を示す。
図表４－１－２． ISO26000 の中核主題とその課題
中核主題 課題
１ 組織統治 意志決定のプロセス及び構造
２ 人権 デューデリジェンス(リスクを特定する包括的かつ積
極的なプロセス)、人権に関する危機的状況、加担の
回避、苦情解決、差別及び社会的弱者、市民的及び政
治的権利、経済的・社会的及び文化的権利、労働にお
ける基本的原則及び権利
３ 労働慣行 雇用及び雇用関係、労働条件及び社会的保証、社会対
話(労使交渉)、労働における安全衛生、職場における
人材育成及び訓練
４ 環境 環境汚染の予防、持続可能な資源の利用、気候変動の
緩和及び気候変動への適応、環境保護・生物多様性及
び自然生息地の回復
５ 公正な事業慣行 汚職防止、責任ある政治的関与、公正な競争、バリュ
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ーチェーン(供給者と消費者双方の一連の活動又は関
係者全体)における社会的責任の推進、財産権の尊重
６ 消費者課題 公正なマーケティング・事業に即した偏りのない情報
及び公正な契約慣行、消費者の安全衛生の保護、持続
可能な消費、消費者に対するサービス・支援並びに苦
情及び紛争の解決、消費者データ保護及びプライバシ
ー、必要不可欠なサービスへのアクセス 、不利な立場
にある消費者への教育及び意識向上 (権利と義務の認
識)
７ コミュニティへの参画
及びコミュニティへの
発展
コミュニティへの参画、教育及び文化、雇用創出及び
技能開発、技術の開発及び技術へのアクセス 、富及び
所得の創出、健康、社会的投資
（出所：日本規格協会、2011、24 頁を基に筆者作成）
ISO26000 は、組織における社会的責任を７つの中核主題として捉え、それぞ
れの構成要素となる課題への取組みを統合的な慣行として実践するために 、社
会的責任に関する組織の理解、組織全体への統合、コミュニケーション、組織
の信頼性の向上、並びに自主的なイニシアチブの評価のポイントを提示するこ
とにより、ガイドラインとしての、その整備運用の拠り所を与えているものと
いえる。
第２節． ISO26000 規格策定の背景と関連する社会的責任の指針
ISO26000 は、国際標準規格としての社会的責任の手引（ガイドライン）とし
て、大変大きな意味を持っている。そして、その構築の背景には、20 世紀後半
から現在までの急速なグローバル化に対処するために 、世界各国のあらゆる課
題や問題意識への考え方を統合し 、実践するための指標を提示するという試み
が読み取れる。社会的責任に関する指標は、20 世紀の前半に勃発した世界規模
の戦争の反省から、国際的な機関や NGO 等により策定され、発表されてきた 。
しかしながら、近年に至るまで世界的な国際標準規格としてのガイドラインは
存在せず、夫々独自にその指標を選択して対応する形式であった。 ISO26000
は、それらの背景と現状における国際間の取引や複雑な関わりあいの下で 、世
界各国から必然的に嘱望され構築・策定された倫理綱要であるといえる。
ここでは、ISO26000 規格策定の基礎となったと考えられるいくつかの指針の
ポイントを明らかにするとともに 、その考え方をベースとした CSR に関する報
告書を作成する場合のガイドラインについて論じる 。更に、わが国の取り組み
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の例として、組織の環境報告に関して、環境負荷の計算例等によりパフォーマ
ンスのレベルにまで踏み込んだ、環境省による「環境報告ガイドライン」を取
り上げ、 ISO26000 規格との関りを明らかにしていくことにする。
（１） OECD 多国籍企業行動指針
ISO26000 の ル ー ツ を 考 え た と き 、 OECD （ Organization for Economic
Co-operation and Development：経済協力開発機構）による多国籍企業行動指
針の作成は、SR の初期の指標として欠くことのできないイベントであったと推
察される。この行動指針は、 1976 年、 OECD が、世界経済の発展に大きな影響
を有する多国籍企業の行動に関し 、加盟国政府が企業に対して責任ある行動を
とるよう勧告（ Recommendation）するものであり、各企業が自主的に実施する
ことが期待されている。具体的には、情報開示、雇用及び労使関係、環境 、贈
賄の防止、消費者利益、科学及び技術、競争、課税などの幅広い分野における
責任ある企業行動に関する任意の原則と基準を定めるが、法的な拘束力はなく、
その適用実施は各企業の自主性に委ねられている 。この行動指針は、世界経済
の発展や企業行動の変化などの実情に合わせ、これまで 4 回（ 1979 年、 1984
年、1991 年、2000 年）改訂されている（外務省ホームページ）。図表４－２－
１に OECD 多国籍企業行動指針の構成と骨子を示す。
図表４－２－１． OECD 多国籍企業行動指針―構成と骨子―
序文 多国籍企業行動指針の基本的性格や背景の説明
Ⅰ．定義と原則 多国籍企業行動指針は多国籍企業に対し 、よき慣行の原則 ・
基準を提供するものであり、法的に強制するものでない。
加盟国政府は多国籍企業行動指針の普及を促進することを
原則とし、「連絡窓口」を設置する。
Ⅱ．一般方針 企業は、持続可能な開発の達成、人権の尊重、現地能力の
開発、人的資本の形成、良いコーポレート･ガバナンスの維
持のため行動すべき。
Ⅲ．情報開示 企業は、活動、組織、財務状況及び業績について、タイム
リーかつ定期的に情報開示すべき。
Ⅳ．雇用・労使関係 企業は、従業員の権利の尊重、児童労働・強制労働の撤廃 、
受入国の基準を下回らない雇用・労使関係基準の採用、従
業員の健康・安全確保のための適切な措置の実施、集団解
雇の合理的予告などを行うべき。
Ⅴ．環境 企業は、環境、公衆の健康及び安全を保護し、持続可能な
開発を達成することに十分考慮を払うべき。
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Ⅵ．贈賄防止
(2000 年の改訂にて新
設）
企業は、賄賂その他の不当な利益の申し出、約束又は要求
を行うべきでない。
Ⅶ．消費者利益
（ 2000 年の改訂にて
新 設）
企業は、消費者との関係において、公正な事業、販売及び
宣伝慣行に従って行動すべきであり 、また、提供する物品・
サービスの安全性と品質確保のため合理的な措置を実施す
べき。
Ⅷ．科学・技術 企業は、受入国の技術革新能力の発展、受入国への技術・
ノウハウの移転に貢献すべき。
Ⅸ．競争 企業は、法律・規則の枠内において競争的な方法で活動す
べき。
Ⅹ．課税 企業は、納税義務を履行すべき。
（出所：外務省ホームページを基に筆者作成）
OECD は、ISO26000 を作成するためのワーキンググループにリエゾン（支援・
仲立ち）機関の 1 機関として参画を果たしており、基本的な思想は共通して
いるものと推定できる。特徴としては、ISO26000 には規定されていない納税
の義務についての項目がある。これは、OECD が、加盟各国の「企業が、諸国
の租税に関する納税義務を履行することによって、受入国の公共財政へ貢献
することが重要」（ OECD 多国籍企業行動指針 2000【外務省仮訳】、 2003、 15
頁）であるとする、経済協力開発機構たるゆえんの項目であると言える。
（２） CRT における「企業の行動指針」
CRT における企業の行動指針とは、オランダのフィリップス社元会長フレ
デリックス・フィリップス博士とフランスのオリビエ ・ジスカールデスタン 、
ヨーロッパ経営大学院副理事長（当時）の提唱で 1986 年に創設された、経済
人コー円卓会議（ Caux Round Table： CRT）が 1994 年にまとめた企業の行動
指針である。経済人コー円卓会議は、日本、米国、欧州のビジネスリーダー
からなり、世界の平和と安定に対する社会的、経済的脅威の削減に果たすべ
きグローバルな企業の責任に焦点をあて、道徳的価値を共に尊重し、一人ひ
とりが自分の影響の及ぶ範囲で責任ある行動をとることによって、相互の絶
えることのない友情と理解、協力を育むことを特徴としている 。そして、CRT
における企業の行動指針は、「共生」と「人間の尊厳」という二つの基本とな
る倫理的理念を原則として、その精神を明らかにし、それらの理念の具体的
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な適用のあり方を示している（経済人コー円卓会議日本委員会ホームページ）。
図表４－２－２に CRT における企業の行動指針の概要を示す。
図表４－２－２． CRT における企業の行動指針の概要
項目 原則Ｎｏ 内容のポイント
一 般 原
則
１ .企業の責任－全て
のステークホルダーに
対して
企業の社会的存在価値は、適正に提供する商品とサー
ビスであって、その価値の創造には自らの経済的健全
性と成長力を維持することが不可欠である。また 、企
業はステークホルダーの生活の向上をはかり 、自らの
義務を誠実かつ公正の精神で全うし 、グローバル社会
の将来を決定する「責任ある市民」としての一翼を担
っている。
２.企業の経済的、社会
的影響－革新、正義並
びにグローバル社会を
目指して
グローバル企業は、事業活動を行う国々の人権、教育、
福祉、活性化に貢献し、更に効率的・適正な資源利用、
自由で公正な競争などグローバル社会全体の経済と
その発展に貢献しなければならない。
３ .企業行動－法律の
文言以上に信頼の精神
を
秘密の保持を受け入れ、誠実、透明であることが 、信
用と安定のみならず、特に国際的な取引に役立つこと
を認識しなければならない。
一般原
則
４.ルールの尊重 貿易摩擦の防止、自由・平等・公正かつ公平な処遇を
促進するために、企業は国際的並びに国内のルールの
両方を尊重しなければならない。
５.貿易自由化の推進 WTO(世界貿易機関 )、他の国際協定に基づく体制を支
え、また、適正な貿易自由化の促進と不当な国内規制
の緩和の促進に協力するべき。
６.環境への配慮 環境を保全、改善することによって、持続可能な経済
発展を推進し、天然資源の浪費を防止しなければなら
ない。
７.不正行為の防止 贈収賄やマネーロンダリング、他の不正行為への関
与、看過はあってはならず、そうした行為の排除のた
め関係者と積極的に協力すべきである 。テロ行為や麻
薬取引、武器取引を行ってはならない。
ステー
クホル
ダーに
関する
原則
１.顧客 すべての顧客に誠意をもって接することを信条とす
る。
２.従業員 従業員一人ひとりの尊厳と、従業員の利害を真剣に考
慮することの重要性を確信する。
３.オーナー・投資家 オーナー・投資家が私たちに寄せる信頼に応えること
の重要性を理解する。
４.サプライヤー サプライヤーや協力会社との関係は相互信頼に基づ
くべきである。
５.競争相手 公正な経済競争こそが国家の富を増大し 、ひいては商
品とサービスの公正な分配を可能にする基本的な要
件の一つであると確信する。
６.地域社会 事業活動が行われる地域社会で改革や人権擁護のた
めに活動する団体に対して、私たちはグローバルな企
業市民として何らかの貢献ができると確信する。
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（出所：経済人コー円卓会議日本委員会ホームページを基に筆者作成）
CRT における企業の行動指針の特徴をみてみると、一般原則として企業の責
任及び心構えを定めると共に、個々のステークホルダーに関する原則を示して
いることが解る。これは、この行動指針の上部に経済的、社会的側面からみた
企業活動の社会的責任を一般原則として示し 、下部で人的側面に関する責任を
示したことから推測できる。この行動指針は、日米欧企業のビジネスリーダー
がまとめた CSR（企業の社会的責任）の指針であって、自由貿易と公正な競争
が謳われている。競争相手に関しては、「公正な経済競争こそが基本的な要件
の一つであると確信する」としており、経済競争による経済的発展が良いとの
前提の立場である。競争による富の増大が良いとの考え方は 、以前は伝統的に
支配的であった。しかしながら、より広い概念である SR（社会的責任）からみ
ると必ずしもベストではなく、今後は問題としての論点になると考えることが
できる。
（３）国連グローバル・コンパクト
国連グローバル・コンパクト（United Nations Global Compact： GC）とは、
1999 年に、世界経済フォーラムにおいて、当時の国連事務総長のコフィー ・
アナン氏が企業に対して提唱したイニシアチブであり、 2000 年 7 月に発足し
た。GC は、20 世紀後半の、それ以前と比較した場合に加速的に進んだグロー
バル化による国と国、人と人のサステナビリティを考えていくにあたり、企
業活動が重要な要素となることを踏まえ、提唱されたものである。定義とし
ては、各企業が責任ある創造的なリーダーシップを発揮することによって、
社会の良き一員として行動し、持続可能な成長を実現するための世界的な枠
組み作りに参加する自発的な取組み、とされている。そして、その要素とし
て、GC の署名企業は、人権の保護、不当な労働の排除、環境への対応、腐敗
防止に関わる CSR の基本原則 10 項目に賛同する企業トップ自らのコミットメ
ントのもとに、その実現に向けて努力を継続することが謳われている（ グロ
ーバル・コンパクト・ジャパン・ネットワークホームページ）。
図表４－２－３にグローバル・コンパクトの１０原則を示す。
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図表４－２－３．グローバル・コンパクトの１０原則
項目 原則Ｎｏ 内容のポイント
人権 １.人権擁護の指
示と尊重
企業にとって人権はなぜ重要かを 、その責任が政府や国家の
みでなく、個人と個人が作る組織の活動であるビジネス社
会・職場の視点からその取組みの必要性を謳っている。
２.人権侵害への
非加担
人権侵害への「加担」が、理解が難しい概念かつ範疇である
ことを理解することが重要であり 、グローバル化など現代社
会の要因について認識することで、知りながらの無作為も
「加担」であると非難されるとしている。
労 働 基
準
３.組合結成と団
体 交 渉 権 の 実 効
化
企業は急激に変化するグローバル化市場において 、多くの不
確実性に直面するため、自由に選ばれた労働者の代表者との
真の対話を確立することで、労働者との互いの問題をより良
く理解し、その解決法を見出すことができる。
４.強制労働の排
除
強制労働は、ある人が処罰の脅威の下に強要され 、かつその
人が自ら任意に申し出たものでないすべての作業もしくは
役務である。企業は合法的なビジネス活動・雇用契約を通じ
て、地域社会とともに強制労働の排除に取り組む必要があ
る。
５.児童労働の実
効的な廃止
児童労働の発生は貧困がもたらす影響と開発の欠如、又は 、
単に搾取の結果を原因として発生し 、最悪の形態の大半は後
者においてみられる。使用者は、社会的に受け入れられず 、
かつ子どもから教育の機会を奪うような方法で児童労働を
使用してはならない。
６.雇用と職業の
差別撤廃
雇用と職業において差別がないこととは単純に 、労働者はそ
の仕事に対する能力だけに基づいて雇用され 、その他の理由
による区別、排除または特恵がないことを意味する。
環境 ７.環境問題の予
防的アプローチ
リオ宣言は､「持続可能な開発を達成する上で、環境保護は、
開発過程の不可分の一部をなすものであり 、それから切り離
して考えることができない」として、予防的アプローチが非
常に重要な考えであると述べている 。ビジネスの視点からみ
て、予防的アプローチの鍵となる要素は 、治療よりは予防が
好ましいとの考えである。すなわち、回復できないような環
境上の損害が発生しないように早期の行動をとることがよ
り費用対効果が大きい。
８.環境に対する
責 任 の イ ニ シ ア
チブ
世界の各地ではさまざまな型の工業化 、人口増加、社会的不
平等がもたらした問題がある。企業は環境面でより持続可能
な慣行をはっきり求めるようになった社会のニーズに応え
ることで存在が正当化される。企業がその決意を証明する一
つの方法は､「伝統的な方法」からより責任のある方法によ
って環境問題に取り組むというアプローチへ変えることで
ある。
９.環境にやさし
い 技 術 の 開 発 と
普及
環境に負荷を与えない熟練した技術によって 、限られた資源
の利用を軽減することができるばかりか 、既存の資源をより
効率的に利用できるようになる 。汚染防止や環境適応性に優
れた製品設計を通して環境に対する悪影響を回避すること
は、企業の効率と総合的な競争力を増大させ 、かつ新しいビ
ジネスの機会をもたらす。
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腐 敗 防
止
１０.強要・賄賂
等 の 腐 敗 防 止 の
取組
脅迫を伴って、他者に贈収賄の罪を犯すことを求めたり 、そ
そのかしたりする賄賂の要求の場合 、強要が成立する。それ
らを含め、腐敗（受託された権力を私利私欲のために用いる
ことと定義される）の根絶に取り組む。
（出所：グローバル・コンパクト・ジャパン・ネットワークホームページを基
に筆者作成）
グローバル・コンパクトは、主題の項目を、人権の保護、不当な労働の排除 、
環境への対応、腐敗防止の４つに絞り、 商取引上の消費者やサービスというよ
りも、人としての平等・地球環境の保護への取り組みを強調しているものと考
えられる。更に、グローバル・コンパクトに関しては、2009 年 1 月に潘基文国
連事務総長が、スイスのダボス会議において、昨今のような経済環境の下では 、
国家主義や保護主義など、世界的な共通目標よりも視野の狭い自己利益を追求
しようとする「主義」が台頭しやすいが、こうした主義主張は間違っており、
そうすることで各国の自己利益自体が損なわれると述べた。そして、人類はこ
れらの短期的思考に支配されることなく長期的な解決策を模索するために、人
権、労働基準、環境、腐敗防止といったコア原則を堅持してゆくという決意を
新たにしなければならないとした 。これは、「グローバル・コンパクト：持続可
能な市場の創設を」と題され演説されたもので 、「グローバル・コンパクト２ ．
０」の提唱となった。
グローバル・コンパクトは、人道的見地から、企業活動はもとより、より広
義のあらゆる組織体の地球規模におけるサステナビリティを謳ったものといえ
る（グローバル・コンパクト・ジャパン・ネットワークホームページ）。
（４） GRI サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン
GRI（ Global Reporting Initiative）は、国際的なサステナビリティ・レポ
ーティングのガイドライン作りを使命 ・目的とする、オランダに本部を置く NGO
である。 1997 年に UNEP（ United Nations Environment Programme：国際連合環
境計画）などの協力で、GRI プロジェクトを開始、2000 年に GRI ガイドライン
第 1 版を発行した。現行版は、2006 年 10 月発行の第 3 版である。わが国では、
GRI のメンバーとしての NPO である、サステナビリティ日本フォーラムが 、GRI
と覚書を交わし、密接に協力しあって活動しており、 GRI ガイドラインの日本
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語版についても、同日本フォーラムのホームページから無料でダウンロードが
可能となっている。
GRI では、サステナビリティ報告とは、持続可能な開発の目標に向けた組織
のパフォーマンスの測定、開示および内外のステークホルダーに対する説明責
任を実践することであり、サステナビリティ報告書は、報告組織の持続可能性
パフォーマンスに関して、プラスの貢献とマイナスの影響の両方を含む、バラ
ンスのとれた適切な説明を提供すべきである、としている。そして、報告のガ
イドラインは、報告原則、報告ガイダンス、標準開示（パフォーマンス指標を
含む）から構成されている（サステナビリティ日本フォーラムホームページ ）。
GRI は、OECD と同様に、ISO26000 を作成するためのワーキンググループにリエ
ゾン機関の 1 機関として参画を果たしている。図表４－２－４に GRI サステナ
ビリティ・レポーティング・ガイドラインの概要とポイントを示す。
図表４－２－４． GRI サステナビリティ・レポーティング・ガイドラインの概
要とポイント
構成 概要 テーマ 内容のポイント
Part 1 報告プロセスの 3 つの主要
素を説明。重要性、ステー
クホルダーの包含性、持続
可能性の状況および網羅
性についての報告原則を、
夫々の原則に関する一連
の簡潔なテスト (検証事
項 )とともに掲載。テーマ
と指標を決定後、バラン
ス、比較可能性、正確性、
タイミングの適切性、信頼
性および明瞭性の原則を
テストと合わせて掲載。
報 告 書 内 容
の確定
組織のパフォーマンスをバランス
よく適切に表すため、カバーすべ
き内容を意思決定するための重要
な基準を掲載。重要性 (マテリアリ
ティ )、 ステークホルダーの包含
性 (ステークホルダーインクルー
シブネス )、持続可能性の状況 (サ
ステナビリティ・コンテクスト )
および網羅性についての定義およ
び説明と、原則の利用を導くため
に用いる一連のテストで構成。
報告原則お
よびガイダ
ンス
品 質 確 定 の
た め の 報 告
原則
報告情報の適切な表現など、報告
情報の品質確保についての選択肢
の手引となる原則を掲載。バラン
ス、比較可能性、正確性、タイミ
ングの適切さ、明瞭性、信頼性つ
いての定義および説明と、原則の
利用を導くために用いる一連のテ
ストで構成。
バ ウ ン ダ リ
ー （ 報 告 組
織 範 囲 ） の
設 定 に 関 す
る 報 告 ガ イ
ダンス
報告書にどの関連会社 (子会社お
よび共同事業など )のパフォーマ
ンスを掲載するかを決定する。報
告書には、報告組織が様々な関係
において、コントロールする、あ
るいは著しい影響力を及ぼす、上
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流部門 (サプライチェーンなど )と
下流部門の事業体 (自身の製品お
よびサービスの代理店や利用者な
ど )両者が含まれていなければな
らない。
Part 2 サステナビリティ報告書に
掲載すべき以下 3 種類の標
準開示を記載。
・戦略とプロフィール
戦略、プロフィールおよび
ガバナンスなど、組織のパ
フォーマンスを理解する
ための全体的な状況を示
す開示項目
・マネジメント･アプローチ
組織がある一連のテーマ
に対してどのように取り
組み、特定分野のパフォー
マンスを理解するための
背景を提供するかという
点を網羅する開示項目
・パフォーマンス指標
組織の経済的、環境的、社
会的パフォーマンスに関す
る比較可能な情報を導き出
す指標
プロフィー
ル
戦略および分析、組織のプロフィ
ール、報告要素：報告書のプロフ
ィール・報告書のスコープおよび
バウンダリー・ GRI 内容索引・保
証、ガバナンス・コミットメント
および参画：ガバナンス・外部の
イ ニ シ ア チ ブ へ の コ ミ ッ ト メ ン
ト・ステークホルダー参画、マネ
ジメント・アプローチおよびパフ
ォーマンス指標
経済 マネジメント・アプローチに関す
る開示：経済的パフォーマンス・
市場での存在感・間接的な経済的
影響、目標とパフォーマンス、方
針、追加の背景状況情報
標準開示 環境 マネジメント・アプローチに関す
る開示：原材料・エネルギー・水・
生物多様性・排出物、排水および
廃棄物・製品およびサービス・コ
ンプライアンス・輸送・全般、目
標とパフォーマンス、方針、組織
の責任、研修および意識向上、監
視およびフォローアップ、追加の
背景状況情報
労働慣行と
ディーセン
ト・ワーク
(公正な労
働条件 )
マネジメント・アプローチに関す
る開示：雇用・労使関係・労働安
全衛生・研修及び教育・多様性お
よび機会均等。目標とパフォーマ
ンス、方針、組織の責任、研修お
よび意識向上、監視およびフォロ
ーアップ、追加の背景状況情報
人権 マネジメント・アプローチに関す
る開示：投資および調達の慣行・
非差別・結社の自由および労働協
約・児童労働の撲滅・強制労働の
防止・苦情および不満に関する慣
行・保安慣行・先住民の権利。目
標とパフォーマンス、方針、組織
の責任、研修および意識向上、監
視およびフォローアップ、追加の
背景状況情報
社会 マネジメント・アプローチに関す
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る開示：コミュニティ・不正行為・
公共政策・反競争的な行動・コン
プライアンス、目標とパフォーマ
ンス、方針、組織の責任、研修お
よび意識向上、監視およびフォロ
ーアップ、追加の背景状況情報
製品責任 マネジメント・アプローチに関す
る開示：顧客の健康と安全・製品
及びサービスのラベル表示、マー
ケティング・コミュニケーション ・
顧客のプライバシー、コンプライ
アンス。目標とパフォーマンス、
方針、組織の責任、研修および意
識向上、監視およびフォローアッ
プ、追加の背景状況情報
（出所：「 GRI サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第 3 版、2006」
を基に筆者作成）
GRI サステナビリティ・レポーティング・ガイドラインは、 OECD と共に、
ISO26000 を作成するためのワーキンググループにリエゾン機関の 1 機関とし
て参画を果たしており、基本的な思想は共通しているものと推定できる 。内容
としては、Part 1 の「報告原則およびガイダンス」において、報告書内容の確
定並びに品質確定のための報告原則についての定義および説明を示し 、その原
則に合致しているかどうかの一連のテストにより 、自己チェックを可能とした
構成が特徴となっている。更に、組織（報告者）は、当該ガイドラインの枠組
みを適用したレベルについて、初心者、中級者、上級者の３つのレベルに分け 、
自己評価に基づいて自己宣言すべきであるとして 、組織の自発的積極的な活動
を促している。そして、 Part 2 では、 Part 1 の原則およびガイダンスを踏ま
え、環境など具体的項目についての指標を示している。従って、GRI サステナ
ビリティ・レポーティング・ガイドラインは、Part 2 のテクニカルな開示事項
を提供するのみではなく、Part 1 で報告書の趣旨・目的等を明確に提示するこ
とにより、組織の持続可能な発展及び透明性の責務について 、その責任を謳っ
ているものといえる。
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（５）環境省環境報告ガイドライン
わが国の取組みとしては、経済団体連合会による経団連企業行動憲章など 、
いくつかの指標が提示されているが 、ここでは、事業者による報告書作成の手
引として環境省が策定して公表している環境報告ガイドラインを採り上げる 。
策定の背景としては、地球環境問題の深刻化、人口増加、人間活動の一層のグ
ローバル化が進む中、人類の生存基盤および人間社会の持続性への課題 ・問題
が指摘され、事業者による取組が期待されるためとの説明がある 。事業者の活
動には、規制対応のみでなく、「環境経営」に基づく社会的説明責任や環境コ
ミュニケーションの重要性を認識した積極的な情報公開が求められており 、環
境報告ガイドラインは、その望ましいと思われる方向および内容を取りまとめ
たものである。初版は、1997 年に環境庁が策定した「環境報告書作成ガイドラ
イン」であり、その後、「環境報告書ガイドライン」として 2000 年版、 2003
年版が策定された。現行の 2007 年版は、環境報告書の名称や報告内容の多様
化を受けて、他の報告書作成時にも利用可能とした「環境報告ガイドライン 」
と名称を改訂しているが、これは例えば、CSR 報告書等への記載を想定したも
のだと考えられる（環境省ホームページ）。図表４－２－５に環境報告ガイド
ライン（ 2007 年版）の概要とポイントを示す。
図表４－２－５．環境報告ガイドライン（ 2007 年版）の概要とポイント
No 項目 記載する項目の内容
１ 基本的項目
(BI： Basic
Information）
BI-1：経営者責任の諸言
BI-2：報告にあたっての基本的要件
BI-3：事業の概要
BI-4：環境報告の概要
BI-5：事業活動のマテリアルバランス（インプット、
内部循環、アウトプット）
２ 「環境マネジメント
等の環境経営に関する
状況」を表す情報・指標
(MPI： Management
Performance
Indicators)
MP-1：環境マネジメントの状況
MP-2：環境に関する規制の遵守状況
MP-3：環境会計情報
MP-4：環境に配慮した投融資の状況
MP-5：サプライチェーンマネジメント等の状況
MP-6：グリーン購入・調達の状況
MP-7 ： 環 境 に 配 慮 し た 新 技 術 、 DFE(Design for
Environment)等の研究開発の状況
MP-8：環境に配慮した輸送に関する状況
MP-9：生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利
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用の状況
MP-10：環境コミュニケーションの状況
MP-11：環境に関する社会貢献活動の状況
MP-12：環境負荷低減に資する製品・サービスの状
況
３ 「事業活動に伴う環
境負荷及びその低減に
向けた取組の状況」を表
す情報・指標 (OPI：
Operational
Performance
Indicators)
（インプット）
OP-1：総エネルギー投入量及びその低減対策
OP-2：総物質投入量及びその低減対策
OP-3：水資源投入量及びその低減対策
（内部循環）
OP-4：事業エリア内で循環的利用を行っている物質
量等
（アウトプット）
OP-5：総製品生産量又は総商品販売量
（排出物・放出物）
OP-6：温室効果ガスの排出量及びその低減対策
OP-7：大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低
減対策
OP-8：化学物質の排出量、移動量及びその低減対策
OP-9：廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びそ
の低減対策
OP-10：総排水量等及びその低減対策
４ 「環境配慮と経営と
の関連状況」を表す情
報・指標 (EEI：
Eco-Efficiency
Indicators)
事業経営の観点からは、環境負荷の低減と経済効率
性の高い環境への取組が求められる。従って、環境
負荷の総量を示す指標だけでなく、生み出す経済価
値を反映しながらその環境への取組の効率性を表
す「環境効率指標」を把握・管理する。
・環境マネジメント指標 (MPI)、オペレーション指
標 (OPI)、環境効率指標 (EEI)の 3 分野の情報・指標
を合わせて、「環境パフォーマンス指標 (EPI：
Environmental Performance Indicators)と称する。
５ 「社会的取組の状況」
を表す情報・指標 (SPI：
Social Performance
Indicators)
①労働安全衛生に関する情報・指標
②雇用に関する情報・指標
③人権に関する情報・指標
④地域及び社会に対する貢献に関する情報・指標
⑤企業統治（コーポレートガバナンス）・企業倫理・
コンプライアンス及び公正取引に関する情報・指標
⑥個人情報保護に関する情報・指標
⑦広範な消費者保護及び製品安全に関する情報 ・指
標
⑧企業の社会的側面に関する経済的情報・指標
⑨その他の社会的項目に関する情報・指標
（出所：「環境報告ガイドライン 2007 年版」を基に筆者作成）
環境省環境報告ガイドラインは、1997 年の初版から数回の改訂を受けており、
2007 年版の改訂のポイントは次のとおりとなっている。①主要な指標等の一覧
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の導入。②環境報告の信頼性向上に向けた方策の推奨。③ステークホルダーの
視点をより重視した環境報告の推奨。④金融のグリーン化の促進 (環境に配慮
した投融資の促進 )。⑤生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用の促進
（環境報告ガイドライン 2007 年版、2 頁）。これらの改訂内容から、2007 年版
では、サステナビリティ報告書や、 CSR 報告書への適用を視野とした、より広
い概念となるガイドラインの提供を趣旨及び目的としたものと推測できる。
ISO26000 は、 CSR、企業のサステナビリティの考えを基本とした、これらの
国際的な取組みを踏まえて検討され、策定されたものと考えられる。図表４－
２－６に、 ISO26000 における７つの中核主題と対応する項目を纏めた。
図表４－２－６． ISO26000 の７つの中核主題に対応する CSR ・ SR 指針の項目
ISO26000
７つの中核主題
OECD 多国籍
企業行動指
針
CRT 企業行動指針 国連 GC GRI サステナビ
リティ･レポー
ティング･ガイ
ドライン
1.組織統治 Ⅱ一般方針 1.企業の責任 プロフィー
るル
2.人権 Ⅱ一般方針 2.企業の経済的・
社会的影響
人権 人権
3.労働慣行 Ⅳ雇用・労使
関係
ステークホルダー
に対する原則
労働基準 労働慣行と公
正な労働条件
4.環境 Ⅴ環境 6.環境への配慮 環境 環境
5.公正な事業
慣行
Ⅵ贈賄防止
Ⅸ競争
3.企業行動
4.ルールの尊重
5.貿易自由化の推進
7.不正行為の防止
腐敗防止 社会
6.消費者課題 Ⅶ消費者利
益
ステークホルダー
に対する原則
製品責任
7.コミュニティ
への参画及びコ
ミュニティの発
展
Ⅷ科学・技術 ステークホルダー
に対する原則
社会、製品責
任任
（出所：筆者作成）
過去に策定された代表的な指針をみると、若干の表現やニュアンスの違いは
見受けられるものの、主題となっている項目の内容は大筋において整合性があ
ることから、これらの指針等は根本的な思想を異にするものではなく、同様の
考え方をベースとして取り纏められたものだと推測できる。更に、OECD と GRI
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は、ISO26000 を作成するためのワーキンググループにリエゾン機関の 1 機関と
して参画を果たしていることからも、その前向きな取り組みを窺うことができ
る。国連 GC を除く、他の CSR ・ SR 指針は、主題の項目を、国連 GC が提示する
人権・労働基準・環境・腐敗防止の 4 つの項目に加えて、ISO26000 の項目に対
応する、組織統治（ガバナンス）の重要性や消費者課題（顧客満足・外部ステ
ークホルダーへの対応）並びに、コミュニティ への参画及びコミュニティの発
展（地域社会への貢献・技術開発等）を主題として謳っている。そして、これ
らの項目の内容は、企業としてのガバナンスや消費者課題におけるサービスに
ついて記述していることからも、様々な組織の中で、国際的影響力が大きく、
従ってそれに伴う責任も重いとされる営利企業に対する企業活動としての CSR
への取り組みを、より強調しているものだと推測できる。一方、 国連 GC では、
主題の項目を、人権・労働基準・環境・腐敗防止の 4 つの項目に絞り込み、当
該主題に関わる基本原則 10 項目の実現に向けて努力を継続することが謳われ
ている。従って、国連 GC は、商取引上の消費者やサービスというよりも 、人と
しての平等・地球環境の保護への取り組みを強調することにより、人道的見地
から、企業活動はもとより、より広義のあらゆる組織体の地球規模におけるサ
ステナビリティを謳った SR のイニシアチブであると捉えることができる。
ISO26000 は、様々な世界の国々や機関における問題意識と誠意ある取り組み
を背景として、公刊に至ったものである。ISO26000 は、当初 CSR のガイドライ
ンとして検討を始めたが、実際には企業だけではなく、消費者、労働者、政府
などがそれぞれの立場から社会的責任を持っているという共通認識により、最
終的にはあらゆる組織に適応可能な SR のガイドラインとして発行された 。その
ワーキンググループは、ISO 加盟国 162 ヶ国（ 2011 年 11 月現在）の中から、83
ヶ国の ISO 各国標準化機関を中心メンバーとして 、オブザーバー参加の 16 ヶ国
の ISO 各国標準化機関及び OECD や GRI を含む、 NGO などの 42 の機関が参加し
て運営された（日本規格協会、 2011、 P284-P288）。その経緯からも、 ISO 加盟
の世界各国や世界の機関による、社会的責任規格（ SR 規格）に対しての認識の
高さを窺い知ることができる。
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第３節．自己（適合）宣言と ISO17050
ISO26000 は、社会的責任の手引（ガイドライン）として、大変大きな意味
を持っている。しかしながら、ガイドラインとしての ISO26000 は、審査登録
を前提とした、環境マネジメントシステム (EMS)である ISO14001 などの規格
とは性質が異なり、組織の取組みや成果を公表・証明する場合には、その内
容をどのように評価するかという問題が生ずることになる。従って、その評
価は、コンサルティング機関などの第三者による評価をもって保証とするケ
ースや、自ら適合性を表明する「自己（適合）宣言」によって担保すること
が考えられる。
ここでは、ISO その他の規格への適合性を自ら宣言（主張）する、自己（適
合）宣言について、ISO で制定された適合性評価のガイドライン及び供給者適
合宣言規格である ISO17050 について論ずるとともに、独自に制定した規格へ
の適合性も含む、より広い概念である自己宣言について、そのポイントを論
ずることにより、 ISO26000 への適用性について考察する。
（１） ISO 供給者適合宣言
ISO 供給者適合宣言の適合性評価には、その倫理的概念及び理念ともいえる
ガイドラインとしての「適合性評価－適正実施規準」がある。そして、自己適
合宣言に関しては、具体的内容を定めた規格として「適合性評価－供給者適合
宣言－第１部：一般要求事項」及び「適合性評価－供給者適合宣言－第２部：
支援文書」が発行されている。その他には、共通規格として「適合性評価－用
語及び一般原則」が発行されている。
１）適合性評価－適正実施規準： JIS Q 0060(ISO/IEC Guide60)
ISO では、自己（適合）宣言を含む適合性評価に関して、その趣旨及び目的
について総論的なガイドラインを制定している。その序文からは、急速な技術
進歩、並びに国際貿易の水準の向上の中で、各国が独自の規格・決めごとでの
貿易管理を行うことによる弊害をなくすため、共通の手順を定め 、運用するこ
とを趣旨及び目的としていることが読み取れる 。そして、適用範囲については 、
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すべての事業活動が含まれるものとされている。加えて、適合性評価の適正実
施に関する原則に関する一般原則に関しては、適合性評価の規準文書、適合性
評価活動、適合性評価システム及び適合性評価結果の４項目を規定している。
そして、これらの４項目の一般原則である 、「規準文書」「評価活動」「評価シス
テム」「評価結果」に共通して謳われていることは 、「透明・公開・公平・非差
別的・信頼できる」等、倫理的概念の確認である。その意味において、当該規
準は、適合性評価における倫理 要綱として作成され、おおもととなる大切なも
のであると考えられる。従って、適合性評価に携わる者は、まず当該規準の理
念を咀嚼して行動することが求められていると理解できる。
２） ISO 自己適合宣言について
適合性評価－供給者適合宣言－：JIS Q 17050-1(ISO/IEC 17050-1) の第１部：
「一般要求事項」は、以下のような内容となっている。
当該規格は序文において「この規格は、三種類の適合証明の一つである第一
者（例えば製品の供給者）によって行われる証明を取り扱う」と定義し、第一
者が責任をもって適合性を証明する旨を謳っている。そして、適用範囲につい
ては「その対象には製品、プロセス、マネジメントシステム、人又は機関があ
り、適合宣言を行うための個別の対象を限定するものではない」と規定し、範
囲の限定を避けている。加えて、定義については「この規格で用いるおもな用
語の定義は、 JISQ17000(ISO/IEC17000:2004)に従っており、“供給者適合宣言”
は 、 JISQ17000 で 定 義 さ れ た “ 宣 言 ” す な わ ち 、 第 一 者 証 明 （ first-party
attestation）である」として、“宣言”するのは、あくまで事業活動の当事者
であると定めている。
内容を定めた一般要求事項では「適合宣言の発行者（発行機関又は発行人）
は、適合宣言の発行、維持、拡大、縮小、一時停止又は取消し、及び対象の規
定要求事項への適合に責任を持たなければならない」など、より具体的な責任
範囲の明確化を謳っている。そして、適合宣言書記載の要求事項として、対象
の識別（例えば、製品の名称及びプロセス、マネジメントシステム）などの項
目を規定している。その他、適合宣言書の様式、アクセス性、製品上へのマー
ク表示、適合宣言の有効性の継続（安定供給及び変更手順など）について規定
がある。これは例えば、サンプリングでどれをとっても一緒であるような安定
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的な製造管理とか、人(Man)・機械 (Machine)・材料 (Material)・方法 (Method)
のどれかが変更又は変化するときは、必ず再評価し顧客に確認を取る “４Ｍ管
理”に通ずる考え方を示しているものと理解できる（日本規格協会、 2010、
285-287 頁）。
適合性評価－供給者適合宣言－：JIS Q 17050-2(ISO/IEC 17050-2)の第２部：
「支援文書」は、以下のような内容になっている。
第２部は、第１部の内容に関して、より具体的に展開した事項を定めること
により、実務対応の利便性及び信頼性の向上を図ったものと考えられる。序文
には「この規格は、供給者適合宣言を支援する文書に対する要求事項を規定す
る。いかなる産業分野においても 、製品（サービスを含む。以下、同じ）、プロ
セス、マネジメントシステム、人又は機関の規定要求事項（基準文書、例えば、
規格、ガイド、技術仕様書、法律及び規則）への適合について、供給者の責任
の下で実質的な裏付けを厳格に行うことが必要とされる場合がある」と謳われ
ている。そして、一般要求事項には、支援文書についてのトレーサビリティー 、
利用可能性、保存期間の記載がある。更に、必要な場合、宣言の対象に関係す
るマネジメントシステムの説明その他の関連情報も含めることが望ましく、規
定する支援文書において、適合宣言の有効性に影響を与える何らかの変更があ
ればこれを文書化しなければならない、としている（日本規格協会、 2010、
293-294 頁）。
適合性評価－供給者適合宣言の第２部 ：「支援文書」では、第１部の規格内容
に関して、製品・プロセスなどの宣言の対象の説明や、説明書・図表などの設
計文書、更に、監査・監査手順など適合性評価結果ほか個別具体的な情報の文
書化を要求している。従って、当該支援文書は、供給者適合宣言の信頼性の確
保を目的として、適合性評価－供給者適合宣言－の客観的な指標を定めている
ことが読み取れる。
以上、 ISO 規格における供給者適合宣言の概略を述べた。当該内容のポイン
トは、倫理要綱として定められた「適合性評価－適正実施規準」をベースとし
て、適合性評価に関する実践内容である「適合性評価－供給者適合宣言」の規
定を定め、その規定の内容を守るということになる。その結果として、供給者
適合宣言の本来の目的である信頼性の確保が達成できる。従って、当該宣言の
根本となる考え方は、その保証となる信頼性の確保であると言うことができる。
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（２）自己（適合）宣言のポイントと問題点
ここでは、 ISO などの公に認知された規格を拠り所とした適合宣言と、既存
の規格に囚われない独自の自己宣言のケースとの比較により、自己（適合）宣
言のポイントと問題点を明らかにする。以下、適合宣言と自己宣言を対比して
考察する。
ISO の（供給者）適合宣言としての自己適合宣言は、公に認知された規格、
すなわち国際規格である ISO 規格への準拠性を評価するものである。従って、
これらの概念の位置づけとしては狭義の自己適合宣言としての、適合宣言との
解釈が合致する。そして、ISO 規格ではないが、審査登録を前提にした例えば 、
エコアクション 21 や KES ・環境マネジメントシステムスタンダード等の環境マ
ネジメントシステム規格などへの準拠も含む自己適合宣言は、より広い概念の
適合宣言といえる。
これに対して、自己宣言は、公に認知された規格への準拠性だけではなく、
独自で構築した規格への準拠性を含むことで、 ISO 規格などの要求事項の一部
又は全部はもとより、 CSR に繋がる組織の様々な活動をも考慮した広義の宣言
ということができる。図表４－３－１に自己宣言と適合宣言の概念図として筆
者が作成したものを示す。
図表４－３－１．自己宣言と適合宣言の概念図
 
 
I S O （ 供 給 者 ） 適 合 宣 言  
 
自己宣言
自己適合宣言
ISO（供給者）適合宣言
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次に図表４－３－２として、狭義の適合宣言である ISO（供給者）適合宣言
及び最も広義の概念である自己宣言のポイントを示す。
図表４－３－２． ISO（供給者）適合宣言と自己宣言のポイント
ISO（供給者）適合宣言 自己宣言
ISO の マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム 及 び
ISO17050-1 一般要求事項への準拠（狭義）
ISO などの公のマネジメントシステム規
格のみでなく、独自構築のマネジメント
システム規格等への準拠（広義）であり、
限定なし（広義）
（筆者作成）
ISO 規格への適合宣言は、規格自体が公に認知されているため 、その準拠性に関
する評価の拠所も得やすいものとなっているが、独自構築のマネジメントシステ
ム規格等においては、評価の妥当性の問題が生ずることになる。以下 ISO 規格へ
の適合の形態と自己宣言との関係を明らかにする。
ISO では、規格への適合性評価について 、４つの形態を規定している。図表４－
３－３に、 ISO によるマネジメントシステム規格の適合性評価の主な形態を示す。
図表４－３－３．ISO によるマネジメントシステム規格の適合性評価の主な形態
ISO 規格との適合の形態
1)自己決定し、自己宣言する。
2)適合について、組織に対して利害関係をもつ人又はグループ、例えば顧客など
による確認（ confirmation）を求める。
3)自己宣言について、組織外部の人又はグループによる確認を求める。
4)外部機関（ external organization）による、 ISO マネジメントシステムの認
証／登録（ certification／ registration）を求める。
（出所：日本規格協会、 2005ａ、 31 頁を基に筆者作成）
自己（適合）宣言は大枠として２つに分けられ 、それらは即ち、ISO 規格の準拠
性を評価・保証する「適合宣言」の概念と、ISO 規格に限定しない独自に策定した
規格への準拠性を評価・保証する、より広義の考え方としての「自己宣言」の概
念である。
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ISO 規格の準拠性を評価・保証する、自己（適合）宣言の場合は、図表３－３の
3)にあるように、第三者による確認（外部監査）は、公の規格の存在により評価
の指標が明確になっている。従って、同 1)の自己決定し、自己宣言する場合や、
同 2)の顧客等利害関係者による確認も、文書及び記録の管理が規格の要求事項の
とおりに整備運用されていれば、マネジメントシステムとしての管理の信頼性は
一般論としては高いといえる。更に、一度 ISO 規格の審査登録を受けた後、自己
（適合）宣言に移行した場合は、組織としての整備運用の経験と実績によって、
その信頼性の度合いはより高くなる。
これに対して、独自に構築した規格への準拠性の評価の場合は、 ISO 規格によ
る制約がないために整備運用のばらつきが大きくなりやすく、一般論として信頼
性に疑問が生じることになる。従って、明確かつ客観的な実績を提示できない場
合は、独自に構築した規格への準拠性は、その評価が難しいものとなる。
自己（適合）宣言という用語には、ISO が使用している「自己適合宣言」、「（供
給者）適合宣言」、「自己宣言」という言葉があるが、解釈により誤解が生じやす
い概念である。従って、以下に本論における自己（適合）宣言の類型を分類して
整理する。
１）自己（適合）宣言
①ISO 規格に準拠した自己（適合）宣言
ａ． ISO によるマネジメントシステム規格のみに準拠した自己（適合）宣言
ｂ． ISO によるマネジメントシステム規格に準拠し、かつ ISO17050-1（適合評
価－供給者適合宣言）に準拠した自己（適合）宣言 → ISO（供給者）適合宣言
② ISO規格ではないが、審査登録を前提にした例えば、エコアクション 21や KES・
環境マネジメントシステムスタンダード等の環境マネジメントシステム規格な
どに準拠した自己（適合）宣言
２）自己宣言
審査登録を前提としない ISO26000 や GRI サスティナビリティ・レポーティン
グ・ガイドライン等のガイドライン規格及び独自に構築したマネジメントシス
テム等への準拠性を含む、より広い概念としての自己宣言
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第４節． ISO26000 規格と自己（適合）宣言の関わり並びに問題点と課題
2010 年 11 月に社会的責任の手引（ガイドライン）として ISO(International
Organization for Standardization： 国 際 標 準 化 機 構 )に よ り 公 刊 さ れ た
ISO26000 規格は、世界各国の協力のもと、規格開発作業の開始から 5 年余りの
準備期間を要し制定された規格であり 、社会的責任への取組みの指針として大
変大きな意味を持っている。そして、ガイドラインとしての ISO26000 は、組
織の取組みや成果を公表・証明する場合には、その評価は、コンサルティング
機関などの第三者による評価をもって保証とするケースや 、自ら適合性を表明
する「自己（適合）宣言」によって担保することが考えられる。ここでは、
ISO26000 規格と自己（適合）宣言の関連性について論ずるとともに、ISO26000
の自己（適合）宣言を構築し運用する場合の問題点と課題について考察する 。
（１） ISO26000 規格の特徴
ISO26000 規格の特徴としていえることは、社会的責任の手引（ガイドライン）
であって、審査登録を前提とした、環境マネジメントシステム (Environmental
Management System： EMS)である ISO14001 などの規格とは性質が異なることで
ある。そして、その主要なポイントとしては次の２点があげられる 。ひとつは、
規格の求めていることが、環境の ISO14001 や品質の ISO9001 に要求されるマネ
ジメントシステムの PDCA（ Plan－ Do－ Check－ Act）サイクルを運用してスパイ
ラルアップしていく取組みとしてのプロセスの評価ではなく、結果やパフォー
マンスを重視していること。もうひとつは、規格の求めていることが、法令や
規格等の決められたことを守るという受け身と捉えられる狭義の社会的責任へ
の対応ではなく、決めごと以上のことも含めて自主的な取り組み及びその結果 ・
パフォーマンスが重視されていることである。これは、認証前提の規格では
shall（～しなければならない）を用いて遵守事項を限定列挙していることに対
して、ISO26000 規格では、should（～すべきである）を用いて自主的な広がり
を持つ推奨例示としていることから示されている（日本規格協会、2011、27-28
頁）。そして、「組織は、たとえそれが困難だと思われる場合でも、具体的な状
況において、正しい又はよいと一般に認められている行動の原則と一致した基
準、指針及び規範に基づいて行動すべきである 」（日本規格協会、2011、57 頁）
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として、規範となる社会的責任の七つの原則及び各原則の構成要素としての 40
項目についての手引を示している。図表４－４－１に ISO26000 規格の社会的責
任の原則を示す。
図表４－４－１． ISO26000 規格の社会的責任の原則
項目 原則 内容のポイント
１ 説 明 責
任
組織は、自らが社
会、経済及び環境
に与える影響に説
明責任を負うべき
である。
説明責任を負うべきこと。
・自らの決定及び活動が、社会、環境及び経
済に及ぼした影響、特に、それがもたらした
重大なマイナスの結果
・故意によるものではない、及び予測できな
かったマイナスの影響の再発を防ぐためにと
る行動
２ 透明性 組織は、社会及び
環境に影響を与え
る自らの決定及び
活動に関して、透
明であるべきであ
る。
透明であるべきこと。
・その組織の活動の目的、性質及び場所
・その組織の活動の経営権をもつ者の身元
・その組織が決定を下し、それを実施し、確
認する方法。組織内の各部署の役割、責任、
説明責任及び権限の定義も含む。
・その組織が社会的責任に関する自らのパフ
ォーマンスを評価するときに用いる標準及び
規準
・社会的責任の重要な課題に関するその組織
のパフォーマンス
・その組織の資金の出所、金額及び使途
・その組織の決定及び活動が、そのステーク
ホルダー、社会、経済及び環境に与える既知
の影響及び起こり得る影響
・その組織のステークホルダー、及びステー
クホルダーを特定し、選択し、エンゲージメ
ントを行うときに用いる、基準及び手続き
３ 倫 理 的
な行動
組織は、倫理的に
行 動 す べ き で あ
る。
倫理的な行動を積極的に促進すべきこと。
・その組織の中核的な価値及び原則を特定し 、
表明する。
・その組織の意思決定及び他者との交流にお
いて、組織内で倫理的な行動を促進できるよ
うな統治構造を構築し、利用する。
・その組織の目的及び活動にふさわしく、同
時にこの国際規格に要約されている原則にも
則した、倫理的な行動の基準を特定し、導入
し、適用する。
・その組織の倫理的な行動の基準の順守を奨
励し、促進する。
・その土地の文化的アイデンティティを維持
しつつ、自らの統治構造、人員、供給業者、
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請負業者、またそれが適切である場合には、
所有者及び管理者、並びに、特にその組織の
価値観、文化、誠実さ、戦略及び運営に重大
な影響力をもつ機会のある人々、及びその組
織を代表して行動する人々、から求められる
倫理的な行動の基準を定義し、伝える。
・その組織全体を通して、非倫理的な行動に
つ な が る 可 能 性 の あ る 利 益 相 反 を 予 防 し た
り、解決する。
・倫理的な行動を監視し、支持し、強化する
ため、監督の仕組み及び管理方法を確立し、
維持する。
・報復を恐れることなく非倫理的な行動を報
告できる仕組みを確立し、維持する。
・現地の法規制が存在しない、又は現地の法
規制が倫理的な行動と対立するような状況を
認識し、対処する。
・人間を被験者とする研究を行う場合は、国
際的に認められた倫理的な行動の基準を採用
し、適用する。
・動物の生命及び生存に影響を与える場合、
動物福祉に配慮する、適正な状態で動物の飼
育、繁殖、生産、輸送及び使役を行うことを
含む。
４ ス テ ー
ク ホ ル
ダ ー の
利 害 の
尊重
組織は、自らのス
テークホルダーの
利害を尊重し、よ
く考慮し、対応す
べきである。
行うべきこと。
・自らのステークホルダーの利害及び法的権
利を認識し、当然払うべき注意を払う。また、
それらのステークホルダーがその組織の活動
に重大な影響を与える可能性があることを認
識する。
・一部のステークホルダーがその組織の活動
に重大な影響を与える可能性があることを認
識する。
・その組織に接触し、関与し、影響力を及ぼ
す ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 相 対 的 な 能 力 を 評 価
し、考慮に入れる。
・自らのステークホルダーの利害と社会のよ
り幅広い期待及び持続可能な発展との関係、
並びにそのステークホルダーとその組織との
関係の性質を考慮に入れる。
・そのステークホルダーがその組織の統治に
おいて正式な役割をもたないとしても、又は
自らの利害を認識していないとしても、組織
の決定又は活動によって影響を受ける可能性
のある利害をもつステークホルダーの見解を
考慮する。
５ 法 の 支
配 の 尊
組織は、法の支配
を尊重することが
行うべきこと。
・その組織が活動する全ての法的管轄区域に
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重 義務であると認め
るべきである。
おいて、たとえその法令及び規則性が適切に
執行されてない場合であっても、法的要求事
項を順守する。
・自らの関係及び活動が、規定された、適用
される法的枠組みを確実に順守するようにす
る。
・全ての法的義務を把握しておく
・関連する法規制の順守の状況を定期的に確
認する。
６ 国 際 行
動 規 範
の尊重
組織は、法の支配
の尊重という原則
に従うと同時に、
国際行動規範も尊
重すべきである。
・国内の法又はその施行によって、環境又は
社会を守るための適切な保護手段が取られて
いない状況においては、組織は少なくとも国
際行動規範を尊重するよう十分努力すべきで
ある。
・国内の法又はその施行が国際行動規範と対
立する国々において、組織は、国際行動規範
を 最 大 限 尊 重 す る よ う 十 分 努 力 す べ き で あ
る。
・法又はその施行が国際行動規範と対立し、
しかもその規範に従わないことによって重大
な結果がもたらされると考えられる場合に、
組織は、可能で適切な場合、その法的管轄内
における活動及び関係の性質及び活動を確認
すべきである。
・組織は、法又はその施行におけるこのよう
な対立を解決するために、関連組織及び関連
当局に影響力を及ぼすための合法的な機会及
び経路を探すべきである。
・組織は、国際行動規範とは整合しない他組
織 の 活 動 に 加 担 す る こ と を 避 け る べ き で あ
る。
７ 人 権 の
尊重
組織は、人権を尊
重し、その重要性
及び普遍性の両方
を認識すべきであ
る。
行うべきこと。
・国際人権章典に規定されている権利を尊重
し、可能な場合は、促進する。
・あらゆる国、文化及び状況において不可分
に適用されるこれらの権利の普遍性を尊重す
る。
・人権が保護されていない状況では、人権を
尊重するための措置をとり、このような状況
を悪用しない。
・法又はその施行によって人権が適切に保護
されていない状況では、国際行動規範の尊重
の原則を守る。
（出所：日本規格協会、 2011、 57-65 頁を基に筆者作成）
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ISO26000 規格で説明される社会的責任は、社会及び環境に対する組織の責任
に関わるものとして、組織に焦点を合わせたものであり、組織の社会的責任の
包括的な目的は、持続可能な発展に貢献するものであるべきとしている。そし
て、持続可能な発展の目的は、特定の組織の持続可能性又は継続的な存続可能
性を問題にしているのではなく、社会全体及び地球のために持続可能性を実現
することであると定義する。そのために、社会全体の持続可能性は全ての組織
に関連があるが、個々の組織の持続可能性は、社会全体の持続可能性と両立す
るかもしれないし、両立しないかもしれないとしている（日本規格協会、2011、
54-55 頁）。これは、あらゆる組織に社会的責任の取組みとして持続可能な発展
への貢献を推奨するが、その効果は社会全体及び地球のための持続可能性を実
現するものでなければならず、個々の組織で見ると、結果として持続できない
組織の発生の可能性を示唆しているものと推定され、非常に厳しい表現である
といえる。そのために、組織が社会的責任として、組織統治や人権、環境など
の具体的な中核主題に取り組む場合に、社会的責任に関して真摯に向き合い、
より正しく理解し実践するために、目的に関する記述及び行動規範となる社会
的責任の原則が示されているものといえる。
ここで、社会的責任の原則を行動規範と捉えた場合 、キーポイントとなる原
則は倫理的な行動であると考えることができる。これは、明確な表現はないと
しても、社会的責任の７つの原則に示された 40 項目のうち、最も多い 11 項目
が倫理的な行動の構成要素として示されていることからも読み取ることができ
る。倫理的な行動は、意識の内面に関わり明文化・形式化が難しいものである
が、他の項目に取り組む上でその基本・推進力となる原則である。他の６原則
は、形式から取り組むことも可能と考えられるが 、基本となる倫理的な行動は 、
人格にかかわるものであり、学習によって簡単に身に付くものではない。倫理
の意味は、「人として守るべき道。道徳。モラル。」とあり、道徳の意味は、「あ
る社会で、人々がそれによって善悪・正邪を判断し、正しく行為するための規
範の総体。法律と違い外的強制力としてではなく、個々人の内面的原理として
働くものをいい、また宗教と異なって超越者との関係ではなく人間相互の関係
を規定するもの」と説明されている（『スーパー大辞林』三省堂）。従って、倫
理的な行動は、自主的な取組みを推奨するガイドラインとしての ISO26000 規格
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の根本的思想を表しており、ISO26000 規格で説明される社会的責任の原則にお
いてのキーポイントであるということができる。組織が倫理的な行動への対応
を、持続可能な発展を目指して自主的に取り組むとき、他の６原則への組織の
取組みは、より有効かつ信頼性の高いものとなる。
更に、続いて説明される、社会的責任の、より具体的な項目及び課題の定義
となる７つの中核主題との関係については 、「これらの中核主題及び課題に関す
る行動は、社会的責任の原則及び慣行に基づいているべきである」として、原
則に基づいた取組みを謳っている（ 日本規格協会、 2011、 80 頁）。これらの中
核主題とは、組織統治、人権、労働慣行、環境、公正な事業慣行、消費者課題、
コミュニティへの参画及びコミュニティの発展である。ここで、原則及び中核
主題それぞれの関連性を ISO26000 規格でみると、社会的責任の原則では、それ
ぞれの原則の関連や核になる原則についての説明は特に示されてはいないが、
中核主題では、組織統治に関して相互関連に関しての解釈および説明が示され
ている。その内容は、「全ての中核主題は相互に関連し、補完し合うものだが 、
組織統治の性質はそれ以外の中核主題とはいくらか異なる。効果的な組織統治
が行われていれば、その組織は他の中核主題及び課題についても行動を起こし 、
社会的責任の原則を実施することも可能になる」と説明されている。そして 、
「組織は、これらの中核主題を全体的な視点で見るべきである 」（日本規格協会、
2011、80 頁）として、中核主題それぞれの関連性を図示している 。図表４－４
－２に、７つの中核主題の関連図を示す。
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図表４－４－２． ISO26000 規格の７つの中核主題
全体的なアプローチ
相互依存性
（出所：日本規格協会、 2011、 81 頁を基に筆者作成）
ｺﾐｭﾆﾃｨへの
参画及び ｺﾐ
ｭﾆﾃｨの発展
人権
消費者課題 労働慣行
公正な
事業慣行 環境
組織統治
組 織
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ISO26000 規格で説明される組織統治とは、組織がその目的を追求する上で、
決定を下し、実施するときに従うシステムとされ、組織が自らの決定及び活動
の与える影響に責任をもち、社会的責任をその組織全体及び自らの関係に統合
することを可能にする最も決定的な要素であると示されている。そして、この
特殊な性格は、社会的に責任ある行動を目指す組織は、社会的責任の原則を実
践することを可能にするような、組織統治のシステムをもっているべきである
ということから生じるとの説明がある（日本規格協会、2011、82-83 頁）。図表
４－２をみると、組織統治を核としたそれぞれの中核主題との関係及び相互依
存性を生かした全体的なアプローチの必要性が、わかりやすく表現されている
といえる。ISO26000 規格における社会的責任の中核主題では、７つの中核主題
の説明の前に「一般」と題された前文があり、組織統治の重要性を謳うととも
に、続く中核主題の個別テーマの最初に組織統治の説明を示すことにより、そ
の重要性を強調しているものと思われる。
ISO26000 において、中核主題に関しては、章建てであれば６章にあたる箇条
６にまとめられているが、その上位概念として捉えることができる、社会的責
任の原則を箇条４として７項目に分けて示している。ここで、中核主題の考え
方を社会的責任の原則に当てはめ、核となる原則をみてみると、前文に当たる
「一般」の説明では、７つの原則の最初の説明は説明責任に関する記述であっ
て、以降の６つの原則についても核となる原則の明確な表現をみとめることは
できない。但し、根本となる考え方として、「組織は、たとえそれが困難だと思
われる場合でも、具体的な状況において、正しい又はよいと一般に認められて
いる行動の原則と一致した基準、指針及び規範に基づいて行動すべきである」
との表現がある（日本規格協会、 2011、 57 頁）。ここで示される、「正しい又は
よい行動」は、「倫理的な行動」と同義と捉えることができるとともに 、高い倫
理観が伴わなければその効果及び有効性には疑問が残るといえる。従って、社
会的責任の原則の解釈として、倫理的な行動を核としたそれぞれの原則との関
係及び相互依存性を生かした全体的なアプローチの必要性という、中核主題と
同様の考え方を当てはめることが可能であると考えられる。図表４－４－３に
筆者独自の解釈により、７つの中核主題と同様に７つの社会的責任の原則の関
係を図示したものを示す。
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図表４－４－３． ISO26000 規格の７つの原則
全体的なアプローチ
相互依存性
（出所：日本規格協会、 2011、を基に筆者作成）
倫理的な行動の実践は、社会的責任の原則の核となり、 他の原則についても
行動の基になる意識の高揚へとつながるとともに、中核主題への取組みを実施
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することも可能になる。従って、組織は、倫理的な行動の実践を規範・核とし
て、それぞれの社会的責任の原則を全体的な視点で見るべきである、というこ
とができる。
（２） ISO26000 規格と自己（適合）宣言の関わり及び問題点と課題
自己（適合）宣言は、 ISO 規格などへの適合性を、サプライヤーの第一者証
明（ first-party attestation）として「自ら宣言（ self－ declaration）」す
ることである。これは、環境マネジメントシステムである ISO14001 や品質マネ
ジメントシステムである ISO9001 などの、特定の要求事項（規格・基準等）へ
の適合性を第三者が文書で保証する手続きである「認証 (Certification)」や「審
査登録 (Registration)」とは性質が異なる。自ら適合性を表明する自己（適合）
宣言は、その性質として整備・運用には様々な懸念事項が潜在し、ばらつきが
生じやすく客観性・信頼性に疑問が残るケースも考えられる。これは、第三者
の保証がなく、あくまで自己責任のもとにおいて信用を発信するため、その結
果がダイレクトに企業活動に影響を及ぼすであろう自己（適合）宣言の基本と
なる性質である。形式だけの自己満足又は宣伝効果狙いの、実効性の低い自己
（適合）宣言では、組織内外の信用をなくすケースなど、いずれ立ち行かなく
なる可能性があるといえる。一方、合理的・経済的かつ高い倫理観と専門技術
が要求される「自己（適合）宣言」は、自発的かつ適正な整備・運用がなされ
れば、ガイドラインとしての規格の取組みを保証し、信頼性を高める可能性が
あると思われる。
ここからは、 ISO26000 規格と自己（適合）宣言を結び付ける場合について、
その問題点と課題を含めて論じていく。 ISO26000 規格の整備・運用を構築する
ために考慮する問題点を挙げるとすると、まず、要求事項をもたない ISO 規格
への取組みをどのように対応し進めていくかという根本的な問題がある。この
点について、ISO26000 規格策定の日本の代表機関であった、 ISO/SR 委員会及び
ISO/SR 幹事会のメンバーである関正雄氏は自著において以下の見解を示してい
る。「ガイダンス文書は要求事項をもたない 。従って、認証目的に使うことはで
きない。注意しなければいけないのは、 ISO26000 は要求事項をもたないので、
第三者認証だけでなく自己適合宣言もできないという点である 」。そして、「そ
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もそも要求事項がなければ、第三者であれ自己であれ、適合しているかどうか
は判定のしようがない。考えてみれば当然の話であるが、自己適合宣言はＯＫ
と誤解されやすいので注意しておく必要がある」と述べている（関、 2011、 21
頁）。この見解に関しては、筆者は若干異なる私見を持つため 、その内容は後述
する。
認証問題については、関氏によると、ISO 本部の見解として例えば環境セクシ
ョンでは、環境マネジメントの ISO14000 シリーズなど「個別の分野においては、
必要に応じて認証を取得することも有用である」との紹介がある（関、 2011、
23 頁）。そして、「ただ、形式主義に走り認証の取得や維持自体が目的化して、
実態がともなわないなら、社会的コストが生じるだけで逆効果である。認証規
格は日本企業に急速に浸透したが、一方で形骸化、認証疲れなどの弊害も指摘
されていることに留意しなければならない 」と述べている（同、23 頁）。この見
解は、ISO に対応する現状の大きな懸念事項として 、コストはかかるが ISO の本
来の趣旨・目的に合致せず、実態の伴わない運用となってしまっている組織に
向けて、その危機的状況を表明しているものと捉えることができる 。組織の ISO
規格等への取組みを認証する審査登録機関及び審査員並びに関連するコンサル
ティング業者の現状としては、一部を除いて NPO でもボランティアでもなく、
利潤の追求を主要な目的とするケースが多いと考えられる。更に、認証を取得
した組織においては、ユーザーや入札権利などの外圧によって始めた場合や、
マンネリ化・取組みの行き詰まりによって、実態不在となってしまうケースが
懸念されている。そのために、費用対効果による継続の必要性などに疑問をも
つ組織の認証撤回等によって、わが国の ISO9001 や ISO14001 の審査登録件数が
減少傾向となっていることは事実である。その結果として、自己（適合）宣言
に移行した組織もあるが、第三者の保証がなく、自ら ISO 規格などへの適合性
を直接ステークホルダー（利害関係者）に表明する自己（適合）宣言は、自ら
に責任を課すものであり、そのハードルは決して低くはないといえる 。従って、
自らの責任において自主的かつ前向きな取組みとして自己（適合）宣言をうま
く活用することが、 ISO26000 規格の整備・運用を、より実効性のあるものとす
る可能性につながるものと期待される。
そこで、ここからは、ISO26000 規格の自己（適合）宣言の可能性について論
じることとする。
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最初に、ISO 規格としての自己適合宣言をみると 、ISO には、ISO 供給者適合
宣言とよばれる、ガイドラインとしての「適合性評価－適正実施規準： JIS Q
0060(ISO/IEC Guide60)」、要求事項を持つ規格としての「適合性評価－供給者
適合宣言－： JIS Q 17050-1(ISO/IEC 17050-1)」という自己（適合）宣言の概
念があることはすでに述べた（島岡、2011ｂ、28 頁）。そこで、ISO 供給者適合
宣言の適用範囲をみてみると、ISO17050-1 の序文では、適用範囲について「そ
の対象には製品、プロセス、マネジメントシステム、人又は機関があり、適合
宣言を行うための個別の対象を限定するものではない」と規定し、範囲の限定
を避けている（日本規格協会、2010、285 頁）。そして、より具体的に展開した
事項を定めた支援文書である、ISO17050-2 の序文では「この規格は、供給者適
合宣言を支援する文書に対する要求事項を規定する 」として、「いかなる産業分
野においても、製品（サービスを含む。以下、同じ）、プロセス、マネジメント
システム、人又は機関の規定要求事項（基準文書、例えば、規格、ガイド、技
術仕様書、法律及び規則）への適合について、供給者の責任の下で実質的な裏
付けを厳格に行うことが必要とされる場合がある」と謳われている（日本規格
協会、 2010、 293 頁）。これをみると、まず ISO17050-1 では「適合宣言を行う
ための個別の対象を限定するものではない」との表現があり、ISO17050-2 では、
規定要求事項への適合という表現はあるものの、その類型として「例えば、規
格、ガイド」との説明がある。従って、そこから読み取れる解釈として、あく
まで筆者の個人的見解ではあるが、ISO の正式な規格である ISO26000 は、推奨
事項を規格としたガイドラインとして、 ISO 供給者適合宣言の対象とすること
が可能であると考える。
ISO17050 では、要求事項に沿って宣言内容を記載できるフォームが用意され
ており、自己責任での ISO 供給者適合宣言が可能となる。 ISO のフォームを使
用した自己適合宣言は、その内容が正しいものであれば、組織内外の信頼性向
上にもつながり、組織の持続可能性にプラスの効果をもたらすと考えることが
できる。信頼性を高めるために、コンサルタントや NPO などによる第三者に証
明してもらうというケースも考えられるが、その場合にはコストや第三者の質
的レベルをどのように確保するかという問題に留意する必要がある。
次に、 ISO 供給者適合宣言における供給者としての立場ではないが、あらゆ
る組織として ISO26000 規格に取り組む場合のより広い概念ともいえる自己宣
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言の類型を考えてみる。このケースは、ISO26000 規格への準拠性だけではなく、
その趣旨目的に合致する独自で構築した規格への準拠性を含むことで、CSR や
SR に繋がる組織の様々な活動をも考慮した広義の宣言といえる 、自己宣言であ
る。この場合は共通のフォームがないために、宣言する内容には、客観性及び
明確性が求められる。この類型では、毎朝挨拶をする又は掃除をするなどの最
もシンプルなケースから、複雑な社会的責任に取り組むケースまであらゆる場
合が想定できるため、客観性及び明確性を担保するガイドラインなどの拠り所
が欲せられる。比較的大きな組織では、 CSR 報告書や環境報告書を作成・公表
しているが、これらも社会的責任に関する一種の自己宣言と言える。 CSR 報告
書等については、オランダに本部を置く NGO である、 GRI（ Global Reporting
Initiative）により公刊されている、国際的なサステナビリティ・レポーティ
ングのガイドラインに則り、作成・公表されているものも多い。環境報告とし
てみると、わが国では、「環境経営」に基づく社会的説明責任や環境コミュニケ
ーションの重要性を認識した積極的な情報開示が求められており、その望まし
いと思われる方向および内容を取りまとめた、環境省による環境報告ガイドラ
インがある。環境報告ガイドラインの最新版である 2007 年版は、サスティナビ
リティ報告書や、 CSR 報告書への適用も視野に入れて改訂されている。
ISO26000 規格の自己（適合）宣言についてまとめてみると、一つめとして、
ISO 供給者適合宣言の要求事項に沿って、ISO26000 規格への取組み（整備・運
用）を宣言する方式が考えられる。そして、二つめとしては、ISO26000 規格の
趣旨目的を理解した上で、推奨事項の一部又は全部、更には任意の項目を加え
ることによる、より広範な SR への取組みを宣言する自己宣言の方式が考えられ
ることになる。いずれの場合も自己（適合）宣言による外部コミュニケーショ
ンが基本となるが、前者の場合は、 ISO のフォームや規格に基づく供給者適合
宣言を便宜的に当てはめるものであり、正しく実践されればその信頼性は高い
ものと思われる。このケースでは、顧客や外部の第三者に意見書又は証明書を
発行してもらう場合にも、公の規格に基づいた判断ができるため、信頼性をよ
り高めることも可能といえる。一方、後者では、宣言の仕方も一様ではなく、
あらゆるパターンが想定されるため 、できるだけ SR 規格に準じた表現を用いる
とともに、顧客や外部の第三者に意見書又は証明書を発行してもらう場合には 、
評価のしやすい内容の宣言書等を作成する努力が必要となる。
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ISO26000 規格は、あらゆる組織に適用可能な社会的責任に関するガイドライ
ンであって、地球の持続可能な発展のために、地球上に存在するあらゆる組織
の規範となるものである。これは、理想ではなく現実として取り組む必要があ
り、何らかの指標が求められることとなる。そのために、取組み如何により実
効を高める可能性を内在した、自己（適合）宣言の活用が推奨されよう。
第５節．社会的責任（SR）規格における自己（適合）宣言の実践指針
持続可能な発展の指針である社会的責任（SR）規格としての ISO26000 は、実
効性・有効性及び信頼性の高い自己 (適合 )宣言の整備及び運用によって、規格
の趣旨・目的に合致した活動を可能とする。従って、ここからは、社会的責任
（ SR）規格における自己 (適合 )宣言の実践指針を示すことを目的として論ずる 。
それが、あらゆる事業所における持続可能な ISO26000 の構築及び運用を可能と
し､CSR(Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任 )への貢献、地球
環境の保全につながると共に、より広い概念である SR への指針としてあらゆる
組織の拠り所を示すものと考える 。 私は、既論文において、環境マネジメント
システム（ EMS）の自己（適合）宣言について研究した（島岡、2011a）。その成
果としてのまとめを示し、 ISO26000 への適用を試みることにする。
自己（適合）宣言は、その内容を提示・証明できなければ対外的には認めら
れず、監査論から見ても客観性・独立性に反し、有効とは言えないとの疑問も
生ずる。しかし、現実として自己責任のもとに実施されているモニタリング活
動としての内部監査が、事業活動の保証に影響を与えていることは確かである 。
更に、小企業であれば、監査でなく、業務に組み込まれた「自浄作用」により
事業活動を継続せざるを得ない現実がある。だとすれば、実効性・有効性及び
信頼性の高い自己（適合）宣言を構築・運用することで、 CSR に貢献する事業
活動を実践できるはずである。その結果として、筆者は、環境マネジメントシ
ステム（ EMS）の自己（適合）宣言についてまとめた既論文において 、「トップ
マネジメント」「担当者（事務局・管理責任者等）」「評価・監査」を３つの主要
な要素として、その実践指針を示した。以下にその概要を述べる。
①トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）
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マネジメントシステムの実践は経営と密接な関係にある。ISO14001 規格の序
文には「このシステムの成功は、組織の全ての階層及び部門のコミットメント 、
特にトップマネジメントの如何にかかっている」とある。実例としての、自治
体である飯田市の環境マネジメントシステムへの取組みにおける行動への意志
や意欲・決意からの精神もトップマネジメントの重要な留意点である 。 ISO あ
るいは JIS、独自の EMS における自己（適合）宣言規格・基準をみても、その
序文や原則において、「組織としての責任をもつ」と共通して謳われている 。こ
れらの考察から、トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）が不可欠である
とした。
②担当者（事務局・管理責任者等）の力量
自己（適合）宣言である以上、内部の実務能力が伴わなければ継続的改善は
厳しい。従って、実務責任者となる担当者（事務局・管理責任者等）には相応
の力量が求められる。参考とした飯田市の環境マニュアルでは、キーマンとな
る担当者の役割・力量・教育訓練等について、具体的内容を詳細に定めており 、
担当者の力量向上としての人材育成に注力していることが読み取れる 。これは、
環境マネジメントシステムの信頼性の向上につながり、内外から評価される特
徴の一つとなっている。
③正当な評価・監査
自己（適合）宣言である以上、正当な評価・監査が成されなければその信頼
性の担保は難しい。これは、その評価が内部監査メインである以上、独立性・
客観性に劣るため必然として顕在化する問題である。この点に関しては、飯田
市と水俣市の事例を参考に、実効面から述べた。更に、ISO19011 及び内部監査
人協会による内部監査の倫理綱要に焦点を当て、理論面からの評価・監査につ
いても検討した。自己（適合）宣言の評価・監査において求められることは、
理論的には誠実性（倫理的行動 ）・客観性・秘密の保持・専門的能力を確保し 、
実効面では内部監査体制の強化、第三者監査（外部監査）による保証を確実に
することである。
これらの３つの要素への取り組みは、本質的なキーポイントとして大企業の
みならず、資源に余裕のない中小事業所の「自浄作用」においても活用できる
ものと考え、本論点が、より良い環境マネジメントシステム（ EMS）の運用、及
び、その自己（適合）宣言へと繋がることを期待するとした（島岡、 2011a）。
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ここで、これらの３つの要素と ISO26000 規格の関連をみてみると、ISO26000
規格の７章にあたる箇条７に組織全体に社会的責任を統合するための手引きが
あり、関連事項が示されている。その項目のひとつに組織全体に社会的責任を
統合するための実践に関する内容としての、社会的責任に関する意識の向上及
び力量の確立についての記載がある。そこには「組織のあらゆる側面に社会的
責任を組み込むためには、その組織のあらゆるレベルでのコミットメント及び
理解が必要である」とある。そしてトップマネジメントに関しては「コミット
メント及び理解は、その組織のトップを起点にすべきである。その組織にとっ
て社会的責任がもたらす便益を理解することは、その組織のトップがコミット
メントを形成する上で大きな役割を果たし得る。したがって、その組織のトッ
プに社会的責任の意味及び便益を十分に理解させるための取組みを進めるべき
である」と記載されている。更に、社会的責任に関する組織の方向性の決定に
関して「組織のトップの発言及び行動、並びにその組織の目的、願望、価値観、
倫理観及び戦略が、その組織の方向性を決定する 」とある（日本規格協会、2011、
192-194 頁）。
ここから読み取れることとして、社会的責任の実践には、トップのコミット
メントが最も重要な要素の一つであることが解る。次に、担当者（事務局・管
理責任者等）の力量に関する内容としては「一部の従業員及び一部の部署が、
深い関心及び理解を示すことがあり、組織はこのような部門を通じて初期の取
組みの重点を置くことが有用」であり「社会的責任の慣行を実施するための力
量確立には、活動分野において、また、知識及び理解を深めることにおいて、
技能の強化または開発が必要になるかもしれない。既にもっている知識及び技
能を活用し、一部の課題については、特別な教育訓練が有用であるかもしれな
い」としている（日本規格協会、 2011、 193 頁）。そして「教育及び生涯は、社
会的責任に関する意識向上及び力量確立の柱であって積極的かつ前向きな行動
を育てるような新しい方向性を定め、社会的責任に関する課題に取り組む力を
人々に与えている」とある（日本規格協会、2011、 193-194 頁）。ここからは、
一部の従業員及び一部の部署が 、キーマンとなる担当者や担当部門となること 、
そしてその役割・力量・教育訓練等について、担当者の力量向上としての人材
育成に注力することの重要性が謳われていることが読み取れる。
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３つめの要素である正当な評価・監査については、自己（適合）宣言におけ
る、その評価・監査は、最も重要なポイントのひとつとなっており、それは 、
ISO26000 規格において、倫理的な行動が第一義であると読み取れることに関連
付けることができる。ここでは、ISO における監査のための指針である ISO19011
に関する内容及び特徴を、主に監査の原則並びに個人的特質と力量に焦点を当
て 示 す 。 更 に 、 70 年 以 上 の 歴 史 を も つ 世 界 的 組 織 で あ る 内 部 監 査 人 協 会
（ Institute of Internal Auditors : IIA）による、内部監査の倫理綱要を示
し、人的要件及びモニタリングの重要性を述べる。
(1)ISO19011 品質及び／又は環境マネジメントシステム監査のための指針
ISO19011 は 2002 年 10 月に制定され、 2003 年には JIS 化され JIS Q 19011
として日本工業規格にもなっており、組織の品質及び／又は環境方針の効果的
な実施を監視し、検証するためのマネジメントツールとして、監査の重要性を
強調している（日本規格協会、2003、 15 頁）。 ISO19011 は、序文から始まり、
１．適用範囲、２．引用規格、３．定義、４．監査の原則、５．監査プログラ
ムの管理、６．監査活動、７．監査員の力量及び評価、の７章で構成されてい
る。ここでは、大本・前提となる４．監査の原則及び人的要件の重要性を説い
ている７．監査員の力量及び評価に焦点を当てる。
1)監査の原則
ISO19011 では、監査はいくつかの原則に準拠しているという特徴があるとし
て、それが経営の改善に役立つものと謳っている。そして、適切かつ十分であ
り、同条件下では同様の監査結論に達するために、これらの原則の順守は、必
須条件であるとしている。具体的な監査員に関係する原則は以下の 5 項目であ
る。
①倫理的行動：職業専門家であることの基礎
信用があり、誠実であり、機密を保持し、分別があることは、本質的要素
②公正な報告：ありのままに、かつ、正確に報告する義務
監査所見、監査結論及び監査報告は、ありのままに、かつ、正確に監査活
動を反映する。
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監査中の顕著な障害、監査側と被監査側との未解決な意見の食い違いも報告
する。
③職業専門家としての正当な注意：監査の際の広範な注意及び判断
監査員は、自らの業務の重要性、並びに監査依頼者他の利害関係者の信頼
に見合う注意を払う必要な力量をもつことは、一つの重要な要素。
④独立性：監査の公平性及び監査結論の客観性の基礎
監査員は、監査対象の活動から独立した立場、偏り及び利害衝突がないも
のであり、監査所見及び監査結論が監査証拠だけに基づくことを確実にする
ために、終始一貫して客観的な心理状態を維持する。
⑤証拠に基づくアプローチ：体系的な監査プロセスにおいて、信頼性及び再
現性のある監査結論に到達するための合理的な方法
監査証拠は検証可能なものであるが、監査は限られた時間・資源で行われる
ため、監査証拠は、入手可能なサンプルに基づいている。従って、サンプリン
グを適正に活用しているか否かは、監査結論にどれだけの信頼をおけるかとい
うことと密接に関係している（日本規格協会、 2003、 43-47 頁）。
以上から、ISO19011 の監査の原則における基礎となり、かつ本質的な要素は、
「倫理的行動」であるとされている。但し、「倫理的行動」は人的特性の根本か
ら出る行動であって、学習することがもっとも難しい要素である 。従って、「倫
理的行動」に関する考え方、取組み方が、監査・評価に与える影響は非常に大
きいものとなる。そのため、当該要素における考察により、「倫理的行動」に関
する何らかの指標を構築できるならば、実効性・有効性及び信頼性の高い自己
（適合）宣言の実践指針に繋がるものと期待できる。これに対して、他の 4 項
目は、学習効果が期待できる項目であるとともに、倫理的要素の充実により、
達成が容易となる項目であると思われる。
2)監査員の力量及び評価
ISO19011 では、監査プロセスに対する信用及び信頼は、監査を行う人の力
量（ competence）に依存し、その個人的特質並びに教育、業務経験、監査員訓
練及び監査経験によって身に付けた、知識及び技能を適用する能力の実証に基
づいているとしている。そして、監査人の個人的特質については、前述の監査
の原則に従って行動できる以下の特質を備えていることが望ましいとしている。
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①倫理的である。すなわち、公正である、信用できる、誠実である、正直で
ある、そして分別がある。
②心が広い。すなわち、別の考え方又は視点を進んで考慮する。
③外交的である。すなわち、目的を達成するように人と上手に接する。
④観察力がある。すなわち、物理的な周囲の状況及び活動を積極的に意識す
る。
⑤知覚が鋭い。すなわち、状況を直感的に認知し、理解できる。
⑥適応性がある。すなわち、異なる状況に容易に合わせる。
⑦粘り強い。すなわち、根気があり、目的の達成に集中する。
⑧決断力がある。すなわち、論理的な思考及び分析に基づいて、時宜を得た
結論に到達する。
⑨自律的である。すなわち、他人と効果的なやりとりをしながらも独立して
行動し、役割を果たす（日本規格協会、 2003、 147-153 頁）。
力量の維持及び向上については、教育・経験・訓練・セミナー参加などの諸
活動の継続による専門能力の継続的開発、品質及び／又は環境マネジメントシ
ステム監査への積極的参加による監査能力の維持・実証が望ましいとされてい
る（日本規格協会、 2003、 181-199 頁）。
「監査員は“資格”でなく“力量”で選ぶ この監査規格の指針では、作成
当初から、“監査員（審査員）”は、“資格”によって保証されるのではなく 、
“ competence（力量）”によって評価されるべきであるとして、“ competencies
approach”ということが提案されていた。これは、これまでの監査に対する反
省であり、市場からの要請によるものである 」との解説もある（日本規格協会、
2003、解説 3 頁）。
以上、ISO19011 に関して「監査の原則」及び「監査員の力量」について述べ
た。そして当該内容により、 ISO19011 は、“倫理的行動”と“力量”を重点要
素として構成されていることが解る。
(2)『内部監査人協会 専門職的実施のフレームワーク』倫理綱要
内部監査人協会（ The Institute of Internal Auditors： IIA）は、 1941 年
にアメリカ合衆国で設立され、内部監査の専門職としての確立、内部監査の理
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論・実務に関する内部監査担当者間の研究ならびに情報交換、内部監査関連論
文・資料の配布を中心として、内部監査に関する世界的な指導的役割を担って
いる。現在では、 100 以上の国と地域に代表機関がある。会員は個人単位で登
録されており、 2009 年末現在では、 165 の国と地域から、約 170,000 名が登録
されている（日本内部監査協会ホームページ）。内部監査人協会は、約 70 年の
歴史を持つ内部監査に関する専門職協会であって、内部監査の目的・原理原則
など重要ポイントを文書化している。以下に自己（適合）宣言の評価に関する
根幹となる、内部監査の定義並びに倫理綱要における誠実性に関しての原則を
示す。
1)内部監査の定義
内部監査は、組織隊の運営に関し価値を付加し、また改善するために行われ
る、独立にして、客観的なアシュアランス及びコンサルティング活動である。
内部監査は、組織体の目標の達成に役立つことにある。このためにリスク・マ
ネジメント、コントロールおよび組織体のガバナンス・プロセスの有効性の評
価、改善を、内部監査としての体系的手法と規律遵守の態度とをもって行う。
2)倫理綱要
倫理綱要には、最初に「はじめに」として、以下の目的が示されている。
「本協会の倫理綱要の目的は、内部監査の専門職にある人の倫理的素養を高
めることにある」
そして、「内部監査の定義を超え、つぎの 2 項目を含むように範囲を拡張して
いる」として
１．専門職としての内部監査とその実践に関する原則
２．内部監査人に対し行為規範として期待される倫理規則。これらの規則は
原則を実際に適用する際の解釈の助けとなり、内部監査人の倫理行為の指針
たるべきものである、
との記述がある。そして、原則に従いかつこれを向上させるものとしており、
誠実性については以下の説明がある。
内部監査人の誠実性は、信頼を確固なものとする。このゆえに、誠実性は、
自らの判断が信用される基礎となる。
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更に、倫理行為規範としての具体的内容はつぎの様になっている。
倫理行為規範としての誠実性
内部監査人は、
1.1 自己の義務を、正直、勤勉および責任を持って行う。
1.2 法律を遵守し､法律において､また専門職として､期待される開示を行う。
1.3 いかなる違法行為にも意図的に加担せず、内部監査の専門職および組織
体に対し疑義を生じさせる行為には関与しない。
1.4 組織体の適法かつ倫理的な目標を尊重し、貢献する。
（日本内部監査協会、 2006、 19-23 頁）。
以上、 ISO19011 における「監査の原則」及び「監査人の力量及び評価」、並
びに内部監査人協会（ IIA）の「内部監査人の原則」について示した。その結果
として、両者に共通する最大の特徴をみると、いずれも倫理的行動に関する記
述が最初にあり、最も大事な項目とされていることが解る。従って、当該両者
から読み取れる評価・監査の重要なポイントは、誠実性（倫理的行動）である
といえる。その他の共通する重要なポイントとして客観性・秘密の保持・専門
的能力が謳われているが、ここでは割愛する。図表５－５－１に、ISO19011 及
び IIA 両者の原則－誠実性（倫理的行動）の内容について示す。
図表５－５－１． ISO19011 及び IIA の原則－誠実性（倫理的行動）
項目
(IIA 原則 )
IIA 専門職的実施のフレームワ
ーク
ISO19011 の監査の原則
誠実性
法令遵守・倫理的行動、自らの
判断が信用される基礎
倫理的行動：職業専門家の基
礎
☆監査人の力量：個人的特質
（公正・誠実など）客観性専
門職としての最高水準の客観
性による公正不偏な評価
（ (日本規格協会、2003)及び (日本内部監査協会、2006）の内容を基に筆者作成）
ここでは、システムとしての整備・運用が可能であり、かつ、高い志・意識
改革にも通ずる自己（適合）宣言の正当な評価・監査についてまとめた。その
結果として、自己（適合）宣言において、監査関連におけるシステムとしての
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整備はその運用を容易にするが、実効性・有効性及び信頼性の高い運用には、
誠実性などに伴う倫理的行動が重要であるといえる。これは、ISO26000 規格で
説明される社会的責任の原則におけるキーポイントが、倫理的な行動と捉える
ことができることに共通した概念である。従って、ISO26000 規格の原則及び自
己（適合）宣言の監査・評価の原則における基礎となり 、かつ本質的な要素は 、
「倫理的行動」であるということができ、それを踏まえた運用が、社会的責任
（ SR）規格における自己（適合）宣言の信頼性を高める可能性につながるとい
える。
社会的責任に関する信頼性の向上に関しては、社会的責任規格における自己
（適合）宣言にも関連する内容として、ISO26000 規格の箇条７の組織全体に社
会的責任を統合するための手引きに関連事項が示されている。そこには、社会
的責任に関する報告及び主張の信頼性を高める方法として８項目が記載されて
おり、自己（適合）宣言に関連する項目としては「報告書の一部として検証を
証明する声明を発行する」「外部の組織が定めた報告指針への適合性を報告す
る」がある（日本規格協会、2011、203-205 頁）。これは ISO2600 規格又は関連
する社会的責任に関する報告指針への適合性の証明としての記述であって 、CSR
や SR 報告書又は環境報告書として外部コミュニケーションを行う場合の 、自己
（適合）宣言ともいえる内容である。そして、信頼性向上のひとつの方法とし
て「組織が独立した第三者を組織の活動に関与させ、信頼性を保証する場合も
ある」、「組織内の者又は外部の者で、報告書の作成過程に関わらない人物の助
けを借りて検証作業を行う」との記述もある（日本規格協会、 2011、 204 頁）。
これは、自ら CSR や SR 報告書又は環境報告書として外部コミュニケーションを
行う場合に、コンサルティング機関などの第三者による評価をもって保証とす
るケースも視野に入れていると捉えることができ、自己（適合）宣言を担保す
る場合と同義ともいえる。
以上により、自己（適合）宣言の実践指針として示した「トップマネジメン
トの高い志（理念・姿勢）」「担当者（事務局・管理責任者等）の力量」「正当な
評価・監査」の３つの主要な要素が、ISO26000 規格においても適用可能である
と結論できる。更に、これは関連する社会的責任（ SR）規格においても趣旨目
的が共通する場合には、同様に適用可能と類推できる。従って、社会的責任（ SR）
規格の自己（適合）宣言の実践指針として、「トップマネジメントの高い志（理
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念・姿勢）」「担当者（事務局・管理責任者等）の力量 」「正当な評価・監査」の
３つの主要な項目を提言する。それが、あらゆる事業所における持続可能な
ISO26000 の構築及び運用を可能とし､企業 の社会的責任（ CSR）への貢献、地球
環境の保全につながると共に、より広い概念である組織の社会的責任（ SR）へ
の指針としてあらゆる組織の拠り所を示すものと考える。
小括
本章では、社会的責任（ SR）規格の自己（適合）宣言に焦点を当て、実効性・
有効性及び信頼性の高い当該宣言の実践指針について論じた。自己（適合）宣
言は、ISO の枠に囚われない CSR や SR にもつながり、その潜在的可能性は大き
いものと考えられる。但し、その認知度は、現状の事例や先行研究の少なさか
らも決して高くはないと推察される。今後の展開としては、更なる国内事例の
調査に加え、海外の事例や先行研究を調査、比較検討することで、より広義の
社会的責任・組織の持続可能な発展に関する自己宣言の考え方を基にした全体
論的な検討を進めることが考えられる。近年、国際化が進むなかで、世界では
企業の社会的責任（ CSR）への関心が高まってきている。そして、これからの企
業の経営活動は、世界の持続可能な発展に貢献することを目的に社会的責任の
手引として公刊された、ISO26000 に準ずる倫理的な経営も考えていく必要があ
る。我が国の企業は、国内外の世論の動向を見つつグローバルな展開を見据え
て、 ISO シリーズを始めとした様々なマネジメントシステム（ MS）の構築・運
用に着手し取り組んできたものと考えられる 。しかしながら、それらの MS はそ
の専門性の高さからバラバラに構築・運用されているケースも多く、その効果
や評価・監査の実状は必ずしも満足できるものとは言えない。更に、環境問題
や品質トラブルを含めた不祥事も後を絶たずにメディアを賑わしている。その
原因としては、蓄積された知識が分散され有効に運用されない為に、シナジー
効果が発揮されにくいこと、更に、意識面（内面）のマネジメントが脆弱であ
ることが影響しているものと推察される。そしてこの状況は、未来への地球経
営のサスティナビリティに警鐘を鳴らしている。
そこで、今後の研究のステップアップとして、今後我が国においてより強く
求められるであろう CSR ・SR 及び地球的責任を果たすための新しい統合マネジ
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メントシステム（Integrated Management System： IMS）を構築することを目的
とし、その基礎的考察を実施していきたい。具体的には、 ISO を中心とした MS
の背景・歴史・現状、並びに、実効性・有効性・信頼性の高い自己（適合）宣
言の実践指針を骨子の一部とする。そして、統合マネジメントシステム（ IMS）
への展開の第１ステップとして、MS の知識統合による暗黙知を含めた知識創造
モデル構築の考察、第２ステップとして、意識へのアプローチすなわち 、理念・
リーダーシップ・協働などを根本に据え、意識のシナジー効果を推進力とした
新たな知識創造の考察を進める。更に、知識面及び意識面を包含した全体論と
してのホリスティックマネジメント等も考慮した、知識と意識のコラボレーシ
ョンモデルとしての統合マネジメントシステムへの展開を試みる。それが、今
後のあらゆる組織における持続可能な発展のキーポイントとなり、ひいては地
球全体のサスティナビリティに繋がるものと考える。
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結章 結論
第１節 環境マネジメントシステム規格と社会的責任規格の共通点
本研究のテーマは、統合マネジメントシステムに関する研究である。その点
において、先行研究を見てみると、2000 年以降、IS09001 や ISO14001 の改訂を
踏まえた、マネジメントシステムの統合的運用に関する構築事例が発表されて
きた。さらに、安全衛生マネジメントシステムや情報セキュリティマネジメン
トシステムなども取り入れた考え方も発表されてきている。しかしながら、そ
のほとんどが、用語やマネジメントレビューなどの各マネジメントシステムの
共通点を見いだし、一つに集約することによって、運用面での効率化を図るも
のである。これは、各マネジメントシステム規格の総合的な運用といえるが、
関連する規格の内容の統合にとどまっているといえる。
本研究では、統合を理論と実践の統合と捉えることにより、より広い意味で
の統合マネジメントシステムの構築について研究を進めた。サブタイトルは、
環境マネジメントと CSR と自己（適合）宣言を中心とした統合である。
ここでは、結章の第１節として、環境マネジメントと CSR の関係を論ずる。
環境マネジメントは、現在の中国の大気汚染などに代表される公害問題を含
めて、地球のサスティナビリティのキーポイントである。そして、企業活動の
CSR は、社会的責任を果たすための活動という意味において統合のひとつの理
念といえる。従って、環境マネジメントと CSR には、単なる規格の内容の共通
点だけではなく、今後に必要とされるであろう、企業経営における基本的な考
え方の共通点を見いだすことができる。
まず、理論レベルにおいては、環境マネジメントにターゲットを絞ることと
して、第１章から第３章は、環境マネジメントに関連する ISO 規格を取り上げ
た。最初は、環境マネジメントシステムとして、もっとも広く認知されている
規格である、ISO14001 規格について、その特徴を明らかにして、環境マネジメ
ントシステムの整備運用のポイントについて論述した。次に、ISO14001 規格の
段階的実施のガイドラインとして 2010 年 12 月に発行された ISO14005 規格につ
いて、中小企業（ SME）への普及浸透のポイントを論述した 。さらに、2011 年 6
月に発行されたエネルギーに関するマネジメントシステムである、ISO50001 に
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ついて、パフォーマンスの向上や省エネ法との統合運用による普及・活用のポ
イントを論述した。
環境マネジメントシステムは、 ISO14001 規格に加えて、 ISO14005 規格及び
ISO50001 規格の発行によって、充実したといえる。従って、第１章から第３章
にかけては、これらの規格を考察して、環境マネジメントに関する理論レベル
の論述のベースとした。第４章では、組織の社会的責任規格のガイドラインと
して 2010 年 10 月に発行された、ISO26000 規格を取り上げた。環境マネジメン
トへの取組みも、社会的責任への取組みも、狭義又は広義に解釈することによ
り、それぞれが重なり合い又は包含する、相互に密接な関連をもつ概念として
説明することができる。社会的責任への取組みには、形だけでなく、倫理的行
動が求められる。そして、倫理的行動には、倫理観の醸成、充実が必須となる 。
その点において、倫理観は、実践レベルでのマネジメントに密接にかかわり、
理論を実践に導く鍵となる。従って、第４章では、第１章から第３章で論述し
た、環境マネジメントに関する理論レベルの論述に加えて、倫理観に関する実
践レベルのマネジメントに踏み込み考察を進めた。
本研究における統合マネジメントシステムは、環境マネジメントと CSR と自
己（適合）宣言を骨子としたものである 。結章では、第１章から第４章のまと
めと統合についての結論を述べる。
第 1 節では、環境マネジメントシステム規格と社会的責任規格について、代
表的な環境マネジメントシステム規格 ISO14001 と社会的責任規格 ISO26000 を
取り上げ、それらの共通点について 述べる。図表５－１－１に、環境マネジメ
ントシステム規格 ISO14001 と社会的責任規格 ISO26000 の項目対比表を示す。
図表５－１－１． ISO14001 と ISO26000 の項目対比表
ISO14001： 2004 ISO26001： 2010
箇条 基準 箇条 基準
序文 序文
1 適用範囲 1 適用範囲
2 引用規格
3 用語及び定義 2 用語及び定義
3 社会的責任の理解
4 環境マネジメントシステム要
求事項
4 社会的責任の原則
4.1 一般要求事項 4.1 一般
4.2 環境方針 4.2 説明責任
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4.3 計画 4.3 透明性
4.3.1 環境側面 4.4 倫理的な行動
4.3.2 法的及びその他の要求事項 4.5 ステークホルダーの利害の尊重
4.3.3 目的、目標及び実施計画 4.6 法の支配の尊重
4.4 実施及び運用 4.7 国際行動規範の尊重
4.4.1 資源、役割、責任及び権限 4.8 人権の尊重
4.4.2 力量、教育訓練及び自覚 5 社 会 的 責 任 の 認 識 及 び ス テ ー ク
ホルダーエンゲージメント
4.4.3 コミュニケーション 5.1 一般
4.4.4 文書類 5.2 社会的責任の認識
4.4.5 文書管理 5.3 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 特 定 及 び ス
テ ー ク ホ ル ダ ー エ ン ゲ ー ジ メ ン
ト
4.4.6 運用管理 6 社 会 的 責 任 の 中 核 主 題 に 関 す る
手引き
4.4.7 緊急事態への準備及び対応 6.1 一般
4.5 点検 6.2 組織統治
4.5.1 監視及び測定 6.3 人権
4.5.2 順守評価 6.4 労働慣行
4.5.3 不適合並びに是正処置及び予
防処置
6.5 環境
4.5.4 記録の管理 6.6 公正な事業慣行
4.5.5 内部監査 6.7 消費者課題
4.6 マネジメントレビュー 6.8 コ ミ ュ ニ テ ィ へ の 参 画 及 び コ ミ
ュニティの発展
7 組 織 全 体 に 社 会 的 責 任 を 統 合 す
るための手引
7.1 一般
7.2 組 織 の 特 性 と 社 会 的 責 任 と の 関
係
7.3 組織の社会的責任の理解
7.4 組 織 全 体 に 社 会 的 責 任 を 統 合 す
るための実践
7.5 社 会 的 責 任 に 関 す る コ ミ ュ ニ ケ
ーション
7.6 社 会 的 責 任 に 関 す る 信 頼 性 の 向
上
7.7 社 会 的 責 任 に 関 す る 組 織 の 行 動
及び慣行の確認及び改善
7.8 社 会 的 責 任 に 関 す る 自 主 的 な イ
ニシアチブ
（出所：「日本規格協会、 2011ｂ」を参考に筆者作成）
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ISO14001 と ISO26000 をみると、序盤は序文、適用範囲及び規格で使用され
る用語が定義されており、 ISO におけるマネジメントシステム規格の標準的な
記載となっている。そして、まずここに両規格の共通点がみいだせる 。ISO14001
の序文には、「この規格の全体的なねらいは、社会経済的ニーズとバランスをと
りながら環境保全と汚染の予防を支えることである。」（日本規格協会、 2005、
17 頁）との記載がある。そして、ISO26000 の序文には、「あらゆる組織がこの
国際規格を活用することによって、これまで以上に社会的に責任を果たすこと
が奨励される。」（日本規格協会、2011、22 頁）との記載がある。更に、ISO26000
の適用範囲には、「この国際規格は、組織の持続可能な発展への貢献を助けるこ
とを意図している。」（日本規格協会、2011、31 頁）との記載がある。これらは
表現は異なるものの、組織の社会的責任について言及した記載といえる。
ISO のマネジメントシステム規格には、品質のマネジメントシステム規格で
ある ISO9001 など、顧客の満足度を主目的として適用範囲を限定している規格
もある。一方、 ISO14001 及び ISO26000 の枠組みは、持続可能な社会への貢献
を基本としている。そのために、 ISO14001 と ISO26000 の内容は、規格の意義
と整備運用におけるポイントを示すものとして、適用範囲は特に限定されてお
らず、自ら定めるものとなっている。そして、管理する具体的な内容について
は、規格の趣旨を踏まえて自ら考えて決めるものとしている。もっとも、
ISO26000 は認証取得を目的とした、規格の要求事項を満足するためのマネジメ
ントシステム規格ではない。その点に関しては、「この国際規格では、結果の重
要性及び社会的責任に関するパフォーマンスの改善を重要視している 。」（日本
規格協会、2011、22 頁）とある。これは、まさに結果の重要性を示しているも
のといえる。そして、この表現は、システムを決めたとおりに運用することで 、
認証を取得・継続する、いわゆる標準化の段階のみでなく、結果としてのパフ
ォーマンスを重要視した、一歩段階を進めた考え方と捉えることができる。そ
の点においては、ISO14001 も影響を及ぼせる環境側面について限定しておらず、
経営環境や社会環境を適用範囲とすることも可能である。そして、パフォーマ
ンスの向上についても、要求事項ではないが、重要なポイントとして結果の重
要性について言及している。従って、 ISO14001 と ISO26000 は、それぞれ相互
に関連しあっているということができる。以上により、まずは ISO14001 と
ISO26000 の大枠の意義における、両規格の共通点を見い出すことができる。
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用語及び定義の後には、規格の具体的な内容が記載されている。図表５－１
－１を見ると、ISO14001 では認証取得に要求される、規格の要求事項の記載が
あり、 ISO のマネジメントシステム規格の一般的な記載方法となっている。そ
れに対して ISO26000 は、まず社会的責任の理解として、世界の現状を示し、社
会的責任の必要性に関する背景を説明している。続いて、 社会的責任の認識及
びステークホルダーエンゲージメントについての説明がある。そして、その後
に、社会的責任の中核主題に関する手引きとして、組織統治、環境など、テー
マごとに取り組むべき具体的内容を示している。この中核主題に関する手引き
は、認証目的のマネジメントシステム規格における要求事項に相当するものと
みることができる。更に、最終項目として、組織全体に社会的責任を統合する
ための手引が記載されている。これは、組織の社会的責任を実現していくため
に、全体的な取組みをどう進めていくかについてのガイドラインといえる。
ここで、箇条４の ISO14001 の要求事項と ISO26000 の社会的責任の原則以降
を見てみると、共通するポイントが多いことがわかる。図表５－１－２に、
ISO14001 の項目に対応するであろう ISO26000 の項目を当てはめた表を示す。
図表５－１－２． ISO14001 と ISO26000 の項目対比表
ISO14001： 2004 ISO26001： 2010
箇条 基準 箇条 基準
4.3.2 法的及びその他の要求事項 4.4 倫理的な行動
4.6 法の支配の尊重
4.7 国際行動規範の尊重
6.3 人権
6.4 労働慣行
6.5 環境
6.6 公正な事業慣行
4.4.3 コミュニケーション 4.2 説明責任
4.3 透明性
4.5 ステークホルダーの利害の尊重
5.2 社会的責任の認識
5.3 ス テ ー ク ホ ル ダ ー の 特 定 及 び ス
テ ー ク ホ ル ダ ー エ ン ゲ ー ジ メ ン
ト
6.7 消費者課題
6.8 コ ミ ュ ニ テ ィ へ の 参 画 及 び コ ミ
ュニティの発展
7.5 社 会 的 責 任 に 関 す る コ ミ ュ ニ ケ
ーション
216
4.5.5 内部監査 7.7 社 会 的 責 任 に 関 す る 組 織 の 行 動
及び慣行の確認及び改善
4.6 マネジメントレビュー 6.2 組織統治
7.4 組 織 全 体 に 社 会 的 責 任 を 統 合 す
るための実践
（出所：「日本規格協会、 2011ｂ」を参考に筆者作成）
図表１－２をみると、ISO14001 の「法的及びその他の要求事項」及び「コミ
ュニケーション」に対応すると思われる項目が、ISO26000 に多いことがわかる。
まず、法的及びその他の要求事項は、それぞれの国の法律、社会規範、慣行、
組織の規則等を示している。そして、コミュニケーションは、ステークホルダ
ーに対する責任を果たすための手段として、重要な要素となる。従って、これ
らの２つの項目は、社会的責任を果たすために、両規格に共通する基本的な考
え方として重要な項目であるといえる。
その他、「内部監査」は、モニタリング機能として、規格の実践には必要不可
欠な共通項目といえる。更に、「マネジメントレビュー」は、 ISO26000 では、
組織統治や組織全体に社会的責任を統合するための実践として、トップマネジ
メントの役割の重要性を示しており、両規格に共通した重要な項目であるとい
える。
以上により、 ISO14001 と ISO26000 は、共通点も多く、それぞれが重なり合
い、相互に密接な関連をもつ概念として説明することができる。
第２節 統合マネジメントシステムへの展開－理論レベルの統合
第２節では、環境マネジメントと社会的責任をキーワードとして、理論レベ
ルの統合について述べる。環境マネジメントシステムのターゲットとしては 、
ISO14001、 ISO14005、 ISO50001 を取り上げ、社会的責任の規格については、
ISO26000 を取り上げた。
環境マネジメントシステムとして、もっとも広く認知されており、環境マネ
ジメントの基本となる規格は、ISO14001 である。そして、ISO14005 は、ISO14001
の段階的実施のガイドラインとして 2010 年 12 月に発行された規格であり、環
境マネジメントシステムの中小企業（ SME）への普及浸透を主題としている 。さ
らに、 2011 年 6 月に発行された ISO50001 は、環境に密接に関連するエネルギ
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ーに関するマネジメントシステムに内容を特化した規格であり、エネルギーパ
フォーマンスの向上を要求事項としている。
環境に関連するこれらの規格は、いずれも PDCA サイクル（P は計画 (Plan)、
D は実行 (Do)、C は確認 (Check)、A は行動 (Act））を運用のベースとしたマネジ
メントシステム規格である。従って、これらの３つの規格は、環境の維持及び
継続的な改善を、根本的な考え方として共有するマネジメントシステムである
といえる。
一方、社会的責任の国際標準規格となる ISO26000 は、社会的責任への取組み
の手引（ガイドライン）ではあるが、審査登録を前提とするマネジメントシス
テム規格ではない。そして、その構築の背景には、20 世紀後半から現在までの
急速なグローバル化に対処するために、世界各国のさまざまな課題や問題意識
への考え方を統合し、実践するための指標を提示するという試みが読み取れる。
社会的責任に関する指標は、20 世紀の前半に勃発した世界規模の戦争の反省
から、国際的な機関や NGO 等により策定され、発表されてきた。しかしながら、
近年に至るまで世界的な国際標準規格としてのガイドラインは存在せず、それ
ぞれ独自にその指標を選択して対応する形式であった。ISO26000 は、それらの
背景と現状における国際間の取引や複雑な関わりあいの下で、世界各国から必
然的に嘱望され構築・策定された倫理綱要であるといえる。従って、ISO26000
は、社会的責任に関する組織の取組みの理想型を記載した規格という面もある 。
その点において、 ISO26000 は、認証取得を前提とした、環境関連の ISO14001
や ISO50001、最終目標を ISO14001 の認証取得のレベルとした ISO14005 とは一
見異なるようにも見える。
しかしながら、本章第１節で述べたとおり、環境マネジメントシステムのベ
ースとなる ISO14001 と社会的責任の規格である ISO26000 には、共通する考え
方が多くみとめられる。ここでは、環境関連のマネジメントシステムと社会的
責任の規格に共通する考え方について見ていくことにする。
図表５－２－１に、規格内容の対応表を示す。
図表５－２－１． ISO14001、 ISO14005、 ISO50001 と ISO26000 の項目対比表
環境マネジメントシステム規格 社会的責任規格
ISO14001： 2004 IS014005:2010 ISO50001:2011 ISO26001： 2010
基準 基準 箇条 基準
序文 序文 序文
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1 適用範囲 1 適用範囲 1 適用範囲 1 適用範囲
2 引用規格 2 引用規格
3 用語及び定義 2 用語及び定義 3 用語及び定義 2 用語及び定義
3 段階的実施プロセス 3 社会的責任の理解
組織の目的及び利用
可能な資源に合わせ
考慮する事項
組織の社会的責任：
歴史的背景
経営層及びスタッフ
からの支援、コミット
メント及び参画の重
要性
社 会 的 責 任 の 最 近
の動向
３つの主要な箇条及
び付属書の概要と取
り組みかたについて
社会的責任の特徴
環境マネジメントシ
ステムの適用範囲
国 家 に お け る 社 会
的責任
環境マネジメントシ
ステムの段階的実施
プロセス
4 環境マネジメン
トシステム要求事
項
4 環境マネジメントシ
ステムの段階的実施
を開始するに当たり、
経営層の支援及びコ
ミットメントを確立す
るための、環境関連プ
ロジェクトの取組み
4 エネルギーマネ
ジメントシステム
要求事項
4 社会的責任の原則
一般要求事項 目的 一般要求事項 一般
環境方針 方法 経営者の責任 説明責任
計画 ト ッ プ マ ネ ジ メ ン ト
の参画
トップマネジメン
ト
透明性
環境側面 プ ロ ジ ェ ク ト の 特 定
及び選定
管理責任者 倫理的な行動
法的及びその他の
要求事項
選 定 さ れ た プ ロ ジ ェ
クトの計画及び実施
エネルギー方針 ス テ ー ク ホ ル ダ ー
の利害の尊重
目的、目標及び実
施計画
選 定 さ れ た プ ロ ジ ェ
クトの点検
エネルギー計画 法の支配の尊重
実施及び運用 5 環境マネジメントシ
ス テ ム の 実 施 及 び 維
持を支援する要素
法的要求事項及び
その他の要求事項
国 際 行 動 規 範 の 尊
重
資源、役割、責任
及び権限
環 境 コ ミ ュ ニ ケ ー シ
ョン
エネルギーレビュ
ー
人権の尊重
力量、教育訓練及
び自覚
資源、役割、責任及び
権限
エネルギーベース
ライン
5 社会的責任の認識
及 び ス テ ー ク ホ ル
ダ ー エ ン ゲ ー ジ メ
ント
コミュニケーショ
ン
力量、教育訓練及び自
覚
エネルギーパフォ
ーマンス指標
一般
文書類 記録 エネルギー目的、
エネルギー目標及
びエネルギーマネ
ジメント行動計画
社会的責任の認識
文書管理 文書類 実施及び運用 ス テ ー ク ホ ル ダ ー
の 特 定 及 び ス テ ー
ク ホ ル ダ ー エ ン ゲ
ージメント
運用管理 文書管理 力量、教育訓練及
び自覚
6 社会的責任の中核
主 題 に 関 す る 手 引
き
緊急事態への準備 6 環境マネジメントシ コミュニケーショ 一般
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及び対応 ス テ ム の 構 築 及 び 実
施
ン
点検 組 織 の 著 し い 環 境 側
面の特定
文書化 組織統治
監視及び測定 組 織 の 法 的 及 び そ の
他の要求事項の特定
文書化要求事項 人権
順守評価 組 織 の 法 的 及 び そ の
他 の 要 求 事 項 の 順 守
評価
文書管理 労働慣行
不適合並びに是正
処置及び予防処置
環 境 方 針 の 準 備 及 び
実施
環境
記録の管理 目 的 お よ び 目 標 の 設
定 並 び に 実 施 計 画 の
策定
運用管理 公正な事業慣行
内部監査 運用管理 設計 消費者課題
マネジメントレビ
ュー
緊 急 事 態 へ の 計 画 及
び対応
エネルギーサービ
ス、製品、設備及
びエネルギーの調
達
コ ミ ュ ニ テ ィ へ の
参 画 及 び コ ミ ュ ニ
ティの発展
監視及び測定を含む､
環 境 パ フ ォ ー マ ン ス
評価
点検 7 組織全体に社会的
責 任 を 統 合 す る た
めの手引
内部監査 監視、測定及び分
析
一般
計 画 ど お り に 進 ま な
い場合の運用管理
法的要求事項及び
その他の要求事項
に対する順守評価
組 織 の 特 性 と 社 会
的責任との関係
進捗及びパフォーマン
スのマネジメントレビ
ュー
EnMS(エ ネ ル ギ ー
マネジメントシス
テム )の内部監査
組 織 の 社 会 的 責 任
の理解
不適合に対する修
正、是正処置及び
予防処置
組 織 全 体 に 社 会 的
責 任 を 統 合 す る た
めの実践
記録の管理 社 会 的 責 任 に 関 す
る コ ミ ュ ニ ケ ー シ
ョン
マネジメントレビ
ュー
社 会 的 責 任 に 関 す
る信頼性の向上
マネジメントレビ
ューへのインプッ
ト
社 会 的 責 任 に 関 す
る 組 織 の 行 動 及 び
慣 行 の 確 認 及 び 改
善
マネジメントレビ
ューからのアウト
プット
社 会 的 責 任 に 関 す
る 自 主 的 な イ ニ シ
アチブ
（出所：「日本規格協会、 2011ｂ」を参考に筆者作成）
最初に、図表５－２－１から、各環境マネジメントシステムの関連性を明ら
かにして、理論レベルの統合について論述する。
（１） ISO14001 と ISO14005
ISO14005 は、 ISO14001 をベースとした段階的実施のガイドラインである。従
って、ISO14005 の規格の内容は、ISO14001 の規格要求事項を細分化したものと
いえる。地球温暖化やエネルギー問題等をはじめとした、世界的な 環境問題へ
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の関心の広がりとは裏腹に、実際の運用面において、ISO14001 の認証取得は、
比較的大手事業所が中心となっている。登録数は、世界的にみると増加傾向で
はあるが、世界全体の事業所数を考慮すると絶対数としては多いとは言えず、
わが国の減少傾向も含めて今後の推移が懸念される。わが国の減少の理由とし
ては、経済停滞などの要因もあるが、費用削減やマンネリ化を理由とする、運
用廃止や他の簡易版 EMS 及び自己宣言への移行の増加があげられる。他の方式
への移行の場合は、新たな形での取組みが期待されるが 、運用の廃止とともに 、
取組みも縮小または廃止する場合には、今後の地球環境の保全への影響が懸念
されることになる。 ISO においても、環境マネジメントシステムの普及は、大
手事業所のみでなく、SME（ Small and Medium Enterprises:中小企業）への導
入がポイントであると捉えて、ISO14001 規格の開発当初から SME のための指針
の必要性が検討されてきた。そして、「 2004 年に SME のためのタスクグループ
が設置され、その後、４年間の規格開発作業期間を経て、 2010 年 12 月に EMS
の段階的実施の指針である、ISO14005 規格が発行された」（日本規格協会、2012、
54-55 頁）。
図表５－２－１をみると、 ISO14001 の規格の項目数に比較して、 ISO14005
の項目の多さが目立つことがわかる。ISO14001 は、規格の要求事項については、
要点のみの表現として、管理する内容を含めた詳細については、取り組む組織
が決めることとしている。従って、非常に複雑なマニュアルのもとに活動を進
めることも、紙・ごみ・電気等ターゲットを絞り込んだ管理のみとすることも
可能である。そのため、ISO14001 は、一見して中小企業でも、比較的容易に取
り組めそうである。しかしながら、シンプルな要点を十分に理解して自らの組
織に当てはめ、ISO14001 の認証を取得するには、ある一定以上のレベルの人的
及び財政的な資源が必要となる 。その点において、ISO14001 は、資源の確保に
有利な大手事業所を中心とした認証取得となっている。
ISO では、その点に着目して、取り組むべき詳細を明示した ISO14005 を提示
することにより、環境問題に取り組む知識や資源が乏しい中小企業への展開を
図ったものと推測される。事実、国内においても、環境への取組みを一歩一歩
進めるステップアップ方式で、ISO14005 の取組みに関して独自の合格証等を発
行する認証機関も存在する。
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一方、視点を変えてみると、ISO14005 は、ISO14001 を細分化した解説書とみ
ることができる。従って、初期の段階のみで運用する場合を除き 、ISO14005 を
読み込むことによって詳細内容を見極め、直接自らの組織に合った ISO14001
の整備運用（認証取得や自己宣言等）をすることが可能なはずである。その点
において、環境関連全体をカバーする ISO14001 と ISO14001 を詳細に解説した
といえる ISO14005 は、相互の活用が可能である。
（２） ISO14001 と ISO50001
図表５－２－１から ISO14001 と ISO50001 をみてみると、ISO50001 において
一部の項目は細分化されてはいるが、おおよその項目が相互に対応しているこ
とがわかる。第３章で述べたとおり、ISO50001 は、環境関連の中でも、エネル
ギー管理に特化した規格である 。そのため、ISO50001 では、元々ターゲットが
決まっており、管理するターゲットを自らの組織で決める ISO140001 では規格
要求事項とされなかった、パフォーマンスの評価及び向上が、規格要求事項と
なっている。
ISO50001 の特徴的な項目としては、エネルギーレビュー、エネルギーベース
ライン、エネルギーパフォーマンス指標がある。これは、自らの組織のエネル
ギー管理の状態を把握して、ベースラインを定め、パフォーマンス評価に関す
る指標を明らかにすることで、エネルギー管理の PDCA を回していくことを示し
ている。
ISO14001 では、自らの組織の環境側面を明らかにして管理することを要求事
項としているが、管理項目・内容は特に定めておらず、組織が自ら決めること
になっている。これは、業種の違い等により、関連する環境側面が多岐にわた
るため、 ISO の側で限定列挙するのは難しいためといえる。従って、ISO14001
では、エネルギーなど具体的なターゲットを定めているわけではなく、パフォ
ーマンスの向上等を要求事項とするのには無理があると判断したためと推測で
きる。
一方で、視点を変えてみると、ISO50001 では、エネルギー管理に特化したこ
とで、パフォーマンスに関する具体的な要求事項を定めているといえる。その
ために、この考え方を、それぞれの組織が ISO14001 において、自ら定めた環境
側面に当てはめることが可能である。従って、ISO14001 の運用においても、エ
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ネルギー管理に特化したことで、パフォーマンスの向上について具体的な管理
を求めている ISO50001 の規格内容をしっかりと把握することにより、継続的な
パフォーマンスのステップアップも可能となる。ISO50001 では、マネジメント
レビューに関しても細分化されており、具体的・客観的な当てはめが可能であ
るといえる。その点において、環境関連全体をカバーする ISO14001 とエネルギ
ー管理に特化した ISO50001 は、相互の活用が可能である。
以上により、環境関連のマネジメントシステムである、ISO14001、ISO14005、
ISO50001 は関連する内容も多く、相互の活用も可能である。
本章第１節では、環境マネジメントシステム規格と社会的責任規格の主に概
念的な共通点を述べた。そして、本章第２節では、ここまで環境マネジメント
システム規格相互の関連性について論述した。
（３）環境マネジメントシステム規格と ISO26000
ここからは、環境マネジメントシステム規格と社会的責任の規格における、
理論の統合に関する二つのポイントを中心に、より具体的な内容について述べ
る。
一つめは、本章第２節の（１）で述べた、 ISO14001 と ISO14005 の関連につ
いての視点である。ISO14005 は、ISO14001 を細分化した解説書とみることがで
きる。従って、初期の段階のみで運用する場合を除き 、ISO14005 を読み込むこ
とによって詳細内容を見極め、直接自らの組織に合った ISO14001 の整備運用
（認証取得や自己宣言等）をすることが可能なはずである。その点において、
環境関連全体をカバーする ISO14001 と、 ISO14001 を詳細に解説したといえる
ISO14005 は、相互に活用できるといえる。一方、ISO26000 においても、図表１
－２での ISO14001 との対比にあるように、共通する項目について、より広義に
とらえた規格内容となっている。具体的には、すでに述べたように ISO14001
の「法的及びその他の要求事項」及び「コミュニケーション」に対応すると思
われる項目が、ISO26000 に多いことがいえる。法的及びその他の要求事項は、
それぞれの国の法律、社会規範、慣行、組織の規則等を示している。そして、
コミュニケーションは、ステークホルダーに対する責任を果たすための手段と
して、重要な要素となる。従って、これらの２つの項目は、社会的責任を果た
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すために、 ISO14001 と ISO26000 に共通する基本的な考え方として重要な項目
であるといえる。
その点において、これらの２つの項目の見方を、 ISO14001 と ISO14005 の関
係に当てはめてみると、 ISO14005 が ISO14001 の認証取得の段階プロセスを詳
細に解説した面もあるが、 ISO26000 も環境面に関しては ISO14001 の一部の項
目について、詳細に解説した面もあるといえる。もとより、ISO26000 には、認
証取得を目的としたマネジメントシステム規格に必須とされる「規格要求事項」
にあたる「社会的責任の中核主題に関する手引き 」に、「環境」についてのガイ
ドラインが記載されている。
図表５－２－２に、 ISO26000 規格の「環境」に関する課題を示す。
図表５－２－２． ISO26000 規格の「環境」に関する課題
中核主題：環境 箇条番号
課題１ 汚染の予防 6.5.3
課題２ 持続可能な資源の利用 6.5.4
課題３ 気候変動の緩和及び気候変動への対応 6.5.5
課題４ 環境保護、生物多様性、及び自然生息地の回復 6.5.6
（出所：「日本規格協会、 2011ｂ」、２４頁を参考に筆者作成）
図表５－２－２にある、ISO26000 の環境における課題に対応する、ISO14001
の内容としては、「汚染の予防」がある。「汚染の予防」についての内容の比較
を図表５－２－３に示す。
図表５－２－３． ISO14001 と ISO26000 の「汚染の予防」
汚染の予防
ISO14001 ISO26000
箇条番号
3.18
有 害 な 環 境 影 響 を 低 減
するために、あらゆる種
類 の 汚 染 物 質 又 は 廃 棄
物の発生、排出、放出を
回避し、低減し、管理す
る た め の プ ロ セ ス 、 操
作、技法、材料、製品、
サ ー ビ ス 又 は エ ネ ル ギ
ーを (個別に又は組み合
わせて )使用すること。
箇条番号
6.5.3.1
組織は、次に示す汚染防止措置によ
って、その環境パフォーマンスを改
善することができる。 (以下の各項
目についての、汚染の具体例が列挙
され内容の説明がある )
・大気への排出
・排水
・廃棄物管理
・有害及び有害物質の使用並びに
処理
・その他の特定可能な汚染
6.5.3.2 組織は、その活動による汚染の防止
を強化するため、次の事項を実施す
224
べきである。
・環境側面の特定
・汚染の軽減、測定、記録、報告、
管理
・地域コミュニティとの連携
・環境に配慮した製品、サービス
・使用、排出された有毒・有害物
質の量及び種類の公開
・国内法又は国際条約上の禁止・
不要化学物質並びに他の有害な
化学物質等の特定・防止
・環境的事故の予防・準備プログ
ラムの実施、ステークホルダー
とのコミュニケーション、環境
関連のディクロージャー
（出所：筆者作成）
図表５－２－３をみると、ISO14001 では、有害な環境影響を低減するための
取組みについて、概念的な記載に留まっている。それに対して、ISO26000 では、
具体的・客観的な指標を提示している。この事例からも、ISO26000 は ISO14001
の一部の項目について、詳細に解説した規格であると捉えることができる。そ
の点において、環境関連全体をカバーする ISO14001 と、 ISO14001 のガイドラ
インともいえる ISO14005、並びに環境面に関しては ISO14001 の一部の項目を
詳細に解説した面もある ISO26000 は、相互の活用が可能であるといえる。
二つめは、本章第２節の（２）で述べた、 ISO14001 と ISO50001 の統合につ
いての視点である。ISO50001 では、管理項目をエネルギー管理に特化したこと
で、パフォーマンスに関する具体的な要求事項を定めているといえる。そのた
めに、この考え方を、それぞれの組織が ISO14001 において、自ら定めた環境側
面に当てはめることが可能であり、継続的なパフォーマンスのステップアップ
も可能となる。ISO50001 では、マネジメントレビューに関しても細分化されて
おり、具体的・客観的な当てはめが可能であり、結果を重要視していることが
わかる。
一方、ISO26000 は認証取得を目的とした、規格の要求事項を満足するための
マネジメントシステム規格ではない。その点に関しては 、「この国際規格では 、
結果の重要性及び社会的責任に関するパフォーマンスの改善を重要視してい
る。」（日本規格協会、2011、22 頁）とある。これは、まさに結果の重要性を示
しているものといえる。そして、この表現は、システムを決めたとおりに運用
することで、認証を取得・継続する、いわゆる標準化の段階のみでなく、結果
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としてのパフォーマンスを重要視した、一歩段階を進めた考え方と捉えること
ができる。その点において、認証取得を目的としているか否かの違いはあるが 、
ISO26000 と ISO50001 の基本的なスタンスは共通しているといえる。従って、
環境関連において、エネルギー管理に特化し、結果を重要視している ISO50001
と ISO26000 は言うまでもなく、基本的なスタンスは共通しており、相互の活用
が可能である。
以上により、環境関連のマネジメントシステムである ISO14001、 ISO14005、
ISO50001、並びに、組織の社会的責任規格である ISO26000 は、関連する考え方
を基にした、相互の活用が可能である。
図表５－２－４に環境マネジメントと ISO26000 の関わりの概念図を示す。
図表５－２－４．環境マネジメントと ISO26000 の関わりの概念図
ISO26000
（組織の社会 的
責任）） 責任）
責任）
ISO14001
（環境）
ISO50001
（エネルギー）
ISO14005
（環境⇒段階的
実施）
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第３節 統合マネジメントシステムへの展開－実践レベルの統合
第１節では、代表的な環境マネジメントシステム規格といえる ISO14001 と社
会的責任規格の ISO26000 についての主要な共通点を明らかにした。そして、
ISO14001 と ISO26000 に共通する考え方によって、それぞれが重なり合い、相
互に密接な関連をもつ概念として説明できることを述べた。
第２節では、環境マネジメントと社会的責任をキーワードとして、相互の活
用の可能性について述べた。環境マネジメントシステム規格のターゲットとし
ては、ISO14001、ISO14005、ISO50001 を取り上げ、社会的責任の規格について
は、ISO26000 を取り上げた。そして、環境に関する規格の ISO14001、ISO14005、
ISO50001、並びに、組織の社会的責任に関する規格の ISO26000 は、関連する考
え方も多く、相互の活用が可能であることを明らかにした。
ここからの第３節では、環境マネジメントと組織の社会的責任をキーワード
として、実践レベルの統合について述べる。具体的には 、実践レベルの統合に
ついてのキーポイントとなる、 PDCA サイクルを中心に論述する。
PDCA サイクルは、序論で述べたとおり、今日、マネジメントシステムの運用
に欠くことのできない理論として定着しており、 ISO のマネジメントシステム
規格のベースにもなっている。PDCA サイクルは、Ｗ・エドワーズ・デミング博
士（以下、デミング博士）が考案した。デミング博士は後に、同様の考え方で
ある PDSA サイクルについて、「製品や工程を検討し、改善するためのフローダ
イアグラムである。」と定義している(Deming、 1994、 P.132）。ここでは、デミ
ング博士の原著に詳細な説明がある、 PDSA サイクルについて紹介する。
図表５－３－１に、 PDSA サイクルを示す。
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図表５－３－１ 製品や工程を検討し、改善するためのフローダイアグラム
（ＰＤＳＡサイクル）
行動 (Act)－変更を受け入れる、 改善を目的とした変更
もしくは変更を中止する、 試験を計画 (Plan)する。
もしくはサイクルを
もう一度回す。
結果を検討 (Study)する。 実行 (Do)－変更、
何が分かったか。 テストを（出来れば小規模で）
何が悪かったのか。 実施する。
（出所：「 Deming、 1994」を参考に筆者作成）
ISO ではマネジメントシステムの有効性を改善する際に、プロセスアプロー
チを採用することを奨励している。ここで、プロセスアプローチとは、「組織内
において、望まれる成果を生み出すために、プロセスを明確にし、その相互関
係を把握し、運営管理することと併せて、一連のプロセスをシステムとして適
用すること」としている（日本規格協会、 2009、 27-29 頁）。
この一連のプロセスをシステムとして適用するということが、PDSA サイクル
や PDCA サイクルの適用そのものであり、ISO 規格における、マネジメントシス
テムの基盤となっている。ここで、PDCA の C は、Check であり、「方針、目標及
び製品要求事項に照らしてプロセス及び製品を監視及び測定し、その結果を報
告する」（日本規格協会、 2009、 33 頁）と説明される。それに対する PDSA の S
は、 Study であり、チェックに加えて結果の検討を強調したものである。今日
では、ISO での適用はもとより、広く一般に浸透しているのは PDCA サイクルと
いえるが、どちらも根本思想は同じである。
ここでは、デミング博士が本当に伝えたかったことについて、指摘しておき
たい。
A P
S D
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デミング博士の提唱した、「検討し、改善するためのフローダイアグラム」を
整備し運用することは、あらゆるマネジメントに適応可能な、実践経営の手法
そのものであるといえる。
更に、デミング博士は、著書『 Out of Crisis 』において、実践経営におけ
るもうひとつの重要な考えを示している。それは、企業の持続的発展に関する
ひとつのモデルとして、デミング博士が提唱した「The Helix（らせんモデル）」
である。これは、まず、もともと品質管理の改善の考え方として考案された、
４ステップのサイクルとして説明される。すなわち１．デザインする。⇒２．
作成する。⇒３．市場へ提案・投入する。⇒４．利用状況を検証する（ユーザ
ーは何を思ったのか？ノンユーザーはなぜ買わなかったのか？）。そして、これ
ら４ステップを、らせん状に継続しつつ持続的改善を図っていくというもので
ある。デミング博士は、この考え方により、終わりなき品質の向上と、さらな
るコスト削減が実現するとした（ Deming、 1982、 pp.180-181）。
これはまさに、 ISO のマネジメントシステムはもとより、世界のあらゆるマ
ネジメントシステムのベースとなる、PDCA サイクルによるスパイラルアップの
考え方の原点であるといえる。
経営管理の理論は、さまざまな考え方や学派が存在するものと考えられる。
その中でも、デミング博士の提唱した、 PDCA ・ PDSA サイクルとスパイラルア
ップは、現在のわが国の実践経営に深く浸透している。その点において、PDCA ・
PDSA サイクルとスパイラルアップの考え方は、わが国の現代の実践経営に関す
る重要な手法であることに間違いはないといえる。
ここで、 PDCA サイクルをベースとした、 C（チェック）及び S（スタディ）に
関するもう一つの論を述べる。チェックは、マネジメントシステムの運用には
欠かせないプロセスである。チェックのプロセスは、具体的には、内部監査や
マネジメントレビューに関する重要な要素となっており、マネジメントシステ
ムの実践には必要不可欠であるといえる。そこで、 PDCA サイクルの、 C（チェ
ック）及び S（スタディ）に着目した新たなモデルを示す。
それは、わが国の実践経営に深く浸透した C（チェック）の概念を更に発展
させた M（モニタリング）の考え方であり、 PDMA サイクルの提案である。
図表５－３－２に、 PDMA サイクルの概要図を示す。
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図表５－３－２ マネジメントシステムを運用・改善するための
フローダイアグラム（ＰＤＭＡサイクル）
行動 (Act)－変更を受け入れる、 改善を目的とした変更
もしくは変更を中止する、 試験を計画 (Plan)する。
もしくはサイクルを
もう一度回す。
結果のみではなく、 実行 (Do)－変更、
常に監視・観察・調査・点検 テストを（出来れば小規模で）
(Monitoring)を怠らず 実施する。
改善に努める。
（出所：デミングサイクルを参考に筆者作成）
これは、PDCA サイクルにおける、C（チェック）を M（モニタリング）に置き
換えたものである。ここでのモニタリングは、サーベーランス（ Surveillance）
やオブザベーション（Observation）に加え、監査（Audit）も含む広義の意味
とする。広義のモニタリングについては、石井教授の「社会問題における監査
と監視－監視の構造（一）」が詳しい（石井薫、 1987）。同著では、監査並びに
監視が、社会問題とどの程度係わっているかを、様々な分野の事例を挙げて明
らかにしている。
モニタリング機能には、実践する主体が必要である。そして、組織内部のモ
ニタリング機能の主体は大枠として三者に分けることができる 。その三者とは、
当事者（自己チェック）、トップマネジメント（マネジメントレビュー ）、監査
人（内部監査）である。
それぞれの機能を図表５－３－３に示す。
A P
Ｍ D
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図表５－３－３．モニタリング機能
モニタリングの主体 モニタリングの機能
当事者 ・業務担当者：PDMA サイクルの自己チェック（日常の
調査、点検等）⇒ 継続的改善を実施
・管理責任者：PDMA サイクルの自己チェック（日常の
監視、観察等）⇒ 継続的改善を実施
トップマネジメント マネジメントレビューの実施 ⇒ PDMA サイクルの実践
状況についてのモニタリングを実施し、継続的改善・発
展への適切なフィードバックを行う。
監査人 内部監査の実施 ⇒ PDMA サイクルの実践状況につい
て、独立的・客観的に内部監査を実施し、継続的改善・
発展への適切なフィードバックを行う。
（出所：筆者作成）
PDMA サイクルは、マネジメントシステムの運用のみではなく、あらゆる分野
の業務活動に活用できる。その点において、PDMA サイクルは、ISO14001 などの、
認証取得を目的とした環境マネジメントシステム規格にも、また、ISO26000 に
代表される、組織の社会的責任規格にも同様に適用が可能である。
従って、モニタリング機能を重視した PDMA サイクルの活用により、環境マネ
ジメントシステム規格と組織の社会的責任規格の実践レベルでの統合が可能で
ある。
実践レベルにおいて、もう一つの大切なポイントは倫理観である。
理論を実践する場合、環境や社会的責任を重視した実践には、正当な倫理観
が伴わなければならない。企業の存続には利益の確保が必要となるが、利益至
上主義では、今後求められるであろう持続的発展企業には合致しない。今後、
企業には、正当な倫理観を屋台骨とした、環境や社会的責任を重視した実践が
求められる。利益は、その実践の結果として、社会的に認められることにより
確保され、企業の持続的発展に繋がる正当な原資となるはずである。
正当な倫理観を基にした PDMA サイクルの活用が、本統合マネジメントシステ
ムの実践レベルの整備運用を可能にするといえる。
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第４節 統合マネジメントシステムへの展開－自己（適合）宣言の活用
ここまでは、環境マネジメントシステム規格と社会的責任規格の共通点、環
境マネジメントと社会的責任の理論レベルの統合、そして、実践レベルの統合
について明らかにした。
第４節では、理論レベル及び実践レベルの統合を踏まえて、実効性のある運
用を進めていくための手法といえる、「自己（適合）宣言」の活用について論じ
る。
本研究のテーマは、統合マネジメントシステムに関する研究である。その点
において、先行研究を見てみると、2000 年以降、IS09001 や ISO14001 の改訂を
踏まえた、マネジメントシステムの統合的運用に関する構築事例が発表されて
きた。さらに、安全衛生マネジメントシステムや情報セキュリティマネジメン
トシステムなども取り入れた考え方も発表されてきている。しかしながら、そ
のほとんどが、用語やマネジメントレビューなどの各マネジメントシステムの
共通点を見いだし、一つに集約することによって、運用面での効率化を図るも
のである。これは、各マネジメントシステム規格の総合的な運用といえるが、
関連する規格の内容の統合にとどまっているといえる。
本研究では、統合を理論と実践の統合と捉えることにより、より広い意味で
の統合マネジメントシステムの構築について研究を進めたものである。従って、
規格の内容の統合という狭義の統合ではなく、理論レベルと実践レベルの統合
マネジメントシステムの構築運用における実践指針を見いだすことを主題とし
た。具体的には、以下三つのキーポントを中心に論じている。一つめは、地球
のサスティナビリティのキーポイントといえる、「環境マネジメント」。そして、
二つめは、統合のひとつの理念といえる、「組織の社会的責任」を果たすための
活動（企業活動の CSR）。さらに、三つめは、理論を実践に結び付けていくため
の手法であるといえる、「自己（適合）宣言」である。ここでは、統合マネジメ
ントシステムにおける、自己（適合）宣言の活用について論じる。
環境マネジメントシステムにおける自己（適合）宣言については、第１章で
実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の実践指針を提示した。そ
して、第４章では、社会的責任規格と自己（適合）宣言について、両者の関わ
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り及び問題点と課題を明らかにし、社会的責任規格に自己（適合）宣言を活用
する場合の実践指針を提示した。
自己（適合）宣言は、 ISO その他の規格への適合性を自ら宣言（主張）する
ものである。その点において、審査機関による審査登録等とは異なり、第三者
からの客観的な保証は無いことになる。それ故に、自己（適合）宣言は、あく
まで自己責任での運用が求められる。従って、信頼性の高い自己（適合）宣言
の構築及び維持は、 ISO その他の規格への適合性を自ら保証する必要がある。
自らの保証は、ステークホルダーとのコミュニケーションやエンゲージメント
において、重要な要素であり、かつ、ハードルの高いものとみることができる。
筆者は、第１章において、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣
言の重要なポイントとなる、次の３つの要素を示した。それは、「トップマネジ
メントの高い志（理念・姿勢）」、「担当者（事務局・管理責任者等）の力量」、
「正当な評価（監査）」である。
自己（適合）宣言には、その内容を提示・証明できなければ単なる自己満足
となってしまうリスクも含まれている。 更に、自己（適合）宣言は、自己監査
に該当し、監査論から見ると「客観性・独立性」に反し、有効とは言えないの
ではないかとの疑問もある。しかしながら、現実として、自己監査としての「内
部監査」が、日々のモニタリングを含め、事業活動の保証に影響を与えている
ことは確かである。そして、小企業であれば、監査でなく、業務に組む込まれ
た「自浄作用」により事業活動を継続せざるを得ない現実がある。
だとすれば、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言を構築・運
用することで、環境マネジメント及び組織の社会的責任 に貢献する事業活動を
実践できるのではないかとの考えのもと、論考を進めてきた。そして、監査人
に求められる誠実性などの倫理観（倫理的行動）、独立的・客観的な判断、知識・
技能などの専門的能力等が、自己（適合）宣言に必要不可欠なものとして見え
てきた。
これらは、モニタリング機能として、環境マネジメント及び組織の社会的責
任を整備運用する関係者全員に共通する項目である 。そして、以下に、「トップ
マネジメント」「担当者（事務局・管理責任者等 ）」「評価（監査）」の、３つの
重要な要素を取り上げ、論述する。
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１．トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）
マネジメントシステムの実践は経営と密接な関係にある。ISO14001 規格の序
文においても、「このシステムの成功は、組織の全ての階層及び部門のコミット
メント、特にトップマネジメントの如何にかかっている」としている。
そして、第１章で取り上げた日本工業規格（JIS）における、自己適合宣言
による適合性評価制度は、工業標準化法に係る製品を対象としている 。従って、
自己適合宣言が不適切であった場合、顧客に迷惑をかけることに加えて法令違
反の虞や訴訟問題になる可能性もあり、その運用及び取扱いには十分な検討と
注意が必要である。
ISO あるいは JIS における自己（適合）宣言規格・基準をみると、その序文
や原則において、「組織としての責任をもつ（ CSR）」ということが共通して謳わ
れていることがわかる。そして、その達成にはトップマネジメントの高い志（理
念・姿勢）が不可欠であると判断できる。
マネジメントシステムの整備運用におけるトップマネジメントの姿勢等につ
いては、（財）日本規格協会 (2004)『マネジメントシステムのパフォーマンス改
善支援技法規格集』が参考になる。その内容は次の通りである。
「組織の総合的なパフォーマンスを改善するためには、組織にとっての最重要
な課題を摘出し、組織の方向を合わせて確実に課題を解決していくように運営
管理しなければならない。このためには、組織は、トップマネジメントのリー
ダーシップに基づいた活動を行うことが重要である」そして、リーダーシップ
については「トップマネジメント及び組織内の責任者は、組織の目的及び方向
を一致させる。トップマネジメント及び組織内の責任者は、人々が組織の目標
を達成することに十分に参画できる内部環境をつくりだし 、維持すべきである 」
（日本規格協会（ 2004） 18-19 頁 )。
前述のとおり、自己（適合）宣言には、その内容を提示・証明できなけれ
ば単なる自己満足となってしまうリスクも含まれている。トップマネジメント
については、第１章の EMS 自己（適合）宣言の事例・特徴で取り上げた、「飯田
市役所 EMS」や「南信州いいむす 21」、「水俣市 EMS」における、行動への意志
や意欲・決意を表す（・・・するつもりだ。・・・するようにしよう。）“むとす”
等の精神も重要な留意点となる。
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以上の論点が、実際に効果があり（実効性）、将来に向かって役に立ち（有効
性）、そして信頼性の高い自己（適合）宣言へと繋がる重要ポイントの１つ目と
なる。
従って、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の重要なポイン
トの第１は、トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）といえる。
２．担当者（事務局・管理責任者等）の力量
トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）が存在しても、自己（適合）宣
言である以上、内部の実務能力が伴わなければ継続的改善は難しく、やはり単
なる自己満足となってしまうリスクもある。この問題も、意図的ではなくても
起こりうる問題であり、重要なリスクとなり得る問題である。実務責任者とな
る担当者（事務局・管理責任者等）には相応の力量が求められることになる。
この点に関しては、第１章の EMS 自己（適合）宣言の特徴で取り上げた、「飯
田市役所 EMS」の環境マニュアルが参考となる。当該マニュアルでは、飯田市
の EMS の特徴として、機関別、そして役職別の役割、責任及び権限について個
別具体的に定めることにより、各分掌が明確となっていることがわかる。各分
掌による指標が明らかであれば、重要なキーマンとなる担当者（事務局・管理
責任者等）も、その責任と権限に基づく行動がとりやすい 。更に、飯田市の EMS
では、力量、教育訓練及び自覚についても職員、その他関係者等を対象にその
具体的内容を役職別、階層別に詳細に定めている。 関連する１１項目の教育・
研修等が設定されていることからも、飯田市が自己（適合）宣言を維持継続す
るための取組みとして、いかに人材育成に注力しているかが読み取れる。そし
て、その内容からは、 EMS の構成員の分掌及び力量のアップ、自覚に関しての
精力的な取組みが確認できる。当該事例は、内外から評価される飯田市の EMS
の自己（適合）宣言における信頼性を高めている特徴の一つである。それが、
実際に効果があり（実効性）、将来に向かって役に立ち（有効性 ）、そして信頼
性の高い自己（適合）宣言へと繋がる重要ポイントの２つ目となる。
従って、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の重要なポイン
トの第２は、担当者（事務局・管理責任者等）の力量の確保であるといえる。
３．正当な評価（監査）
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トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）及び担当者（事務局・管理責任
者等）の力量が確保された場合でも、自己（適合）宣言である以上、正当な評
価（監査）が成されなければその信頼性の担保は難しい。この問題は、その評
価が内部監査を主とする以上、独立性が確保できず、客観性に劣るため必然と
して顕在化する問題であり、重要なリスクとなり得る問題である。よく調べな
いまま自己（適合）宣言をしたり、評価がマンネリ化することにより、不適切
で法令違反という判断を下されて会社の評判を落とし、最悪 は経営破綻という
事態になる可能性も否定できない。
この点に関しては、第１章において EMS 自己（適合）宣言の事例及び評価（監
査）について論じた。そして、「飯田市役所 EMS」の環境マニュアルに規定され
た内部監査を参考として、実効面の ポイントを明らかにした。自己（適合）宣
言は、あくまで第一者評価となる自己評価をもってモニタリングを実施し、継
続改善する取組みである。従って、前記のように不適切な評価（監査）による
弊害が生じやすくなるといえる。
しかしながら、飯田市の EMS における「内部監査」では、体制・計画・事前
準備・実施などに関して、内容・担当者・役割及び責任が具体的詳細に定めら
れており、それぞれが機能すれば問題（弊害）は起きにくいと推定される。更
に、地域ぐるみ環境 ISO 研究会による外部評価となる相互内部監査を実施する
ことにより、客観性・透明性の担保を図っている。従って飯田市の EMS では、
自己（適合）宣言の信頼性担保・有効性確認のために、評価（監査）を最も重
要な要素ととらえ、取組みを進めていることが認識できる。
第１章では、水俣市の EMS の事例も取り上げた。同市では、「 ISO14001 認証
取得により、職員の ISO に対する意識も高まったが、反面マンネリ化も感じら
れるようになり、 2003 年には市民と市役所の環境意識の更なる向上を目的に 、
市 役 所 の 公 共 サ ー ビ ス の 相 手 方 で あ る 市 民 に よ る 監 査 チ ー ム を 編 成 し 、
ISO14001 自己宣言を表明した。
自己宣言により、市役所が市民の監査を受けることで市民とより近くなり、
市役所の取り組みが市民にわかりやすくなった」としている。
更に、自己宣言への移行とともにスタートした市民監査委員による効果とし
ては、「市役所において ISO 以上の前向きな自主性と主体性を見出し 、環境分野
だけでなく、他の分野においてもより良い相乗効果が生まれる。また、市民に
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対しても更なる ISO の普及を促進し、市役所と市民相互の真の意識改革が期待
される」としている（水俣市ホームページ）。
以上、２つの自治体から評価（監査）に関して読み取れることは、しっかり
とした内部監査体制の構築と、第３者監査（外部監査）による保証である。
加えて第１章第５節では、ISO における監査のための指針である ISO19011 規
格及び内部監査人協会（ IIA）による内部監査の倫理綱要に焦点を当て 、理論面
からの自己（適合）宣言の評価（監査）についても考察した。その結果、両者
に共通する最大の特徴として、いずれも倫理的行動に関する記述が最初にあり 、
最も大事な項目とされていることを述べた。そして、両者の各項目の記述は 4
項目に収斂され、当該両者から読み取れる評価（監査）のポイントは、誠実性
（倫理的行動）・客観性・秘密の保持・専門的能力であることを示した。
更に、第３章では、ISO19011 規格の内容及び特徴を、 2011 年 11 月に発行さ
れた改訂版に基づいて、主に監査の原則並びに個人的特質と力量に焦点を当て
て示した。ISO19011 は、この改訂により、理論面での定義に加え、個人的特質
や力量、トップマネジメントの参画等、実践レベルのポイントを充実させたと
いえる。
自己（適合）宣言の評価（監査）において求められることは、理論的には誠
実性（倫理的行動）・客観性・秘密の保持・専門的能力を確保し、かつ、実効面
ではしっかりとした内部監査体制の構築及び第３者監査（外部監査）による保
証を確実にすることである。それが、実際に効果があり（実効性）、将来に向か
って役に立ち（有効性）、そして信頼性の高い自己（適合）宣言へと繋がる重要
ポイントの３つ目となる。
従って、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言の重要なポイン
トの第３は、正当な評価（監査）であるといえる。
以上、実際に効果があり（実効性 ）、将来に向かって役に立ち（有効性 ）、そ
して信頼性の高い自己（適合）宣言へと繋がる重要ポイントの３つの内容を掲
記した。「トップマネジメントの高い志（理念・姿勢）」「担当者（事務局・管理
責任者等）の力量」「正当な評価（監査）」への取り組みは、本質的なキーポイ
ントとして大企業のみならず、資源に余裕のない中小事業所の「自浄作用」に
おいても活用できるものと考える。これが、環境マネジメントと CSR の理論を
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実践に結び付けていくための手法として重要な要素となる。従って、 自己（適
合）宣言の有効な活用が、環境マネジメントと CSR と自己（適合）宣言による
統合マネジメントシステムの実践のキーポイントになるといえる。
図表５－４－１に環境マネジメントと CSR と自己 (適合 )宣言の係わりの概念
図を示す。
図表５－４－１．環境マネジメントと CSR と自己 (適合 )宣言の係わりの概念図
自己 (適合 )宣言【結び付ける手法】
ISO26000
（組織の社会 的
責任）） 責任： CSR）
【統合のひとつ
の理念】
責任）
ISO14001
（環境）
【サスティナ
ビリティの
キーポイント】
ISO14005
（環境⇒段階的
実施）
ISO50001
（エネルギー）
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第５節 統合マネジメントシステムの結論
本研究のテーマは、統合マネジメントシステムに関する研究である。そして、
サブタイトルは、環境マネジメントと CSR と自己（適合）宣言による統合であ
る。一つめの環境マネジメントは、現在の中国の大気汚染などに代表される公
害問題を含めて、地球のサスティナビリティのキーポイントである。そして、
二つめとなる企業活動の CSR は、社会的責任を果たすための活動という意味に
おいて統合のひとつの理念といえる。さらに、三つめの自己（適合）宣言は、
理論を実践に結び付けていくための手法であるといえる。従って、規格の内容
の統合という狭義の統合ではなく、理論レベルと実践レベルの統合マネジメン
トシステムの構築運用における実践指針を見いだすことを主題としている。
本研究の骨子に基づき、ここまでは、環境マネジメントシステム規格と社会
的責任規格の共通点、環境マネジメントと社会的責任の理論レベルの統合、そ
して、実践レベルの統合並びに自己（適合）宣言の活用について論じた。
本節では、本研究に基づく統合マネジメントシステムの実践指針についての
まとめと結論を述べる。
（１）理論レベルの統合
理論レベルの統合に関しては、まず環境マネジメントに関連する主なマネジ
メントシステムの統合について論じ、次に、社会的責任規格との統合について
論述した。
環境マネジメントについては、まず ISO14001 と ISO14005 の関連を明らかに
した。ISO では、環境マネジメントシステムの普及は 、大手事業所のみでなく 、
SME（ Small and Medium Enterprises:中小企業）への導入がポイントであると
捉えて、 ISO14005 規格を 2010 年 12 月に発行した。
ISO14005 は、ISO14001 をベースとした EMS の段階的実施のガイドラインであ
る。従って、ISO14005 の規格の内容は、ISO14001 の規格要求事項を細分化した
ものといえる。ISO14001 は、規格の要求事項については、要点のみの表現とし
て、管理する内容を含めた詳細については、取り組む組織が決めることとして
いる。しかしながら、シンプルな要点を十分に理解して自らの組織に当てはめ 、
ISO14001 の認証を取得するには、ある一定以上のレベルの人的及び財政的な資
源が必要となる。
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ISO では、その点に着目して、 EMS について取り組むべき詳細を明示した
ISO14005 を提示することにより、環境問題に取り組む知識や資源が乏しい中小
企業への展開を図ったものと推測される。
一方、視点を変えてみると、ISO14005 は、ISO14001 を細分化した解説書とみ
ることができる。従って、初期の段階のみで運用する場合を除き 、ISO14005 を
読み込むことによって詳細内容を見極め、直接自らの組織に合った ISO14001
の整備運用（認証取得や自己宣言等）をすることが可能なはずである。その点
において、環境関連全体をカバーする ISO14001 と ISO14001 を詳細に解説した
といえる ISO14005 は、理論レベルの統合が可能であり、相互に活用できる。
環境マネジメントに関しては、次に、 ISO14001 と ISO50001 の関連を明らか
にした。
ISO14001 と ISO50001 をみてみると、 ISO50001 において一部の項目は細分化
されてはいるが、おおよその項目が相互に対応していることがわかる。ISO50001
は、環境関連の中でも、エネルギー管理に特化した規格である。そのため、
ISO50001 では、元々ターゲットが決まっており、管理するターゲットを自らの
組織で決める ISO140001 では規格要求事項とされなかった、パフォーマンスの
評価及び向上が、規格要求事項となっている。
ISO50001 の特徴的な項目としては、エネルギーレビュー、エネルギーベース
ライン、エネルギーパフォーマンス指標がある。これは、自らの組織のエネル
ギー管理の状態を把握して、ベースラインを定め、パフォーマンス評価に関す
る指標を明らかにすることで、エネルギー管理の PDCA を回していくことを示し
ている。
ISO14001 では、自らの組織の環境側面を明らかにして管理することを要求事
項としているが、業種の違い等により、関連する環境側面が多岐にわたるため 、
具体的内容は特に定めておらず、組織が自ら決めることになっている 。従って、
ISO14001 では、パフォーマンスの向上等を要求事項とするのには無理がある。
一方、ISO50001 では、エネルギー管理に特化したことで、パフォーマンスに
関する具体的な要求事項を定めているといえる。そのために、この考え方を、
それぞれの組織が ISO14001 において、自ら定めた環境側面に当てはめることが
可能である。従って、ISO14001 の運用においても、エネルギー管理に特化した
ことで、パフォーマンスの向上について具体的な管理を求めている ISO50001
240
の規格内容をしっかりと把握することにより、継続的なステップアップも可能
となる。ISO50001 では、マネジメントレビューに関しても細分化されており、
具体的・客観的な当てはめが可能であるといえる。その点において、環境関連
全体をカバーする ISO14001 とエネルギー管理に特化した ISO50001 は、理論レ
ベルの統合が可能であり、相互に活用できる。
以上により、環境関連のマネジメントシステムである、ISO14001、ISO14005、
ISO50001 は相互に活用でき、理論レベルの統合が可能であることを明らかにし
た。
次に、環境マネジメントと社会的責任規格の関連については、以下のことを
明らかにした。
社会的責任規格である ISO26000 と ISO14001 を理論レベルで比較すると、
ISO26000 は、共通する項目について、より広義にとらえた規格内容となってい
る。具体的には、ISO14001 の「法的及びその他の要求事項」及び「コミュニケ
ーション」に対応すると思われる項目が、 ISO26000 に多いといえる。「法的及
びその他の要求事項」は、それぞれの国の法律、社会規範、慣行、組織の規則
等を示している。そして、「コミュニケーション」は、ステークホルダーに対す
る責任を果たすための手段として、重要な要素となる。従って、これらの２つ
の項目は、社会的責任を果たすために、 ISO14001 と ISO26000 に共通する基本
的な考え方として重要な項目であるといえる。
ISO14005 は ISO14001 の認証取得の段階プロセスを詳細に解説した面もある
が、一方、ISO26000 は環境面に関して、ISO14001 の一部の項目について、詳細
に解説した面もあるといえる。
もとより、ISO26000 には、認証取得を目的としたマネジメントシステム規格
に必須とされる「規格要求事項」にあたる「社会的責任の中核主題に関する手
引き」に、「環境」についてのガイドラインが記載されている。
例えば、ISO14001 では、有害な環境影響を低減するための取組みについて、
概念的な記載に留まっている。それに対して、ISO26000 では、具体的・客観的
な指標を提示している。この事例からも、ISO26000 は、環境に関しては ISO14001
の一部の項目について、詳細に解説した面もあるといえる。
以上から、環境関連全体をカバーする ISO14001 と、 ISO14001 のガイドライ
ンともいえる ISO14005、並びに ISO14001 の一部の項目を詳細に解説したとい
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える ISO26000 は、理論レベルの統合が可能であり、相互に活用できることを明
らかにした。
社会的責任規格と環境マネジメントの理論レベルの統合の次の段階として 、
ISO14001 だけでなく ISO50001 を含めた統合について考察する。ISO50001 では、
ISO14001 のマネジメントのうち、エネルギー管理に特化したことで、パフォー
マンスに関する具体的な要求事項を定めているといえる。そのために、この考
え方を、それぞれの組織が ISO14001 において、自ら定めた環境側面に当てはめ
ることが可能であり、継続的なステップアップも可能となる。ISO50001 では、
マネジメントレビューに関しても細分化されており、具体的・客観的な当ては
めが可能であり、結果を重要視していることがわかる。
一方、ISO26000 は認証取得を目的とした、規格の要求事項を満足するための
マネジメントシステム規格ではない。ISO26000 は、結果の重要性及び社会的責
任に関するパフォーマンスの改善を重要視している。そして、これは、システ
ムを決めたとおりに運用することで、認証を取得・継続する、いわゆる標準化
の段階のみでなく、一歩段階を進めた考え方と捉えることができる。その点に
お い て 、 認 証 取 得 を 目 的 と し て い る か 否 か の 違 い は あ る が 、 ISO26000 と
ISO50001 の基本的なスタンスは共通しているといえる。従って、環境関連の
ISO14001 と、エネルギー管理に特化し結果を重要視している ISO50001 は言う
までもなく、ISO26000 との理論レベルの統合が可能であり、相互に活用できる。
以上により、環境関連のマネジメントシステムである ISO14001、 ISO14005、
ISO50001、並びに、組織の社会的責任規格である ISO26000 は、理論レベルの統
合が可能であり、相互に活用できることを明らかにした。
（２）実践レベルの統合
経営管理の理論は、さまざまな考え方や学派が存在するものと考えられる。
その中でも、デミング博士の提唱した、 PDCA ・ PDSA サイクルとスパイラルア
ップは、現在のわが国の経営実践に深く浸透している。その点において、PDCA ・
PDSA サイクルとスパイラルアップの考え方は、わが国の現代の経営実践に関す
る重要な手法であることに間違いはないといえる。
ここでは、 PDCA サイクルをベースとした、 C（チェック）及び S（スタディ）
に関するもう一つの考え方を述べた。
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チェックは、マネジメントシステムの運用には欠かせないプロセスである。
チェックのプロセスは、具体的には、内部監査やマネジメントレビューに関す
る重要な要素となっており、マネジメントシステムの実践には必要不可欠であ
るといえる。そこで、筆者は、PDCA サイクルの、C（チェック）及び S（スタデ
ィ）に着目した新たなモデルを示した。
それは、 M（モニタリング）の考え方であり、 PDMA サイクルの提案である。
これは、PDCA サイクルにおける、わが国の経営実践に深く浸透した C（チェッ
ク）の概念を更に発展させて、 M（モニタリング）に置き換えたものである 。こ
こでのモニタリングは、サーベーランス（Surveillance）やオブザベーション
（ Observation）に加え、監査（Audit）も含む広義の意味とする。広義のモニ
タリングについては、石井教授の「社会問題における監査と監視－監視の構造
（一）」が詳しい（石井薫、 1987）。同著では、監査並びに監視が、社会問題と
どの程度係わっているかを、様々な分野の事例を挙げて明らかにしている。
モニタリング機能には、実践する主体が必要である。そして、組織内部のモ
ニタリング機能の主体は大枠として三者に分けることができる 。その三者とは、
当事者（自己チェック）、トップマネジメント（マネジメントレビュー ）、監査
人（内部監査）であるとして、それぞれのモニタリング機能の役割を明らかに
した。業務担当者や管理責任者等の当事者は、日々の自己チェックによる継続
的改善が重要ポイントとなる。トップマネジメントでは、マネジメントレビュ
ーの実施による、継続的改善に向けての適切なフィードバックが重要ポイント
となる。監査人は、内部監査による、継続的改善に向けての適切なフィードバ
ックが重要ポイントとなる。
PDMA サイクルは、マネジメントシステムの運用のみではなく、あらゆる分野
の業務活動に活用できる。その点において、PDMA サイクルは、ISO14001 などの、
認証取得を目的とした環境マネジメントシステム規格にも、また、ISO26000 に
代表される、組織の社会的責任規格にも同様に適用が可能である。
従って、モニタリング機能を重視した PDMA サイクルの活用により、環境マネ
ジメントシステム規格と組織の社会的責任規格の実践レベルでの統合が可能で
ある。
そして、理論を実践する場合、環境や社会的責任を重視した実践には、正当
な倫理観が伴わなければならない。今後、企業には、正当な倫理観を屋台骨と
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した、環境や社会的責任を重視した実践が求められる。企業の存続に必要な利
益は、その実践の結果として、社会的に認められることにより確保され、持続
的発展に繋がる正当な原資となるはずである。
正当な倫理観を基にした PDMA サイクルの活用が、本統合マネジメントシステ
ムの実践レベルの整備運用を可能にするといえる。
（３）自己（適合）宣言の活用と統合マネジメントシステムの実践指針
統合マネジメントシステムには、実践が伴わなければならない。PDMA サイク
ルは、理論を実践するモデルとして、活用されることに意義がある。
そこで、筆者は、理論を実践に結び付けていくための手法であるといえる 、
「自己（適合）宣言」の活用を提案した。
自己（適合）宣言は、 ISO その他の規格への適合性を自ら宣言（主張）する
ものである。その点において、審査機関による審査登録等とは異なり、第三者
からの客観的な保証は無いことになる。それ故に、自己（適合）宣言は、あく
まで自己責任での運用が求められる。従って、信頼性の高い自己（適合）宣言
の構築及び維持は、 ISO その他の規格への適合性を自ら保証する必要がある。
自らの保証は、ステークホルダーとのコミュニケーションやエンゲージメント
において重要な要素であり、信頼性を担保するには、ハードルを高くしなけれ
ばならない。
筆者は、第１章において、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣
言の重要なポイントとなる、次の３つの要素を示した。それは、「トップマネジ
メントの高い志（理念・姿勢）」、「担当者（事務局・管理責任者等）の力量」、
「正当な評価（監査）」である。
自己（適合）宣言には、その内容を提示・証明できなければ単なる自己満足
となってしまうリスクも含まれている。 更に、自己（適合）宣言は、自己監査
に該当し、監査論から見ると「客観性・独立性」に反し、有効とは言えないの
ではないかとの疑問もある。しかしながら、現実として、自己監査としての「内
部監査」が、日々のモニタリングを含め、事業活動の保証に影響を与えている
ことは確かである。そして、小企業であれば、監査でなく、業務に組む込まれ
た「自浄作用」により事業活動を継続せざるを得ない現実がある。
だとすれば、実効性・有効性及び信頼性の高い自己（適合）宣言を構築・運
用することで、環境マネジメント及び組織の社会的責任 に貢献する事業活動を
244
実践できるのではないかとの考えのもと、論考を進めてきた。そして、監査人
に求められる誠実性などの倫理観（倫理的行動）、独立的・客観的な判断、知識・
技能などの専門的能力等が、自己（適合）宣言に必要不可欠なものとして見え
てきた。これらは、モニタリング機能として、環境マネジメント及び組織の社
会的責任を整備運用する関係者全員に共通する項目である 。そして、「トップマ
ネジメント」「担当者（事務局・管理責任者等 ）」「評価（監査）」が、３つの重
要な要素となる。この３つの要素はそれぞれが重要であり、かつ、相互の連携
もまた重要である。そして、求められる資質は多岐にわたることになるが、本
質的な部分で必要なことは、集約できるといえる。
次に、この３者について、それぞれ５つに集約した取り組むべき指針を示す。
①「トップマネジメント」
・利益至上主義になっていないか。
・環境改善に努めているか。
・社会的責任を自覚しているか。
・倫理的経営を実践しているか。
・マネジメントレビューを実施し、偽りのない建設的な自己（適合）宣言や第
三者認証による保証を実践しているか。
②「担当者（事務局・管理責任者等）」
・統合マネジメントシステム運用のキーマンであると自覚しているか。
・担当業務に関する知識の自己研鑽に努めているか。
・ PDMA サイクルを適切に運用する努力をしているか。
・スパイラルアップによる継続的改善を常に意識しているか。
・関連部門とのコミュニケーションに努めているか。
③「評価（監査⇒内部監査人）」
・モニタリング機能が統合マネジメントシステムのキーポイントであると意識
しているか。
・内部監査が「自浄作用」の効果を左右すると自覚しているか。
・組織の業務内容の把握及び知識に関する自己研鑽に努めているか。
・独立的、客観的なモニタリングが実践できているか。
・的確な評価とフィードバックが成されているか。
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最後に、図表５－５－１に環境マネジメントとＣＳＲと自己（適合）宣言を
中心とした統合マネジメントシステムの実践指針に係るチェックリストを示す。
このチェックリストは、「ＣＳＲ」「環境」「エネルギー」「自己（適合）宣言」
「統合」の５項目について、各４つの実践指針に係るチェックポイントを示し
たものである。そして、このチェックリストによる評価は、次に示す石井教授
の企業版スーパーＩＳＯの評価方法に準ずることにする。
「評価は達成度による５～１の５段階（各５点 ×２０項目で、１００点満点
とする）。５はほとんど達成している。４はかなり取り組んでいる。３はほどほ
どに取り組んでいる。２は少し取り組んでいる。１は全く取り組んでいない。
合計得点では、Ａ（１００～８０）、Ｂ（７９～６０）、Ｃ（５９～４０）、Ｄ（３
９～２０）の４段階とする」（石井、2006a、142-144 頁 )。Ｄは環境問題やＣＳ
Ｒに対する意識が低い。Ｃは環境マネジメントとＣＳＲと自己（適合）宣言を
中心とした統合マネジメントシステムをある程度理解している。Ｂは環境マネ
ジメントとＣＳＲと自己（適合）宣言を中心とした統合マネジメントシステム
をかなり理解して取り組んでいる。 Ａは環境マネジメントとＣＳＲと自己（適
合）宣言を中心とした統合マネジメントシステムを具体的に実践しており、統
合マネジメントシステムを整備・運用する企業のモデルとなるものである。
図表５－５－１．環境マネジメントとＣＳＲと自己（適合）宣言を中心とした
統合マネジメントシステムの実践指針に係るチェックリスト
項目 No 実践指針に係るチェックポイント
１．
ＣＳＲ
1) 社会的責任を理解し、方針を定めているか。
2)
社会的責任の原則【説明責任・透明性・倫理的な行動・ステー
クホルダーの利害の尊重・法の支配の尊重・人権の尊重】を遵
守しているか。
3)
７つの中核主題【組織統治・人権・労働慣行・環境・公正な事
業慣行・消費者課題・コミュニティへの参画及び発展】に取り
組んでいるか。
4) 組織全体にＣＳＲを浸透させるための施策を実践しているか。
２．
環境
5) 環境宣言し、環境方針を定めているか。
6) 著しい環境側面を特定し、対策をとっているか。
7) グリーン調達やエコファンド、環境報告書を導入しているか。
8) エコロジーを重視した商品・サービスの提供やエコロジカルな
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（出所：「石井 (2006a)」「日本規格協会 (2009)」他より筆者作成）
以上の各項目は、環境と CSR を重視した統合マネジメントシステムを整備・
運用するあらゆる組織に適用できる。環境と CSR を重視した統合マネジメント
システムを整備運用する組織は、それぞれの立場で、この各項目を実践するこ
とが望まれる。そして、それぞれの組織に合った具体的な取り組み内容の整備 ・
運用が求められる。
環境と CSR を重視した統合マネジメントシステムを整備・運用する組織にお
いて、本研究の内容を建設的に捉え活用することが、自らの組織を含む関連す
る他の組織の継続的発展を目指すための一助となることを提言し、本研究の結
論とする。
企業づくりを実践しているか。
３．
エネル
ギー
9) エネルギー問題を理解し、エネルギー方針を定めているか。
10) 著しいエネルギーの使用項目を特定し 、目標・行動計画を策定、
実施、維持しているか。
11) エネルギーベースラインを定め、エネルギーパフォーマンスの
向上に取り組んでいるか。
12)
エネルギー供給サービス（電力・ガス・熱等）やエネルギー向
上サービス（ ESCO(Energy Service Company)事業）などに参画
又は取り組んでいるか。
４．
自己
(適合 )
宣言
13) 自己決定し、自己（適合）宣言しているか。
14) 倫理的行動及び人材育成に努めているか。
15) 自らの保証の信頼性を担保するために、ステークホルダーとの
コミュニケーションやエンゲージメントに取り組んでいるか。
16) 客観的な保証の担保のために、ユーザー又は外部の専門家によ
る評価を実施しているか。
５．
統合
17) 統合する規格やガイドラインの特徴及び相互の関連を把握し、
統合マネジメントシステムの方針を定めているか。
18) 【ＰＤＣＡサイクル】を確立し、実施し、維持しているか。
19) 組織内部の【トップマネジメント、担当者、内部監査人】のそ
れぞれの役割を定義し、実践しているか。
20) 環境とＣＳＲを統合の基盤として、持続的発展を目指した取り
組みを実践しているか。
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〔資料１〕． ISO14001 規格：序文
序文
あらゆる種類の組織は、自らの環境方針及び環境目的に整合して、自らの活
動、製品及びサービスが環境に及ぼす影響を管理することによって、健全な環
境パフォーマンスを達成し、実証することへの関心を高めてきている。組織の
このような対応は、厳しさを増す法規制、環境保全を促進する経済的政策及び
その他の対策の開発、並びに環境問題及び持続可能な開発に対する利害関係者
の関心の高まりを背景としている。
多くの組織は、自らの環境パフォーマンスを評価するために、環境上の“レ
ビュー”又は“監査”を実施している。しかしながら、これらの“レビュー”
及び“監査”を行っているだけでは、組織のパフォーマンスが法律上及び方針
上の要求事項を満たし、かつ、将来も満たし続けることを保証するのに十分で
はないかもしれない。これらを効果的なものとするためには、組織に組み込ま
れて体系化されたマネジメントシステムの中で実施する必要がある。
環境マネジメントに関する国際規格には、他の経営上の要求事項と統合でき、
組織の環境上及び経済上の目標達成を助けることができる効果的な環境マネジ
メントシステム（ EMS）の諸要素を組織に提供する意図がある。他の規格と同様
に、これらの規格は、非関税貿易障壁を生みだすため、又は組織の法的な義務
を増大若しくは変更するために用いられることを意図したものではない。
この規格は、組織が、法的要求事項及び著しい環境側面についての情報を考
慮に入れた方針及び目的を設定し、実施することができるように環境マネジメ
ントシステムのための要求事項を規定している。この規格は、あらゆる種類・
規模の組織に適用し、しかも様々な地理的、文化的及び社会的条件に適用する
ように意図されている。このシステムの成功は、組織のすべての階層及び部門
のコミットメント、特にトップマネジメントのコミットメントのいかんにかか
っている。
この種のシステムは、組織が環境方針を策定し、方針におけるコミットメント
を達成するための目的及びプロセスを設定し、パフォーマンスを改善するため
に必要な処置をとり、システムがこの規格の要求事項に適合していることを実
証することができるようになっている。この規格の全体的なねらいは、社会経
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済的ニーズとバランスをとりながら環境保全及び汚染の予防を支えることであ
る。要求事項の多くは、同時に対処でき、いつでも再検討できることに留意す
るとよい。
組織の環境マネジメントシステムへの要求事項を示し、組織の環境マネジメ
ントシステムの認証／登録及び／又は自己宣言に利用できるこの規格と、環境
マネジメントシステムを確立し、実施し、改善するために組織を総合的に支援
することを目的とした、認証を対象としない指針との間には、重要な違いがあ
る。環境マネジメントは、戦略及び競争力に関連のある事項も含め幅広い課題
を包含する。この規格をうまく実施していることを示せば、組織が適切な環境
マネジメントシステムをもつことを利害関係者に納得させることができる。
この規格は、環境方針に表明されている、適用可能な法的要求事項及び組織
が同意するその他の要求事項の順守、汚染の予防及び継続的改善に対するコミ
ットメント以上の、環境パフォーマンスに関する絶対的要求事項を規定するも
のでない。したがって、二つの組織が、同様な運用を行っていながら異なる環
境パフォーマンスを示す場合であっても、ともにその要求事項に適合すること
がある。
一連の環境マネジメント技法の体系的な方法による採用及び実施は、すべて
の利害関係者にとって最適な成果をもたらすことができる。しかし、この規格
の採用そのものが最適な環境上の成果を保証するわけではない。環境マネジメ
ントシステムは、環境目的を達成するために、適切でかつ経済的に実施可能な
場合には、最良利用可能技法の適用を考慮すること、及びそのような技法の費
用対効果を十分考慮に入れることを組織に奨励することができる。
この規格には、品質、労働安全衛生、財務、リスクなどのマネジメントのよ
うな他のマネジメントシステムに固有な要求事項は含まれていないが、その要
素は他のマネジメントシステムの要素に合わせたり、統合したりできる。組織
がこの規格の要求事項に適合した環境マネジメントシステムを構築するに当た
って、既存のマネジメントシステムの要素を適応させることも可能である。た
だし、マネジメントシステムの様々な要素のいずれを採用するかは、意図する
目的及びかかわりのある利害関係者によって相違することもあろう。
環境マネジメントシステムの詳細さ及び複雑さの水準、文書類の範囲、並び
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にそれに向けられる資源は、システムの適用範囲、組織の規模、並びにその活
動、製品及びサービスの性質のような多くの要因に依存する。これは特に中小
企業についていえることかもしれない
（出所：日本規格協会、 2005、 13~29 頁）
〔資料２〕． ISO14001 規格：適用範囲
１．適用範囲
この規格は、組織が、法的要求事項及び組織が同意するその他の要求事項
並びに著しい環境側面についての情報を考慮に入れた方針及び目的を策定
し、実施することができるように、環境マネジメントシステムの要求事項を
規定する。この規格は、組織が管理できるもの及び組織が影響を及ぼすこと
ができるものとして組織が特定する環境側面に適用する。この規格自体は、
特定の環境パフォーマンス基準には言及しない。
この規格は、次の事項を行おうとするどのような組織にも適用できる。
ａ）環境マネジメントシステムを確立し、実施し、維持し、改善する。
ｂ）表明した環境方針との適合を自ら確信する。
ｃ）この規格との適合を次のことによって示す。
１）自己決定し、自己宣言する。
２）適合について、組織に対して利害関係を持つ人又はグループ、例えば
顧客などによる確認を求める。
３）自己宣言について組織外部の人又はグループによる確認を求める。
４）外部機関による環境マネジメントシステムの認証／登録を求める。
この規格に示されるすべての要求事項は、どのような環境マネジメン
トシステムにも取り入れられるように意図されている。適用の範囲は、
組織の環境方針、その活動、製品及びサービスの性質、並びに組織が
機能する立地及び条件のような要因に依存する。また、この規格は、
附属書Ａに、その利用に関する参考としての手引を備えている。
（出所：日本規格協会（ 2005） 29~33 頁）
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〔資料３〕． ISO14001 規格：一般要求事項
ISO14001 では、マネジメントシステム要求事項の項目 No は、No4 である。以下、
項目 No４．１ 一般要求事項からの記載とする。
４．１ 一般要求事項
組織は、この要求事項に従って、環境マネジメントシステムを確立し、文
書化し、どのようにしてこれらの要求事項を満たすかを決定すること。
組織は、その環境マネジメントシステムの適用範囲を定め、文書化するこ
と。
４．２ 環境方針
トップマネジメントは、組織の環境方針を定め、環境マネジメントシステ
ムの定められた適用範囲の中で、環境方針が次の事項を満たすことを確実に
すること。
ａ）組織の活動、製品及びサービスの、性質、規模及び環境影響に対して適
切である。
ｂ）継続的改善及び汚染の予防に関するコミットメントを含む。
ｃ）組織の環境側面に関係して適用可能な法的要求事項及び組織が同意する
その他の要求事項を順守するコミットメントを含む。
ｄ）環境目的及び目標の設定及びレビューのための枠組みを与える。
ｅ）文書化され、実行され、維持される。
ｆ）組織で働く又は組織のために働くすべての人に周知される。
ｇ）一般の人々が入手可能である。
４．３ 計画
４．３．１ 環境側面
組織は、次の事項にかかわる手順を確立し、実施し、維持すること。
ａ）環境マネジメントシステムの定められた適用範囲の中で、活動、製品及
びサービスについて組織が管理できる環境側面及び組織が影響を及ぼすこと
ができる環境側面を特定する。その際には、計画された若しくは新規の開発、
又は新規の若しくは変更された活動、製品及びサービスも考慮に入れる
ｂ）環境側面に著しい影響を与える又は与える可能性のある側面（すなわち
著しい環境側面）を決定する。
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組織は、この情報を文書化し、常に最新のものにしておくこと。
組織は、その環境マネジメントシステムを確立し、実施し、維持するうえ
で、著しい環境側面を確実に考慮に入れること。
４．３．２ 法的及びその他の要求事項
組織は、次の事項にかかわる手順を確立し、実施し、維持すること。
ａ）組織の環境側面に関係して適用可能な法的要求事項及び組織が同意する
その他の要求事項を特定し、参照する。
ｂ）これらの要求事項を組織の環境側面にどのように適用するかを決定する。
組織は、その環境マネジメントシステムを確立し、実施し、維持するうえ
で、これらの適用可能な法的要求事項及び組織が同意するその他の要求事項
を確実に入れること。
４．３．３ 目的、目標及び実施計画
組織は、組織内の関連する部門及び階層で、文書化された環境目的及び目
標を設定し、実施し、維持すること。
目的及び目標は、実施できる場合には測定可能であること。そして、汚染
の予防、適用可能な法的要求事項及び組織が同意するその他の要求事項の順
守並びに継続的改善に関するコミットメントを含めて、環境方針に整合して
いること。
その目的及び目標を設定しレビューするにあたって、組織は、法的要求事
項及び組織が同意するその他の要求事項並びに著しい環境側面を考慮に入れ
ること。また、技術上の選択肢、財務上、運用上及び事業上の要求事項、並
びに利害関係者の見解も考慮すること。
組織は、その目的及び目標を達成するための実施計画を策定し、実施し、
維持すること。実施計画は次の事項を含むこと。
ａ）組織の関連する部門及び階層における、目的及び目標を達成するための
責任の明示。
ｂ）目的及び目標達成のための手段及び日程
４．４ 実施及び運用
４．４．１ 資源、役割、責任及び権限
経営層は、環境マネジメントシステムを確立し、実施し、維持し、改善す
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るために不可欠な資源を確実に利用できるようにすること。資源には、人的
資源及び専門的な技能、組織のインフラストラクチャー、技術、並びに資金
を含む。
効果的な環境マネジメントシステムを実施するために、役割、責任及び権
限を定め、文書化し、かつ、周知すること。
組織のトップマネジメントは、特定の管理責任者（複数も可）を任命する
こと。その管理責任者は、次の事項に関する定められた役割、責任及び権限
を、他の責任にかかわりなくもつこと。
ａ）この規格の要求事項に従って、環境マネジメントシステムが確立され、
実施され、維持されることを確実にする。
ｂ）改善のための提案を含め、レビューのために、トップマネジメントに対
し環境マネジメントシステムのパフォーマンスを報告する。
４．４．２ 力量、教育訓練及び自覚
組織は、組織によって特定された著しい環境影響の原因となる可能性をも
つ作業を組織で実施する又は組織のために実施するすべての人が、適切な教
育、訓練又は経験に基づく力量をもつことを確実にすること。また、これに
伴う記録を保持すること。
組織は、その環境側面及び環境マネジメントシステムに伴う教育訓練のニ
ーズを明確にすること。組織は、そのようなニーズを満たすために、教育訓
練を提供するか、又はその他の処置をとること。また、これに伴う記録を保
持すること。
組織は、組織で働く又は組織のために働く人々に次の事項を自覚させるた
めの手順を確立し、実施し、維持すること。
ａ）環境方針及び手順並びに環境マネジメントシステムの要求事項に適合す
ることの重要性
ｂ）自分の仕事に伴う著しい環境側面及び関係する顕在又は潜在の環境影響 、
並びに各人の作業改善による環境上の利点
ｃ）環境マネジメントシステムの要求事項との適合を達成するための役割及
び責任
ｄ）規定された手順から逸脱した際に予想される結果
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４．４．３ コミュニケーション
組織は、環境側面及び環境マネジメントシステムに関して次の事項にかか
わる手順を確立し、実施し、維持すること。
ａ）組織の種々の階層及び部門間での内部コミュニケーション
ｂ）外部の利害関係者からの関連するコミュニケーションについて受け付け 、
文書化し、対応する
組織は、著しい環境側面について外部コニュニケーションを行うかどうか
を決定し、その決定を文書化すること。外部コミュニケーションの方法を確
立し、実施すること。
４．４．４ 文書類
環境マネジメントシステム文書には、次の事項を含めること。
ａ）環境方針、目的及び目標
ｂ）環境マネジメントシステムの適用範囲の記述
ｃ）環境マネジメントシステムの主要な要素、それらの相互作用の記述、並
びに関係する文書の参照
ｄ）この規格が要求する、記録を含む文書
ｅ）著しい環境側面に関係するプロセスの効果的な計画、運用及び管理を確
実に実施するために、組織が必要と決定した、記録を含む文書
４．４．５ 文書管理
環境マネジメントシステム及びこの規格で必要とされる文書は管理するこ
と。記録は文書の一種ではあるが、４．５．４に規定する要求事項に従って
管理すること。
組織は、次の事項にかかわる手順を確立し、実施し、維持すること。
ａ）発行前に、適切かどうかの観点から文書を承認する。
ｂ）文書をレビューする。また、必要に応じて更新し、再承認する。
ｃ）文書の変更の識別及び現在の改訂版の識別を確実にする。
ｄ）該当する文書の適切な版が、必要なときに、必要なところで使用可能な
状態にあることを確実にする。
ｅ）文書が読みやすく、容易に識別可能な状態であることを確実にする。
ｆ）環境マネジメントシステムの計画及び運用のために組織が必要と決定し
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た外部からの文書を明確にし、その配付が管理されていることを確実にする。
ｇ）廃止文書が誤って使用されないようにする。また、これらを何らかの目
的で保持する場合には、適切な識別をする。
４．４．６ 運用管理
組織は、次に示すことによって、個々の条件の下で確実に運用が行われる
ように、その環境方針、目的及び目標に整合して特定された著しい環境側面
に伴う運用を明確にし、計画すること。
ａ）文書化された手順がないと環境方針並びに目的及び目標から逸脱するか
もしれない状況を管理するために、文書化された手順を確立し、実施し、維
持する。
ｂ）その手順には運用基準を明記する。
ｃ）組織が用いる物品及びサービスの特定された著しい環境側面に関する手
順を確立し、実施し、維持すること、並びに請負者を含めて、供給者に適用
可能な手順及び要求事項を伝達する。
４．４．７ 緊急事態への準備及び対応
組織は、環境に影響を与える可能性のある潜在的な緊急事態及び事故を特
定するための、またそれらにどのようにして対応するかの手順を確立し、実
施し、維持すること。
組織は、顕在した緊急事態や事故に対応し、それらに伴う有害な環境影響
を予防又は緩和すること。
組織は、緊急事態への準備及び対応手順を、定期的に、また特に事故又は
緊急事態の発生の後には、レビューし、必要に応じて改訂すること。
組織は、また、実施可能な場合には、そのような手順を定期的にテストす
ること。
４．５ 点検
４．５．１ 監視及び測定
組織は、著しい環境影響を与える可能性のある運用のかぎ（鍵）となる特
性を定常的に監視及び測定するための手順を確立し、実施し、維持すること。
この手順には、パフォーマンス、適用可能な運用管理、並びに組織の環境目
的及び目標との適合を監視するための情報の文書化を含めること。
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組織は、校正された又は検証された監視及び測定機器が使用され、維持さ
れていることを確実にし、また、これに伴う記録を保持すること。
４．５．２ 順守評価
４．５．２．１ 順守に対するコミットメントと整合して、組織は、適用可
能な法的要求事項の順守を定期的に評価するための手順を確立し、実施し、
維持すること。
組織は、定期的な評価の結果の記録を残すこと。
４．５．２．２ 組織は、自らが同意するその他の要求事項の順守を評価す
ること。組織は、この評価を４．５．２．１にある法的要求事項の順守評価
に組み込んでもよいし、別の手順を確立してもよい。組織は、定期的な評価
の結果の記録を残すこと。
４．５．３ 不適合並びに是正処置及び予防処置
組織は、顕在及び潜在の不適合に対応するための並びに是正処置及び予防
処置をとるための手順を確立し、維持すること。その手順では、次の事項に
対する要求事項を定めること。
ａ）不適合を特定し、修正し、それらの環境影響を緩和するための処置をと
る。
ｂ）不適合を調査し、原因を特定し、再発を防ぐための処置をとる。
ｃ）不適合を予防するための処置の必要性を評価し、発生を防ぐために立案
された適切な処置を実施する。
ｄ）とられた是正処置及び予防処置の結果を記録する。
ｅ）とられた是正処置及び予防処置の有効性をレビューする。
とられた処置は、問題の大きさ、及び生じた環境影響に見合ったものであ
ること。
組織は、いかなる必要な変更も環境マネジメントシステム文書に確実に反
映すること。
４．５．４ 記録の管理
組織は、組織の環境マネジメントシステム及びこの規格の要求事項への適
合並びに達成した結果を実証するのに必要な記録を作成し、維持すること。
組織は、記録の識別、保管、保護、検索、保管期間及び廃棄についての手
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順を確立し、実施し、維持すること。
記録は、読みやすく、識別可能で、追跡可能な状態を保つこと。
４．５．５ 内部監査
組織は、次の事項を行うために、あらかじめ定められた間隔で環境マネジ
メントシステムの内部監査を確実に実施すること。
ａ）組織の環境マネジメントシステムについて次の事項を決定する。
１）この規格の要求事項を含めて、組織の環境マネジメントのために計画
された取決め事項に適合しているかどうか。
２）適切に実施されており、維持されているかどうか。
ｂ）監査の結果に関する情報を経営層に提供する。
監査プログラムは、当該運用の環境上の重要性及び前回までの監査の結果
を考慮に入れて、組織によって計画され、策定され、実施され、維持される
こと。
次の事項に対処する監査手順を確立し、実施し、維持すること。
－監査の計画及び実施、結果の報告、並びにこれに伴う記録の保持に関する
責任及び要求事項
－監査基準、適用範囲、頻度及び方法の決定
監査員の選定及び監査の実施においては、監査プロセスの客観性及び公平
性を確保すること。
４．６ マネジメントレビュー
トップマネジメントは、組織の環境マネジメントシステムが、引き続き適
切で、妥当で、かつ有効であることを確実にするために、あらかじめ定めら
れた間隔で環境マネジメントシステムをレビューすること。レビューは、環
境方針、並びに環境目的及び目標を含む環境マネジメントシステムの改善の
機会及び変更の必要性の評価を含むこと。マネジメントレビューの記録は、
保持されること。
マネジメントレビューへのインプットは、次の事項を含むこと。
ａ）内部監査の結果、法的要求事項及び組織が同意するその他の要求事項の
順守評価の結果
ｂ）苦情を含む外部の利害関係者からのコミュニケーション
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ｃ）組織の環境パフォーマンス
ｄ）目的及び目標が達成されている程度
ｅ）是正処置及び予防処置の状況
ｆ）前回までのマネジメントレビューの結果に対するフォローアップ
ｇ）環境側面に関係した法的及びその他の要求事項の進展を含む、変化して
いる周囲の状況
ｈ）改善のための提案
マネジメントレビューからのアウトプットには、継続的改善へのコミッ
トメントと首尾一貫させて、環境方針、目的、目標及びその他の環境マネジ
メントシステムの要素へ加え得る変更に関係する、あらゆる決定及び処置を
含むこと
（出所：日本規格協会（ 2005） 49~89 頁）
261
〔資料４〕
JIS Q 17050-1(ISO/IEC 17050-1)付属書Ａ（参考）供給者適合宣言書
Ａ．１ 適合宣言書の様式に記入するための手引き
「備考 細別符号１）～７）は、Ａ．２に示す様式の項目番号である。
１）すべての適合宣言書は、個々に識別できることが望ましい。
２）発行責任者は、明確に特定できることが望ましい。大規模な組織の場合、
担当グループ又は部門を特定する必要があるかもしれない。
３）ａ）適合宣言が当該対象に関係付けられるように、“対象”を明確に記述
することが望ましい。
ｂ）大量生産品については、個々に製造番号を付ける必要はない。その
ような場合、名称、型式、モデル番号を示すだけで十分である。
４） 製品については、適合の表明の別の形として “上記の宣言の対象は、引
渡し時に次の文書の要求事項に適合している”としてもよい。
５） 要求事項を規定した文書は、それらの識別番号、表題及び発行日をつけ
て列挙することが望ましい。
６） ここには、適合宣言の有効性に関する何らかの制限及び／又は何らかの
追加情報がある場合にだけ記述することが望ましい。後者の情報は、例
えば、本体の「適合宣言書の内容 ５）－２」に対応するものでもよい
し、又は本体の「製品上へのマーク表示 ８）」に従って製品に付された
関連の表示を引用してもよい 。そのような製品への表示又は他の識別（例
えば、製品上の）は、適合宣言書の添付書類という形でもよい。
７） 発行者の管理主体を代表して署名する権限を与えられた者の氏名及び役
職名を示すことが望ましい。適合宣言書に含まれる署名又は同等の印の
数は、発行者の組織の正式な手続で定めた最低数とするのがよい。」
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Ａ．２ 適合宣言書の様式例
（この規格に従った）供給者適合宣言書
１）番号：…………………
２）発行者の名称：…………………………………………………………………
発行者の住所：…………………………………………………………………
３）宣言の対象： …………………………………………………………………
…………………………………………………………………
４）上記宣言の対象は、次の文書の要求事項に適合している：
文書番号 表題 版数／発行日
５） ............. .....................................
……………………………..
............. .....................................
……………………………..
追加情報：
６）…………………………………………………………………………………….
…………………………………………………………………………………….
代表者又は代理者の署名：
………………………………….
………………………………….
（発行場所及び発行日）
７）………………. ………………………………………………………………
（氏名、役職名） （発行者から権限を与えられた者の署名又は同等の印）
（出所：日本規格協会（ 2010） 287－ 288 頁）
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〔資料５〕． JIS Q 1000:2005 適合性評価－製品規格への自己適合宣言指針
１）序文
この規格は、製造業者、加工業者、輸入業者又は販売業者（以下、供給者と
いう。）によって行われる鉱工業品（以下、製品という。）の日本工業規格へ
の適合の証明について示す。
この規格は、供給者が製品又はその包装、容器若しくは送り状に日本工業規
格への適合性の宣言をする場合の信頼性を確保するために制定された。
この規格の一般要求事項は、すべての日本工業規格の分野に適用できる 。し
かし、例えば、法令との関連で用いるなどの特定の目的に対しては 、これら
の要求事項に補足することが必要となる場合がある。
供給者が行う適合宣言（以下、自己適合宣言という。）は、適合の証明の一
形式であって、信頼性を求める消費者、調達者及び規制当局からの要求にこ
たえようとするものである。日本工業規格への適合性及び自己適合宣言の責
任を明確にすることによって、自己適合宣言の受入れを増進する。
２）適用範囲（規格番号１．）
この規格は、供給者が日本工業規格（以下 JIS という。）への適合を証明す
る場合の自己適合宣言に対する一般要求事項について規定する。この規格
は、適合性評価を意図する製品規格の JIS を対象とする。
３）引用規格（規格番号２．）
次に掲げる規格は、この規格に引用されることによって 、この規格の規定の
一部を構成する｡これらの引用規格はその最新版（追補を含む）を適用する。
JISQ1001 適合性評価－日本工業規格への適合性の検証－一般認証指針
JISQ9001 品質マネジメントシステム－要求事項
JISQ17000 適合性評価－用語及び一般原則
JISQ17020 検査を実施する各種機関の運営に関する一般要求事項
JISQ17025 試験所及び構成機関の能力に関する一般要求事項
４）定義（規格番号３．）
この規格で用いるおもな用語の定義は、 JISQ17000 によるほか、次による。
備考１．“自己適合宣言”は、 JISQ17000 で定義された“宣言”
すなわち、第一者証明（first-party attestation）である。
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２．認証機関による証明との混同を避けるため、“自己認証”と
いう用語は排除されており、使用しないほうがよい。
ａ）製品規格
製品が特定の条件ももとで所定の目的を確実に果たすために 、満たされなけれ
ばならない要求事項について規定する規格 。要求事項の一部だけを規定する規
格。例えば、寸法、材料又は構造のいずれかだけを規定する規格を含む。
５）自己適合宣言の目的（規格番号４．）
自己適合宣言の目的は、自己適合宣言をしようとする製品が自己適合宣言書中
のＪＩＳに適合しているという保証を与えること 、並びにその適合及び自己適
合宣言の責任者を明確にすることである。
６）一般要求事項（規格番号５．）
「自己適合宣言の発行者（発行機関又は発行人）は、自己適合宣言の発行 、維
持、拡大、限定、一時停止又は取消し、及び対象の規定要求事項への適合に責
任を持たなければならない。
自己適合宣言は、第一者、第二者又は第三者の一つ以上が実施した適切な種類
の適合性評価活動（例：試験、測定、監査、検査又は調査）の結果に基づかな
ければならない。第一者、第二者又は第三者は、適用できる場合は、JISQ9001，
JISQ17020， JISQ17025 などのＪＩＳ及びその他の規準文書を参照することが
望ましい。
自己適合宣言は、同類の製品群に対するものである場合 、その製品群の個々の
製品に適用されなければならない 。自己適合宣言はある期間にわたって引渡さ
れた同類の製品である場合、引渡し時又は受領時の個々の製品に適用しなけれ
ばならない。
適合性評価を適性に実施するため、適合性評価結果をレビューする要員は 、自
己適合宣言の発行者を代表する署名者と異なる者であることが望ましい 。」
備考１．第一者とは供給者、第二者とは使用者又は購入者、第三者とは中立
機関のことをいう。
２．引渡し時又は受領時以降の適合性の確保については、これが必要
な場合、 6.1 i)を参照。
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５）自己適合宣言書（規格番号６．）
6.1 自己適合宣言書の内容
自己適合宣言書の発行者は、自己適合宣言の受領者が次の事項を識別するの
に十分な情報を、自己適合宣言書が含んでいることを確実にしなければなら
ない。－ この規格に基づく自己適合宣言であることの識別
－ 自己適合宣言の発行者
－ 自己適合宣言の対象
－ 適合を宣言する根拠とした JIS の識別
－ 自己適合宣言の発行者を代表する署名者又は代理署名者
自己適合宣言書は少なくとも次の事項を含まなければならない。
ａ）“ JISQ1000 に基づく自己適合宣言書”という表示
ｂ）自己適合宣言の固有の識別（自己適合宣言書の発行番号など）
ｃ）発行者の名称及び連絡先住所
ｄ）対象の識別（例えば、製品の名称、型式、製造年月日又は製造ロット番
号、及び／又はその他の関連する補足情報）
ｅ）適合の表明
ｆ）該当する JIS 番号及び／又は規格名称（発行年月日）並びに要求事項に
選択肢がある場合に採用した選択肢。
ｇ）自己適合宣言の発行日及び発行場所
ｈ）発行者から権限を与えられた者の署名（又は同等の確認の印）、指名及び
役職名
ｉ）自己適合宣言の有効性に関する何らかの制限事項 (引渡し後の有効性な
ど )ｊ）自己適合宣言の内容に関する問合せ先
6.2 追加情報
自己適合宣言の基礎とした自己適合宣言書と適合性評価結果とを関係付け
るため、 12.に規定する支援文書の情報に言及するのがよい。
文書化のときの適合性評価結果の引用は、不適切に適用されたり、又は自
己適合宣言の受領者を誤った方向に導くものであったりしてはならない。
６）自己適合宣言書の様式（規格番号７．）
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自己適合宣言書の例については附属書による。自己適合宣言は、印刷物に
よるものでも、書き換え不可能な電子媒体又はその他の適切な媒体による
ものでもよい。
７）アクセス性（規格番号８．）
自己適合宣言書の写しを自己適合宣言の対象に関連する他の文書 、例えば、
声明書、カタログ、送り状、取扱説明書又はウエブサイトに含めてもよい。
８）製品等への表示（規格番号９．）
自己適合宣言の存在を示すために製品などに表示（マーク表示を含む 。）を
行う場合には、他の何らかの認証マーク（例えば、JIS マーク）と混同する
ことのないような形式でなければならない 。マーク表示を行わない場合は 、
“ JISQ1000 に基づき JIS○ ○○○○に適合”という表示にすることが望ま
しい。この表示は、自己適合宣言へのトレーサビリティーがなければなら
ない。９）自己適合宣言の有効性（規格番号１０．）
10.1 有効性の継続
自己適合宣言の発行者は、引渡し時又は受領時における対象が、自己適合
宣言書に表明された要求事項に対して引き続いて適合することを確実にす
るための手順を持ち、実施しなければならない。
備考 この箇条の意図は、例えば、量産品の場合、初期の製品だけでなく 、
初期と同等の条件で生産を続けている限り、製品が要求事項に適合
していなければならないことである。
10.2 有効性の再評価
自己適合宣言の発行者は、次に示す状況が生じた場合に自己適合宣言の有
効性を再評価するための手順を持ち、実施しなければならない。
ａ）製品の設計又は仕様に重大な影響を与える変更
ｂ）製品の適合を表明する根拠となる JIS の変更
ｃ）該当する場合、供給者の所有権又は経営構造の変更
ｄ）製品がもはや JIS の要求事項に適合していない可能性を示す苦情又は試
買検査などの関連情報の存在
１０）支援文書の一般要求事項（規格番号１１．）
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11.1 トレーサビリティー
支援文書は、自己適合宣言から追跡できるような方法で作成、保管及び維
持しなければならない。
11.2 利用可能性
自己適合宣言の発行者（発行機関又は発行人）は、関係当局の要求に応じ 、
法令上の要求事項を満たすために必要な範囲で関係当局が支援文書を利用
できるようにしなければならない。発行者は、その他の人又は機関からの
依頼に対しても、支援文書を合理的な範囲で利用可能にするのがよい。
備考 関係当局とは、関連する法令の規制当局及び製品規格の JIS にかか
わる主務大臣をいう。
11.3 保存期間
支援文書の保存期間は、適用される法律及び規則に従った期間とし、発行
者の裁量で更に長期間とするのがよい。顧客及びその他の利害関係者の個
別のニーズを考慮しなければならない。
１１）支援文書（規格番号１２．）
12.1 支援文書の内容
自己適合宣言した対象の要求事項への適合を実証するため、支援文書は、
必要に応じ次の情報を含まなければならない。
備考 支援文書は、供給者の責任の下で実質的な裏付けとなる文書であり 、
製品説明書、取扱説明書、品質マニュアル、社内規格、検査結果などをい
う。ａ）自己適合宣言の対象製品の説明［例えば、製品説明書、取扱説明
書、該当 JIS の社内規格（製品規格）］
ｂ）適用可能な場合、設計文書（例えば、設計説明書、図面、仕様書）
ｃ）次に示すような製品試験及び検査の結果
－ 使用した方法の説明［例えば、製品の試験方法、検査方法（検査項目・
検査手順・判定基準・抜取検査方式・不適合品又は不合格品ロットの
処置方法・製品検査・形式検査）及びこれらを選択した理由、並びに
記録の保存期間］
－ 検査結果（例えば、製品検査成績書又は完成品検査成績書）
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－ 逸脱及び容認を含め、検査結果の評価（検査結果には、判定値、検査
員、品質管理責任者、出荷責任者などの明記を含む。）
－ 製品試験及び検査の活動に関与した第一者、第二者又は第三者の識別
及び、 JISQ17020 若しくは JISQ17025 の認定状態の詳細（例えば、認
定範囲、認定機関の名称）、又は JISQ17020 若しくは JISQ17025 の該当
する要求事項を遵守していることの説明
ｄ）自己適合宣言の対象に関係する品質管理体制の説明［例えば、 JISQ9001
の登録審査状況の詳細、又は JISQ1001 の付属書 2、JISQ9001 などの該当す
る要求事項を遵守していることの説明］
12.2 支援文書の追加内容
自己適合宣言した対象の要求事項への適合を実証するために必要な場合、
次の事項も含めることが望ましい。
ａ）適合性評価活動に関与した第一者、第二者若しくは第三者のその他の活動
又はプログラム［例えば、品質マネジメントシステム審査登録に関する IAF
（国際認定フォーラム）などの合意グループの会員資格］
ｂ）その他の関連情報（例えば、リスク分析、再評価の手順及び計画）
12.3 12.1 及び 12.2 に規定する支援文書において、自己適合宣言の有効性に
影響を与える何らかの変更があればこれを文書化しなければならない。
（出所：日本規格協会（ 2010） 299－ 301 頁）
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〔資料６〕
JIS Q 1000:2005 付属書（参考）自己適合宣言書
１．自己適合宣言書の様式の記入要領
１）自己適合宣言書の表題を“ JIS Q 1000 に基づく自己適合宣言と表しても
よいし、 10)のように文書によって表してもよい。
２）すべての自己適合宣言書は、発行番号を記載するなどここに識別できる
こと。
３）発行者は、供給者の名称など明確に特定できること。大規模な組織の場
合、担当グループ又は部門を特定する必要があるかもしれない。
４）ａ）自己適合宣言が当該対象に関係付けられるように “対象”を明確に
記載する。
ｂ）大量生産品については、個々の製造番号を付ける必要はない場合も
ある。このような時は、商品名、形式、製造ロット番号、 JIS に規
定する種類などを示すだけで十分である。
５）適合の表明の表記は、“上記の宣言の対象は、次の JIS の要求事項に適
合している“とするのが望ましい。
６）当該 JIS 番号及び／又は規格名称、発効年月日を記載する。
７）自己適合宣言の有効性に関する何らかの制限及び／何らかの追加情報が
ある場合にだけ記述する。後者の情報は、例えば、本体の 12. に規定
する支援文書にかかわる情報に言及してもよいし、又は本体の 9. に
従って製品に付された関連の表示を引用してもよい。そのような製品へ
の表示又は他の識別（例えば、製品上の）は、自己適合宣言書の添付書
類という形でもよい。
８）自己適合宣言の内容に関する問合せ先として担当部署、担当者、電話番
号、 e-mail アドレスなどを記載する。
９）発行者の管理主体を代表して署名する権限を与えられた者の氏名及び
役職名を示す。発行場所は、事業所名、工場名などを特定できること。
自己適合宣言書に含まれる署名又は同等の印の数は、発行者の組織の正
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式な手続きで定めた最低数とするのがよい。
10）表題を 1) のように表せない場合は、“この文書は、 JIS Q 1000 に基づ
き作成された自己適合宣言書である。”旨追記してもよい。
２．自己適合宣言書の様式例 自己適合宣言書の様式例は、次による。
付属書表 自己適合宣言書（様式例）
１） JIS Q 1000 に基づく自己適合宣言書
２）番号：…………………
３）発行者の名称：…………………………………………………………………
発行者の住所：…………………………………………………………………
４）宣言の対象： …………………………………………………………………
５）上記宣言の対象は、次の JIS の要求事項に適合している：
６） <JIS 番号 > <規格名称 > <発行年月日 >
............. .....................................
……………………………..
............. .....................................
……………………………..
７） 追加情報：
…………………………………………………………………………………….
…………………………………………………………………………………….
８） 問合せ先：………………………………………………………………………
９） 代表者又は代理者の署名：………………………………………………….
（発行場所及び発行日）
（氏名、役職名） （発行者から権限を与えられた者の署名又は同等の印）
10） この文書は、 JIS Q 1000 に基づき作成された自己適合宣言書である。
（出所：日本規格協会（ 2010） 301－ 302 頁）
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〔資料７〕．第 16回管理システム規格専門委員会議事録： JISC(2007)
「議事：マネジメントシステム規格と認証制度に関する議論について」
資料及び参考資料に基づき、事務局より、マネジメントシステム規格と
認証制度の現状認識及び論点についての事務局案について説明の後、意
見交換を行った。また事務局より、今後の議論については、新たに少人
数によるＷＧを設置し、そこで議論を詰めていくことの提案があり、承
認された。
概要及びコメントは、次のとおり。
・ 自己適合宣言についてだが、民間時代に欧州の企業から ISO9001認証を
取得しているか問合せがあり、ISO9001に則って管理している、つまり自
己適合宣言をしていると答えたところ、その後特に監査をされたという
ことはなかった。
欧州に輸出する電機・機械・化学メーカ－に対し ISO9001の認証取得の要
請が広まったが、ＣＥマークや他の強制認証との使い分けをしないと自
己適合宣言の道は開けないのではないか。
・ 自己適合宣言を提供し、認証制度を正しく理解してもらうことは安易な
ことではない。認証から自己適合宣言に変更した地方自治体は、内部監
査を行うなど認証以上の労力をかけている。レベルの低い企業が自己適
合宣言をすると、自己適合宣言そのものが悪くとられてしまう可能性も
ある。
・ 自己適合は第三者認証よりも費用がかかってしまうこともある。自己適
合ではないが、組織の内部監査を利用したＷＤＩという審査の方式もあ
るが、やってみたところとても大変だった。
・ ISO認証をやめて内部監査にしてしまうと監査に甘さが出てしまうので
第三者の目としての認証は必要であるという考えもある。自己適合宣言
の主旨を理解し運用することは難しいのではないか。
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・ 自己適合宣言のための規格には自己適合宣言をするためには適合するこ
とをデモンストレートすることとある。いくら自己適合していてもデモン
ストレートできなければ自己適合したとは言えないのではないか。現状で
そこまで行っている組織はないように思うが。
・ 自己適合という文言は狭い意味で捉えられてしまうのではないか。
・ あまりに規格と認証が一体化しているので、認証をとらなくても規格は
使えるということを言いたい。認証制度を自己適合宣言に置き換えようと
いう意図ではなく、規格の普及が目的であり、規格の有効性を広報したい。
・ 規格の一部を自社のマネジメントシステムに取り込むことにより、効果
を上げている組織もある。
・ もし規格の一部だけしか使わずに自社のＨＰなどに適合していると書く
ならば、規格のどこを使用しているかを明示しないと混乱すると思う。
・ 例えば ISO14001に記載されている内容は当たり前のことがほとんどであ
り、規格に沿ってマネジメントシステムを構築することはそれほど難しく
ないように思う。審査が難しくしており、審査員が相手に分かる言葉を使
っていないため十分な理解が得られていない。
・ 規格は企業に合ように使えればよいのであり、審査のときに大企業と中
小企業を同じように審査してしまうことが問題である。
・ 審査のときに規格に上乗せしたような審査をすることがよくないのでは
ないか。
・ ISO9001は取引先ごとに審査していたことが、第三者に審査してもらうこ
とで審査の負担が減るというメリットがある。
・ 電機メーカは取引先に ISO14001認証取得を要求したが、産業ごとに認証
取得が必要な産業とそうでない産業があるのではないか。また、コストに
ISO14001 を含めているので、認証料金が高いというのはいかがなものか。
・ 認証をとることが目的化してしまい規格を使いこなせていない中小企業
は多々ある。経営者の自己満足は、ＭＳ導入によりパフォーマンスが上が
ったことで得られるのではないか。
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・ 業界によっては、特に環境負荷がないにもかかわらず ISO14001の認証取
得をしようとする企業がある。
・ ISO9001と ISO14001両方認証取得している企業はマネジメントシステムに
ついて多少は理解していると思うが、 ISO14001のみ認証取得した企業は、
紙ゴミ電気など目に見える効果のみを求めてしまったのではないか。
・ 消費者・マスコミに対しての情報提供が必要である。現状だとマスコミ
の理解が低い。 CASCOでは、システム認証の結果についてはマークを付け
られないとされたが、 ISO9001の活用は見直す時期に来ているのではない
か。・ 一般消費者はシステム認証と製品認証の違いが分かっていないの
で、その区別を明確にする必要がある。
・ 質の高い認証機関というが、そもそも認証機関は同等なのではないか。
質の悪い認証機関は排除する必要がある。
・ 企業をよくする審査が良い審査機関なのではないか。
・ 審査は能力審査であるが、企業価値を上げる必要があるのか疑問である。・
研修機関やコンサルの影響で、“マネジメントシステム＝認証”という固
定観念がある。
・ 海外の認証機関の調査には、日本国内で活動している海外の認証機関も
含めた方がよいのではないか。
（出所：日本工業標準調査会ホームページ）
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